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平成２２年第２回定例会 本会議録 

開会 午後 １時００分 

○議長（見楚谷登志） これより、平成22年小樽市議会第２回定例会を開会いたします。 

 直ちに、本日の会議を開きます。 

 本日の会議録署名議員に、山田雅敏議員、古沢勝則議員を御指名いたします。 

 日程第１「会期の決定」を議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 本定例会の会期を、本日から６月21日までの19日間といたしたいと思います。 

 これに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 日程第２「議案第１号ないし第13号及び報告第１号」を一括議題といたします。 

 まず、議案第１号ないし第12号及び報告第１号について、市長から提案理由の説明を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

              （山田勝麿市長登壇）（拍手） 

○市長（山田勝麿） ただいま上程されました各案件について、提案理由の概要を説明申し上げます。 

 初めに、議案第１号から議案第４号までの各会計補正予算について説明申し上げます。 

 このたびの補正予算の主なものといたしましては、一般会計では、まず、雇用対策といたしまして、

北海道から追加の補助内示がありました「重点分野雇用創造事業」として、介護保険サービス事業所等

へ委託して、失業者の雇用及び介護資格の取得をさせる「介護雇用プログラム推進事業」などに要する

経費に計上したほか、市独自の雇用対策事業といたしまして、小中学校の屋外環境整備のほか、海水浴

場やおたる潮まつり会場のごみの回収などに要する経費を計上いたしました。 

 また、南浜中町内会館ほか１か所の町内会館の新築及び補修に係る助成金や、認知症高齢者グループ

ホームに対してスプリンクラー設置費用を補助するための所要の経費を計上するとともに、北海道から

地域周産期母子医療センターの指定を受けている社会福祉法人北海道社会事業協会小樽病院に対して、

北しりべし定住自立圏を構成する６市町村が連携して、財政的支援を行うための所要の経費を計上した

ほか、学校の耐震化に関しまして、潮見台小学校校舎等の耐震診断に要する経費のほか、長橋中学校ほ

か１校の校舎等の耐震工事実施設計に要する経費を計上し、小樽文学館・美術館再整備事業に関しまし

て、整備内容の追加に要する経費を計上いたしました。 

 さらに、病院事業における平成22年度末での不良債務の解消に向けて、一般会計からの追加の繰出金

を計上するとともに、病院事業会計におきましては、市立病院の統合・新築に向けて基本設計を再開す

るための所要の経費を計上し、下水道事業会計につきましては、一般会計に対する貸付金を計上いたし

ました。 

 これらの結果、一般会計におきましては、歳出に対応する財源といたしまして、市税、国庫支出金、

道支出金、寄附金、繰入金、諸収入及び市債を計上し、補正額は、歳入歳出ともに６億8,025万円の増と

なり、財政規模は560億2,285万9,000円となりました。 

次に、議案第５号から議案第12号までについて説明申し上げます。 

議案第５号職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例案につきま

しては、職員団体のためその業務を行い、又は活動することができる期間に、超勤代休時間等を追加す

るものであります。 
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議案第６号職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例案につきましては、国家公務員に準

じ、育児休業等をすることができる要件を緩和するとともに、地方公務員の育児休業等に関する法律の

一部改正に伴う所要の改正等を行うものであります。 

 議案第７号職員給与条例の一部を改正する条例案につきましては、１か月に60時間を超えてした時間

外勤務に対する時間外勤務手当の支給割合の割増しに、週休日の振替等により１週間の勤務時間を超え

て勤務した時間を含めるものであります。 

 議案第８号市税条例の一部を改正する条例案につきましては、地方税法の一部改正に伴い、個人の市

民税に関し、給与所得者及び公的年金等受給者の扶養親族に係る申告手続並びに非課税口座内の少額上

場株式等に係る譲渡所得等の非課税措置に係る所得計算の特例について定めるとともに、市たばこ税の

税率を改定するほか、所要の改正を行うものであります。 

 議案第９号環境基本条例案につきましては、地球温暖化をはじめとした環境問題への関心が高まって

いる中、環境についての基本理念を定め、市民、事業者及び市の責務を明らかにするとともに、良好な

環境を次世代へ引き継いでいくために必要な環境に関する施策の基本的事項を定めるものであります。 

 議案第10号市営住宅条例の一部を改正する条例案につきましては、オタモイ住宅３号棟を供用開始す

るとともに、オタモイ住宅駐車場の駐車区画を増設するものであります。 

 議案第11号市立小樽病院高等看護学院の授業料等に関する条例の一部を改正する条例案につきまして

は、修学資金の貸付金額の増額に伴い、その貸付金の償還が免除となる病院事業等における勤続期間を

延長するものであります。 

 議案第12号北海道市町村備荒資金組合規約の変更につきましては、北海道総合振興局及び振興局の設

置に関する条例の施行に伴い、所要の改正をするため、地方自治法第290条の規定により議会の議決を求

めるものであります。 

 次に、専決処分報告についてでありますが、報告第１号につきましては、国民健康保険法等の一部改

正に伴い、一般被保険者に係る基礎賦課総額の特例措置を平成25年度まで継続するとともに、所要の改

正を行うため、国民健康保険条例の一部を改正する条例を平成22年６月１日専決処分したものでありま

す。 

 以上、概括的に説明申し上げましたが、何とぞ原案どおり御可決、御承認賜りますようお願い申し上

げます。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 次に、議案第13号について、提出者から提案理由の説明を求めます。 

              （「議長、22番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 22番、北野義紀議員。 

              （２２番 北野義紀議員登壇）（拍手） 

○２２番（北野義紀議員） 提出者を代表し、議案第13号小樽市非核港湾条例案の提案説明を行います。 

 本年第１回定例会での非核港湾条例案提案以降、核兵器廃絶をめぐる大きな出来事は、核兵器不拡散

条約再検討会議、いわゆるＮＰＴがこの５月に４週間にわたって開かれ、核兵器のない世界に向けた重

要な前進が図られたことであります。 

 再検討会議の最終日、５月28日に全会一致で採択された文書では、核兵器の完全な廃絶に向けた具体

的措置を含む核軍備撤廃に関する行動計画に取り組むことで合意しました。 

 また、最終文書の行動計画は、すべての核兵器のない世界を達成し維持するために、必要な枠組みを

確立するための特別な取組を行う必要について確認すると明記し、核保有国に対し、核兵器廃絶への一

層の取組と具体的な進展を求める一番肝心なことが盛り込まれました。 
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 ここに至る背景は、核兵器廃絶交渉の開始を求める声が世界の大勢となっていることを示しています。 

 日本共産党は、核兵器不拡散条約、核拡散防止条約再検討会議の成功を願って、志位和夫委員長を先

頭とする代表団をアメリカに派遣しました。 

 また、小樽市選出の花岡ユリ子道議会議員は、北海道代表団の団長として会議の成功のために力を尽

くしてきたことも紹介しておきます。 

 日本共産党は、10年前に採択された再検討会議で確認された核兵器の完全廃絶を実現するという核兵

器保有国の明確な約束を再確認する、核兵器廃絶のための国際交渉を開始する合意をつくる、この二つ

の要請を会議の中枢関係者や参加国の代表団に会って、会議の成功に向けて力を尽くしてまいりました。 

 このように、今、世界の流れは核兵器廃絶に向けて大きな歩みを開始しています。この世界の流れに

沿って、小樽市においても、核兵器搭載可能艦の小樽港への入港を許さない非核港湾条例を制定するこ

とは、この世界の流れを促進する上で大きなインパクトを与えるでしょう。 

 条例案の内容と目的については、提案されている前文と第１条に述べておりますので、ごらんいただ

きたいと思います。 

 議案第13号の持つ歴史的意義についてのみ触れさせていただきます。 

 28年前の小樽市議会第２回定例会で、核兵器廃絶平和都市宣言を全道に先駆けて満場一致で可決した

ことは、核兵器廃絶が緊急の課題となっているとのその内容の正確さとも相まって、全道ばかりではな

く、全国にも大きな衝撃を与えました。その後、各都市で核兵器廃絶平和都市宣言が採択されていくこ

とになります。 

 しかし、小樽市の宣言文の中で、先ほど紹介した現在の世界の核兵器廃絶を求める運動の目標に照ら

してみて、現在でも世界で生きた力を発揮する内容となっている都市宣言はそんなに多くありません。

小樽市議会として、こういう核兵器廃絶平和都市宣言をしたことに誇りを持つものであります。 

 こういう小樽市議会の先駆的役割を想起し、我が党提案の議案第13号小樽市非核港条例案を可決し、

28年前のように再び小樽市議会が先駆的役割を発揮しようではありませんか。 

 議場におられる議員の皆さんが近い将来記されるであろう小樽市史にお一人お一人その名をとどめる

ことになるであろうことを述べて、提案説明といたします。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 日程第３「休会の決定」を議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 議案調査のため、明６月４日から６月６日まで３日間、休会いたしたいと思います。 

 これに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

散会 午後 １時１３分 
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開会 午後 １時００分 

○議長（見楚谷登志） これより、本日の会議を開きます。 

 本日の会議録署名議員に、成田祐樹議員、斉藤陽一良議員を御指名いたします。 

 日程第１「議案第１号ないし第13号及び報告第１号」を一括議題といたします。 

 質疑及び一般質問を一括し、これより会派代表質問を行います。 

通告がありますので、順次、発言を許します。 

              （「議長、７番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ７番、菊地葉子議員。 

              （７番 菊地葉子議員登壇）（拍手） 

○７番（菊地葉子議員） 日本共産党を代表して、質問をします。 

初めに、経済動向と財政問題です。 

平成21年分の所得税、消費税、贈与税の確定申告が小樽税務署から発表されました。納税者数で3.3

パーセント、所得金額で7.4パーセント、納税額で12.4パーセント、それぞれ前年比で減り、２年連続の

減少となっています。景気回復には、まだ道のりの遠さを思わせる厳しい数字です。雇用対策、景気対

策の一層の推進が望まれます。 

補正予算にかかわってお尋ねします。 

重点分野雇用創造事業では、5,275万4,000円、新規雇用者36名分の予算が計上されました。平成21年

度以降、取り組まれてきました緊急雇用創出推進事業、ふるさと雇用再生特別対策推進事業、小樽市独

自雇用対策事業など、雇用分野の取組の成果をどう評価されているかお尋ねします。 

1,080万円の補正予算が計上されている小樽市独自の雇用対策事業が大変歓迎されています。水産加工

場で賃金がわりに現物支給で暮らしを支えるという方も、この対策事業で現金収入につながっていると

聞きました。だからこそありがたい施策だとの市民の声です。小樽管内の有効求人倍率は、平成22年４

月で0.3パーセントと依然厳しい状況ですから、小樽市独自の雇用対策事業は継続が望まれます。事業の

継続に対する見通しをお聞かせください。 

緊急雇用対策事業の内容は、システム入力やマップの製作など一定期間で終了するものもありますが、

例えば学校の窓の清掃や博物館の列車のさび取りといった業務は、毎年とは言わないまでも、数年に一

度は予算に組み込まれる事業であるはずです。雇用対策の事業はもとより、市民サービスの一環として

必要な事業は、今後も積極的に予算計上すべきと考えますが、市長の御見解をお聞かせください。 

一般会計と病院建設の関連でお尋ねします。 

補正予算では、一般会計から病院事業会計への繰出金として、病院統合新築工事基本設計分として

2,150万円、不良債務解消分として４億円が計上されています。基本設計費の妥当性については病院の質

問で触れますが、不良債務解消は会計年度内に処理をすれば済むことだと思いますし、これまではその

ようにしてきたはずです。不良債務解消分として、今定例会に補正をかけるのは何か特別な意味を持つ

のでしょうか、お尋ねします。 

平成22年度末での赤字解消も視野に入ってきたとのことでしたが、今後、病院の建設に着手すれば、

一般会計にも新たな負担が生じることは明らかです。この負担を解消し、黒字化するためには、全庁的

に不用額を出すよう緊縮財政をさらに呼びかけるのでしょうか、伺います。 

次に、公契約条例についてお尋ねします。 

大手ゼネコンの談合事件が相次いだことから、指名競争入札の問題が指摘され、公共工事における一

般競争入札の採用が本格化してきました。その結果、低入札工事が多くなり、際限のない労働条件の切
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下げ競争を容認するものとなっています。ＩＬＯ条約では、公契約における労働条項において、国や自

治体といった公の機関が、民間会社に公共サービスを委託したり、公共工事を請け負わせるに当たって、

その地域の平均的労働条件を引き下げるような契約を行ってはならないと定めています。公の機関は、

公契約を締結するに際し、その地域においての同種の労働者の労働条件を調査して、その業務を実際に

行う労働者の賃金や労働時間をはじめとした労働条件がその基準を上回ることを契約の中に明記しなく

てはなりません。しかし、日本の政府は、この条約をいまだ批准せず、品質、賃金の保障、技術の継承

を保障するための公契約条例制定を求める動きが全国的に起きています。 

小樽市議会でも、平成17年第２回定例会で、全会一致で公契約における公正な賃金・労働条件の確保

を求める意見書を可決し、関係機関に要請してきたところです。全国の自治体で先駆けて昨年９月に公

契約条例を制定した千葉県野田市を訪問しました。公契約条例は、地方公共団体等が発注する公共工事

に係る労働者の適正な労働条件を確保することで、業務の質の確保を図ることを目的とするものです。

野田市公契約条例の前文では、国が公契約に関する法律の整備の重要性を認識し、速やかに必要な措置

を講じることが不可欠であること、同時に、このような状況を見過ごすことなく先導的にこの問題に取

り組んでいくことで、地方公共団体の締結する契約が豊かで安心して暮らすことのできる地域社会の実

現に寄与することができるよう貢献したいとうたっています。野田市の公契約条例についての市長の率

直な感想をお尋ねします。 

野田市では、この条例が既に実施されていますが、対象は１億円以上の公共事業、もう一つは公共工

事以外で市が発注する1,000万円以上の委託業務です。この二つの事業に従事する労働者の賃金に関し

て、契約の条件にしていることです。業務委託先の雇用従業員の賃金は、野田市職員の賃金を基準とし

て設定されています。時給829円となりました。条例をつくった後に、野田市の臨時職員の賃金が、その

単価より低い業種があったことがわかり、臨時職員の時間給の改善につなげています。 

小樽市の公共事業発注による請負先の労働者の賃金の保障や工事の品質確保についてはどのようなこ

とを行っているのでしょうか。 

野田市の公契約条例制定は大変な注目を浴びています。江戸川区では、公共調達基本条例を制定、川

崎市や国分寺市では公契約条例の制定を準備中です。小樽市でも、公契約条例をつくるお考えはありま

せんか、お伺いします。 

次に、風力発電についてお尋ねします。 

再生可能エネルギーとして注目を寄せられてきた風力発電ですが、基準も未確立のまま建設され続け、

騒音被害、バードストライク、低周波による体調不良の訴えなどの広がりで、早急な解明と対策が求め

られています。 

国においても、環境アセスメントの対象として検討、低周波被害の実態調査に着手しましたが、有効

な対策とはなっていません。加えて、太陽光発電、風力発電など、新エネルギー導入促進に関する補助

金交付事業は、2008年度までは経済産業省、独立法人ＮＥＤＯが行っていましたが、2009年度から民間

企業に委託されました。その結果、環境調査結果、住民自治会への説明会議事録などの関係書類が経済

産業省に提出されなくなり、情報公開の適用範囲外としての取扱いとなり、情報の透明性に著しく欠け

たまま、多額の国費が補助金として民間事業に投入されているという実態にあります。 

市長は、風力発電を推進する立場ですが、風力発電施設建設に当たっての問題点をどう認識されてい

ますか、お伺いします。 

日本風力開発株式会社が銭函地域に建設を計画している風力発電について何点かお尋ねします。 

「風力発電に逆風」銭函地域に建設を計画している風力発電について、建設予定地から１キロ先に位
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置する札幌市の手稲山口団地の住民の方々から、風車が発する低周波による健康被害の心配の声が出て

いることを紹介した新聞記事です。 

日本風力開発株式会社は、平成21年度新エネルギー等導入加速化支援対策事業の補助申請を平成21年

５月29日に提出し、設計・設備費に対する６億7,000万円が同年７月31日に採択されています。平成21

年度第１次の補助金申請で提出を求められる実施計画書では、環境影響調査報告書及び協議結果、承諾

書、住民説明会の議事録を添付することになっていました。この場合の住民説明会が、だれを対象に、

いつ開催されたのか小樽市は承知されていますか、お尋ねします。 

この公募要領を読む限り、地元首長の同意書については明記がありません。しかし、日本風力開発株

式会社は、昨年度の補助金申請に当たり、当市に対し意見書の交付を求めています。山田市長名で回答

を寄せていますが、補助金交付に当たって、どのような位置づけを持つものと承知されているのでしょ

うか、お尋ねします。 

今年度の補助金申請に当たって提出する実施計画には、地元調整という１項目が加えられ、地元市町

村の首長の同意書を添付すること、地域説明会の議論内容を参加者の確認署名入りで添付すること、ま

た市町村界付近に建設する場合は、市町村界にかかわらず、地元住民に対して説明会を実施することな

どが明記されています。今年度の補助金申請に当たり、地元調整について地域住民との協議、承諾まで

繊細な内容に踏み込んでいるのは、補助金の採択に当たり丸投げとの批判があること、風力発電建設に

当たって地域住民との間で健康被害などのトラブルとなっていることから、住民への丁寧な説明やきち

んと了解を得ることは事業展開の前提である、このことが社会的合意として相当重視されてきた結果と

考えられます。再生可能エネルギーの風力発電ではありますが、規制なしで建設を野放しするわけには

いかなくなっている一つの側面です。 

複数年度にわたる工事の場合の補助金は、単年度ごとに申請が必要であり、日本風力開発株式会社は、

今年度も補助金申請が必要ですが、今年度の公募要領で改めて地元首長の同意が求められるのではない

でしょうか。低周波の問題で、建設予定から１キロ先に位置する札幌市は、手稲山口団地の住民の方々

から日本風力開発に説明会の開催を申し入れていますが、いまだに開催に至っておらず、住民の方から

は、「３月から開催するように問い合わせているが、逃げ回っていて日にちが具体的にならない」と聞

いています。「風車が建つ小樽市には固定資産税が入るのに、札幌市民には健康被害がもたらされる」

そういった声も聞かれます。こうした事態ですから、地元首長としては慎重な対応が求められると思い

ますが、同意書に市長はどのように対応されるのでしょうか、お伺いします。 

札幌市民に今もって説明会を開こうとしない日本風力開発株式会社には、札幌市の住民の説明会開催

要求に誠実に対応するよう求めるべきと思いますが、いかがでしょうか。 

昨年度の補助金申請に当たり、日本風力開発株式会社から求められた意見書に、山田市長は、低炭素

社会づくりに貢献、地域経済の活性化に資するものが大きいと期待を寄せ、建設に理解を示す回答を寄

せていますが、環境関連事案についても関係先に誠意を持って対応されるようお願いしますとの一文も

明記しています。環境関連事案とはどういったことを想定し、関係先とはどちらを意識し書かれたもの

でしょうか、お伺いします。 

さて、風力発電建設予定地の５キロメートルにわたる砂丘を丸ごと残してほしいという市民の声もあ

ります。北海道大学大学院の松島肇助教が、この砂丘について次のようなレポートを雑誌に寄せていま

す。波打ち際、砂浜、湿地、天然林という成帯構造というのだそうですが、こうした成帯構造が一連の

流れで残っているまれな自然海岸であり、札幌市のような大都市の至近距離にあるのは恐らく全国的に

も例がなく、どのくらい自然が残っているかを示す植生自然度は、環境省が定めた指標では、最高の10
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段階に位置し、カシワの天然林の自然度は９であり、セットで残っているのは全国でもごくわずかな土

地だと言います。さらには、この手つかずの自然が、石狩湾新港の南側で進んでいる海岸浸食の悪化を

防ぐ役割を果たしているとも言います。市長自身は、この砂丘の自然をどう評価されているのか、また、

ありのままの自然を残してほしいという市民の意見に向き合おうというお考えがあるのでしょうか、お

尋ねします。 

生物多様性が改めて見直される時代です。時を同じくして、今定例会に提案された小樽市環境基本条

例案では、その前文で、失われた自然を回復し、潤いや安らぎといった心の豊かさを感じられる快適な

環境を維持し、創造していくことも重要になっているとうたっています。この環境基本条例の精神に照

らして、砂丘地帯のありようも考えてみる必要はないでしょうか。 

次に、病院問題でお尋ねします。 

紆余曲折を重ねてきた新市立病院の建設ですが、基本設計に着手できるまでにこぎつけました。まず、

基本設計にかかわってお尋ねします。 

初めに、発注の問題です。 

随意契約で、引き続き久米設計に4,300万円で業務委託するとした背景についてお答えください。 

建設場所も変わり、病床数など建物規模も大幅に変更の計画ですから、基本設計は改めて一般競争入

札にすべきというのが広く市民の意見です。なぜ随意契約なのか。平成19年４月に久米設計に発注した

基本設計は、建設計画の見通しが立たなくなり途中で解約しました。このとき、改めて建設の見通しが

立ったならば、随意契約の形で久米設計にお願いします、こういった口約束があったのではないか、こ

れがちまたのうわさです。真相はいかがでしょうか。 

 前回の基本設計は、予算額8,505万円をプロポーザル方式の発注で久米設計がおよそ73パーセント、

5,985万円で受注、このうち途中解約ということで、成果分、2,581万円を支払いました。今度の基本設

計は、予算額4,300万円です。この予算額どおりに久米設計と契約したならば、結局、久米設計への支払

い金額は6,881万円となり、前回、久米設計が受注した金額よりも高額になります。病院規模も縮小され

ながら、基本設計費が割高になるといった状況がなぜ起きるのでしょうか。今回改めて一般競争入札に

かければさらに低価格で契約できると考えるのが一般的ではないでしょうか、素朴な疑問です。市民に

納得いただけるものでしょうか、明確にお答えください。 

 次に、新病院建設の総事業費についてお伺いします。 

 まず、事業費およそ140億円と言われる予算規模の根拠についてお伺いします。 

 起債額、起債償還と病院事業計画、こうした財政計画については一切提示されていませんが、医師数、

看護師数も含めた事業計画の審議も尽くさずに、基本設計に白紙委任はできません。平成18年５月の市

立病院調査特別委員会には、起債償還計画も含めた病院事業計画が示されました。なぜ今回は提示され

ないのでしょうか、今定例会中に財政計画の提案を求めます。 

 次は、建設資金の適正化についてです。 

 ほぼ同規模の民間医療機関が、新市立病院の建設費の７割の予算で建設されようとしています。なぜ

ここまで差が出るのか、納得のいく説明を求めます。 

 地元発注を基本にすると割高になるとの意見も聞きますが、どういう形で地元企業への発注を考えて

おいででしょうか。また、積算価格には国立病院機構が示す単価を使われると言いますが、この単価を

用いなければならない理由があるのでしょうか。起債申請に影響が及ぶのでしょうか、説明してくださ

い。建設費用の積算根拠がだれにも納得のいくものとなって、市民のための病院という合意が広がると

思います。 

－12－



平成２２年第２回定例会 本会議録 

 次に、医療機器の価格の妥当性でお伺いします。 

 医療機器は、公立病院に納入するときは高く、民間病院には低価格で納入してバランスをとるのが医

療機器メーカーの常識になっていると言います。医療機器も、薬価同様、価格があってなきに等しいと

いうのが医療関係者の間での通説です。医療機器の価格の妥当性は何を根拠に判断されているのでしょ

うか、お尋ねします。小樽市にとっては、近年にない大型公共事業です。大型公共事業によって税金が

食い物にされることのないよう、実施に当たっては透明性を求めるものです。 

 続いて、新病院開業後の事業展開の見通しです。 

 最新の医療機器なども設備された職場環境では、医師の皆さんを初め、さまざまな職種に及ぶ職員の

皆さんのモチベーションもおのずと高揚することが推測されます。起債の償還も含めた病院事業の展開

に職員総体の意思決定を集約する体制は考えておられるのでしょうか、お伺いします。 

 市長は、何よりも職員給与が事業費総体を押し上げていると発言しています。私どもは、民間ベース

に職員給与を横並びさせることがベストとは考えていません。採算ベースでの職員給与費は幾らとお考

えでしょうか。そのことも含め、職員の合意を得る意見の交換が行われ、働きがいのある職場環境を構

築していくためにも、技術研さんに努め、意思疎通の図られる職場であってほしいと思います。患者の

立場からもそれが望まれることですが、そうした職場環境構築のために考えていらっしゃることをお聞

かせください。 

 病院機能について、提案と要望です。 

 １点目は、次の質問とのかかわりも出てくるのですが、病児・病後児保育についてです。 

 小樽市次世代育成支援計画では、平成22年度以降の後期計画の中で、病児・病後児保育の開設をうた

っています。子育て世代への就労支援のあり方として、子供が発熱、伝染病罹患の療養の間ぐらいは保

護監督にある人が心おきなく看病に当たれるような労働条件の改善を切に望むものですが、現実には、

急な子供の発熱などの看病に仕事を休まざるを得ない状況のもと、病児・病後児保育の実施を望む声も

根強くあります。また、自治体による事業展開も進んでいます。 

 昭島市の病児・病後児保育事業を視察してきました。ここでは、小児科病院に委託して事業展開をし

ていました。小樽市の保育施設の状況を考えてみますと、病院での実施が一番現実的ではないかと考え

ます。せっかく新病院が建設されるのですから、近い将来、病児・病後児保育を展開できる施設機能を

設置できるよう、庁内での調整を要望します。病院局としても積極的に受け止めるよう、検討していた

だきますよう要望します。 

 ２点目は、夜間急病センターについてです。 

 小樽市医師会に委託しての夜間急病センターは、他市に比較して開所時間など優位性を持つものです。

現在の夜間急病センターを開設している済生会小樽病院は、他地域に新築移転を決めています。夜間急

病センターは、今後も済生会小樽病院で継続されるのでしょうか。あるいは、新市立病院で夜間急病セ

ンターを開設されるのでしょうか。市内中心部に夜間急病センターがあってほしいとの市民要望もあり

ます。新市立病院の建設とあわせて開設する見通しはあるのでしょうか、お伺いします。 

 次世代育成支援についてお尋ねします。 

 後期計画にうたっています病児・病後児保育については、さきに病院の施設機能の将来展望にかかわ

って触れましたが、市長におかれては、実現の方向でリーダーシップを発揮していただきますよう要請

します。お考えをお聞かせください。 

 子育て支援にかかわっては、これまでも保育所入所、特に待機児童解消の問題で、定数の拡大、施設

整備について質問をしてきました。小樽市においては、特にゼロ歳から３歳までの低年齢児で待機児童
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がどの年次でも生じております。保育所の在り方検討委員会の答申にも従って、市立保育所の配置につ

いて方向性を示していきたい旨、答弁をされていました。在り方検討委員会の答申の内容、市立保育所

の配置について、その内容についてお伺いします。 

 保育所の定員割れが生じるたびに定数の削減を繰り返してきましたが、小学校など義務教育と違い、

保育所の利用は、社会的状況に大きく左右されます。定数を削減すると、数年後には待機児童が生まれ

ることが繰り返されてきました。定数削減には慎重な対応が求められると思います。仕事の行き帰りに

幼い子供を連れて歩く労力は大変なものです。自宅や職場の近くに利用できる保育所があってこそ、子

育て支援になります。小樽市の市街地が狭まっているわけではありませんから、現存する保育所の定数

を実態に合わせていくことはあっても、安易に廃止の選択はすべきではありません。そのことを強く訴

えて、再質問を留保し、質問を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

              （山田勝麿市長登壇） 

○市長（山田勝麿） 菊地議員の御質問にお答えいたします。 

 初めに、経済動向と財政問題についての御質問でありますが、まず、雇用対策についてでありますが、

平成21年度は、国の雇用創出事業を活用して行った緊急雇用創出推進事業及びふるさと雇用再生特別対

策推進事業、さらに小樽市独自雇用対策事業の３事業を実施いたしました。緊急雇用創出推進事業では、

港湾施設環境美化事業など13事業で新規雇用者84名、ふるさと雇用再生特別対策推進事業では、地場産

品インターネットショップ展開事業など５事業で新規雇用者が14名、小樽市独自雇用対策事業では、観

光施設等クリーンアップ事業など７事業で34名の新規雇用がありました。 

 取組の評価についてでありますけれども、ふるさと雇用再生特別対策推進事業では、最長３年間の雇

用が14名分創出されるとともに、緊急雇用創出推進事業及び小樽市独自雇用対策事業では、短期間では

ありますが、合わせて118名分の雇用が創出されましたことから、雇用情勢が厳しい中、一定の成果があ

ったものと考えております。 

 なお、今年度は、緊急雇用創出推進事業として14事業で128名、ふるさと雇用再生特別対策推進事業と

して５事業14名、小樽市独自雇用対策事業として６事業70名、それぞれ新規雇用の創出を見込んでいる

ところであります。 

 次に、小樽市独自雇用対策事業の継続の見通しですけれども、現下の有効求人倍率が上向かない中、

雇用情勢も厳しい状況が続くものと見込まれますので、今後もその動向等を十分注視しながら検討して

まいりたいと考えております。 

 次に、学校の窓清掃などの事業は、市民サービスとして積極的に予算計上すべきということでありま

すけれども、本来、学校の窓清掃につきましては定期的に行われることが望ましいものと考えておりま

すが、厳しい財政状況が続く中で、経常的な予算措置をすることが困難となっておりました。 

 そのような中、昨年度、国の雇用対策として緊急雇用創出推進事業が創設されたことから、この事業

を活用し、実施したところであります。なお、総合博物館の列車のさび取りにつきましては、これまで

も市の小樽ファンが支えるふるさとまちづくり資金基金等を活用し、ボランティアの協力も得ながら実

施してきておりますが、これらの事業につきましては、今後も引き続き、国等の制度や市の基金等も活

用し、必要な対応を行ってまいりたいと考えております。 

 次に、今回の補正予算に計上しております一般会計から病院事業会計への繰出金についてであります
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が、病院事業における平成22年度末での不良債務解消は、これまでの国や道との事前協議において起債

許可を得るためにクリアすべき一つの条件となっております。今定例会に病院の統合・新築へ向けた基

本設計の予算を計上するに当たりましては、新病院建設に向けたトータルとしての議論が本格化するこ

ともあり、その不良債務解消に関する市としての方針についてもあわせて示すことが必要であり、また、

具体的に予算計上という形で市の方針を示すことは、新病院建設という目標に向けた両病院の職員のモ

チベーションを高め、経営改善をより一層促すためにも必要と判断し、今回、繰出金の増額について計

上したところであります。 

 次に、病院建設に関連して緊縮財政を呼びかけるのかという御指摘ですけれども、一般会計における

累積赤字の解消は、財政健全化計画を上回るペースで順調に進んではいるものの、いまだ、累積赤字の

全額解消には至っておらず、他会計からの借入れや職員給与費等の削減の状況にかんがみますと、本市

の財政は、実質的にはいまだ再建の途上にあるものと認識しております。新病院建設に伴う財政負担が

本格化するのはまだ数年後ではありますが、いずれにいたしましても、まずは累積赤字の解消に取り組

み、新病院を含め、今後の財政需要に柔軟に対応していくために、引き続き、その目標を念頭に置きな

がら、財政健全化の取組を緩めることなく、一刻も早く実質的にも健全な財政運営となるよう努めなけ

ればならないと考えております。 

 次に、いわゆる公契約条例についてでありますが、まず、千葉県野田市の公契約条例についての感想

でありますが、公共工事の発注などにおいて価格競争が激化し、労働者の賃金の低下を招いているとし

て、その改善に向けて、昨年、野田市の先鞭をつける意味で条例を制定したとのことでありますが、労

働者の賃金の問題につきましては、基本的には労働法制の中で整理されるべきものではないのかと考え

ております。 

 次に、本市の公共事業発注先の労働者の賃金の保障や工事の品質確保についてでありますが、本市の

公共工事発注に当たりましては、最低制限価格制度及び低入札価格調査制度を実施し、過度なダンピン

グ入札を防止し、適正な施工の確保を図るともに、契約に際しましては、文書で労働者の賃金について

は適正な賃金が支払われるよう指導しているところであります。また、品質確保については、設計図書

や契約内容に沿って適切に行われているか、工事監督員や検査員を配置し、確認を行っているところで

あります。 

 次に、本市の公契約条例の制定についての御質問ですが、この件につきましては、過去に全国市長会

としても公共工事における建設労働者の適正な労働条件を確保するため、関係法令の整備等を図ること

を国に対して要望した経過もありますので、先ほども申し上げましたとおり、最低賃金法等の労働法制

の中でより充実が図られるよう、検討、整理されていくことが基本ではないかと考えており、公契約条

例の制定につきましては、今のところは考えておりません。 

 次に、風力発電についての御質問でありますけれども、まず、風力発電の問題点ということでありま

すが、風力発電は、自然エネルギーを利用することから、地球規模での課題である温室効果ガスの削減

に効果がある一方、騒音被害やバードストライクなどが一部の地域で問題となっていることも承知をし

ており、風力発電所の実現に当たっては、自然環境や市民生活、経済活動との調和が図られたものでな

くてはならないと認識しております。 

 次に、事業者が平成21年度補助金申請に当たり実施した住民説明会は、昨年３月に石狩湾新港企業団

地連絡協議会と札幌新港西自治会を対象に行ったものであると伺っております。 

 次に、事業者へ提出した意見書の補助金交付上での位置づけについてでありますが、事業者が応募し

たときの公募要領には、必要書類として求められてはおりませんが、今回の風力発電事業に対する地元
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自治体の考えを確認し、補助金交付の参考とされたものと考えられます。 

 次に、今年度の補助金申請に当たっての同意書でありますけれども、昨年度の補助申請の際に市とし

ての考え方を意見書の形で示していることから、今年度の補助申請に当たり、事業者からは改めて同意

書を求める考えはないと伺っております。 

 次に、事業者の札幌市における説明会開催は、本年1月から手稲区役所や町会関係者と調整を行ってお

り、今月下旬に手稲区民に対する説明会を２度開催する予定と聞いております。 

 次に、昨年、事業者に対して提出した意見書についてでありますが、まず、環境関連事案とは何かと

いうことでありますが、騒音、低周波音、電波障害、動植物への影響など多岐にわたる事項であり、関

係先としては、それぞれに関係する地域の住民や行政機関などと考えております。 

 次に、建設予定地の自然環境についてでありますけれども、当該地域は、自然保護に関する法的な規

制区域とはなっておりませんが、レッドリストに掲載されている希少な種が生息することや貴重な自然

海岸として研究されていることは承知しております。市としましては、現在、事業者において自主的な

環境アセスメントを行っている状況でありますので、その調査を踏まえて、自然環境や市民生活、経済

活動と調和を図りながら風力発電事業を進めていただきたいと考えております。 

 次に、病院新築にかかわって何点か御質問がございましたので、私が答弁したもの以外は病院局長か

らお答えいたします。 

 まず、公共と民間の建設費の差についてでありますけれども、一般的に建設費の差が生じる主な要因

としましては、施設設備の仕様と発注形態の違いによるものと考えております。まず、仕様につきまし

ては、主に基本設計の中で検討されますが、階高や窓の大きさ、外壁の材質など施設的なものや、空調

設備の仕様など設備的なものをどう選択するかによって差が生じてまいります。また、発注形態により

大きな差が生じてまいります。公共工事の一般的な発注方式は、建築主体工事、電気設備工事、機械設

備工事などそれぞれの専門業者に分離発注しております。分離発注をすることにより、各専門分野につ

いて責任施工がなされることや、下請業者への適正な契約が促されること、また、受注機会の拡大にな

るなどのメリットがある一方で、それぞれの工事について経費がかかることとなるため、一括発注する

場合に比べ割高になると言われています。一方、民間工事は、設計段階から建築、電気、設備工事を一

括で大手ゼネコンなどに発注することを予定できることから、材料費や諸経費の削減が図られるため、

公共工事よりも低価格になると言われています。 

 次に、地元企業への発注の考え方でありますけれども、地元企業の参画しやすい形態としては、一般

的には、工事内容による分離発注、地元業者も含めたＪＶへの発注などが考えられると思いますが、新

病院の建設工事については、今後、基本設計を行っていく中で設計者から発注方法などの提案がなされ

ますので、その提案内容などについて議会へ報告し、十分御審議をいただいた上で判断をしてまいりた

いと考えております。 

 次に、国立病院機構が示す単価を用いた理由でありますけれども、国立病院機構が示す病院建築標準

仕様は、従来の国立病院の建設が民間の医療機関と比較して、仕様が高水準で工事費も高額な傾向にあ

ったため、独立行政法人化後の国立病院の施設整備を工事の品質や安全性などを確保した上で、経済性

を発揮し、工事費を可能な限り低く抑えるために策定されたものであります。今回の基本設計料の算定

におきましても、新病院建設工事が公共工事として発注することになることから、同様の趣旨で国立病

院機構が示す単価を採用し、試算したものであります。また、今回試算した工事単価は、あくまでも基

本設計料を算定するためのもので、実際の工事単価とは別のものでありますので、起債申請への影響は

ないものと考えております。 
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 次に、夜間急病センターについてでありますけれども、これは、市が夜間の第１次救急に対応するた

め、平成５年に済生会小樽病院の敷地内に移転し、必要な医療を提供している施設であります。このた

び済生会小樽病院の新築を含めた基本構想が策定されたということは承知をしておりますが、それ以外

の詳細については決定されていないと聞いております。また、新市立病院敷地内に夜間急病センターを

設置することは考えておりませんので、仮に済生会小樽病院が移転することになった場合、夜間急病セ

ンターの設置場所について、改めて済生会や医師会など関係者と協議していくことになるものと考えて

おります。 

 次に、次世代育成支援についての御質問ですけれども、まず、病児・病後児保育につきましては、病

院や診療所、保育所などの実施場所や実施形態等について、今後の課題として検討してまいりたいと考

えております。 

 次に、保育所の在り方検討委員会の答申の内容でありますけれども、本市においては、少子化が進行

し、将来的に保育需要が減少する中で、第１に、民間保育所の運営実態も勘案し全市的な定員の見直し

をする必要があること、その際には、低年齢児の保育需要を考慮すること、第２に、延長保育などの特

別保育事業を拡充すること、第３に、子育て支援センターを中心とした子育て支援事業を拡充すること

などが求められております。こうした答申を踏まえて、本市の将来人口推計や保育需要を考慮し、定員

の見直しや施設整備などについて年次計画を示し、今後、保護者説明会やパブリックコメントなどを行

い、御意見をいただきながら計画を策定してまいりたいと考えております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 病院局長。 

○病院局長（並木昭義） 菊地議員の市立病院問題についての御質問にお答えいたします。 

 最初に、今回の基本設計を随意契約とする理由についてでありますが、病院の基本設計は、設計者と

病院側とが協議を重ねながら進めていく業務であり、また、高度な設計技術を必要する業務であります。

このような設計業務では、金額の多寡ではなく、設計者の経験、実績のほか、業務体制や業務の進め方

などの提案を評価し、最も適した設計者を選定する方法が適当なことから、随意契約を前提とするプロ

ポーザル方式で設計者を選定することが望ましいと判断し、平成19年３月の基本設計の発注に当たって

はこの方式を採用し、新病院の基本設計を発注する上で最も適した設計者として選定したものでありま

すので、今回の設計業務委託につきましても同様と考えております。 

 また、基本設計の再開に当たり、前回中断までの協議過程や作成した図面等の資料を活用できること、

委託料を算定する際に前回の契約時の決定率を採用することで、本市にとって経済的に有利な予定委託

料を設定できますことから、前回の受託者との随意契約を予定しているところであります。 

 次に、基本設計の予算額についてでありますが、今回の基本設計業務は、基本設計のほか、地質調査、

測量調査、テレビ受信障害予測調査の四つの業務で構成されております。このうち、基本設計費は、北

海道の設計積算基準を準用して算定した結果、4,000万円となるほか、地質調査1,400万円、測量調査200

万円、テレビ受信障害予測調査を60万円と算定し、この合計額に消費税を含めまして、設計概算額は5,943

万円となりますが、今回は、先ほど答弁した理由により随意契約を予定していることから、これに前回

の契約時の決定率を考慮して4,300万円の予算を計上しております。 

 今回、設計条件が変更になったことに伴い、基本設計費は若干の手戻りが必要なことのほか、支持地

盤が深いことに伴い地質調査が増額となったことや、新たに測量調査を行うことから増額となったもの

であります。 

 次に、新病院にかかわる財政計画についてでありますが、事務レベルでの検討資料としての作成は当
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然行っております。現時点では、事業費自体が基本設計発注のため、一定の条件下で試算したものでし

かなく、それをもとにした償還計画など財政計画についても、あくまでも現段階での試算ですが、今定

例会中に一定程度資料として提出し説明したいと考えております。 

 次に、医療機器の価格についてでありますが、今回の新市立病院計画概要（案）では、新病院で必要

とされる医療機器を仮にすべて新設した場合の所要額を積算し、そのうち、移設可能な機器の割合を想

定して試算したものであります。医療機器や備品類につきましては膨大な種類があり、また、医療機器

については、毎年のように新しい種類が出されたり更新されたり、また価格も変動したりと、開院時ま

では状況も相当変わってまいりますし、移設できる機器の精査も必要になってまいりますので、今後、

基本設計の中で医療コンサルタントの助言なども取り入れながら、詳細な検討を行わなければなりませ

ん。 

 いずれにいたしましても、実際の購入に当たっては、保守料などのランニングコストも含めたより経

済的な購入に努めてまいります。 

 次に、病院事業の展開についての職員総体の意思決定を集約する体制ということでありますが、各職

員が経営状況を知り、積極的に経営改善に向けた提案をし、経営に参画している意識を持つことは、病

院経営上、非常に大切なことと考えております。病院事業における意思決定機関としましては、経営戦

略会議を設置しておりますが、本年度から各コメディカルのトップも加え、また、職員と直接面談をす

ることにより、幅広く意見の集約に努めているところであります。このことから、現時点では、職員総

体の意思決定を集約する新たな体制ということまでは考えておりませんが、新病院を待たずとも、職員

に対する経営情報の提供を鋭意進めるとともに、経営戦略会議に職員が提案しやすい環境づくりに努め、

あわせて、有益な提案は可能な限り採用することによって、職員のモチベーションの維持向上を図って

まいりたいと考えております。 

 次に、採算ベースでの職員給与費ということでありますが、職員給与費にかかわる指標としては、医

業収益に占める職員給与費の割合、いわゆる職員給与比率があります。ただ、職員給与比率は、職員給

与費の額が変わらなくとも、医業収益が減れば比率が上がるという相対的なものとなっており、職員一

人一人の給与の状況を反映するものではありませんが、病院事業を行う上では一つの指標とすべきもの

と考えております。医業収益は、医師確保の状況などにより流動的にならざるを得ないものですし、病

院の形態や院外処方を行っているかどうかにより、その比率が変わってきますので、現時点で確定的数

値として申し上げることはできませんが、同規模黒字病院の職員給与比率の水準を目安として給与体系

や組織体制の見直しなどの取組を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、働きがいのある職場環境の構築ということについてでありますが、職員にとっては、みずから

の技術が生かされ、また、業務上の改善提案をし、それが採用され、そのことが病院経営にプラスにな

ることにより、職務に対する自信が深まり、モチベーションの向上にも資することになるものと考えて

おります。そして、そのことが患者サービスの向上にもつながっていくことが期待されます。技術を生

かすためには、講習会への参加を含めた研さんが必要となりますことから、これまでも院内講演会の開

催などについても積極的に取り組んでおりますが、適宜、その機会を設けるように、各職員が提案しや

すいよう、風通しのよい職場の形成に努めてまいりたいと考えております。 

              （「議長、７番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ７番、菊地葉子議員。 

○７番（菊地葉子議員） 何点か、再質問をさせていただきます。 

 初めに、公契約条例のことなのですが、労働法制の中で解決が図られるべきだとの市長のお答えでし
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たけれども、会派視察で野田市を訪れた際、公契約条例については、市長のトップダウンで条例の制定

が進められたと聞いています。背景に何があったのかお尋ねしますと、市長がいろいろな方によく会い

に行くそうです。そして、低入札が続くと、先々で下請、孫請の賃金確保が難しいという話が出たため、

これは何とかしなければということになったのが公契約条例をつくる一つの側面だったと聞いていま

す。山田市長も市内でいろいろな方にお会いになると思いますが、こういった野田市長のような経験は

されていらっしゃらないのでしょうか、そのことについてお尋ねしたいと思います。 

 全国建設労働組合総連合の調査によりますと、2010年６月現在の自治体の取組で、意見書を採択して

いるところが836件に上っています。多くは、国に対して公契約法の制定を求めるものです。先ほど市長

は、全国市長会でも国に対して関係法令の整備等を図ることを要望してきたと御答弁されました。野田

市長もそういうことをやってきたと言いました。でも、なかなか国が動いてくれない。国にきちんとそ

ういうことをつくらせるということがベストであり、それが最終的なねらいであるため、地方からそう

いう声を上げていく、そういう動きをつくっていくために、野田市も、賃金に限定して公契約条例を制

定したと言いました。いろいろなものをＩＬＯ条約に基づいてつくろうとすると、現行の法律との絡み

が出てきますから、それはなかなか難しいと。それで、野田市が発注する工事については、契約の中で

賃金をこうしてくださいという条件をつけたのだと言いました。それで、発注するとき、それから途中、

でき上がったとき、それぞれで実際に賃金がどれくらい支払われているかということを野田市が確認で

きるシステムをつくったということなのです。労働法制の中でというと、最低賃金制度などがあります

から、本来、それが十分守られていれば、こういう要求というのは出てこないのではないかという思い

もありますものですから、その辺は小樽市としてはどうなっているのでしょうか。また、地方からそう

いう声を上げていくための一つのアクションとして、他市の状況を見ながらとか、検討してみたいとか、

そういうお答えをいただきたいと思いますので、その辺ももう一度お願いいたします。 

 それと、風力発電のことについてなのですが、１月に札幌市民の皆さんが低周波に対する健康被害を

心配されて、事業者に説明会の開催を要求していたのですが、半年ぐらいかかっているのです。小樽の

銭函海岸の自然を守る会の方々への説明会については、これまで精力的にこの事業者は対応してこられ

たのです。それが、なぜこんなに時間がかかったのかということについては、健康被害とかそういうも

のが出てきて、いきなり会社側のトーンが下がったのではないかと思われるのですが、そういうことに

ついて、もしわかっていれば教えていただきたいのです。 

 それともう一つ、銭函海岸の自然を守る会から小樽市に対して、銭函地区における風力発電の事業に

かかわっての話合いについてという要請が本年３月にされていたのではないかと思うのですが、この案

件にどう答えられたのか、そのことについてお尋ねしておきたいと思います。 

 それから、病院の問題ですけれども、プロポーザル方式でやっていくのがいいという先ほどの説明に

ついてはそうだろうとは思うのですが、それにしても、場所も変わっていますし、それから、建物全体

の構造もかなり違ってくると思うのです。そういうときに、それに合ったノウハウを持った設計業者と

いうのもまた優秀なところがあるのではないかと思うのです。同じプロポーザルでいいとは思うのです

が、なぜ、改めてそういう入札に切り替えないのかという一定の疑問は残るのですが、平成24年建設時

期に合わせて、これまで久米設計と病院の方々とで話合いをしてきたことを生かすために、改めてやる

と時間がかかるので、建設時期に合わせて、久米設計と随意契約をするということではないのか、お尋

ねしておきたいと思います。 

 それから、地元業者への発注の件ですが、現実問題として、これだけの大きな建設費用になった場合

には、元請あるいは下請で地元業者の方が入れる余地というのは実際にあるのかどうか。例えば、建設
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費用に対して資材費などの立替えというか、自己資金が必要となりますね。90億円なら90億円の建設費

に対して、自分たちが資金として持ち出さなければならない金額も大きくなると思いますが、地元業者

の方に実際に対応できる力があるのでしょうか。分離発注にしても、どの部分をどういう形で地元業者

がとれるのかということについては、どこまで実際に入っていけるのかということを、今後、議会にも

示しながら考えていきたいということですけれども、現実問題、どの時点で示していただけるのでしょ

うか。 

 それと、財政計画について、先ほど今定例会中に提出したいというお話でしたが、いつそれが示され

るのか、そのことについてお尋ねしたいと思います。 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

○市長（山田勝麿） 初めに、公契約条例の問題ですけれども、野田市長はじめ、首長はみんな多くの

会合に出ますのでいろいろな話を聞きますけれども、私は特にそういう話は地元から聞いたことがあり

ません。 

 それから、公契約条例を制定するという問題について、やはり一つは、国が早くＩＬＯ条約を批准す

べきではないかと思います。こういう声は、以前に１回上げていますけれども、それ１回切りで終わっ

ていますので、これからまた国に声を上げていったほうがいいのではないかというふうに私も思います。

それから、野田市の実例については、詳しくは承知していませんので、実態はどうなっているのかとい

うことも少し調べてみたいというふうには思います。 

 それから、風力発電の関係ですけれども、これは、札幌市民への説明会を行う方向で決まったと聞い

ています。これがなぜ遅れたかという御質問でございましたけれども、先月、手稲区長にお会いしたと

きに、いろいろとどういう範囲でやるかとか議論をしているという話はしていましたので、そういうこ

とがあったのだろうと思います。私のほうでも事業者にはきちんと関係者に説明するようにという話は

していますので、たぶんきちんとやると思います。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 総務部長。 

○総務部長（山﨑範夫） 風力発電について、私のほうからお答えします。 

 札幌市の説明会が遅れた理由は、今、市長から答弁があったとおりです。特に、一番近い山口団地が

１キロぐらいにあるのですけれども、そこの住民の方とは早期にやるということで話が詰まっていたよ

うですけれども、それ以降、もっと大きい単位での連合町会ですとか、手稲区全体でという話にもなっ

たようです。実は今、手稲区民全体を対象とした説明会を実施するという話になっているようです。で

すから、そういう意味では、対象範囲を設定するのに多少時間がかかったというふうに伺っております。 

 それからもう一つ、銭函海岸の自然を守る会からの要請の関係ですけれども、実は、これまで私ども

の担当と何回もお話をさせていただいておりまして、当初は動植物の問題が中心でしたけれども、ここ

に来て、今の低周波のお話が出てきております。私どもとしても、知っている範囲での意見交換をしな

がら今まで進めてきましたけれども、今、事業者が住民への説明会を予定して、一方で環境アセスメン

トを進めている状況で、それらの結果を踏まえて具体の計画を検討していくということになっておりま

すので、それらの推移を見てから話をすると。それでなければ、私どもも情報がないものですから、そ

んな形で今話をさせていただいているという状況です。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 
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○議長（見楚谷登志） 病院経営管理部長。 

○病院局経営管理部長（吉川勝久） 菊地議員の再質問にお答えいたします。 

 最初に、基本設計についての随意契約のことですが、今回、従来の設計業者との随意契約を予定して

いる理由としまして、一つには、前回もプロポーザル方式を採用したということは、いわゆる価格のみ

によって業者を選定するものではないという大前提は変わらないということで、設計者の経験、実績、

相手方の業務体制、それから業務の進め方、そして新市立病院が当時も３本の柱をもって病院を建てて

いくということを話し合った中で、相手方がどういう考え方でこの設計に臨むのか、そういうノウハウ

の部分を評価したものです。今回についても同様の形での発注になりますので、そのプロポーザル方式

で選定された適格性については変わらないものと考えております。 

 もう一点につきましては、価格の面ですけれども、経済的な有利性というところでは、久米設計に引

き受けてもらう場合と他の業者に引き受けてもらう場合との差ということですけれども、通常、例えば

道路を３分の１つくって、あと３分の２をつくればいいということでなくて、基本設計の場合は、最終

的なものは成果品でなければ出てこないのです。前回発注している中で設計者は、両病院のスタッフや

市立病院新築準備室と一緒になって、どういうゾーニングにするのか、どういう構成にするのかなど、

設計与条件について詰めてきました。その結果、途中の段階での中断という状況であります。当然、議

事録とか一定の書面などは既成部分ということで市のほうでもらっておりますけれども、では、新たな

業者がその書面をもって本当にスタートが切れるのかとなりますと、実際にその中にノウハウの一部が

形になったものはありますけれども、また違う業者になりますと、そのノウハウ自体も全然違ってくる

わけですから、やはり、随意契約を予定した中で、依頼度0.4といういわゆる低価格での発注ができる経

済的なメリットがあるという中で判断しておりますので、この二つの要件で随意契約を予定していると

いうことでございます。 

 それと、地元発注は、私は、専門ではないので的確にお答えできるかどうかわかりませんけれども、

一つには、やはり、どこまで工事を分離して発注するかということになると思います。病院本体はもち

ろんですけれども、外構工事があったり、駐車場の整備があったり、植栽等もあるのだと思いますけれ

ども、当然、分離すればするほどいろいろな業者の方々ができるのでしょうけれども、一方ではコスト

との関連も出てまいりますので、その辺につきましては、基本設計の中で、契約方式等の提案もござい

ますので、それを踏まえて、議会にもその内容を提示して審議いただいて決定していきたい、そういう

ふうに考えております。 

 それと、３点目として、財政計画をいつ出すのかということですけれども、予算特別委員会の中で提

出し説明していきたいと存じます。 

              （「議長、７番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ７番、菊地葉子議員。 

○７番（菊地葉子議員） １点だけ。先ほど、質問の中で民間の病院が新市立病院の建設費の７割程度

で建設予定だということに触れましたが、民間の病院ですと、できるだけコストを低くしながら一括発

注でやっていくということは十分考えられることです。それと小樽市の新市立病院の建設工事をできる

だけ地元の方々にも発注しながらやっていく場合、一括発注した場合にかかる経費と、それから地元に

発注しながらやっていく場合の経費とを、比較できる資料をどこまで出せるのでしょうか。非常にわか

らない部分もあるのですが、できるだけ、市民や、私たちにも比較可能な、そして納得できるような資

料を、ぜひ包み隠さず提供していただきたいものですが、その辺についてはいかがなのでしょうか。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 
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○議長（見楚谷登志） 市長。 

○市長（山田勝麿） 言っていることはわからないわけではないのですけれども、実際にそういうこと

ができるかどうか。これをつくりますよ、では、あなたのところは幾らでやりますか、民間は幾らでや

りますかというのは、これから基本設計をやっていく中で設計者に聞いてみる手はありますけれども、

現状ではなかなか難しいのではないかと思います。やはり、民間の発注というのは、公の発注とは全然

違いますので、その辺がちょっと不明な部分が多過ぎて、どういう発注方法をしているのかというのは

私たちはわかりませんから、同じ設計のものをどこかでつくっていれば一番はっきりするのでしょうけ

れども、そういった事例は多分ないと思いますから、いずれにしても、どういうことがあるのか、それ

は少し勉強させてもらいます。 

○議長（見楚谷登志） 菊地議員の会派代表質問を終結し、この際、暫時休憩いたします。 

休憩 午後 ２時１３分 

―――――――――――――― 

再開 午後 ２時４４分 

○議長（見楚谷登志） 休憩前に引き続き、会議を再開し、会派代表質問を続行いたします。 

              （「議長、13番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 13番、佐藤禎洋議員。 

              （１３番 佐藤禎洋議員登壇）（拍手） 

○１３番（佐藤禎洋議員） 平成22年第２回定例会に当たり、自由民主党を代表して、市長、教育長及

びに関係理事者にお尋ねいたします。 

 今定例会は、新市立病院の基本設計の再開にかかわる補正予算が計上され、基本構想の内容に最終的

な検討を加え、新病院の規模・機能を決定し、その内容をまとめた新市立病院計画概要（案）が提出さ

れました。小樽市民にとって大変関心の高い問題であるとの認識のもと、新病院に関する項目を中心に

質問に入ります。 

 初めに、我が自由民主党は、新市立病院については早期に建設との立場で質問をさせていただきます。 

 小樽市立病院改革プランがスタートし、昨年度はさまざまな取組をされてこられたと思います。 

 そこで、小樽市立病院改革プランの進捗状況について伺います。 

 まず、その中で心配されるのは、市立病院の財政状況です。今回、一般会計から病院事業会計へ財政

支援分として４億円の繰出金が計上されました。今回の４億円の繰出金は、総務省通知の繰出基準と合

致しているのか、また、地方公営企業法上からも既にでき上がっていると思われる平成21年度の病院事

業会計の決算見込みはどのようになるのか、収支計画の達成状況とあわせてお答えください。 

 次に、経営効率化にかかわる計画の進捗状況で、財務にかかわる数値目標と公立病院としての医療機

能にかかわる数値目標の主なものとをあわせてお答えください。また、50パーセントを超える職員給与

費比率から、人件費の適正化のため、昨年より実施予定であった国家公務員の医療職俸給表（二）・（三）

に準拠した給料表である医療職給料表（２）・（３）の医療技術職員への導入についてはどうなってい

るのか、経過もあわせて具体的な取組の進捗状況をお答えください。 

 次に、病院建設にかかわる起債については、どのような種類の起債を考えているのか、それぞれの割

合もあわせてお答えください。そして、複数の起債の場合、返済期間が異なることから、最長で何年か

かるのか、さらには、起債全体の負担割合はどのように試算しているのか、合算した形で結構ですので、

お答えください。また、起債にかかわる北海道との協議の進捗状況についてお答えください。 

 次に、地方独立行政法人への移行の可能性と時期について、現在どのように考えているのか、お答え
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ください。 

 今定例会の補正予算で、病院統合新築工事基本設計業務として4,300万円が計上されました。基本設計

については、平成19年11月12日に開催いたしました市立病院調査特別委員会に報告し、締結していた委

託契約については、11月21日に契約解除をしたところでありました。前回の基本設計業務は、基本設計、

地質調査、テレビ受信障害予測調査の三つの業務で構成されており、地質調査及びテレビ受信障害予測

調査は未実施であり、基本設計の一部のみが実施され、2,581万48円の委託料が支払われました。全体工

程では、大きな区分としては、基本調査、与条件整理、基本計画案作成、基本設計案作成、打ち合わせ

まとめ及び概算、成果品作成の順に進めること、また、病院との協議・調整を集中して行うこととなる

ブロックプランの作成やヒアリングについて、その時期を記載していました。 

 基本設計が再開されるに当たり、前回の中断した基本設計は無駄にならないのか、どの部分がどのよ

うに生かされるのか、基本設計業務の具体的な内訳とそれぞれの金額をあわせてお答えください。また、

これからの作業スケジュールと契約方法についても詳しくお答えください。さらに、今回の基本設計終

了時点で確定されることは何か、それは今後の議論の中で修正可能なものなのか、お答えください。 

 次に、５月27日付けで市立病院調査特別委員会の資料として提出されました新市立病院計画概要（案）

について伺います。 

 地域における医療需要や医療資源の状況を分析した上で、地域における病院、診療所と市立病院との

役割分担や連携がどのように図れるかを協議するため、小樽市立病院改革プラン再編・ネットワーク化

協議会が設けられ、その最終報告では、「小樽市立病院改革プランを進めていくため、また、医療環境

が大きく変化する中で、意見交換や協議の場として本協議会の存続が必要と考える」と記されておりま

す。 

 今後、新市立病院計画概要（案）は、協議会ではどのように議論されていくのでしょうか、また協議

会以外で議論される予定はあるのでしょうか、お答え願います。 

 次に、整備方針について伺います。 

 新病院の規模は、小樽市を中心とした後志二次医療圏の将来的な人口の推移と高齢化を視野に入れ、

病床利用率の向上といった効率的な運営やほかの医療機関との役割分担を前提にして、医師確保の見通

しなども踏まえて決定されるとのことですが、病床利用率の向上といった効率的な運営とはどのような

ことを検討しているのか、お答えください。また、ほかの医療機関との役割分担を前提にした医師確保

の見通しについてはどのように想定しているのか、お答えください。 

 救急医療については、地域輪番制をとりながら、第１次救急に対応する医療機関との連携のもと、２

次救急、３次救急に対応できる体制を整備されるとのことですが、夜間急病センターについては、現在、

北海道済生会小樽病院に併設されていますが、北海道済生会小樽病院が市街地に移転するのではないか

との話がある中、夜間急病センターについては新病院に併設するのかも含めてどのように考えているの

か、お答えください。 

 次に、規模・機能について伺います。 

 病床数について、前計画では、一般病床等368床、精神病床100床でありました。また、現在は、一般

病床等345床、精神病床100床であります。今計画では、一般病床等308床、精神病床80床であります。前

計画、現行の病床数からはダウンサイジングされていますが、施設の規模から見ても、特に精神科デイ

ケアを併設する精神病棟については、全病床の５分の１という病床構成になっているということもあり、

さらに少ない病床数でもと考えられないこともありません。計画数が適切と思われる理由をお答えくだ

さい。 
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 また、医師数は、病院の収入を試算する上でも重要な要素であり、職員数については、収益を試算す

る上で重要な要素であります。現計画における医師数及び職員数についてどの程度の規模となるのか、

お答えください。 

 次に、建設計画について伺います。 

 新病院は、１病床当たり75平方メートル程度をめどとし、総面積はおおむね２万9,100平方メートルと

想定されており、地下１階、地上７階程度で、外来診療部門、中央診療部門、管理部門、サービス部門、

精神科病棟を含む病棟部門によって構成されていますが、各部門の必要面積と新病院全体の建物形状は

どのように想定しているのか、また、新病院が建設されることにより、周辺地域にどのような影響が考

えられ、どう対処していくのか、お答えください。 

 新病院は、災害拠点病院に指定されていることから、地震の際に医療機器の倒壊などにより病院機能

が停止することのないよう免震構造が検討されていますが、災害拠点病院指定要件においては、施設は

耐震構造を有すると明記されているものの、ほかに免震構造でなければならないという法的な制約はあ

るのでしょうか、お答えください。 

 また、建設コストの抑制という観点から見ると、建設規模等にもよりますが、免震構造は耐震構造の

約15パーセントアップとの指摘もあります。さらに、私たちが心配するのは、免震装置を生成する積層

ゴムは消耗品であり、耐用年数が来れば交換しなければなりません。メーカーによっては40年前後と言

われる積層ゴムですが、免震構造の歴史は浅いため、本当に40年もつのか疑問視する声もあります。耐

用年数が来て積層ゴムを交換するときには、何千万円、何億円のお金が必要となります。 

 もう一つは、免震構造は、横揺れ地震に対応しているが、縦揺れ地震には対応していないということ

です。都市直下型地震は、縦揺れ地震と言われています。そして、免震構造を検討する一番の根拠が地

震でありますが、大規模地震を想定するにも万が一では説得力がありません。免震構造だけを検討する

だけのバックデータはあるのでしょうか。あるのであれば、その詳細をお答えください。 

 以上のようなことを考えると、検討されるべきは、免震構造だけではなく、当然、耐震構造も検討さ

れるべきと考えますがいかがお考えか、お答えください。 

 次に、事業計画及び事業費の試算について伺います。 

 建物本体工事費は、１平方メートル当たり33万円を目標とすることとし、これに医療機器やシステム

の整備費などを加えた額を一応の目安として試算しますが、１平方メートル当たり33万円という数字が

既にひとり歩きしている感があります。 

 ここで改めて、建設計画における33万円の意味をお答えください。試算段階ではありますが、事業費

については一定の条件に基づき試算していますが、その一定の条件とは具体的にどのような条件なので

しょうか。また、解体工事には量徳小学校の解体工事費が含まれているのかどうかなど、用途区分ごと

の詳細と所要資金についてお答えください。 

 入札方法等については、経済性を考慮したものを検討していますが、経済性を考慮したものとは具体

的に何か。地元経済への波及効果という経済性から考えれば、当然、ここで考慮されるべきは、地元企

業の新病院建設への参画ではないでしょうか。現在、銭函の道立高等養護学校の新設工事で行われてい

るように、工区を３工区以上とするなど、一般的な分離発注もあわせて検討すべきと思われますがいか

がお考えでしょうか、お答えください。 

 この項最後の質問です。 

 過日、量徳小学校の説明会で、ＰＴＡ会長が、「この地域の10年後、20年後の将来をどう考えている

のか答えてほしい」と強く希望されていました。新病院は多くの市民が早期の建設を望んでいるのも現
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実ですが、その一方で、市民の犠牲になっているという地元の感情もまた現実であります。小樽教育発

祥の地であるこの地域の将来についてどう考えているのか、お答えください。 

 続きまして、環境問題について質問させていただきます。 

 平成22年３月12日に閣議決定された地球温暖化対策基本法案の目的には、法案第１条、環境基本法の

基本理念にのっとってとあり、基本理念を念頭に置き、その趣旨に従って行動する旨が明示されていま

す。環境基本法は、我が国の環境行政の基本となる憲法に相当します。この法案が国会で成立すると、

その基本計画の土台になると考えられている「地球温暖化対策に係る中長期ロードマップの提案～環境

大臣小沢鋭仁試案～」が３月31日に発表されました。 

 その中で伝えたいこととは、一つ目は、地球と日本の環境を守るためには、温暖化対策は喫緊の課題。

2020年までに25パーセント削減、2050年までに80パーセント削減を実現するための対策・施策の道筋を

明示。二つ目は、エコ投資を進め、低炭素生活スタイル（エコスタイル）を実践することにより、我慢

ではなく快適で豊かな暮らしを実現することが可能。中長期目標の達成のためには、「チャレンジ２５」

を通じた、国民一人一人の取組が重要。三つ目は、温暖化対策は負担のみに着目するのではなく、新た

な成長の柱と考えることが重要。低炭素社会構築のための投資は市場・雇用の創出につながるほか、地

域の活性化、エネルギー安全保障の確保といったさまざまな便益をもたらすというものでありました。 

 さて、今定例会に小樽市環境基本条例案が提出されました。 

 一般的に、環境基本条例は、基本理念、基本的事項等について環境基本法に示されており、構成は、

環境基本法及び北海道環境基本条例に準ずる形になっています。 

 そこでまず、道内における制定状況はどのようになっているでしょうか。10万人以上の市の制定状況

もあわせてお答えください。また、環境基本条例制定後に策定されるであろう環境基本計画の定義と道

内における策定状況と計画期間についてお答えください。 

 小樽市として、1990年比で2020年までに25パーセントの温室効果ガス排出削減という国の目標をどう

とらえているのか、お答えください。条例にとって重要な内容に、市民の責務、事業者の責務、市の責

務があります。温室効果ガス排出削減について、市民、事業者、市で具体的に今後どのように実施して

いくのか、現時点での考えがあればお答えください。 

 本年４月12日、我が自由民主党は、愛知県豊田市に視察に行ってきました。調査目的は、環境モデル

都市についてであります。環境モデル都市アクションプラン「ハイブリッド・シティとよたプラン」と

して、経済産業省の次世代エネルギー・社会システム実証地域に選定され、活発な市民活動と強い経済

活動に支えられた活力ある低炭素社会の実現に向けて策定されたものであります。 

 豊田市の地域特性、強みである交通、産業、森林の三つの分野の取組を柱に、都心を先進環境技術の

集約の場・国内外への情報発信の場として見える化を図り、民生の取組を各分野の支えとして位置付け、

活力ある低炭素社会を目指すものです。その中で、環境経営ネットワークの構築と展開として、地域の

事業者と環境保全を推進する協定協議会の設立があります。小樽市においても、事業者と協働して推進

する取組を考えていくことはできないでしょうか、お答えください。 

 具体的な取組の一部として、地域を限定しての住宅用太陽光発電システム設置費補助金、住宅用高効

率給湯器設置費補助金や低公害車普及促進事業補助金などがありました。これらは、さきに述べた「地

球温暖化対策にかかわる中長期ロードマップの提案～環境大臣小沢鋭仁試案～」の中でうたわれている

具体的なプランですので、もしこのまま民主党政権が続くのであれば、実施しなければならないと考え

られます。今すぐにというものではありませんが、今後の環境基本計画の策定に向けてぜひ考えていた

だきたいのですがいかがでしょうか、お答えください。 
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 続きまして、教育問題について質問させていただきます。 

 先般、北海道教育委員会より、平成23年度から25年度の公立高等学校配置計画案が発表されました。

平成23年度は、商業高校１学級減、工業高校１学級減、定時制は商業高校を廃止し潮陵高校の１学級と

するというもので、平成26年度から29年度までの見通しとして、後志学区では３から４学級の調整が必

要であり、小樽市内について職業学科の配置の在り方を含めた再編の検討が必要であるという内容であ

りました。 

 ６月２日に第4回小樽市内公立高校の在り方を検討する懇談会が開催され、各公立高校の校長、ＰＴＡ、

同窓会、小中学校校長会、小樽市ＰＴＡ連合会、商工会議所という参加者の中、高校のＰＴＡ会長とし

て出席しました。公立高校の現状と課題では、今後も引き続き、中学校卒業者の大幅な減少から高校の

小規模化がますます進み、教育環境の悪化が懸念されるということであります。平成22年度は約180人の

生徒が後志管内から小樽市内の公立高校へ入学しているのが現状であり、地域の公立高校の存続そのも

のが危惧されています。 

 その一方で、小樽からは100人以上の生徒が札幌などの高校へ入学しているのもまた事実であります。

しかも、その中身は、成績を見ると、市内のトップクラスの20人から30人の生徒が含まれているとの話

も聞きます。その懇談会では、子供たちの希望する高校に行かせてあげたい、特色ある、魅力ある高校

にしてほしいとの意見が寄せられた一方、高校では、生徒の２層化ならぬ３層化が現実となり、一つの

高校として同レベルでの授業が難しく、小中学校での指導方法についても市教委と協力して改善してい

きたいとの意見も寄せられました。全道が異動の対象である学校長には、後志を含めた小樽の生徒の学

力が他地域より低いという客観的な意見であります。道教委への小樽市内公立高校のあり方に関する要

望については、前回は平成18年９月に提出しましたが、今懇談会における要望はどのタイミングで提出

する予定なのか、お答えください。また、小樽市内における私立高校の取扱いについてはどのように考

えているのか、お答えください。さらには、私は今まで聞いた記憶はありませんが、小樽の子供たちの

教育環境を高校と小中学校で考える試みについてはどのように考えているのか、お答えください。 

 次に、全国学力・学習状況調査について質問させていただきます。 

 平成22年度は、昨年度までとは違い、抽出調査になったものの、私たちは、子供たちの現状を知り、

それぞれの課題を知ることにより、今後の指導に役立てるために、昨年と同時期に市内小中学校全校で

の実施を求めてきました。平成22年度全国学力・学習状況調査採点等実施要領についてお知らせくださ

い。また、抽出対象とされた学校とそれ以外の学校の参加状況について、抽出対象校数及び希望利用校

数、参加人数等についてお知らせください。希望利用校の採点等にかかる経費についてはどのようにな

るのか、あわせてお答えください。また、教育委員会定例会での教育委員からの公表についての意見、

質問等があればお知らせください。また、採点等の結果の公表の方針についてもお答えください。 

 以上、再質問を留保し、質問を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

              （山田勝麿市長登壇） 

○市長（山田勝麿） 佐藤議員の御質問にお答えいたします。 

 初めに、病院問題についての御質問でありますけれども、私が答弁したもの以外は病院局長からお答

えいたします。 

 まず、夜間急病センターについてでありますが、これは、市が夜間の第１次救急に対応するため、平
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成５年に済生会小樽病院の敷地内に移転し、必要な医療を提供している施設であります。このたび、済

生会小樽病院の新築を含めた基本構想が策定されたことは承知しておりますが、それ以外の詳細につい

ては決定されていないと聞いております。また、新市立病院敷地内に夜間急病センターを設置すること

は考えておりませんので、仮に済生会小樽病院が移転することになった場合、夜間急病センターの設置

場所については、改めて済生会や医師会など関係者と協議していくことになるものと考えております。 

 次に、新市立病院の建設に当たっての計画概要（案）で示しました経済性を考慮したものを検討とい

うことにつきましては、新市立病院建設の将来の負担や持続可能な病院経営面を考えますと、目指す急

性期病院として必要な機能を確保し、かつ、可能な限り事業費の縮減を図る必要があると考えておりま

すので、基本設計や実施設計の中で建設コスト縮減については十分検討してまいりますし、契約方法の

検討も必要で、病院事業の経済性は重要な視点となります。 

 また一方で、地元経済への影響を考える上で、地元発注など一定の配慮も必要と考えております。今

後、基本設計を行っていく中で、発注方法などの提案もなされてまいりますので、その提案内容などに

ついて議会へ報告し、十分御審議をいただいた上で判断してまいりたいと考えております。 

 次に、南小樽地域の将来についてでありますけれども、市といたしましては、現在地と量徳小学校敷

地を使って病院を統合新築するという決断は大変重いものでありましたが、少子高齢化が急速に進展す

る中で、小樽の将来を見据えながら、市全体の問題として総合的に検討した結果であり、地域の皆さん

に御理解をお願いしたところでございます。第６次総合計画では、この地域個別の発展方向といったこ

とは明記してございませんが、病院の統合新築を契機として、地域の将来を見据えつつ、安全・安心で

快適なまちづくりを進めていくため、地域の皆さんと一緒になって考え、取り組んでまいりたいと考え

ております。 

 次に、環境問題について何点か御質問がございましたが、初めに、道内における環境基本条例の制定

状況でありますが、道内35市中23市が制定しており、人口10万人以上の市につきましては、既に制定済

みとなっております。 

 次に、環境基本計画についてでありますけれども、環境基本計画は、環境基本条例に示す基本理念や

基本方針を実現するため、中・長期的な取組の目標や施策の基本的な方向を示すものであります。道内

では、条例制定済みの23市すべてが基本計画を策定しており、計画期間はおおむね10年となっておりま

す。 

 次に、政府による温室効果ガスの削減目標についてでありますが、地球温暖化は、人類共通の喫緊の

課題であり、政府においては、公平かつ実効性のある国際的枠組みの構築や意欲的な目標の合意を前提

としつつ、25パーセントの削減目標を設定したものと承知しております。この目標につきましては、日々

の暮らしや地域づくり、ものづくり、さらにはエネルギー供給などの広範な分野において、高度な技術

開発も含めたさまざまな対策や新たな施策の導入が前提となっており、容易には達成できないものと思

いますが、温暖化防止はかけがえのない地球環境を守るために必要不可欠なことでありますので、すべ

ての者が目標の実現に向かって今できることから着実に実践していくことが重要であると考えておりま

す。 

 次に、温室効果ガス排出削減の今後の取組についてでありますが、環境基本条例案においては、市の

責務を環境の保全及び創造に関し、地域の自然的社会的条件に応じた施策を策定し実施することとして

おり、市民及び事業者に対しては、それぞれの活動の場で環境への負荷の低減に心がけるとともに、市

の施策に協力することを求めておりますが、温室効果ガスの排出削減を含めた具体的な内容につきまし

ては、今後、環境基本計画を策定していく中で検討してまいります。 
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 次に、地域の事業者と協働して推進する取組についてでありますけれども、本市におきましても、環

境の保全及び創造に関する施策を策定し、実施するに当たっては、事業者との協働も大切な要素と考え

ておりますので、今後の環境基本計画及び施策の策定に際しましては、先進事例なども参考にしながら、

連携の仕組みについて検討してまいりたいと考えております。 

 次に、温室効果ガスの排出削減に効果的な設備等の導入支援についてでありますが、これらの設備の

普及促進につきましては、今後の我が国の経済成長を牽引する大きな役割を担っていることもあり、基

本的には国が戦略的な政策を講ずるべきものと考えておりますが、地方自治体においても、それぞれの

地域特性に応じて温暖化防止と地域経済の活性化に高い効果の見込まれるものについて、独自の支援が

行われているものと承知しております。本市におきましては、現時点でこれらの支援策を導入すること

は困難でありますが、今後につきましては、財政状況の推移を見ながら効果的な施策を環境基本計画の

中に盛り込んでいくことが必要であると考えております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 病院局長。 

○病院局長（並木昭義） 佐藤議員の市立病院問題についての御質問にお答えいたします。 

 最初に、今定例会に上程しております４億円の繰入金についてでありますが、小樽市立病院改革プラ

ンでは、平成20年度から24年度までの間、収支不足解消のため、一般会計から財政支援として総務省通

知の繰出基準外の繰入れを行うことにしております。今回におきましても、平成22年度末までの不良債

務解消のため、基準外の追加繰入れをすることにしたものであります。 

 次に、平成21年度の決算見込みについてでありますが、両病院を合わせての収益的収支では４億500

万円の黒字となりましたが、改革プランの収支計画では８億7,900円の黒字を見込んでおりましたので、

計画よりも４億7,400万円ほど下回る結果となっております。また、不良債務は11億6,300万円、単年度

資金不足額は２億9,300万円となり、収支計画と比較しますと、不良債務では５億9,900万円、単年度資

金不足額では５億2,500万円といずれも悪化しております。 

 その要因でありますが、医療センターにおきましては計画をほぼ達成できてきましたが、小樽病院に

おきまして、前年度と比較して呼吸器内科などの医師５名が減少したことによる収益減が主な要因とな

っております。 

 次に、経営効率化にかかわる計画の平成21年度の進捗状況でありますが、まず、財務にかかわる数値

目標の主なものでは、経常収支比率は、目標の99.8パーセントに対し、決算見込みは94.5パーセントで

5.3ポイントの減、医業収支比率は、目標96.7パーセントに対し、決算見込みは90.6パーセントで6.1ポ

イントの減となり、残念ながら、いずれも目標を下回っております。患者１人１日当たりの収入額は、

入院では、目標３万7,196円に対し、決算見込みは３万7,876円で680円の増。外来では、１万4,301円に

対し、決算見込みでは１万5,601円で1,300円の増と目標を達成しております。不良債務比率は、目標6.6

パーセントに対し、決算見込みは15.2パーセントで8.6ポイントの悪化となっております。 

 次に、医療機能にかかわる目標数値についてですが、１日平均入院患者数は、目標397人に対し、決算

見込みは340人で57人の減、１日平均外来患者数は、目標の805人に対し、決算見込みは693人で112人の

減となり、それぞれ目標を下回っております。全体の病床利用率では、目標70パーセント以上に対し、

決算見込みは61.7パーセントで8.3ポイントの減となっておりますが、許可病床数を870床から445床に削

減した後の７月から３月までの病床利用率は76.2パーセントとなっており、目標を上回っております。

平成21年度の改革プランと決算見込みとの乖離は、主に患者数減によるものであり、これは、先ほども

申し上げましたように、医師の補充が計画どおりできなかったことが主な要因となっております。 
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 次に、医療職給料表（２）・（３）の導入についてでありますが、改革プランでは、人件費の適正化

として、平成21年４月１日より導入を目標に揚げておりましたが、平成20年度に看護師の大量退職が発

生するなど、看護師の退職防止の観点からの再検討を余儀なくされ、結果として現在まで導入には至っ

ておりません。医療職給料表（２）・（３）は、従来から給与の適正化のために不可避なものと考えて

おりますが、一方で、昨今の看護師不足は、病院事業に及ぼす影響も大きく、医師確保同様、看護師の

退職防止は経営改善のための重要課題の一つとなっております。特に、本市におきましては、期末手当

を含む大幅な給与の独自削減を実施していることもありますので、これまでも労働組合との協議を重ね

てきているところでありますが、引き続き、慎重に協議を進め、課題を整理し、平成23年度から導入す

べく、取組を進めてまいります。 

 次に、病院建設にかかわる起債についてでありますが、病院事業債及び過疎対策事業債を50パーセン

トずつ充当する計画であります。返済期間につきましては、工事等にかかわる起債は、病院事業債、過

疎債とも30年償還、医療機器にかかわる起債は、病院事業費が５年償還、過疎債は12年償還となってお

ります。また、起債全体の実質的な負担割合につきましては、現段階では、交付税措置で46.25パーセン

トとなり、一般会計の実負担は13.75パーセント、病院会計の負担は40パーセントになると試算しており

ます。 

 次に、新病院の起債にかかわる北海道との協議についてでありますが、現在、新市立病院計画概要（案）

を策定したところであり、今後、同計画が決定した時点で北海道にも報告し、事前協議に向けた相談を

してまいりたいと考えております。具体的な事前協議については、基本設計の進捗状況にもよりますが、

年末から年明けがめどになると考えております。 

 次に、地方独立行政法人への移行についてでありますが、本市におきましては、病院事業の経営形態

の見直しとしまして、昨年度、地方公営企業法の全部適用を導入したところであります。私は、これに

伴い、新設された病院事業管理者の職に着任し、これまで病院の統合新築という大きな目標に向かって

経営改善に取り組んできているところです。私としましては、市長との意思疎通が図られれば、全部適

用でもかなりの権限を持って経営、運営ができること、いったん独立行政法人化をすれば後戻りはでき

ないことのほか、全国的にも独法化した事例はまだ少なく、その経過を見る必要もあるものと考えてい

るところです。 

 また、全部適用では、予算や契約、給与を含めた人事管理面等で、地方公営企業としての制度的な制

約があるのも事実であり、将来的には、独法化に限らず、さらなる経営形態の見直しを検討する必要が

あるものと認識しておりますが、４年間の任期で管理者に任命されておりますことから、少なくともこ

の期間中につきましては、引き続き、管理者としての任務を全うしてまいりたいと考えております。 

 次に、基本設計の再開に当たり、前回の中断した基本設計が無駄にならないかとのお尋ねですが、前

回の基本設計を中断した時点では、建物の配置計画や各階の平面計画をまとめる段階まで進捗しており

ました。今回、業務再開に当たり、規模・機能が見直しになったことや建設費が変更になったことから、

前回の図面をそのまま利用することはできませんが、平面計画を検討する上で協議・調整した基本的な

考え方は今回の基本計画に活用できるものと考えており、建物配置や平面計画など、今回の建設地に合

わせて修正を行うことで対応できるものと考えております。 

 また、今回の基本設計業務の具体的な内訳についてでありますが、基本設計4,000万円、地質調査1,400

万円、測量調査200万円、テレビ受信障害予測調査60万円の四つの事業で構成されており、この合計額に

消費税を含めまして、設計概算額は5,943万円となりますが、今回は随意契約を予定していることから、

これに前回の契約時の決定率を考慮して、4,300万円の予算を計上しております。 
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 次に、これからの作業スケジュールについてでありますが、契約後、設計受託者との調整が必要とな

りますが、おおよそのイメージとしては、規模・機能が見直しになったことや建設費が変更になったこ

とに伴う与条件整理から始めて、平面プランとなる基本設計案の作成を今年度の秋までに行い、年内に

より詳細な基本設計案を取りまとめ、年明けから建築費の概算を行い、成果品作成を契約工期予定の来

年２月末までに完了する予定であります。 

 また、契約方法につきましては、基本設計の再開に当たり、前回の中断までの協議過程や作成した図

面等の資料を活用できること、また、委託料を算定する際に前回の契約時の決定率を採用することで、

本市にとって経済的に有利な予定委託料を設定できることから、前回の受託者との随意契約を予定して

おります。 

 次に、今回の基本設計終了時点で確定されることについてでありますが、建物規模や構造・工法、ま

た、配置、平面、断面計画など設計の根幹となる部分や冷暖房設備、主電源設備などを確定してまいり

ます。その後は、法的に変更ができない部分を除いて、配置や間取りの軽微な変更などは実施設計の段

階でも必要に応じ修正可能と考えております。 

 なお、基本設計の進捗状況については、適時、病院調査特別委員会において報告していきたいと考え

ております。 

 次に、新市立病院計画概要（案）と再編・ネットワーク化協議会についてでありますが、再編・ネッ

トワーク化協議会は、昨年９月に最終報告を行い、当初の役割を終えておりますが、この計画概要（案）

の新病院の規模・機能につきましては、当該最終報告を基本として、病院局において決定して、新市立

病院計画概要（素案）としてまとめ、５月18日の企画政策会議において計画概要（案）として決定した

ものです。その過程におきましては、小樽市医師会の役員会や再編・ネットワーク化協議会のメンバー

でありました公的病院の院長の方々には素案を提示し、考え方を説明しております。今後は、近日中に

医師会の理事会の皆さんにも私と両市立病院長でこの計画概要（案）を説明する機会を設けることとし

ておりますので、さらに御意見を伺ってまいりたいと考えております。 

 次に、病床利用率の向上など効率的な経営についてでありますが、新病院の規模は、コンパクトで効

率的な病院を基本として検討してまいりました。病床数を削減する中で、入院患者を受け入れるために

必要なベッドを確保するためには、病床利用率を向上させる必要がありますので、病床管理委員会を設

置し、診療科ごとの空き病床の相互利用を図ることや個室の割合をふやすことなどをして、病床利用率

を90パーセント程度で運営することを目標としております。 

 次に、医師確保の見通しについてでありますが、基本的には、市内の病院で不足する診療科の医師を

確保していきたいと考えております。具体的な例としましては、糖尿病や内分泌・代謝、血液、呼吸器、

神経など内科の専門医を充足したいと考えております。また、現病院におきましても、医師が一人の診

療科などについては、医師の負担軽減のためにも複数の配置ができるような体制が必要でありますので、

その充足に努めてまいります。これまで大学の医局としても医師の不足する状況下で、新病院のビジョ

ンを示せない中での折衝は非常に困難な状況でありましたので、基本設計が再開されましたら、早急に

その旨を対外的に周知し、これまで以上に働きかけを強めてまいる所存であります。 

 次に、病床数についてですが、新病院は、できるだけコンパクトな病院を目指すことを基本とし、将

来人口、入院患者の実績、病床利用率、平均在院日数、今後の医師の充足などを総合的に勘案し、設定

したところであります。小樽市の人口推移は、財団法人統計情報研究開発センターの推計によりますと、

総人口は減少するものの、有病率の高い65歳以上の人口は、10年後の平成32年には４万5,000人、15年後

の平成37年においても現在の高齢者人口と同じ４万2,000人となっており、市立病院の担う脳・神経疾患
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や心・血管疾患、がん診療などの医療ニーズは高い状況が続くものと予想されますので、そのニーズに

対応することを基本に考える必要があります。また、再編・ネットワーク化協議会の最終報告にもある

統合新築後の新病院の方向性においても、おおむね400床程度にダウンサイジングするとされていること

から、その方向性に沿って検討を行ったものであります。 

 一方、新病院での医師の体制が病床数に大きく影響しますので、まず、すべての診療科の医師から現

在の患者の状況や大学医局の意向、新病院において想定される医師の体制や必要な病床数などについて

ヒアリングを行い、その結果をベースにし、また、地域医療連携の柱でもある医師会からの要望の強い

オープン病床も相当数確保することとし、外部有識者の方の意見も聞きながら、経営戦略会議を中心に

協議を重ね、決定したものであります。 

 結果といたしまして、計画病床は388床とし、うち一般病床は302床としましたが、現在の入院患者か

ら見ましても、病床利用率は80から90パーセントと、医師充足の状況次第では病床が不足するとの意見

もありましたが、一人一人の医師の負担を軽減することも重要な課題ですので、地域医療連携室の機能

を強化し、他の医療機関との連携を促進することや平均在院日数の短縮の努力などにより、効率的な運

営を行い、対処することにしたものであります。 

 次に、新病院での職員数についてでありますが、まず、医師につきましては、現在の市立病院では、

研修医３名を含めて44名となっておりますが、４年後の開院時には、市内で不足している診療科の医師

の充足などを図り、できれば50名程度としたいと考えております。医師を除く職員数については、現在、

453名ですが、看護師については37名の欠員が生じております。新病院では、この欠員を解消した上で、

病床の削減や統合効果により一定程度の削減ができると考えておりますが、基本設計を行う中で診療体

制や検査機器の配置などが明らかになってまいりますので、その中で必要な職員数について具体的な検

討をしてまいりたいと考えております。 

 次に、新病院を構成する各部門の面積についてでありますが、各部門の所属する階や配置につきまし

ては、基本設計の中で設計者と病院とが詳細な協議を行い決定していくことになりますので、現時点で

は必要な面積は確定しておりませんが、前回、築港地区で計画した際の面積の比率で申し上げますと、

外来診療部門と中央診療部門で約20パーセント、管理部門が約10パーセント、病棟部門が約45パーセン

ト、サービス部門などが約25パーセント程度となっております。今回の病床数の変更に伴い、部門ごと

に若干の増員が出るものと想定しております。また、建物形状につきましても、基本設計の中で詳細を

検討することになりますが、地上２から３階までの低層階に外来診療部門や中央診療部門が配置され、

その上に病棟部門が配置されるものと想定されます。いずれにいたしましても、限られた土地や延べ床

面積の条件の中で効率的な配置を検討してまいります。 

 次に、病院が新築されることによる周辺地域への影響と対処方法についてでありますが、新病院は、

二つの病院を統合し、地上７階程度の建物になりますことから、隣接地への日影についてや近隣のテレ

ビ受信への影響などが考えられますので、基本設計業務の中で十分な調査検討を行うなど、病院の建設

に伴う近隣地域への影響についても十分に配慮してまいります。 

 次に、災害拠点病院が免震構造でなければならない法的な制約があるのかということについてであり

ますが、災害拠点病院の構造につきましては、免震構造でなければならないという法的な制約はありま

せんが、免震構造は、地震の揺れを低減することや医療機器の転倒に伴う破損を著しく低減できること、

また、ゆっくりと揺れることなどで利用者の心理的不安感を軽減できることから、近年の新築病院では

多く採用されており、とりわけ、近年建築した道内の災害拠点病院ではすべて免震構造を採用しており

ます。また、災害拠点病院の指定要件では、施設の要件の一つとして、施設は、耐震構造を有するとと
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もに、水、電気等のライフラインの維持機能を有することとなっておりますことから、今回の計画概要

（案）では、地震の揺れに対してライフラインを守るためにも有効とされる免震構造について検討する

こととしたものであります。 

 次に、基本設計では免震構造のみを検討するのかということについてでありますが、基本設計では、

免震構造のみ検討するのではなく、耐震構造や他の構造につきましても、建設コストを含め、御指摘の

あった免震構造の特性やその他の構造の特性について比較検討を行い、その上で採用する構造を決定し

てまいりたいと考えております。 

次に、建設計画における１平方メートル当たり33万円の意味についてでありますが、基本設計料を算

定する上では、予定の建設工事費の試算が必要となりますので、この試算のもとになる単価を１平方メ

ートル当たり33万円と設定したものであり、実際の工事単価とは別のものであります。この試算のもと

になる単価は、国立病院機構の示す病院建築標準仕様指針をもとに設定したものでありますが、病院建

築標準仕様は、従来の国立病院の建設が民間の医療機関と比較して仕様が高水準で、工事費も高額な傾

向にあったため、独立行政法人化後の国立病院の施設整備を、工事の品質や安全性などを確保した上で、

経済性を発揮し、工事費を可能な限り低く抑えるために策定されたものであります。今回の基本設計料

の算定におきましても、新病院建設工事が公共工事として発注することになることから、同様の趣旨で

国立病院機構が示す単価を採用し、試算したものであります。 

 また、一定の条件につきましては、建設工事費の試算に当たり、この設定単価に１病床当たりの想定

面積である75平方メートルを乗じて試算したことを示したものであります。 

 なお、計画概要（案）の建物本体の工事費は、１平方メートル当たり33万円を目標とするとの記述は、

わかりにくく誤解を招くおそれがあるとの御指摘もありましたことから、その記述についての見直しを

検討しているところであります。 

 次に、事業費（試算）における用途区分ごとの内訳についてでありますが、建設工事は、建設本体の

工事費、電気工事費及び設備工事費で、附帯工事費は、外構工事が２億円、駐車場整備費が5,000万円、

基本・実施・監理は、基本設計が平成19年度分も含んで6,900万円、実施設計で１億2,000万円、工事監

理費と事務費で２億1,100万円、医療機器・備品は30億円、システム経費で５億円、移転雑費は新病院へ

の移転費用として１億7,700万円としております。また、解体工事費は９億3,800万円で、現小樽病院と

量徳小学校の解体費とそれぞれの造成工事を含めた金額としておりますが、これらの金額につきまして

も現段階での試算として計上したものであります。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 教育長。 

○教育長（菊 譲） 佐藤議員の御質問にお答えいたします。 

 初めに、小樽市内公立高校の在り方を検討する懇談会での意見の取りまとめと北海道教育委員会への

要望についてでありますが、この懇談会では、昨年度の公立高等学校配置計画の中で、平成25年度以降

の見通しとして、後志学区においては３から４学級相当の調整、そして、職業学科の配置のあり方を含

めた再編の検討が示され、また、道教委から、市内の高校のあり方について議論していただきたいとの

提案を受けました。このことを踏まえ、公立高等学校の学校長や関係者、小樽市校長会や小樽市ＰＴＡ

連合会、また、商工会議所からも参加をいただき、昨年11月２日に懇談会を立ち上げました。これまで

４回開催し、さらに議論を重ね、今年の秋ごろまでには意見をまとめ、道教委へ提出したいと考えてお

ります。 

 次に、小樽市内における私立高校の取扱いについてでありますが、この懇談会は、基本的には公立高
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等学校の配置計画について話し合うことを目的としております。今後、取りまとめの作業に入りますが、

その段階では、私立高校の御意見を伺うことも考えております。 

 次に、子供たちの教育環境を高校と小中学校の立場から話し合う試みについてでありますが、市内の

小中高の連携については、毎年、小樽市中学校長・高等学校長連絡協議会において教育活動や進路指導

等について情報交流が行われており、この場に指導室も参加して小樽市学校教育推進計画２次計画や小

中学校における教育活動の状況等についてお話をさせていただいております。今後、校長会等にも協力

をいただいて、お互いの実情の理解や意見交換を行う場の設定、さらには、教員による授業交流なども

課題として、相互に補完できる環境づくりに努めてまいりたいと思います。 

 次に、北海道教育委員会が示した平成22年度全国学力・学習状況調査採点等実施要領についてであり

ますが、この要領は、本調査の希望利用校における教科に関する調査の採点、集計、分析、児童生徒質

問紙調査及び学校質問紙調査の集計、分析など、道教委が取り扱う内容について示しているものであり

ます。 

 次に、抽出対象校数及び希望利用校数、参加人数等についてでありますが、抽出対象校は、小学校３

校、中学校10校であり、抽出対象以外の学校はすべて希望利用校となり、小学校24校、中学校４校であ

ります。抽出、希望両方を含めた参加人数は、小学校調査対象者968名中947名、中学校調査対象者993

名中950名となっております。 

 なお、希望利用校の採点等にかかわる経費は道教委が負担することとなっております。 

 最後に、結果の公表等についてでありますが、道教委の実施要領において、保護者や地域住民に対し

て域内の教育及び当該学校の状況について説明責任を有していること、序列化や過度な競争につながら

ないようにすること、各児童生徒の個人情報といった観点を考慮しつつ、市町村教委と協議の上、別途

定めることとしております。教育委員からは、調査の結果については、活用方法や公表についても検討

が必要ではないかという意見もありますことから、本調査のねらいを踏まえ、道教委との協議や小樽市

教育委員会の中で議論を重ねてまいりたいと思います。 

              （「議長、13番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 13番、佐藤禎洋議員。 

○１３番（佐藤禎洋議員） 一つだけお聞きしたいと思います。 

 経営効率化にかかわる計画の数値についてですけれども、これは４億円を繰り入れる前の数値か、繰

り入れた後の数値かということだけ確認させていただきたいと思います。 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 病院局管理部長。 

○病院局経営管理部長（吉川勝久） この数値については、21年度の進捗状況の数値ですので、繰り入

れる前の数値です。 

              （「議長、13番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 13番、佐藤禎洋議員。 

○１３番（佐藤禎洋議員） 詳しくは、予算特別委員会と市立病院調査特別委員会で質問したいと思い

ますので、私のほうは以上で終わります。 

○議長（見楚谷登志） 以上をもって、本日の会派代表質問を終結し、本日は、これをもって散会いた

します。 

散会 午後 ３時５８分 
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開会 午後 １時００分 

○議長（見楚谷登志） これより、本日の会議を開きます。 

 本日の会議録署名議員に、鈴木喜明議員、中島麗子議員を御指名いたします。 

 日程第１「議案第１号ないし第13号及び報告第１号」を一括議題といたします。 

 これより、昨日に引き続き、会派代表質問を行います。 

 通告がありますので、順次、発言を許します。 

              （「議長、２番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ２番、千葉美幸議員。 

              （２番 千葉美幸議員登壇）（拍手） 

○２番（千葉美幸議員） 公明党を代表し、質問いたします。 

 小樽市の財政について伺います。 

 私が議員に初当選をさせていただいた平成19年の前年度決算は、累積赤字が11億8,400万円で、山田市

長は、公約に掲げた財政再建を課題の最優先項目として今日まで努力を重ねてこられました。一時、累積

赤字は膨らんだものの、単年度黒字が20年度は６億3,800万円、21年度は約５億300万円となる見込みで、

累積赤字は１億5,600万円まで縮小されます。 

 市長は、市民サービスを維持しながら何とか収支均衡予算を編成してきておりますが、財政再建のため

に進めてきた数値目標について伺います。 

 まず、19年度の初めに市長は、人員削減について４年間で180人の削減、職員給与10パーセントカット

の継続、市長給与25パーセントの削減、また、学校給食共同調理場の民間委託や職員駐車場の有料化につ

いても実行されることを約束されております。この３年間でほぼ目標を達成されたと認識しております

が、これまでの取組と財政効果についてそれぞれお示し願います。 

 また、20年度、21年度の単年度収支は、大きな黒字となりました。この黒字の主な要因と職員に対して

市長はどのように取り組むよう指示されてきたのか、お聞かせ願います。 

 小樽市は、財政健全化計画を見直ししながら進めてまいりましたが、市長は、22年度末での累積赤字解

消も視野に入ってきたと発言をされております。大いに期待はしておりますが、その目標に向けどのよう

に取り組んでいかれるのか、発言の根拠についても具体的にお聞かせ願います。 

 また、単年度の起債を償還額内におさめ、継続的に市債残高は減少してきたと認識しておりますが、今

後、計画が進められる学校の耐震化や学校給食共同調理場統合新築工事、新市立病院建設などが市債残高

にどのように影響してくるのか、お聞かせ願います。 

 次に、高額療養費未請求問題について伺います。 

 この問題は、小樽市民にとりまして、憤りと落胆の問題になりました。損失額が6,700万円にも上った

ことはもちろんですが、その原因が職員の懈怠による故意的なミスであったことです。先月には、関係職

員の処分や損失補てんにつきましては発表がなされ、再発防止策が出たところではございますが、今後、

このようなことが再び起こることは絶対に許されるものではありません。事件の概要、経過、原因など、

一応の議論は議会でも行われておりますが、我が党として、この件は非常に重大な問題としてとらえ、市

民から多くの声が寄せられております。再発防止策について、伺わせていただきます。 

 このたびの問題に関し、再発防止策につきましてはチェック体制の強化と業務の効率化が行われまし

た。これは、全庁のあらゆる通常業務に対して見直し、同様の対応策を講じていかなくてはいけないと考

えます。今後も、職員の削減、業務量の増加、事務の煩雑化が進むのは避けられないことであり、チェッ

ク体制をどのように強化されるのか、具体的な方法についてお聞かせ願います。 
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 人事異動などに伴って行われている事務の引継ぎについては、今回の問題でも大きな課題として残った

ように感じております。実際に行われる引継ぎでは、口頭のみの場合や個人がつくっているマニュアルな

どを使い行われているようですが、重要書類や未整理事務の引継ぎは慎重に行われなければなりません。 

今後の対応策について、市長の御見解を伺います。 

 また、新年度が始まり、新入職員や人事異動に伴う引継ぎに関し、職員に対してどのような周知がされ

たのか、お聞かせ願います。 

 通常事務で起こっている不注意によるミス等を減少させるには、職員間で失敗事例の情報を共有するこ

とや、原因、注意点などの共通認識が大切であります。小樽市では、今まで通常事務で行ったミスの事例

は、だれが、どのように管理されてきたのでしょうか。また、情報共有についてどのように考えられてい

るのか、あわせてお答えください。 

 市民の方から今回の問題の後、ますます職員の顔が見えなくなったとの声をいただきました。これは、

窓口の前に立っても、市民から「済みません」と声をかけるまで職員が顔を上げなくなったというお話で

した。窓口へ訪れた方は、他人のことにはかまっていられないとでもいうような印象を受けたそうであり

ます。 

 今回の問題が原因となってミスを起こさないように懸命に仕事に取り組んでいる反面、職場内で萎縮

し、担当の仕事のみにとらわれてしまうことが危惧されます。同僚や上司との信頼関係を築き、小樽市の

職員として使命感を持って働ける環境づくりが大切であると考えます。 

 市長の御見解をお聞かせ願います。 

 次に、市立病院について伺います。 

 小樽市では、新市立病院を築港地区から量徳小学校敷地と、現在、小樽病院がある土地を合わせ建設す

ることに変更をいたしました。先日、新市立病院計画概要（案）が示されたところであります。本定例会

には、病院統合新築工事基本設計業務委託料4,300万円が予算計上されており、計画概要（案）の建設ス

ケジュールから平成24年、25年度に工事・開設準備を進め、26年度中に開院予定となっております。その

間には、小樽市立病院改革プランに掲げた経営効率化に係る計画の指標達成も確実に進めなくてはなりま

せん。 

 そこで、小樽市立病院改革プランの進捗状況について、何点かお伺いいたします。 

 まず、基本指標についてであります。 

 平成23年度に経常収支の黒字化達成と、不良債務及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律上の資

金不足を22年度末に解消、さらに、地方財政法上の資金不足は25年度末に解消を目指すとあります。この

達成のために立てられた財務に係る数値目標の達成状況を見ますと、公表された最終予算ベースでは、患

者１人１日当たりの収入額は入院、外来ともに増収となっておりますが、医業収支比率はマイナス6.7パ

ーセントと目標数値を下回っており、不良債務比率は目標の6.6パーセントに対して15.3パーセントと悪

化をしております。決算見込みではそれぞれどのような状況になるのか、お答えください。 

 医業収支比率や不良債務比率が達成できなかった要因と見解、今後、改革プランに掲げた財務に係る数

値目標達成に向けどのような対策をとるお考えか、お伺いいたします。 

 また、改革プラン収支計画の医業収益を約５億5,000万円減らし、新年度予算をスタートしております。

マイナス要因とした内訳内容と金額、また、プラス要因として考えられる診療報酬改定などの影響も少な

からずあると思われますが、何をどの程度見積もられ減額されたのか、お示しください。 

 22年度の医業収益予算と医業費用予算の減額で医業収支比率や職員給与比率に影響が出ると考えます。

今年度予算ベースで比率をお示しいただき、今後の数値目標をどのようにお考えになるのか、お示しくだ
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さい。 

 また、職員給与比率の改善が見られないことや、民間病院に比べ給与水準が高いとも言われており、病

院における給与体系の見直しが必要との声があります。地方公営企業法の全部適用では、経営状況など考

慮し、給与体系の柔軟な対応が可能でありますが、実行した場合、職員のモチベーションが下がらないの

か、場合によっては看護師不足がより進んだりしないのかとの懸念の声もあります。給与の上昇カーブの

フラット化や給与体系の見直しなどのお考え、時期についても病院局長の御見解をお伺いいたします。 

 医師不足に加え、看護師不足も深刻な状況と言われています。社団法人日本看護協会が行った2009年看

護職員実態調査によりますと、常勤看護職員の離職率は11.9パーセント、新卒看護職員の離職率は8.9パ

ーセントで、特徴として新卒看護職員は看護職員配置の手厚い病院で離職率が低い傾向にあるようです。 

 市立病院でも看護師不足は課題と思われますが、平成22年度の採用状況と看護師の定数は確保されてい

るのか、状況をお聞かせ願います。 

また、ここ５年間の離職率はどうでしょうか。お示しください。 

 調査の中で、看護師の職場における悩みや不満で最も多かった理由として、医療事故を起こさないか不

安であるが最も多く、若年層になればなるほどその割合が高くなっております。職場定着を促進するため、

教育・研修体制を整え、離職率を低くしている病院もあるようですが、市立病院の人材確保への取組はど

のようになっておりますか。新卒看護職員と常勤職員それぞれの対策についてお聞かせ願います。 

 また、夜勤などの不規則な勤務状況がある看護師は、子育てしながら働ける環境づくりを求めており、

院内保育所の充実や短時間勤務制度導入は離職防止の効果があるようです。現在の市立病院の状況や、今

後の対応策、方向性についてお聞かせ願います。 

 次に、新市立病院計画概要（案）について伺います。 

 二つあります市立病院の統合新築の基本的な考え方には、二つの市立病院を質の高いより効率的な新病

院として統合することにより、地域医療を守り財政負担の軽減を図るために統合新築事業を推進しますと

あります。 

 まず、地域医療を守る観点から、新市立病院の規模・機能について伺います。 

 診療科目は、現在あるすべての科目を標榜する形となっております。このような形となった理由と、市

内には三つの公的病院があり、他の医療機関との連携や役割分担でよりスリムな診療体制を図ることはで

きないのか、病院局長の御見解を求めます。 

 また、呼吸器内科、神経内科、リハビリテーション科、総合診療科についてですが、常勤専門医が安定

的に充足された場合に標榜するとしております。ほかの医療機関でその役割を担っている科目もあること

から、新市立病院で標榜する必要性について御説明願います。 

 次に、病床数について伺います。 

 平成18年に892床もあった病床数は、493床、468床と、その後も規模は縮小され、さまざまな要素を勘

案、分析し、このたびの計画では388床となりました。各診療科目ごとの病床数は、今いる医師などと検

討し、決められたと伺っておりますが、最低限必要なベッド数なのか、編成された根拠や基準などについ

てお示し願います。 

 新市立病院計画概要（案）が示され、市内公的病院の移転新築の話も出ております。小樽市全体や後志

圏域の医療を守るためのネットワーク化について、より具体的な協議を公的病院や医師会の方々と早急に

行う必要があると考えますが、お考えをお聞かせ願います。 

 市民からは、統合新築に向け動き始めたことに対し、安堵や喜びの声が聞かれる一方で、財政負担につ

いて不安視する声もあります。特に、建設工事費の試算金額１平方メートル当たり33万円に関し、民間病
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院などで工事価格を抑え建築されていることが先日の市立病院調査特別委員会で議論をされておりまし

た。 

 そこで、計画の建設工事費試算ですが、何を基準とし試算されたのか、お示し願います。 

 また、計画している新市立病院の規模・機能の中で、建築単価を上げると考えられる要因があれば御説

明願います。 

 市民に御理解いただくためには、事業費を抑えるための努力を示すことも必要と考えますが、今後の設

計で留意する点、建設事業の発注方法など、検討されていることがあればお示しください。 

 建設事業費は、試算の段階ですが、国の補助金や起債を含めた交付税など支援制度を活用し、借入れ返

済の財源確保に努めなければなりません。現在、起債の条件とされている小樽市立病院改革プランの確実

な実行は厳しい経営が続いており、起債許可に対して懸念をしております。小樽市立病院の決算状況が起

債許可に影響が出ていないのか、お伺いいたします。 

 また、現段階で借入金返済の財源内訳がどのようになると考えておられるのか、市の負担、病院負担、

交付税などに分けて割合でお示し願います。 

 次に、夜間急病センターについて伺います。 

 小樽市では、平成18年度に指定管理者制度を導入し、業務を小樽市医師会に委託しております。年度別

の夜間急病センターの受診患者数の推移は、16年度の１万1,073人を最後に、以降は１万人を割り、昨年

度はインフルエンザの影響で若干増えましたが、年々減少傾向であります。しかし、年度別２次転送患者

数の推移は、例年受診患者数の約７パーセントを占めており、21年度は、受診患者数8,334人のうち588人

が医療機関に転送され、治療、入院されたようです。 

 夜間急病センターの役割は１次救急で、市民の安心や安全を守るために必要不可欠な存在であり、中で

も、夜間急病センターに隣接する済生会小樽病院は、転送患者の４分の１程度を受け入れ、貢献してくだ

さっております。 

 そこで、以下について、お伺いいたします。 

 他都市に比べ充実している夜間急病センターのあり方について、昨年には検討する話が出ておりまし

た。診療には内科、外科の医師がおり、その役割を担っておりますが、この医師の体制や運営時間、診療

科目を今後変更するお考えなのか、お聞かせ願います。 

 次に、報道もありましたが、済生会小樽病院の移転新築は夜間急病センターの設置場所に大きく影響い

たします。今までどおり済生会小樽病院に隣接して設置するようお願いをするのか、新市立病院で設置が

可能と考えるのか、全く別な場所に設置するとお考えになるのか、方向性についてお示し願います。 

 また、課題や問題点などお聞かせ願います。 

 ３点目に、小樽市の財政負担についてであります。 

 夜間急病センターの運営費は、診療収入や小樽市からの委託料などで賄われておりますが、受診者減少

とともに不足額が生じています。 

 市では、現在のところ、不足額は増額して負担しておりますが、今後も不足額に対して最低限の財政負

担は継続して行っていくべきと考えますが、市長の見解をお伺いいたします。 

 この項の最後に、周産期医療について伺います。 

 日本では、産科、産婦人科を標榜する一般病院は、1975年から30年間で４割近く減少したそうでありま

す。 

 また、産科医、産婦人科医も少子化の影響で人数が減り、助産師の就業も病院に集中してきているため、

出産できる医療施設が減少、集約化されているようです。晩婚化が進み、高齢出産が増え、リスクが高い
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お産が増加している現状を見ますと、地域の中で安心して出産できる施設は住民にとって公共的な財産で

あると考えます。 

 小樽市には、後志二次医療圏で唯一、地域周産期母子医療センターの指定を受けた小樽協会病院があり、

本定例会の補正予算で保健対策費周産期医療支援事業費補助金770万円が計上されております。定住自立

圏６市町村との財政支援ですが、今後の支援の方向性や補助金額の考え方について各自治体と病院側でど

のような話合いが行われ、決定されたのか、お伺いいたします。 

 地域周産期母子医療センターの認定を受けながら休止に追い込まれるケースも出ており、地域医療を守

るため、自治体の責任において協力していかなければならない課題と考えますが、市長の御見解をお伺い

いたします。 

 次に、観光行政について伺います。 

 小樽市は、古くから北海道の商業都市としてにぎわい、鉄道や港も発展してきました。その産物が現在

の小樽観光を支えております。歴史ある石づくりの建物や倉庫は小樽を印象づける大切な観光資源とな

り、道内最初の鉄道が走った旧国鉄手宮線も新たに整備されることで、小樽市民や観光客が集まる観光ス

ポットとして期待を寄せているところであります。 

 さて、昨年度の観光入込客数が発表になりましたが、内容は大きく前年度を下回る結果となりました。

下期はどのような状況であったのか、21年度全期の特徴もあわせてお聞かせ願います。 

 政府の観光立国推進本部では、休暇分散化について議論が始まっており、春のゴールデンウイークを五

つに分けた地域ブロックに分散化させることや、秋の大型連休を創出する案のようですが、この休暇分散

化については、賛否、いろいろな意見があるようです。 

 市長は、この件に関して北海道や小樽観光に与える影響をどのようにお考えでしょうか、お聞かせ願い

ます。 

 ここ数年はイベントも増え、新たな取組が推進され、堺町の食べ歩きラリーや市場、商店街のスタンプ

ラリーなどには市民も多く参加されました。実際に観光客がたくさん来ている状況を見て、観光都市小樽

を再認識したとの声も聞かれましたが、市民との懇談の中で、身近なところには観光客が訪れるようなと

ころはない、観光都市小樽は別世界にあるかのようにも思えるとの意見があり、市民の意識向上には少し

時間がかかるようであります。将来にわたって小樽らしさを残すためにも、市民意識の向上は重要です。

今後、取組をどのように図っていくとお考えなのか、具体的にお聞かせ願います。 

 また、市長が考える市民一人一人が観光のまちづくりの主役とはどのようなイメージなのか、お聞かせ

願います。 

 次に、小樽市の観光ＰＲであります。 

 新年度主要施策を見ますと、新規施策で観光宣伝事業が多く見られますが、国内に向けて主な事業の取

組やねらいについてお聞かせ願います。 

 また、平成18年度からスタートした小樽ふれあい観光大使ですが、本年で５年目の節目を迎えます。小

樽の魅力や観光などＰＲをしていただいているようですが、現在までの活動と、本年はセミナーやツアー

を開催する予定ですが、具体的な内容や目的についてもお聞かせ願います。 

 20年度における小樽市の観光客動態調査からは、来樽する観光客はリピーターが多いことや、訪れる目

的では運河や歴史的景観などが高い割合を占めていることが特徴として挙げられております。調査から

も、運河や異国情緒あふれる歴史的景観は観光資源として守っていかなければいけないと考えますが、そ

の景観を形成している建造物は少しずつまちから姿を消しているのが現状です。 

 この現状に対しまして、市長はどのような認識をお持ちでしょうか、お伺いいたします。 
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 また、それらの建造物の保全を図るための取組についてお聞かせ願います。 

 この項の最後に、外国人観光客について伺います。 

 2010年、観光庁では、ビジット・ジャパン・キャンペーンとして、訪日外国人旅行者1,000万人を目標

に取組が行われております。2016年には2,000万人、2019年には2,500万人を目指すとしており、今後、ま

すます日本全国で外国人観光客の誘致合戦が過熱しそうであります。 

 特に、中国人観光客は、個人ビザの発給要件が７月以降さらに緩和され、これまでの10倍の1,600万世

帯が対象となるそうです。日本での経済効果は、2008年の1,200億円から、2014年には4,300億円になると

予想される報道もあり、経済波及効果ははかり知れません。今後も地道なＰＲ戦略が必要と思われますが、

中国では、北海道の知名度は高いようですが、小樽の知名度は残念ながらないに等しいとのお話を伺いま

した。 

 市長は、この点についてどのようにとらえ、取り組んでいかれるのか、お考えをお聞かせ願います。 

 小樽市外国人宿泊数を見ますと、韓国、台湾などの宿泊数が減少傾向となっています。これは、経済情

勢や世界的なインフルエンザ流行の影響が考えられますが、理由はそれだけなのか、気になるところです。

日本政府観光局発表の訪日外客数の発表資料を見ますと、韓国からの訪日旅行は、昨年11月以降から６か

月連続で昨年同月比増加、また、台湾も年明けから回復傾向になっております。 

 小樽市の韓国や台湾からの観光客について、この状況をどのように分析されているのか伺います。 

 次は、高齢者対策についてです。 

 高齢化は、日本の社会問題として議論され、少子化とともにその取組や政策が進められておりますが、

高齢社会をマイナスのイメージとしてとらえるのではなく、その現状をプラス思考に変えていくことが大

切だと考えます。高齢者になるイコール身体機能が衰えてくる健康不安、定年退職などで収入が減る経済

的不安、さらには社会とのつながりが薄くなる孤立的不安が増え、高齢者の社会参加や生きがいづくりの

推進はますます重要な時代であります。 

 小樽市では、高齢者が介護予防の必要性を認識し、関心を高めることや、住みなれた地域で自立した生

活ができるよう、地域で見守ることの重要性を認識してもらう事業として、介護予防・地域支え合い事業

が昨年度よりスタートしております。 

 本事業の開催回数や実施内容、参加人数は昨年度どのような状況であったのかお示しいただき、今年度

の本事業推進についてお聞かせ願います。 

 また、地域福祉の推進を図る目的として、地域住民グループによる自主的な活動に対し地域住民グルー

プ支援事業助成を行っておりますが、本支援事業の助成団体数の推移と各団体の具体的な活動内容をお聞

かせ願います。 

 この助成期間は３年が限度となっておりますが、助成期間終了後、継続して活動されている団体はある

のでしょうか、お示しください。 

この地域住民グループ支援事業は、地域で暮らす高齢者の健康不安や、特にひとり暮らしの高齢者の孤

立感も解消できる市民との協働事業であります。本事業の拡大、推進に当たっては、具体的な事例も紹介

し、市民がより取り組みやすいよう工夫をするべきと考えますが、市長の御見解をお伺いいたします。 

次に、高齢者の就労支援についてであります。 

 平成14年、総務省が行った就業構造基本調査では、高齢者の就業希望理由で最も多かったのは健康維持

のためであり、次いで、女性は収入を得る必要が生じた、男性は知識や技能を生かしたいでありました。

特に、日本の経済情勢がなかなか上向きにならない現在では、収入を得る必要が生じたとの割合が増加し

ていると推測され、高齢者の経済的不安も増しているのではないでしょうか。 
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 小樽市の高齢者就業支援については、第６次小樽市総合計画で、シルバー人材センターや高年齢者職業

相談室などの活用を図るとともに、企業への定年延長、継続雇用制度の啓発に努めるとあり、小樽市の高

齢者が経済的不安を少しでも取り除き、生き生きと社会参加できるよう支援施策を積極的に推進していか

なくてはいけないと考えます。 

 そこで、小樽市シルバー人材センターについて、何点かお伺いいたします。 

 初めに、シルバー人材センターの設置の背景と目的、事業内容についてもお聞かせ願います。 

 また、過去３年間の登録会員数と就業率の推移、１人当たりの年間平均収入はお幾らなのか、お示しく

ださい。 

 景気低迷状態が続いている中、シルバー人材センターの事業受注金額も減少傾向になっていると伺って

おります。過去３年間の受注金額の推移と、小樽市はシルバー人材センターとどのように連携し、事業拡

充に協力しているのか、お聞かせ願います。 

 昨年行われた行政刷新会議の事業仕分けでは、シルバー人材センターの補助見直しが取り上げられ、３

分の１程度の予算縮減が報道されました。国の補助金削減の影響を小樽市ではどのようにお考えでしょう

か、市長の御見解を求めます。 

 次に、小樽市のシルバー人材センターへの補助金額の推移についてでございますが、平成18年度から22

年度までお示しいただき、減額されてきた理由についてお聞かせ願います。 

 また、22年度は大幅に補助金の予算額が縮減されておりますが、センター運営に支障は出ていないのか、

市長の御見解をお伺いいたします。 

 昨年の行政刷新会議の事業仕分けで配布された資料の中に、兵庫県加西市が行ったシルバー人材センタ

ーの運営事業を不要とする仕分け結果議事録が引用され、一自治体の結果が国の事業仕分け結果に影響を

与えたとも言われております。小樽市では、高齢者の生きがいづくりや高齢者就業状況を考えたとき、シ

ルバー人材センターの事業評価はどのようになるのでしょうか。シルバー人材センターの課題、今後のセ

ンターの方向性についても市長の御所見をお聞かせ願います。 

次に、高齢者の運転による交通事故状況についてお伺いいたします。 

日本の高齢化率が、2025年30.5パーセント、2030年には31.8パーセントと推計され、小樽市の平成22年

４月現在の高齢化率31.06パーセントと比べますと、小樽市の高齢化が国の15年先、20年先に近い数値で

あることがわかります。このことからも、小樽市の高齢者の運転による交通事故状況が気になるところで

すが、12年と21年の運転事故の発生件数、そして、高齢者の占める割合をお示しいただき、傾向について

お聞かせ願います。 

 運転免許証をお持ちの高齢者がいる御家族からは、何かあってからでは遅いと不安を抱いているが、車

の運転をやめる時期については本人の意思に任せるしかないとの声も聞かれます。自治体によっては、運

転免許証を自主返納した高齢者に、市関連施設の割引や公的身分証明書となる住基カードの発行、商工会

議所との連携で商店での割引や特典が受けられる取組が行われております。高齢者の交通事故を減らすた

めにも、小樽市として施策を検討、推進するべきではないかと考えますが、いかがでしょうか、市長の御

見解を求めます。 

 次に、情報のバリアフリー化について質問させていただきます。 

 我が党は、視覚障害者の情報支援として視覚障害者用活字文書読み上げ装置について導入を推進してま

いりました。小樽市でも、平成19年度に視覚障害者等情報支援緊急基盤設備事業の補助を受け、地域福祉

課に設置されております。日本国内には、30万人以上の視覚障害者がおり、糖尿病などの病気を原因とす

る中途失明者の方々が圧倒的に多く、そのためか、点字を理解できる方は１割程度となっています。視覚
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に障害のある方への情報提供は、御存じのとおり、点字や音声テープなどがございますが、十分とは言え

ない状況ではないでしょうか。 

 そこでまず、小樽市では、視覚障害者の情報提供について、これまでどのように取り組まれてきたのか、

お聞かせ願います。 

 活字文書読み上げ装置は、２センチメートルほどの正方形の中に、デジタル化された文字情報を音に変

える音声コードを読み取る装置であります。平成19年に質問をさせていただきましたが、小樽市でも、視

覚障害者465名中、点字を理解できる方が１割程度との御答弁でした。小樽市での普及促進には、自治体

発行物に音声コードをつけていくこと、日常生活用具にも指定されている読み取り装置のＰＲを同時に進

めなくてはいけないと考えております。市の文書に音声コードをつけることの検討や協議はどこまで進ん

でいるのか、現状と今後の対応策についてお聞かせ願います。 

 総務省では、昨年、選挙広報に音声コードをつけた印刷物を発注し、厚生労働省では、ねんきん定期便

の封筒に音声コードの活用が既に始まっております。また、民間事業者の取組としては、大手携帯電話メ

ーカーが実証実験を進め、音声コード対応機種の販売を予定しているそうであります。行政が発行してい

る納税通知書や制度のお知らせなど、重要かつプライベートにかかわる印刷物の情報のバリアフリーは早

急に行うべきと強く要望いたします。 

 今後、さらに音声コードの活用は急速に進むと考えられ、小樽市での情報のバリアフリーを推進するた

めにも、音声コードを活用する取組をぜひ早急に進めていただきたいと思いますが、市長の御見解をお伺

いいたします。 

 最後に、がん検診についてお伺いいたします。 

 がん検診の受診率向上については、質問を重ねてきました。がん対策基本計画では、2012年までに受診

率を50パーセント以上にする目標が掲げられております。 

 小樽市では、検診の必要性や周知の取組に力を入れておりますが、なかなか数字として効果が表れてい

ない状況です。種別によっては受診率が大変低いと思われるものもあり、この要因について、保健所では、

単に検診という形でがんの早期発見に市民が行動しているのか、受診している方の受療行動などについて

把握していきたいと伺っております。今年から地域保健診断事業として調査、分析が行われるようですが、

事業の具体的な内容とその目的、今年度のスケジュールについてお聞かせ願います。 

 今年は、小樽市におけるがん検診受診率が向上しない要因も見えてくるとは思いますが、検診の周知や

環境整備については今後もさらなる推進が必要と考えます。今後の検診の周知方法と、以前より訴えてお

ります日曜検診の推進について、取組状況をお示し願います。 

 東北大学教授による胃がん患者について研究されたデータを見ますと、検診で胃がんが発見された方と

外来で発見された方の大きな違いは、早期がんであった割合が検診の場合は高く、それに伴う入院日数に

は２倍の開きがあり、医療費も約２倍の差がありました。がんの症状や治療法によって同じような結果に

なるとは断定できませんが、このデータを見ますと、がんは早期発見が重要であり、それが医療費減少に

もつながるということであります。 

 小樽市では、受診率の年度別目標を掲げないとの御答弁をいただいておりますが、目標数値に向かい検

診受診率の向上を推進することは必要と考えます。市長の御見解を求めます。 

 次に、女性特有のがんである乳がんや子宮頸がんの検診についてでございますが、国では、昨年度、216

億円を計上し、無料クーポン券が対象者に配布され、検診率向上に大きく動き始めました。しかし、今年

度、民主党政権では、命を守る予算を３分の１程度に減らし、自治体の財政負担が必要になり、我が党が

調査した1,282自治体のうち、予算削減で42自治体が事業を断念することがわかりました。対象者を５歳

－44－



平成２２年第２回定例会 本会議録 

ごとに区切って行っているため、少なくとも５年間は継続する方針でスタートした本事業です。調査結果

からも、本事業に対する全国自治体の意欲は強く、改めて、全額国庫負担で事業の継続を訴えたいと思い

ます。 

 そこで、事業を本年度継続する小樽市の女性特有のがん検診無料クーポン券の平成21年度使用状況につ

いて伺いたいと思います。 

 年度末に受診が増えたとのお話も伺っており、検診率向上につながっているのではないかと推測してお

ります。乳がん、子宮頸がんの無料クーポン券の使用状況をお示しいただき、検診率について、無料クー

ポン券がなかった20年度と21年度の状況をお聞かせ願います。 

 また、昨年度は、クーポンの発送が９月ごろであったと記憶しており、本年度は対象者に一日でも早く

届けることを希望いたしますが、本年度の対象者数や本事業のスケジュールについてお聞かせ願います。 

 女性が健康で輝くことができる社会の構築のため、先ほど述べましたように、５年間継続する方針で始

まった事業です。その必要性からも、小樽市では残り３か年も継続して行っていただくことを強く要望し

たいと思いますが、市長の御見解を伺います。 

 次に、子宮頸がん予防ワクチンについてでございます。 

 子宮頸がんは、年間１万人以上が罹患し、うち3,000人以上が死亡していると言われており、2007年参

議院予算委員会で公明党の浜四津代表代行が質問し、予防できる唯一のがんと言われる子宮頸がん予防ワ

クチンの日本での承認を求め、これまで公費助成を訴えてきました。昨年、10月には厚生労働省が予防ワ

クチンを承認、販売が開始されております。子宮頸がん発生の大きな要因となっているヒトパピローマウ

イルスは、16型、18型が発症原因の８割を占めるとも言われ、予防ワクチンの接種は、定期検診とのセッ

トで、この型が原因とされている子宮頸がんの発症をほぼ防ぐことができるそうです。このワクチンは、

10代の早い時期に接種することが推奨されておりますが、半年間に３回の接種が必要で、その費用は５万

円程度かかると言われ、家計には非常に大きな負担です。 

 我が党女性局では、３月24日、子宮頸がん予防ワクチン公費助成を求める署名１万7,239筆を小樽市長

にお渡しいたしました。これは、小樽市民の大きな声であります。政府でも公費助成に向け協議が始まっ

たとお聞きしておりますが、いち早く小樽市で公費助成の推進を願うものです。子供の未来と女性の健康

を真剣に考えてくださる市長の御見解をお聞かせ願います。 

 再質問を留保し、私の質問を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

              （山田勝麿市長登壇） 

○市長（山田勝麿） 千葉議員の御質問にお答えいたします。 

 初めに、財政問題に関して、まず、私の３期目のマニフェストの中で示しました主な取組の達成見込み

と、その効果でありますが、まず、人員削減につきましては、この３年間で238人の削減、また、職員給

与のカットにつきましては、平成19年度から、一般職については目標どおり10パーセントの削減を行い、

市長につきましては、従来よりさらに上積みをして30パーセントの削減とし、副市長についても同様に18

パーセントの削減としたところであります。加えて、20年度からは、期末勤勉手当のカットにもさらに踏

み込んだところであり、人員削減による影響分を含め、この４年間における一般会計の職員給与費削減効

果は約50億円となる見込みであります。 

 さらに、学校給食共同調理場等の民間委託につきましては、20年８月にオタモイ調理場を予定どおり委
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託化し、そのことによる財政効果は、委託前の職員給与費と委託後の委託料との比較で申し上げますと、

年間約8,200万円ほどとなります。 

 なお、職員駐車場の有料化は19年７月から実施しており、全会計で年間約2,500万円程度の財政効果を

上げております。 

 次に、一般会計の平成20年度決算及び21年度決算見込みにおける、単年度収支黒字の主な要因でありま

すが、20年度につきましては、まず、歳入では、市税収入の落ち込みが例年と比べて少なかったこと、ま

た、歳出では、除排雪経費や燃料・光熱水費などの一般管理費に不用額が生じたことや、特別会計への繰

出金が減少したことなどが、主な要因であります。 

 21年度につきましては、歳入では、市民税や固定資産税などの市税収入が予算を下回る見込みであるも

のの、歳出において、職員給与費、生活保護費、公債費で例年に比べて多額の不用額が生じる見込みとな

ったほか、20年度と同様に一般管理費や繰出金などにおいても不用額が見込まれることが、主な要因とな

っております。 

 また、黒字化に向けての職員への指示についてでありますが、20年度、21年度とも実質的には大幅な財

源不足が見込まれ、職員手当のさらなる削減などに踏み込まざるを得ない大変厳しい状況にありましたの

で、予算の編成段階において、各部長職みずから事務事業内容の積極的な見直しを図ること、また、予算

の執行段階においては、最少のコストで最大の事業効果が発揮できるよう、予算を漫然と執行することな

く、事業の必要性、優先性、費用対効果などを再検討するよう各部に対して指示をしてきたところであり

ます。 

 次に、22年度末での一般会計の赤字解消の見込みでありますが、さきの第１回臨時会で示しましたとお

り、21年度末の累積赤字の見込みは約１億5,600万円となり、財政健全化計画の収支計画上は22年度で３

億7,400万円の単年度収支の黒字を見込んでおりますので、予定どおりその額程度が確保できれば、22年

度末では累積赤字は解消されることとなります。 

 また、この目標に向けどのように取り組むのかとのお尋ねでありますけれども、既に４月末に、今後の

予算執行方針として、歳入の確保と経費の節減などについて庁内に徹底を図ったところでありますが、累

積赤字解消が現実のものとなってきたことを改めて全職員が認識しながら、これまでの財政健全化に向け

た取組を緩めることなく、目標の単年度収支を確保できるよう引き続き最大限努力をしてまいりたいと考

えております。 

 次に、今後予定される施設設備と市債残高への影響でありますが、本市におきましては、これまでの財

政再建の取組の中で建設事業を厳選し市債の発行を抑制してきた結果、財政健全化計画を策定した平成18

年度末と21年度末を比較しますと、全会計における市債残高が約126億円、率にして約10パーセント減少

する見込みであります。 

 今後、学校校舎等の耐震化や新市立病院の統合新築なども予定され、多額の市債の発行により一時的に

市債残高の増加は避けられないものと考えておりますが、これらの施設設備に当たりましては、国庫補助

制度や交付税措置が手厚い過疎対策事業債の活用などにより、実質的な財政負担が軽減されるよう努めて

まいりたいと考えております。 

 いずれにいたしましても、起債は将来の世代へ負担を残すものでありますので、今後とも、引き続き、

その借入れについては、償還額等を勘案しながら、慎重に判断をしてまいりたいと考えております。 

 次に、高額療養費未請求問題についての御質問でありますが、まず、今後の全庁的なチェック体制の強

化でありますが、今回のこの問題を受けまして、現在、小樽市では、業務上の事故の発生を防止するため

の基本的な指針として、業務事故再発防止マニュアルの策定を進めており、先般の厚生常任委員会・総務
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常任委員会連合審査会で、その素案をお示ししたところであります。このマニュアルにつきましては、現

在、市内有識者の方々からもさまざまな御意見を伺っており、今後、連合審査会での御意見も参考にしな

がら、７月をめどに策定したいと考えております。その後、職員研修などを通じて全職員に周知し、職場

実態に合わせてマニュアルの各項目を着実に実践していくことでチェック体制の強化を図っていきたい

と思います。 

 次に、事務の引継ぎについてでありますが、これまで、一般的には事務の引継ぎは当事者同士によって

行われてきましたが、今後は、係員の引継ぎには係長が、係長の引継ぎには課長が同席するなど、引継ぎ

における上司の立ち会いを徹底し、特に重要案件や未処理案件について上司が把握できるような対策を講

じてまいりたいと考えております。 

 また、本年度の定期人事異動の際には、各部長に対して、文書での引継ぎを基本とすること、特に金銭

が絡む業務については文書での引継ぎを徹底すること、部下の引継ぎに立会い、最低でも毎月の定型業務

や年間のポイントなど総括的な把握をすることなど、これらを所属職員に徹底するよう指導をしておりま

す。 

 なお、新規採用職員に対しましては、それぞれの職場に配属する前に、公務員の基本的な姿勢について

の講義を中心に６日間の研修を行っており、特に、今回の未請求問題につきましても公務員倫理の講義の

中で取り上げ、注意喚起をしてきたものであります。 

 次に、事務で発生したミス等の事例管理でありますけれども、事案の大小にもよりますが、ミス等が発

生した場合は、一般的には発生経過や対応等を記録として残し、上司まで報告した後に担当課ごとに保管

してきております。同様のミスを発生させないためにも、これらの情報を職員間で共有することは大事な

ことと考えており、これまでも各職場では情報の共有化を図ってきてはおりますが、さらに職場のレベル

アップを図るためにも周知徹底してまいりたいと思います。 

 次に、職員としての使命感を持って働ける環境づくりについてでありますけれども、職場における人間

関係の構築など、職場の環境づくりについては、職員間のコミュニケーションが非常に大切であり、この

ことは、これまで職員研修や部長会議などにおいて常に職員に話をしております。今回の問題を契機に、

上司も部下も気兼ねなく話し合える風通しのよい職場づくりを進め、小樽市職員として自信と使命感を持

って働ける環境づくりに努めてまいりたいと思います。 

 次に、救急医療と周産期医療についての御質問でありますけれども、初めに、夜間急病センターのあり

方についてでありますが、昨年の広報おたる８月号において夜間急病センターの運営状況を御紹介いたし

ました中で、診療科の見直し、開設時間の短縮について検討するための準備を進めていることを掲載しま

した。その後、医師会や市内関係医療機関と協議を進める中で、診療科目の必要性や開設時間が適切であ

ることが確認されたため、当分の間、現行の体制を維持してまいりたいと考えております。 

 次に、夜間急病センターのあり方についてでありますが、このたび済生会小樽病院の新築を含めた基本

構想が策定されたことは承知しておりますが、それ以外の詳細については決定されていないと聞いており

ます。また、新市立病院の敷地内に夜間急病センターを設置することは考えておりませんので、仮に済生

会病院が移転することになった場合、夜間急病センターの設置場所については、改めて済生会や医師会な

ど関係者と協議していくことになるものと考えております。 

 また、課題や問題点についてですが、医師会とも協議を進めているところでありますけれども、現時点

では２次救急体制の確立などが挙げられております。 

 次に、夜間急病センターへの財政負担でありますけれども、夜間急病センターは、平成18年度に指定管

理者制度を導入し、小樽市医師会にその運営を委託しているものでありますが、初年度から患者数の減少
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による収支不足を来したため、不足額を補てんしてきているところであります。今後も大幅な患者数の増

は見込めないことから、経費の削減努力をした上で、なお不足額が生じた場合には財政負担を継続してま

いりたいと考えております。 

 次に、小樽協会病院の周産期医療に対する財政支援でありますけれども、北海道社会事業協会からの支

援要請もあった中で、本市が具体的な支援方法について病院側と協議を行ってきたものでありますが、ま

た一方、定住自立圏を構成する５町村との協議を経て、小樽協会病院の周産期医療体制の維持・継続はぜ

ひとも必要であるとの認識から、必要な財政支援を実施することになったものであります。 

 今後も、周産期医療体制の継続のため、必要な支援は行うと同時に、国、道へ支援措置の創設について

働きかけたいと考えております。 

 次に、観光行政について何点か御質問がございましたが、まず、平成21年度の下期の観光入込客数につ

いてでありますが、前年度に比して、宿泊客数は増加したものの、日帰り客数は5万1,200人の減少となり、

下期全体では５万400人減の310万3,900人となっております。21年度全期を通じての特徴といたしまして

は、宿泊客数において、修学旅行では、前年度を21校、2,415人上回っておりますが、外国人観光客は、

下期では前年度を上回ったものの、上期が円高や新型インフルエンザの影響から大幅に落ち込んだため、

全期では前年度並みとなっております。 

 そうした中で、昨年７月に個人ビザが発給となった中国人観光客の宿泊客数につきましては、引き続き

顕著な伸びを示しており、昨年度から倍増の5,500人となっております。 

 次に、休暇分散化についてでありますけれども、その効果としては、集中期の需要が平準化することに

よる旅行代金の価格抑制や交通渋滞等の緩和、観光地における雇用の安定化などがあると言われておりま

す。また、観光客が時間をかけて北海道観光を楽しむ機会が増えることから、本市への入込客数の増加も

期待される一方で、観光庁主催の休暇取得分散化に関する説明会の中では、航空運賃の高い期間が延びる

ことや、休暇の長期化に伴い海外旅行が競争相手になるといった意見も出ていたと聞いております。こう

したさまざまな意見がありますので、現時点において、休暇分散化が北海道や本市の観光に及ぼす影響を

推しはかることはなかなか難しいものと考えております。 

 次に、市民意識の向上についての取組でありますけれども、本市においては、これまでも、おたる案内

人検定を実施する中で、小樽に誇りを抱く市民や産業人の育成を目指すとともに、小樽雪あかりの路のバ

ックヤードツアーなどを通じて、参加した市民ボランティアと観光客との積極的な交流の場を提供するな

ど、官民が連携し、観光に対する市民意識の向上に寄与してきたところであります。 

 今後とも、観光関連団体と一体となり、おもてなし意識のレベルアップにつながる市民参加型のイベン

ト等の創出に努める中で、より一層の市民ホスピタリティーの向上を図ってまいりたいと考えておりま

す。 

 また、観光まちづくりの主役についてでありますが、観光基本計画や観光都市宣言でも位置づけており

ますとおり、長年にわたり、小樽のまちとともに歩み、まちを築き上げてきたのは市民であります。こう

した市民一人一人が小樽の自然や歴史、文化への理解を深め、郷土に対する愛着と誇りを持って観光地づ

くりに参加すること、とりわけ、観光客に対しておもてなしの心を持って積極的に交流することこそが観

光まちづくりの主役としての市民の役割であると考えております。 

 次に、新年度における観光宣伝に関する事業でありますけれども、具体的な取組といたしましては、新

しい観光ポスターの作成や既存の観光ＤＶＤのリニューアル、食の魅力の情報発信などにより、小樽観光

のイメージアップを図るとともに、本市でスキー修学旅行を実施する学校への助成制度の創設により、観

光閑散期の宿泊客の増加対策として、将来のリピーターとなり得る若年層の誘致を積極的に進めていくも
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のであります。 

 次に、小樽ふれあい観光大使についてでありますけれども、この制度の目的は、本市の魅力を広く内外

に発信していただける、小樽に愛着をお持ちの方々をふれあい観光大使として任命し、小樽の知名度アッ

プと観光入込客の増加を図ろうとするものであり、現在、48人の方々にお願いしています。 

 主な活動につきましては、大使の方々が、仕事や日常の生活などのさまざまな機会を通して、全国の皆

さんに小樽の魅力や観光情報などの紹介を行うものであります。その際、観光大使の名刺をお配りいただ

き、後日、その名刺を運河プラザに持参された方々には、粗品の進呈や市内協力店でのサービスが受けら

れるという特典があります。また、セミナーについてでありますが、半数以上を占める道外居住の観光大

使を小樽にお招きし、市内の観光地等の視察や意見交換会を開催する中で、本市の観光に対して提言やア

ドバイスをいただき、今後の観光振興につなげていくことを目的としております。 

 次に、歴史的な建造物についてでありますけれども、近年、建物の老朽化や維持管理費の負担増などに

より歴史的な建造物が少しずつ失われ、貴重なまち並み景観が壊れてきていることについては、大変心配

しているところであります。 

 また、歴史的建造物の保全についてでありますが、本市は、これまで、歴史的な建造物のうち貴重なも

のを登録歴史的建造物として登録し、その保全に努めてまいりました。また、最近、民間団体においては、

建物の設計者や立地する地域の特性に着目し、新たな視点から歴史的建造物を修復、保全しようとする動

きも出てきましたので、市といたしましても、これら民間団体と連携し、新規登録や修復に対する支援を

進めるなどして、歴史的建造物の保全に努めていきたいと考えております。 

 次に、中国人観光客誘致の取組でありますけれども、道東を舞台にした映画のヒットにより北海道の知

名度は非常に高い反面、具体的な道内観光地の知名度に大きな差はないと聞いておりますので、現状、本

市にとって中国におけるプロモーション活動は大変重要なものと認識しております。 

このようなことから、市は、本年１月に上海市での観光プロモーションを行いましたが、早くもこの５

月には上海市のゴルフ協会関係者が来樽し、市内の観光施設や小樽、余市のゴルフ場を視察していただく

などの成果が見られました。今後、商品化が大いに期待されるところでありますので、来る９月の上海万

博における北海道の日においても、後志管内の町村と共同で参加し、本市の観光ＰＲを積極的に展開する

予定であります。また、市内での取組につきましても、中国の文化や習慣を理解する勉強会や語学研修会

の開催をはじめ、観光案内所にそれぞれ中国語、英語の話せる職員２名を配置するなど、中国人観光客の

誘致に向けた受入れ態勢の整備に努めているところであります。 

 次に、韓国、台湾からの観光客の状況でありますけれども、本市においても全体では減少しているもの

の、韓国人観光客につきましては11月以降で前年同月比は増加、台湾人観光客につきましても年明けから

は回復傾向と、日本政府観光局の発表と同様に推移しております。これは、一昨年秋のリーマンショック

以降、世界経済が慢性的な経済不況から脱却しつつあり、結果として、外国人の海外旅行に対する需要も

徐々に回復してきたことによるものととらえております。 

 いずれにいたしましても、今後の世界的な景気回復による外国人観光客全般の入り込み、とりわけ、本

年７月から個人ビザの取得要件が大幅に緩和される中国人観光客の増加に大きな期待を寄せております。 

 次に、高齢者対策についての御質問でありますけれども、初めに、介護予防・地域支え合い事業の開催

回数などについてでありますが、昨年度は市が直接事業を実施し、開催回数は、東南部、中部、北西部の

それぞれの圏域で各１回開催しており、実施内容は、町内会館等での体力測定や脳年齢測定、さらに、認

知症についての講座や給食サービス試食会などを行い、参加人数は全体で141名でありました。また、今

年度の本事業の推進に当たりましては、地域包括支援センターが地域とのより密接な関係が築かれること
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を期待し、三つの包括支援センターに事業を委託しており、それぞれ年１回の開催を予定しております。 

 なお、今年度の開催の際に参加者アンケートをとり、事業の評価や御意見をいただいた中で、今後の事

業展開を見極めていきたいと考えております。 

 次に、地域住民グループ支援事業の助成等でありますが、本事業の助成団体の推移でありますが、助成

を開始した平成16年度は３団体、17年度は１団体増えて４団体、18年度は前年度と同じく４団体、19年度

は、16年度の３団体が３年間の助成期間を終了しましたので、１団体を助成、20年度は、17年度の１団体

が助成期間を終了し、新たに増えた１団体、21年度は１団体増え２団体、22年度は、現在のところ、１団

体が増え３団体となっております。この７年間で助成をした延べ団体数は18団体、助成対象団体数は７団

体であります。 

 なお、３年間の助成期間が終了した16年度と17年度の４団体のうち、３団体は現在も活動を継続してお

ります。 

 また、各団体の具体的な活動内容ですけれども、保健所の健康総合大学や機能訓練教室終了後、自主グ

ループがストックウオーキングや水中運動、小物づくり作業を行っているほか、町内会館等を拠点に、地

域住民が気軽に集えるサロンとして閉じこもり予防の取組を行っている団体もあります。 

 次に、地域住民グループ支援事業の拡大推進についてでありますけれども、この事業は、介護予防に資

する地域活動組織の育成及び支援のための事業であり、ボランティアで活動する組織が町内会館や個人宅

を利用してふれあいサロンやミニデイサービス事業などを運営する場合に対象となります。特に、ふれあ

いサロンは、世代を超えて地域住民が気軽に集えることから、閉じこもり予防にもつながり、このサロン

を拠点として高齢者と地域住民が共同で取り組んでいくことが重要と考えますので、今後、この地域住民

グループ支援事業がますます増えていくことを期待しております。 

 そのためには、御指摘のとおり、一層の周知、工夫が必要であると思いますので、今後は、広報おたる

やまち育てふれあいトークにより事業を積極的に宣伝するとともに、地域包括支援センターなどに地域で

の活動情報の提供を依頼することなどにより拡大に結びつけていきたいと考えております。 

 次に、小樽市シルバー人材センターについての御質問でありますけれども、まず、センター設置の背景

でありますが、昭和40年代、労働政策において失業対策事業が見直され、従来の失業対策から雇用促進へ

と中高年齢者の雇用政策が転換されたところであります。この時期、我が国の老年人口比率が７パーセン

ト台となり、いわゆる高齢化社会への対応が重要な社会的課題とされ始め、定年後に働く意欲と能力を持

つ高齢者に対する雇用の確保が強く求められるようになりました。このため、昭和46年に関係法令が制定

されましたが、その後も高齢者雇用のあり方についての議論が進み、55年からシルバー人材センター事業

が国の施策として全国的に推進される中、小樽市においては、57年にセンターが発足したところでありま

す。 

 その目的についてでありますが、高年齢者の雇用の機会の確保を図るとともに、生きがいの充実や社会

参加の推進を図ることにより、高年齢者の能力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与することとなっ

ております。また、事業内容につきましては、就業を希望する高年齢者に対する就業機会の確保、就業に

関する相談、就業に必要な知識、技能に関する講習ほか、多岐にわたっております。 

 次に、過去３年間の登録会員数、就業率等についてでありますけれども、平成19年度は、会員数606名、

就業率85.1パーセント、平均の年間収入は34万7,000円、20年度は、538名、93.1パーセント、33万4,000

円、21年度は、557名、89.2パーセント、29万9,000円となっております。 

 次に、シルバー人材センターの過去３年間の受注金額の推移でありますけれども、19年度は２億1,083

万円、20年度は１億9,957万5,000円、21年度は1億7,723万6,000円となっております。 
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 また、市といたしましては、センターの発足以来、高年齢者の経験や能力を生かし活力ある社会づくり

を目指すという目的に賛同し、運営費等の助成をすることで高年齢者の雇用機会の確保などを支援してき

たところであり、さらには、清掃業務などの軽作業を中心に、高年齢者の方々が就業可能な事業の発注に

努めているところであります。 

 次に、国の補助金削減による影響でありますけれども、当初、国の予算は予算要求額の３分の１という

大幅な削減として伝えられておりましたが、最終的に、22年度予算につきましては前年度予算の16パーセ

ント削減となったところであります。削減の幅は縮小されたとはいえ、既に長引く不況の中で全国的に受

注が減少していることなどを考えますと、シルバー人材センター事業に影響があるものと受け止めており

ます。 

 次に、小樽市からの補助金額の推移でありますけれども、平成18年度は1,520万円、19年度は1,496万円、

20年度及び21年度は、それぞれ、1,290万円、22年度は930万円となっております。また、減額の理由につ

いてでありますが、市の補助金は、国が示しているシルバー人材センター事業執行方針に基づく国の補助

限度額と同額の部分と、事務局人件費などとしての市単独補助部分から成っておりましたが、国の補助金

の減額と小樽市の財政状況から単独部分を見直すこととしたため、結果として減額となってきたものであ

ります。 

 次に、22年度補助金の減額に伴うセンター運営への影響でありますけれども、当面は経費削減の自助努

力や事務比率の引上げなどにより対応すると報告を受けておりますので、支障は出ていないものと考えて

おります。 

 次に、シルバー人材センターの評価でありますけれども、センター開設以来、高年齢者の雇用機会の確

保や生きがいづくり、さらには、活力ある地域社会づくりに寄与してきたものと考えております。 

今後の課題についてでありますが、市内経済の低迷により、企業などからの受注が減少し、新規の就業

開拓も困難な状況の中、国の補助金も減額されており厳しい状況にあるものと思われます。また、今後の

方向性についてでありますが、小樽市においても確実に高齢化が進展していることから、今後、増加する

高齢者の方々の就業の場を確保し、活力ある経済社会の維持と地域社会の発展を図ることが重要な課題と

なっており、こうした高齢社会にあっては、シルバー人材センターの果たす社会的役割は重要になってく

るものと考えております。 

 次に、市内の交通事故発生件数と高齢者の占める割合でありますけれども、平成12年は、人身事故発生

件数が876件で、うち高齢者によるものは９パーセントに当たる77件、21年については、発生件数が496件

で、うち高齢者によるものは14パーセントに当たる69件となっております。 

 なお、傾向につきましては、高齢者による人身事故発生件数はこの10年間横ばいですが、全体の人身事

故発生件数が半減していることから、高齢者の占める割合としては約２倍となっております。 

 次に、運転免許証の自主返納にかかわる施策でありますけれども、自主返納は高齢者が起因となって発

生する交通事故を減少させるために効果的な方法の一つであると認識しておりますので、警察と連携しな

がら、手続に関する情報提供や、高齢者を対象とした交通安全教室などでの啓発活動を通して自主返納の

促進を強く訴えていきたいと考えております。 

 次に、情報のバリアフリー化についての御質問でありますけれども、初めに、視覚に障害のある方々に

対する情報提供についての取組でありますが、広報おたるやおたる市議会だよりの発行に当たっては、点

字版を作成するとともに、点字が理解できない方には録音版を作成し、それぞれ希望される方に送付して

おります。また、市のホームページにおいては、昨年11月のリニューアルに当たり、視覚障害者用に文字

を拡大する機能や、内容を音声で読み上げる機能を新たにつけ加えたところであります。さらには、視覚
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障害者の方が出席される会議などの際には、音声コード付の案内文書や資料を作成、使用しているほか、

障害福祉の窓口には点字版の障害者向けガイドブックを備えております。 

 次に、市の文書における音声コードの添付の現状と今後の対応策でありますが、現状では、市から発す

る文書に音声コードを添付するといった対応は全庁的には行っておりません。活字読み上げ装置は、視覚

障害者の方へ日常生活用具として給付しており、今まで12台の給付実績があります。また、現在の音声コ

ードのほか、携帯電話で読み取りが可能な音声コードの開発も進んでいるほか、読み上げ装置の改良が続

けられ、さらに高機能な音声コードにも対応可能な機種が開発されてきております。このような状況では

ありますが、音声コード自体の認知度が低いことから、まずもって、このコードの周知を図ることを目的

として、本年度内に市職員等を対象とした音声コード研修会の開催を予定しているものであります。 

 次に、行政からの重要かつプライベートな文書での情報バリアフリー化についてでありますが、既に、

ねんきん定期便をはじめ、他の自治体などにおいて一部の文書に音声コードを添付している現状は承知し

ております。本市が発行する文書は非常に多くの種類にわたっておりますが、現行の音声コードは１個当

たり800字程度までの対応であり、印刷位置の制約や印刷には一定以上の精度が要求されるなど、改良す

べき点が多々あるものと聞いております。しかしながら、こういった問題も、より高機能な音声コードの

普及によって解決されることから、市の文書における音声コードの添付につきましては研究してまいりた

いと考えており、先ほどもお答えしました研修会のほか、引き続き音声コードに関する情報の収集とその

活用について検討してまいりたいと考えております。 

 次に、地域保健診断事業についての御質問でありますが、本事業は、がん、生活習慣病、母子保健など、

多岐にわたる地域の保健衛生の実態を既存資料やアンケート調査により把握したデータを科学的に分析、

評価するものであり、保健衛生施策をより効果的に実施することを目的としています。 

 今年度は、がん検診と特定健診それぞれに関する意識調査を40歳以上の市民1,900人に実施し、受診率

向上のための課題を把握することとしております。既に、今月２日にはアンケートの発送を終えておりま

すが、本年11月をめどに調査・分析結果をまとめて市民に公表するとともに、受診率向上の施策について

検討を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、今後のがん検診の周知方法でありますけれども、従来から実施しております広報誌やホームペー

ジ等による周知、はがき等による個別通知を継続するほか、今後は、市が実施するイベントや関連事業の

場を積極的に活用した周知を予定しております。 

 また、日曜検診の推進でありますが、今年度はコミュニティセンター等において試行的に実施し、市民

ニーズを十分把握した上で今後の日曜検診のあり方について検討いたします。 

 次に、受診率の年度別数値目標でありますが、本市では、国のがん対策基本計画に準じ、2012年までに

受診率50パーセント以上を目標として向上に努めております。今後実施する地域保健診断事業によって、

がん検診受診率向上の課題を解明したいと考えておりますので、その結果に照らし合わせて有効な施策の

選択や目標数値の検討を進めてまいります。 

 次に、女性特有のがん検診無料クーポン券の平成21年度の使用状況でありますが、子宮頸がん検診につ

きましては、3,689人の方にクーポン券を発行し、利用者は1,130人で、利用率は30.6パーセントとなって

います。また、乳がん検診につきましては、5,184人の方にクーポン券を発行し、利用者は1,533人で、利

用率は29.6パーセントとなっております。また、20年度と21年度の受診率の状況でありますけれども、子

宮頸がんの受診率は、20年度の29.9パーセントから21年度は37.0パーセントに、乳がん検診受診率は、20

年度の22.6パーセントから21年度は32.6パーセントとなっております。 

 次に、本年度の無料クーポン券の対象者数やスケジュールですけれども、まず、子宮頸がん検診の対象
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者は、20歳から40歳までの５歳間隔で3,330人、乳がん検診の対象者は、40歳から60歳までの５歳間隔で

5,054人となっています。クーポン券は既に６月４日に発送し、受診の有効期限は23年３月31日までとし

ています。 

 次に、女性特有のがん検診推進事業の今後の実施についての御質問ですけれども、本事業は、21年度国

の全額補助により実施し、22年度は国の補助率は変更になりましたが、本市では継続実施しております。

今後３年間につきましては、国の補助制度等の動向を見定めながら、実施の方向性について検討してまい

りたいと考えております。 

 最後に、子宮頸がんワクチンの公費助成に関する質問ですが、現在のワクチンは、子宮頸がんの原因ウ

イルス15種類のうち予防できるウイルスの種類が限られているので、接種を受けたとしても検診は必要と

なります。このため、まず、本市ではがん検診を柱とした子宮頸がん対策を推進してまいります。ワクチ

ンにつきましては、国において定期接種化の検討が開始されていることから、今後も継続して国へ定期接

種化を求めてまいりたいと考えております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 病院局長。 

○病院局長（並木昭義） 千葉議員の市立病院についての御質問にお答えいたします。 

 最初に、小樽市立病院改革プランについて、何点かお尋ねがありました。 

 まず、平成21年度決算見込みにおける財務に係る数値目標の達成状況ですが、患者１人１日当たりの収

入額では入院、外来とも目標値を上回りましたが、医業収支比率は、目標96.7パーセントに対し90.6パー

セントとなり、6.1ポイントの悪化となり、不良債務比率も、目標6.6パーセントに対し15.2パーセントと

なり、8.6ポイントの悪化となりました。 

 次に、医業収支比率や不良債務比率が目標を達成できなかった要因についてでありますが、医療センタ

ーにおきましてはほぼ計画を達成できましたが、小樽病院におきまして、前年度と比較して呼吸器内科な

どの医師５名が減少したことによる収益減が主な要因となっております。 

 収支等の目標達成のためには、医薬品、材料の節減等、経費面における見直しも積極的に行っており、

今後もこれらの取組に力を入れていきたいと考えておりますが、やはり、医師を確保し診療収入を増やす

ことが最大の課題でありますので、今後も、基本設計の再開が決まればその旨を対外的に示し、医師確保

に向け、大学医局などに働きかけを強めていくほか、全国的に医師求人サイトなども活用して、なるべく

早い段階で確保していきたいと考えております。 

 なお、今定例会に４億円の追加繰入れ予算を上程しておりますが、これは、平成22年度末での不良債務

解消のため、一般会計から財政支援として総務省通知の繰出し基準外の追加繰入れを行っていただくもの

で、今年度の経常収支比率達成のために大変大きな支援となります。 

病院局としましても、その旨を全職員に周知し、目標達成に向けての取組を強めてまいります。 

 次に、医業収益の改革プランと新年度予算との違いについてでありますが、入院収益では、１日平均患

者数が52人の減となり４億9,800万円の減少、外来収益では、１日平均患者数が72人の減となり7,200万円

の減少となっております。これは、先ほども申し上げましたように、医師の補充を計画どおりできなかっ

たことが主な要因になっており、医業収益全体の予算では、プランに対し約５億5,500万円の減少となっ

ております。 

 なお、診療報酬の改定の影響については、当初予算には見込んでおりません。 

 次に、今年度予算ベースでの医業収支比率と職員給与比率でありますが、まず、医業収支比率につきま

しては91.8パーセントで、改革プランの97.3パーセントに対し5.5ポイントの悪化となり、また、職員給
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与比率につきましては54.9パーセントで、改革プランの51.2パーセントに対し3.7ポイントの悪化となる

見込みであります。いずれも医師補充が計画どおりできなかったことで医業収益が減少したことが主な要

因であり、次年度以降の数値目標につきましても現状では大変厳しいと認識しております。 

 病院局としては、まず、医師確保により医業収益の増を図り、あわせて、経費の見直し等費用の削減に

一層努めていきたいと考えております。 

 次に、職員の給与体系の見直しについてでありますが、改革プランでは、人件費の適正化として医療技

術職員を適用対象とする医療職給料表（２）・（３）を平成21年４月１日導入することとしておりました

が、20年度に看護師の大量退職が発生するなど、看護師の退職防止の観点からの再検討を余儀なくされ、

結果として現在まで導入には至っておりません。 

 この給料表は、従来から給与の適正のため不可避なものと考えておりますが、一方で、昨今の看護師不

足は病院事業に及ぼす影響も大きく、医師確保同様、看護師の退職防止は経営改善のための重要な課題の

一つとなっております。特に、本市におきましては、期末手当を含む大幅な給与の独自削減を実施してい

ることもありますので、これまでも労働組合との協議を重ねてきているところではありますが、引き続き

慎重に協議を進め、課題を整理し、23年度から導入すべく取組を進めてまいります。 

 次に、看護師確保の状況についてでありますが、平成22年度の採用状況については、これまで４月１日

付けで２名、５月１日付けで16名、計18名を採用しておりますが、５月１日現在では、小樽病院で20名、

医療センターで17名、計37名が定数に満たない状況になっております。 

 また、この５年間の看護師の離職率についてでありますが、定年退職、勧奨退職及び死亡退職を除いた

自己都合退職者については、両院合わせた数字で17年度から21年度までの実績をもとに試算しますと、離

職率は、17年度は5.1パーセント、18年度は5.9パーセント、19年度は7.4パーセント、20年度は12.6パー

セント、21年度は5.9パーセントということになっております。 

 次に、看護師確保の取組についてでありますが、昨年から、看護師採用試験については常時応募可能と

したほか、年齢要件を引き上げるなど、応募しやすい状況を整えたところであります。これまでと比較し

ますと、実際に年度途中の採用者が増加しておりますことから、一定程度の効果はあったものと考えてお

ります。 

 また、在職職員に対しては、モチベーションの維持・向上のため、認定看護師などの資格取得に向けた

支援を実施しておりますし、各種研修にも可能な限り参加させ、スキルアップのできる環境を整えており

ます。このほか、看護師の欠員が恒常化し、その負担が増加しておりますので、看護助手の採用を増やす

などしてその負担軽減に努め、離職防止を図っているところであります。 

 次に、子育て中の看護師に対する支援についてでありますが、両病院においては、保育所の設置又は保

育の委託により子育て支援を行っているところですが、今後も、より利用しやすい環境整備に努めるとと

もに、短時間勤務制度の導入も含め、子育て中の看護師が安心して働くことができる環境づくりに向け

種々検討してまいりたいと考えております。 

 次に、新病院の診療科目についてでありますが、新市立病院計画概要（案）にありますとおり、脳・神

経疾患、心・血管疾患、がん診療を柱とし、他の医療機関で担うことのできない疾患の診療を担うことと

しており、そのために必要な診療科として、現在の診療機能の継続を基本とすることにしております。 

 小樽市内においては、既に医師の確保ができないことなどから、周産期医療や呼吸器内科などは集約化

が進んでおりますし、再編・ネットワーク化協議会の最終の報告においても、近年、医師の減少などによ

り結果として診療科の集約化が余儀なくされるなど、現状ではそれぞれの病院の機能を維持する上でもこ

れ以上の集約化を図るべき分野はないと考え、また、本市に必要な医療体制を確保するには、それぞれの
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医療機関において医療機関の柱となる部分がしっかり確立されていることが必要で、その前提に立った上

でそれぞれの特色を生かしたネットワーク化を推進することとされており、当面はこの方針に沿った連携

を図ってまいりたいと考えております。 

 また、呼吸器内科は、民間病院も含め、小樽市として不足している分野であり、市立病院として確保し

ていくことが必要と考えておりますし、神経内科、リハビリテーション科、総合診療科などは現在行って

いる診療内容から見ての必要性から医師を確保したいと考えているものであり、他の医療機関と競合する

ものではありません。 

 次に、新病院における病床数についてでありますが、できるだけコンパクトな病院を目指すことを基本

とし、将来人口、入院患者の実績、病床利用率、平均在院日数、今後の医師の充足などを総合的に勘案し、

設定したところであります。 

 小樽市の人口推計は、財団法人統計情報研究開発センターの推計によりますと、総人口は減少するもの

の、有病率の高い65歳以上の人口は、10年後の平成32年には４万5,000人、15年後の37年度においても、

現在の高齢者人口と同じ約４万2,000人となっており、市立病院で担う脳・神経疾患や心・血管疾患、が

ん診療などの医療ニーズは高い状況が続くと予想されますので、そのニーズに対応することを基本に考え

る必要があります。また、再編・ネットワーク化協議会の最終報告にある統合新築後の新病院の方向性に

おいても、おおねむ400床程度にダウンサイジングするとされていることから、その方向性に沿って検討

を行ったものであります。 

 一方、新病院での医師の体制が病床数に大きく影響しますので、まず、すべての診療科の医師から、現

在の患者の状況や大学医局の意向、新病院において想定される医師の体制や必要な病床数などについてヒ

アリングを行い、その結果をベースにして、また、地域医療連携の柱でもあり医師会からの要望の強いオ

ープン病床も相当数確保することとし、外部有識者の方の意見もお聞きしながら、経営戦略会議を中心に

協議を重ね、決定したものであります。 

 結果といたしまして、計画病床は388床とし、うち一般病床は302床としましたが、現在の入院患者数か

ら見ましても、病床利用率は80パーセントから90パーセントであり、医師充足の状況次第では病床が不足

するとの意見もありましたが、一人一人の医師の負担を軽減することも重要な課題ですので、地域医療連

携室の機能を強化し、他の医療機関との連携を推進することや、平均在院日数の短縮の努力などにより効

率的な運営を行い、対処することとしたものであります。 

 次に、地域医療を守るためのネットワーク化についてでありますが、小樽市立病院改革プランを策定す

るに当たり、医師会や公的病院も含めた再編・ネットワーク化協議会において協議をし、市立病院や公的

病院の役割分担など、ネットワーク化の方向について昨年９月に最終報告としてまとめられたところであ

ります。また、最終報告書にもありますように、医療環境が大きく変化する中で、意見交換や協議の場と

して協議会の存続が必要と考えており、今後、それぞれの医療機関においても状況は変わってくると思い

ますので、必要に応じ協議の場を設けたいと考えております。 

 次に、建設事業費の試算は何を基準にされたかとのことですが、まず、今回の試算で設定した１平方メ

ートル当たり33万円は、基本設計料を算定する上で必要なものであり、実際の工事単価とは別なものであ

ります。 

 この試算の基になる単価は、国立病院機構の示す病院建設標準仕様書を基に設定したものであります

が、国立病院機構が示す病院建設標準仕様は、従来の国立病院の建設が民間の医療機関に比較して仕様が

高水準で工事費も高額な傾向にあったため、独立行政法人化後の国立病院の施設整備を、工事の品質や安

全性などを確保した上で、経済性を発揮し、工事費を可能な限り低く抑えるために策定されたものであり
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ます。 

 今回の基本設計料の算定におきましても、新病院建設工事が公共工事として発注することになることか

ら、同様の趣旨で国立病院機構が示す単価を採用し、試算したものであります。 

 次に、建築単価を上げる要因についてでありますが、一言で病院の建築単価と申しましても、療養型の

小規模病院から高度な診療機能を持つ大規模病院まで、病院それぞれの規模・機能により当然差が出てく

るものであります。新病院につきましては、脳・神経疾患、心・血管疾患、がん診療を含む急性期医療を

担うことから、放射線や検査部門、また、手術部門、集中治療部門などの充実が必要なことや、災害拠点

病院として災害時に病院機能が停止しないような建物の構造、設備を要する必要があることなどが、建築

単価を上げる要因になったと考えております。 

 次に、事業費を抑えるために今後の設計で留意する点でありますが、平面計画をシンプルでバランスの

とれた計画にすることで、構造軀体の軽減やエネルギー効率のよい建物とすることを心がけるとともに、

設計受託者のノウハウを活用して事業費圧縮の提案を受けたいと思っております。 

 また、発注方法につきましては、基本設計の中で設計受託者から、さまざまな発注方法形態を提案して

いただき、メリット・デメリットなども含めて検討し、その提案内容などについて議会へ報告し、十分審

議をいただいた上で判断してまいりたいと考えております。 

 次に、市立病院の決算状況と起債許可の影響についてでありますが、平成20年度及び21年度の収支がプ

ランの計画を下回ったことで今後の起債許可に影響が生じるため、今回、収支不足の財政支援として２年

間で総額５億円の追加繰入れを行い、当初のプランに定めた22年度の不良債務解消と25年度の資金不足解

消を達成する計画としたところであります。 

 新病院の起債につきましては、現在、新市立病院計画概要（案）を策定したところであり、今後、同計

画が決定した時点で北海道にも報告をし、事前協議に向けて相談してまいりたいと考えております。 

 次に、病院建設に係る借入金についてでありますが、病院事業債及び過疎対策事業債を50パーセントず

つ充当する計画であります。償還に係る全体の実質的な負担割合につきましては、現段階では、一般会計

の実負担は13.75パーセント、病院会計の負担は40パーセント、交付税措置が46.25パーセントとなると試

算しております。 

              （「議長、２番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ２番、千葉美幸議員。 

○２番（千葉美幸議員） 大変丁寧な御答弁をありがとうございました。 

 １点だけ再質問させていただきたいと思います。 

 新市立病院について再質問いたします。 

 診療科目について質問させていただきました。地域医療を守る観点から、小樽市内で不足している診療

科目、また、ニーズの高い診療科目も標榜しているのかなというふうに私自身は感じております。 

 しかし、けさ、新聞報道で、済生会が病院統合の計画概要案を明らかにされました。この内容を見て、

新市立病院の規模・機能について、少なからず見直し、調整することの必要性が出てきたのではないかな

というふうに感想を持っております。局長のお考え、また率直な感想、意見などこの場でお聞きしたいの

と、済生会の今回の計画概要案につきましては、いつの時点で知られたのかという、この二つについてお

聞かせ願いたいと思います。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 病院局長。 

○病院局長（並木昭義） これは、私、今日の新聞で内容を知ったという段階でございまして、今まで再
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編・ネットワーク化協議会を開いておりましたけれども、こういう話は一切出ておりませんでした。 

 実際、済生会は二つの病院を統合しますので、あれぐらいの規模にはなるのではないかと思います。 

 ただ、その診療科の内容につきましては、呼吸器科を新たに設けるように言っていますけれども、小樽

市全体としては呼吸器科の数はまだ少ないと思いますので、そんなに私は心配しておりませんし、リハビ

リテーションにつきましても、我々は、整形外科だけでなくて、心臓とか、あるいは脳の手術後の急性期

にある患者を担当し、その後、できれば済生会の回復期リハビリテーションのほうへ送りますので、両者

が担う役割は違うと思います。 

 これからは医療も病院も、患者や医師、大学から選ばれる時代になりますので、かえって、こういうこ

とでお互いに刺激し合って切磋琢磨しながらやっていくという上では、私は心配しておりません。 

私は、このために新市立病院の388床を減らすことは一切考えておりません。 

○議長（見楚谷登志） 千葉議員の会派代表質問を終結し、この際、暫時休憩いたします。 

休憩 午後 ２時３９分 

―――――――――――――― 

再開 午後 ３時０９分 

○議長（見楚谷登志） 休憩前に引き続き、会議を再開し、会派代表質問を続行いたします。 

              （「議長、18番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 18番、山口保議員。 

              （１８番 山口 保議員登壇）（拍手） 

○１８番（山口 保議員） 民主党・市民連合を代表して質問いたします。 

 まず、本市の財政運営についてであります。 

 さきの臨時会において、平成21年度の決算見込みについて報告がありました。単年度収支で約５億300

万円の黒字となり、昨年度までの累積赤字６億5,900万円をほぼ解消できるラインまで到達し、いまだ１

億5,600万円の収支不足が残るものの、ほぼ財政健全化の見通しが立ちつつあるのかと安堵をいたしてお

ります。 

 平成11年に新谷前市政を引き継がれてから約11年、市の貯金に当たる財政調整基金はゼロ、減債基金も

31億円余り、借金である市債残高は全会計で1,424億円と最悪の財政でスタートをされ、任期中はほぼ財

政再建に終始せざるを得なかった市長の御苦労に対し、敬意を表するものであります。 

 また、この間、市職員の皆さんも、職員数の削減や賃金の削減で市財政健全化に協力されたことに対し、

同様に敬意を表するものであります。 

 この間、職員の給与費削減による平成11年から平成20年までの財政効果は、実に182億5,300万円に上っ

ております。市民所得は依然として減少し続けており、この間、市民税所得区分別所得金額で見ますと、

平成11年度の1,802億8,473万円から、平成21年度は1,364億2,339万円と、11年間で24.3パーセントも減少

しておりますし、給与所得だけで見ますと、平成11年度の1,560億4,000万円から、21年度は1,119億3,910

万円と、28.3パーセントもの減少であります。国の三位一体改革の名の下に、平成16年度以降、地方交付

税が大幅に削減され、自治体の財政運営は窮地に立たされてまいりました。また、地域の経済構造の急激

な変化で所得を失い続けております。20年度以降、地方再生対策費が創設され、また、政権の交代も相ま

って、地方交付税が若干増額され、また、平成18年度以降、国の税制改正による市民税の増などで、よう

やく一息ついているというのが現状ではないでしょうか。今後も地域の経済環境の急激な好転は見込め

ず、厳しい財政運営が続くと考えますが、市長の今後の財政運営の考え方について、まずお伺いをいたし

ます。 
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 また、この間の市内経済の動向を見てみますと、人口は平成11年の15万3,550人から、平成21年は13万

5,168人と、約12パーセントの減少、全産業を合わせた事業所数は、平成11年の7,722か所、平成18は年6,577

か所、８年間で約15パーセントの減少をしております。従業者数では、平成11年の６万2,451人から５万

4,316人と約13パーセントの減少となっており、一方が11年間でもう一方が８年間の減少率で、単純な比

較はできませんが、残念ながら、産業の縮小の速度が顕著だと言わざるを得ません。 

特に、卸・小売業の縮小は顕著で、卸売業は平成11年の565事業所に対して、平成19年は414事業所で、

約27パーセントの減少です。小売業は、平成11年の1,946か所に対して、平成19年は1,502か所と、約23パ

ーセントの減少となっております。この間、従業員が50人から99人の小売事業所は、平成11年の16か所か

ら、平成19年は18か所と増加をしており、本社を市外に置く大手小売業者の進出により、市内小売業者の

衰退が見てとれると思います。また、卸・小売業の販売額の推移を見ますと、小売業では平成11年の1,856

億1,000万円に対して、平成19年は1,410億3,000万円で、９年間で約24パーセントの減少、卸売業では、

平成11年の2,031億円に対し、平成19年は1,519億3,000万円で、同様に約25パーセント減少しております。

人口減少比に比べて、はるかに落ち込みが激しくなっているわけであります。 

 私は、従来から、本市の統計の中でも、製造品出荷額のうち食品の出荷額の推移に注目をしております

が、それは、本市の製造品出荷額の約４割を占めていること、また、本市の主要産業である観光にリンク

して成長していくべき産業と考えるからであります。平成11年の製造品出荷額は、約1,882億円で、平成

19年は1,621億円と14パーセントの減少となっております。このうち、食料品の出荷額は、平成11年は761

億5,000万円、平成19年は697億円で、8.5パーセントの減少となっておりますが、平成15年以降、多少の

増減はありますが、直近の平成20年では700億円を超えており、平成13年度以降、しばらくぶりの700億円

台を回復いたしております。 

 私は、市内経済の35パーセントを支える観光のさらなる産業化が本市経済の再生のかぎだと申し上げて

まいりました。観光に支えられた本市のブランド力を生かした産業や産品の発掘、育成に力を尽くしてい

ただきたいと考えますが、市長のお考えをお伺いいたします。 

 本市観光を取り巻く状況については、総体的なブランド力の低下が心配をされております。本市経済の

メーンエンジンである観光も、本年３月にまとめられました観光客動態調査によれば、観光客の滞在時間

の減少傾向や平均消費金額の減少が報告されております。特に、日帰り客の消費金額は、前回調査の１万

6,683円に対して１万956円で、約35パーセントの減少、宿泊客も、前回調査3万3,090円に対し2万9,384円

となっており、約12パーセントの減少となっております。また、年間観光消費額も、前回の1,319億円対

して839億円となっており、36.4パーセントも減少しているわけでございます。先日公表されました観光

入込客数は、海水浴客を入れても11年ぶりに700万人を割り込む結果となりました。 

 中国人観光客の宿泊は、前年の２倍を超す5,500人となったことがわずかな希望であります。中国人観

光客につきましては、中国政府が、これまで、年収約350万円以上の富裕層に限定をしておりました個人

観光ビザの発給要件を、本年７月１日から大幅に緩和して、クレジットカード会社の発行するゴールドカ

ードを所有するなどの条件はあるものの、年収約85万円の層にまで拡大することを決定しており、対象世

帯は、先ほど千葉議員も指摘しておりましたけれども、これまでの10倍の1,600万世帯になると言われて

おります。 

 日本国内で中国人が行きたい観光地の１位は東京、２位は北海道との報告もあります。本年５月、北海

道中央バスが、ＪＲ札幌駅を起点に小樽運河や小樽天狗山などを周遊する定期観光バスに、英語、中国語、

韓国語の３か国語の音声案内を入れた多言語案内システムを新たに導入し、中国人を中心にした外国人観

光客に対応するそうであります。このように、民間での取組がなされることが基本と考えますが、行政と
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しての支援のあり方や取組についてお知らせください。 

 次に、平成18年に策定された観光基本計画に基づいて発足をしました観光プロジェクト推進会議が活動

を開始されて以降、堺町に対するさまざまな働きかけや、祝津にしん祭りや、市漁協との連携による小樽

産しゃこ祭りの創設など、新たなイベントを生み出され、海のまち小樽にふさわしい新たなブランドの創

出に努力をされておられることに敬意を表したいと思います。 

また、本年夏には、堺町のメルヘン交差点広場を中心に、一帯を通交止めにして大規模な野外コンサー

トを計画されていると聞いており、やや陰りの見え始めている堺町の観光にインパクトを与えるものと期

待をするものであります。 

 その観光プロジェクト推進会議も、第１期の作業を終えられ、本年６月末より組織が改組され、再開さ

れると伺っております。課題をどのように考えておられますか、また、どのような組織で取組をなされま

すか、お伺いいたします。 

 私は、本市のブランド力を生かした新たな施策が、本市の総体的なブランド力の低下を食いとめ、向上

させていくものと考えてまいりました。イベントの創出と継続は一時的な効果を生むとはいえ、持続する

副次的効果を生み出す努力がなければ一過性で終わってしまうと考えております。 

 先ほど触れさせていただきました観光客動態調査では、観光客の購入された土産品で過去２回の調査で

トップだったガラス製品は、菓子類にその座を譲り第２位となりました。ガラスのまち小樽のブランドの

低下が心配されているところであります。 

 今から27年前の小樽活性化委員会の報告書に書かれているように、さまざまなガラス工芸の技術の習得

ができる国内初のグラスアートスクールの創設や、国内外のガラス工芸品を集めたグラスアート美術館の

併設との提言が、当時、北海道がその財源の担保を申し出ていたにもかかわらず実現できなかったことか

悔やまれてならないわけであります。とはいえ、昨年夏に始められました旧国鉄手宮線を会場とした小樽

がらす市には江別市の陶器市を超える規模に育っていただきたいと願うばかりであります。 

 市内のガラス工房も、若手工芸家の育成に力を注いでいらっしゃいます。私は、そうした民間の努力に

何か行政の支援方法はないかと考えあぐねてまいりました。海外の著明な工房の作家を招聘してのデザイ

ンや技術の講習とまでは申しませんけれども、東京芸術大学などとの交流や研修などはできるのではない

でしょうか。小樽を代表するブランドであるガラス工芸の復興は、観光都市小樽にとって不可欠ではない

でしょうか。また、水産加工品などの新たな商品の開発や既存商品のパッケージデザインの評価や見直し

など、新たなブランド化に向け、流通業界のバイヤーと業界との定期的な意見交換会やプロの商品デザイ

ナーやアドバイザーを招聘した研究会など、業界への支援の方法は考えられないでしょうか。思いつくま

まに述べさせていただきましたが、こうした施策の具体化の議論こそ、次の観光推進プロジェクト会議で

進めていただきたいと切に願うものであります。御所見をお伺いいたします。 

 おたる移住・交流推進事業研究会も、平成20年７月の発足以来、専門部会を設けられ活発な議論が続け

られているとお聞きしております。本市への移住相談は、平成17年度から平成21年度までの５年間で計213

件、そのうち、移住者は33世帯74人と報告をされております。研究会が立ち上げられて以降、平成20年度

には８世帯15人が移住をされ、平成21年度は５世帯９人とのことであります。それ以前と比較して、残念

ながら増加につながっていないのが現状であります。一方で、市まちづくり推進課では、本市の空き家の

調査をし、空き家バンクを立ち上げ、ネット上で公開しております。 

 本市に対する移住や二地域居住などのニーズがないのでしょうか。私は、訴求の方法にインパクトが不

足していると考えております。すべての空き家を写真つきでネット上に公開するには無理があることは承

知をいたしております。例えば、山手地区で10軒程度、まちなかで５軒程度など、1か月ごとに、順次、
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物件を写真などで公開できないでしょうか。 

私は、過去の議会で、何度か、本市の高台にある空き家などを、ファンド形式で全国から資金を集めて、

集まり次第、別荘用に改築をして販売し、一定の手数料を差し引いてファンド出資者に配当するなど、社

会的ビジネスとして可能ではないかと申し上げてまいりました。問題は、そのビジネスモデルをだれが企

画し、また、だれがそれをハンドリングするかということで議論がとまってしまい、民間事業者は、興味

は持つわけでございますが、訴求力に自信が持てないため、ちゅうちょするわけであります。行政の信用

力を背景に、例えば、ＮＰＯが社会的事業として行い、本市のホームページにリンクをして立ち上げれば

インパクトのある事業になると思うわけであります。 

そして、今、日本のＮＰＯ制度がようやく変わろうとしております。本年４月８日、まちづくりや福祉

などで活躍するＮＰＯ法人に対する寄附金に対し大幅な税制優遇措置を認める報告を行っております。寄

附金額の50パーセントを所得税から税額控除する仕組みを2011年度から導入するとしております。50パー

セントの税額控除は、現在の政党や政治団体への控除率の30パーセントを上回るもので、これが実現され

れば、ほとんど財政基盤が担保されてこなかったＮＰＯが法人として組織化され、プロの集団として自立

し、行政と市民との協働が、名ばかりではなく、実現していくものと期待をするものであります。官か民

しかなかったこの日本の社会に、ようやく市民セクターが育ち始め、欧米のように福祉や雇用やまちづく

りなど、多様な非営利の分野にＮＰＯが活躍する社会が実現できる日を待ち望んできた者として感慨深い

思いであります。 

 ちなみに、2001年のデータでございますが、アメリカでは、有給のＮＰＯの従事者は1,250万人、全労

働者数に占めるＮＰＯ従事者の割合は9.5パーセントにも上るとの報告もあります。ＧＤＰの約７パーセ

ントを占める社会の重要な担い手になっているとのことであります。 

 私は、先ほど来述べてまいりました幾つかの本市のブランド力を生かした施策は、いずれこうしたＮＰ

Ｏが窓口となり、行政との協働作業によって実現し得るものと考えております。こうした社会の変化を俯

瞰しながら、私は、ぜひ、先ほど挙げました委員会でも議論を進めていただきたいと思います。 

 私は、また、課題によっては、部局の垣根を越え、庁内挙げてプロジェクトとして議論を進めさせてい

ただきたいと思いますが、市長の御所見をお聞かせください。 

 次に、新市立病院についてお伺いいたします。 

 紆余曲折を経てようやく建設のめどが立つところまできたことに安堵いたしております。診療の三つの

柱として、がん診療、脳・神経疾患診療、心・血管診療が挙げられております。脳と心疾患については医

療センターで実績があり、多くの市民の信頼を得ているものと信じております。がん診療については、こ

れは市内の病院全般に対してですが、信頼できるとの確証を持てないでおります。事実、本市のがん死亡

率は全道で最悪との報道が６月３日にされたばかりであります。がんの検診率の低さが最大の要因との推

測であります。 

 私は、ごく初期のがんの発見につながると言われるＰＥＴ－ＣＴの導入を新病院で検討されるべきでは

ないかと考えております。ＰＥＴ－ＣＴによる検診は、高価で一般には受診しづらいとの難点は承知して

おりますが、最近では、機器の価格も下がり、検診も受けやすくなっているとのお話も伺っております。 

 先日、ＮＨＫニュースで、帯広市の北斗病院がＰＥＴ－ＣＴを中心にしたがん検診と宿泊をセットにし

たメディカル・ツーリズムに平成15年から取り組まれ、これまでに延べ1,200人、主に道外の大都市圏の

ツアー客を受け入れたとの報道がありました。そのうち、４人に１人がリピーターだそうであります。こ

の病院は、ＰＥＴ－ＣＴを３台も導入しており、検診専門のセンターを病院内に設置、約３時間の検診時

間をくつろいで受けられるようなさまざまな工夫がなされているそうであります。宿泊と検診とセットで
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約15万円前後と、首都圏の検診費用より格安だとの報告がありました。また、このほど、中国からのパー

ソナルツアー客の受入れの具体化に向けて検討を始められ、年内にも事業化を実現されるとのことであり

ました。 

 ＰＥＴ－ＣＴのような最新機器の導入は、費用の面で課題は残りますが、新たな医師確保にも有効では

ないかとも考えております。どのように御議論、御検討をされているのか、お伺いいたします。 

 余談ですが、先般、私の友人が小樽病院で腎臓がんの手術を受けられ、医師の丁寧な説明や看護師の気

遣いなどに大変感謝をし、小樽病院は変わった、よくなったと申しておりましたことを報告申し上げてお

きます。 

 さて、一昨年の第４回定例会の一般質問や予算特別委員会でも議論をさせていただきました国のひもつ

き補助金の一括交付金について、政府の地域主権戦略会議において、５月24日、その実現に向けた考え方

がまとめられ、一括交付金のあり方について役所の所管を超えた省庁横断型とし、自治体が使い方を自己

決定できる財源とすること、また、国土交通省などが公共事業の予算配分などを決める箇所づけは廃止す

るなどとされております。いわゆるひもつき補助金とは、国がその使途を決めて配る補助金で、2010年度

地方向け補助金の総額は主な10府省で609本、約21兆円であり、事業ごとに各省への交付申請や事業実績

の報告などが義務づけられて、手続が煩雑で使い勝手が悪いと指摘されていたものであります。 

 私も、この補助金改革だけで１兆5,652億円のコスト削減効果が見込まれ、地方公共団体向け補助金の

うち７兆8,261億円については廃止、廃止後には地方公共団体に一括交付金として移譲すべきとの提言を

なされた自治体の元首長や現役の県や市の職員、党派を超えた地方議会議員や、大学シンクタンクで構成

をされましたＮＰＯ法人の研究報告を例示いたし、議論をさせていたところであります。 

 いずれにしましても、このように地域主権の方向に税財源の移転も含めて変わっていくものと私は確信

しておりますが、地域の政治を担う私ども地方議会も、政策の遂行を担う自治体も、みずからの政策立案

能力が今以上に問われることは自明であります。全国市長会などでも御議論はされていると伺っておりま

すが、国と地方との役割を新たにどう振り分け、自治体にとってどの分野の事業を担うことが合理的なの

か、検討をされ、積極的にこの議論に参加されるべきと考えますが、市長の御所見をお聞かせください。 

 先日、私ども民主党・市民連合の政務調査として、東京都の学校再編に伴う小中学校跡利用の事例の調

査を目的に品川区と渋谷区に行ってまいりました。特に品川区は、老人介護と保育施設の充実が課題とな

っているとのことで、中学校跡施設を改装し、特別養護老人ホームとして整備をしたり、小学校跡施設を

高齢者優良賃貸住宅に改装、整備するなど、地域にとって大変歓迎される転用例として興味深くお話を伺

ってまいりました。 

 本市でも、小中学校の生徒数の減少などから大規模な再編、統合が計画され、今まさに地区別懇談会が

開催されて、地域の方々との統廃合に向けての話合いがなされているさなかでありますが、今後、15年間

で小中学校合わせて20校の廃校が計画されており、今後、これらの跡利用は、行政にとっても、また、こ

れら地域の方々にとっても大変重要な課題になると考えております。 

 東京都品川区では、西大井の隣接する小中学校を小中一貫校として再編されるに当たり、廃校となる小

学校の跡利用について、地域住民の皆さんとの話合いの末、昭和38年築、鉄筋コンクリート３階建て、校

舎床面積4,745平方メートルの改修整備の計画が立てられました。１階部分の約半分をゼロ歳児から５歳

児まで預かる保育所型認定こども園に、また、同じく１階に地域介護予防拠点としてデイケアセンターと

地域交流活動の拠点としてシルバーセンターを設置され、そして、２階と３階はすべて定員40名程度の高

齢者優良賃貸住宅とすることを決定し、平成19年度運営設計事業者を公募型プロポーザル方式で鳥取県に

本部を置く社会福祉法人こうほうえんが選定されました。認可保育所と介護予防拠点、高齢者向け優良賃
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貸住宅については区と社会福祉法人による共同の整備事業とされ、耐震工事を含む事業費約10億円のう

ち、国と東京都で３分の１、社会福祉法人が２億円、残りを品川区が負担されて整備が行われたとのこと

であります。 

 また、土地、建物は区の所有とし、社会福祉法人には20年間の無償貸与とされ、運営は同法人に10年の

契約で委託をされているとのことでありました。開設は昨年の３月とのことであります。特に、２階、３

階に開設された高齢者優良賃貸住宅42戸は、部屋の広さが３タイプあり、最も小さなタイプの家賃は８万

円と設定されておりますが、国土交通省からの家賃補助は２万5,000円程度あり、また、区の単独助成で

５万円が出されており、家賃はほぼかからないとのことです。しかし、基本サービス費や共益費で６万円、

食費は、自炊される方は別として、１日1,700円、ほかに光熱費や電話代や介護サービスの１割負担など

で、幅はありますが、約14万円から20万円の利用者負担となるそうであります。入居申し込みは150件程

度あり、定員の３倍以上だったと聞いてまいりました。現在の入居者の平均年齢は85歳、平均介護度は2.6

で、４分の３が女性であり、最高齢者は102歳とのことでありました。 

 渋谷区でも廃校跡利用の施設を見てまいりました。こちらも同様に、鉄筋コンクリート３階建てで築年

度も規模もほぼ同様でしたが、こちらは区で改修を行い、区が管理する施設として２階、３階は地域のコ

ミュニティセンターとして改修されて、１階には介護予防拠点を整備、これは株式会社ニチイ学館に指定

管理者として業務委託をされていると聞きました。改修費用は、耐震補強は行われず、４億5,000万円、

年間運営予算は21年度で5,400万円とのことでありました。 

 他に、直接見ることはできませんでしたが、品川区では約19億円の改修費で鉄筋コンクリート４階建て、

築28年の中学校を区の施設として、定員81名の特別養護老人ホーム、定員19名のショートステイ、定員18

名の認知症高齢者グループホームに改修する計画をされており、平成23年度開設を目指して工事に着手さ

れているそうであります。東京都の手厚い補助と財源に余裕のある区の事業ではありますが、大変興味深

く拝見させていただきました。 

 本市ならではの跡利用の手法も多々あると思いますが、これらの事例も含め、23年度からスタートする

本市の小中学校の統廃合による廃校後の跡利用に向けて早急に研究、検討をお願いいたし、市長のお考え

をお伺いして、私の質問を終わります。 

 なお、再質問は留保いたします。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

              （山田勝麿市長登壇） 

○市長（山田勝麿） 山口議員の御質問にお答えいたします。 

 初めに、今後の財政運営についてでありますけれども、一般会計における累積赤字の解消は、財政健全

化計画を上回るペースで順調に進んでいるところでありますけれども、本年度、当初予算においても、収

支均衡を図るため、引き続き他会計や特定目的基金からの借入金、職員給与費等の削減継続などで財源を

捻出したところであり、本市の財政は事実的にはいまだ財政再建の途上にあるものと認識しております。 

そのような中にあって、本市の今後の財政運営を左右するのは、何と申しましても地方交付税の動向で

あります。ここ３年連続で地方交付税総額が増額されてきていることは一定の評価をいたしますけれど

も、来年度の地方交付税額は相当厳しくなるとの情報もありますので、今後とも、全国市長会とも連携を

し、これまでの地方の努力が無に帰することのないよう、国に対し強く地方交付税額の復元・増額の継続

と法定率の引上げを求めてまいりたいと考えております。 
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 いずれにいたしましても、現実問題として、現状の景気動向などから当面は市税の増と地方交付税額の

増額に大きな期待はできないものと考えておりますので、今後の財政運営に当たりましても、これまでの

健全化の取組を緩めることなく財源の確保に努め、一方で、国や北海道などの施策とも呼応して、定住自

立圏を構成する近隣町村などとも連携しながら、本市経済の活性化と雇用の改善に向け最大限の努力をし

てまいりたいと考えております。 

 次に、観光について何点か御質問がございましたが、まず、本市のブランド力を生かした取組について

でありますが、本市は、高い知名度と新鮮な水産物など恵まれた地域資源を有しており、これらを生かし

た地場産品の開発や販路の拡大を進めてきたところであります。特に、ニシンやシャコなど地元特産品で

ある水産物の普及・拡大を目指した地域イベントが昨年、一昨年からそれぞれ開催され、観光と一体とな

った取組として育ってきております。また、ガラス産業の振興を図るとともに、ガラスのまち小樽を全国

にＰＲすることを目的に、昨年、初めて小樽がらす市を開催いたしまして、悪天候にもかかわらず、市内

外から約２万人にも及ぶ来場者がありました。このほか、地場産品の普及・振興を図るため、小樽ブラン

ド普及事業として市内の企業が製造し、全国、全道規模の品評会や展示会などで受賞したものをお墨つき

の小樽ブランドとして市のホームページに掲載し、広く紹介を行っているところであります。 

 今後とも、観光協会などの関係団体と十分に連携を図るとともに、小樽独自の地域資源を強みとして生

かし、各種産業施策を着実に実施することにより、ブランド力の向上に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、中国人観光客誘致に向けた行政の支援でありますけれども、小樽市観光基本計画の中で行政が果

たすべき役割としては、市民、観光事業者、観光関連団体、経済界との協働の下、観光振興施策を推進す

ることとしておりまして、これまでも、これらの主体が自主的に取り組む観光事業への支援に努めてきて

おります。 

 近年、全国の観光地においては、軒並み国内観光客の減少が見られており、本市の観光入込客数も減少

傾向に歯どめがかからない状況が続いておりますが、そうした中でも中国人観光客の宿泊客数は顕著な伸

びを示しており、今後ますます増加が期待される中国人観光客をターゲットに据えた戦略的な取組を官民

一体となって進めていくことが極めて重要なことと認識しております。とりわけ、本市の取組といたしま

しては、５月に上海市のゴルフ協会関係者をお招きし、本市でのゴルフツアーの商品造成を働きかけたほ

か、来る９月の上海万博における北海道の日では、後志管内の町村と共同で参加し、本市の観光ＰＲを積

極的に展開する予定であります。また、市内におきましても、中国の文化や習慣を理解する勉強会や語学

研修会の開催をはじめ、観光案内所にそれぞれ中国語、英語の話せる職員２名を配置するなど、中国人観

光客誘致に向けた受入れ態勢の整備に努めているところであります。 

 次に、第２期観光プロジェクト推進会議に向けての組織についてでありますけれども、本市の観光の現

状は、その多くが宿泊を伴わない、いわゆる日帰り通過型観光であることから、経済波及効果が大きく期

待される宿泊滞在型観光への移行が長年の懸案であり、大きな課題になっております。このため、第２期

の推進会議は、引き続き、この課題解決を目標に据えながら、宿泊滞在型観光への移行過程である時間消

費型観光を積極的に推進するため、第１期のメンバーを中心に新たな人材を加えて構成してまいりたいと

考えております。 

 次に、第２期観光プロジェクト推進会議の役割でありますが、この会議は、観光基本計画に基づく施策

を推進するため、具体的なメニューの検討などを目的に設置したものであります。御提言のありました取

組は、これまでも本市の産業振興施策として実施してきたもの、あるいは、今後検討すべきものと受け止

めておりますが、推進会議の担うべき役割は、引き続き時間消費型観光の実現に向けた具体的な施策の提
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言を行っていただくことであると考えております。 

 次に、ＮＰＯ税制の改正と市民と行政の協働のあり方についてでありますが、ＮＰＯ法人への寄附に対

する新たな優遇措置の導入については、政府の「新しい公共」の実現の一環として検討されており、平成

23年度税制改正に盛り込まれる予定と聞いております。この「新しい公共」とは、国民、企業、政府が一

定のルールとそれぞれの役割を持って支え合いと活気のある社会をつくるため協働するもので、その中で

もＮＰＯ法人は社会の多様性を担う上で重要と位置づけられております。 

 市といたしましては、これまでも市内に存在するＮＰＯ法人などと連携の事例はありますけれども、「新

しい公共」は文字どおり新しい協働の仕組みでありますので、今後、どのように協働を図っていくことが

まちづくりにとって効果的かどうか、調査・研究してまいりたいと考えております。 

 次に、国のひもつき補助金の一括交付金化と今後の自治のあり方でありますけれども、ひもつき補助金

の一括交付金化の目的は、地方の自由裁量を拡大し、実質的な地方の自主財源に転換するものであり、地

域がみずからの判断と責任において地域の諸課題に取り組む真の分権型社会の実現のために必要不可欠

なものであると認識しております。今後、法制化される国と地方の協議の場において、交付金の総額や統

合対象とする補助金など、制度のかなめとなる部分の具体的な制度設計や国と地方との役割について協議

されることになっており、その際には、市といたしましても、市長会などを通じて制度設計などに関する

地方の意見が反映されるよう要請してまいりたいと考えております。 

 最後に、学校再編後の学校跡地の利用についてでありますけれども、現在、５月から教育委員会が実施

している地区別懇談会に企画政策室の担当者を出席させ、跡利用に関する御意見、御要望などを参加者の

方からお聞きしております。学校の跡利用については、まずは全国各地の活用事例などの研究を現在進め

ており、今後とも、地域の要望をお聞きしながら、早期に実現できるものか、財政的に時間を要するもの

か、市で利用するのか、民間に利用してもらうのかなどの検討を行い、市民や地域の皆さんにとって有効

に活用されるよう取組を進めてまいりたいと考えております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 病院局長。 

○病院局長（並木昭義） 山口議員の御質問にお答えいたします。 

 新病院でのＰＥＴ－ＣＴの導入についての検討状況ですが、ＰＥＴ－ＣＴは、代謝や血流などの生理学

的、生化学的な機能を捉える陽電子放射断層撮影装置、これをＰＥＴと言いますけれども、これと、体内

の構造物の形状や病変の位置などの形態を正確に把握するコンピュータ断層診断装置（ＣＴ）を一体化し

た複合型の検査装置で、がんをはじめとした腫瘍検査、脳及び心臓の機能検査にすぐれた特性を持ってお

ります。 

 新病院は、地域がん診療連携拠点病院を目指し、健康管理部門も充実したいと考えていることから、Ｐ

ＥＴ－ＣＴの導入は有用であると考えておりますが、一方で、小樽後志圏域での需要がどのぐらいあるか、

導入コストを回収できるのかなど検討すべき課題も多いことから、現段階では時間をかけて多角的な検討

が必要であるとの判断をしているところであります。今後、基本設計を行っていく中で、同機器の価格動

向や設置場所に係る費用も含めて、具体的な検討をした上、判断をしてまいりたいと考えております。 

○議長（見楚谷登志） 山口議員の会派代表質問を終結し、この際、暫時休憩いたします。 

休憩 午後 ３時５２分 

―――――――――――――― 

再開 午後 ４時１４分 

○議長（見楚谷登志） 休憩前に引き続き、会議を再開し、会派代表質問を続行いたします。 
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              （「議長、６番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ６番、成田祐樹議員。 

              （６番 成田祐樹議員登壇）（拍手） 

○６番（成田祐樹議員） 通告に従い、代表質問をいたします。 

 病院１本です。 

 小樽市立病院の統合新築と市内の医療機関に関してお尋ねいたします。 

 先月に新市立病院計画概（要）が出ました。全国的に公立病院の経営が注目されている中で、小樽市は、

一体、全国のどの公立病院を参考にして新市立病院計画概要（案）を策定されたのでしょうか、まずはお

答えください。 

 また、前回の市立病院調査特別委員会において、道内他都市の公立病院建設単価一覧が配布されました。

ここで配布された他市公立病院における病院の経営状態はどうなっているのかを説明してください。 

 北海道内のほとんどの公立病院は苦しい経営を強いられ、各自治体の財政に重く負担をかけています。

経営という点を重視するのであれば、そこを参考にすることは意味がないというふうに考えます。 

 また、この建設単価の一覧は、ほとんどが５年以上前の数字であり、少なくとも公立病院改革ガイドラ

インの方針が反映されていないものです。今は公立病院改革ガイドラインに沿ってやらなければならない

のに、それに関係しないデータを引用しても比較対象にはならないのではないでしょうか。もし比較に用

いるのであれば、ガイドライン発表後に策定された公立病院建設計画の建設単価を用いるべきではないで

しょうか。 

 ここで、もう一点お伺いします。 

 ガイドライン発表後に全国の公立病院で策定された建設計画の建設単価を知っている限りお答えくだ

さい。 

 ただ、一概に全国と同じ設計方法でよいとは思っていません。特に、積雪地では気密性の高い建造物が

求められるからです。ここで、積雪地における民間病院の建設単価は把握しているかどうか、お答えくだ

さい。 

 また、積雪地という条件付で比較した場合に、民間病院の建設単価と今回の計画における建設単価はど

の程度割高になるのか、お答えください。 

 昨日の本会議においても、市長答弁の中で一括発注と分離発注についてお話をされていました。現実的

に分離発注でなければ地元業者が落札することは極めて難しい中で、一般的に高くつく分離発注と安くな

る一括発注の選択肢を迷うということは、地元業者に対する経済効果を考えてのことだと思われます。 

 ここで、地元業者を優先する必要性はどういう部分にあるのか、お答えください。 

 もう一度、よく考えてください。本計画における一番の目的は市民の医療を守ることです。皆さん、計

画概要（案）はお持ちでしょうか。１ページ目の統合新築事業の基本的な考え方という文書の中に、新病

院として統合することにより、地域医療を守り、財政負担の軽減を図るためと記述されています。どこに

地域経済のためなどと書いてありますか。分離発注して建設費が高くなることにより、財政負担の軽減が

できずに終わるのであれば、この一番の基本的な考え方というものでさえ踏襲されていないのではないで

しょうか。極めて筋が通りません。しかも、地元業者による高額な発注をした自治体病院は、現在ほとん

ど全部が大赤字、かつ医師不足で苦しんでいるのが実態です。 

 先日、ＮＨＫのＥＴＶ特集「病院は建てたけれども」で放送された十和田市立中央病院は、その最たる

例です。私も３月、４月と２回、実際に十和田市立中央病院まで足を運び、放送されていた病院経営改革

委員会の内容を生で傍聴してきました。この病院は大層立派な病院でした。十和田市立中央病院は、２年
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前に、建設費約164億円、許可病床数379床、そして、日本には10台しかないと言われている最新の放射線

治療機器トモセラピーを設置し、緩和医療を売りにした病院としてオープンしましたが、たった１年後の

21年度の病床利用率は67.9パーセントで、病院が新しくなっても医師不足は全く解消されない状態でし

た。また、意気込んでつくられた五つの個室は全く使われていないそうです。 

 その結果、2009年度の単年度資金収支は９億8,600万円の赤字になる見込みで、2009年度末に約17億円

に上る不良債務は、このまま経営が続けば毎年10億円ずつ増えていき、病院の赤字が市の財政を圧迫し、

市そのものが財政再生団体に転落する危機があると言われています。 

 本市の計画も非常に似ているのではないでしょうか。しかも、十和田市の場合は、当初建設費が140億

円の予定だったそうですが、市議会が地元業者を参入する要望を決議したので164億円になったそうです。 

 ここで、お伺いします。 

 なぜ、市民の医療を守るのに、地元業者の経済効果を並行して考えなければならないのでしょうか。病

院の使命である市民の健康と命を守るという優先順位が一番であれば、そこにこだわる理由はないはずで

す。市長の御見解をお聞かせください。 

 また、これに関連して、市長は、５月28日の市立病院調査特別委員会で、自民党の濱本委員に対して、

地元への波及効果がないと何もメリットもないのですから、それではやはり困るとの答弁をされました。

一体、ここで言う、何もメリットがないという言葉はどういうことなのか、この言葉の意味を説明してく

ださい。少なくとも、この言葉じりからは、地元業者を参入させ発注させることがよしとしか解釈できな

いのですが、どうでしょうか。 

 また、本計画概要（案）において、医療機器には30億円近い事業費が見込まれています。 

 ここで、お伺いします。 

 高額な医療機器は一体何を予定されていますか、お答えください。 

 あわせて、３次医療が可能な手稲渓仁会病院を含めて、周辺30キロメートル以内に重複する高額医療機

器を持っている病院はありませんか。その調査は済んでいるのか、お答えください。 

 次に、今回の議案に対して一番重要である病床数に関連してお話をお伺いします。 

 最初に、小樽市における10年後、20年後、30年後、40年後の人口予測をお答えください。 

 ここで40年後までお伺いしているのは、実際に病院を使う期間としての最大値を考えているからです。

国立人口問題研究所では25年後までしか算出していませんが、その先の人口は本市の独自算出による予測

でも構いませんので、お答えください。 

 ここで、将来的な本市の人口動態と市内医療機関の病床数を重ねて考えてみたいと思います。 

現在の小樽市内の医療機関すべてを含めた全体の実質的な病床数と病床利用率をお答えください。 

 少なくとも、民間も含めて小樽全体にどの程度の病床数があって、現在、どの程度利用されているのか

がわからなければ、将来のことなど予測できませんので、お答えください。 

 また、市内医療機関の現在の病床数が維持された場合の10年後、20年後、30年後、40年後の市内全体の

病床利用率をお答えください。 

 今後、著しい人口減が進む小樽市において、どれだけ病床利用率が下がり、空きベッドが出てしまうの

か、把握しなければ、どの程度病院を残すのかという議論はできないと思われます。しかも、民間病院は

慈善事業ではありませんので、病床利用率が低くなれば、経営から退かなければならないわけです。本市

の市立病院が多くの病床を持ち、結果的に減少が確実なパイを食い合うことになってしまえば、明らかに

民業圧迫ではないでしょうか。市立病院はどんなに赤字を出しても補てんされ、民間病院は税金を払って

つぶれてしまう、こんな理不尽なことが通るはずがありません。御見解をお聞かせください。 
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 切磋琢磨という言葉を使われておりますが、現実問題の中で、民間病院は赤字になった時点で撤退しな

ければなりません。公立病院は民間では担えない不採算医療をやることが本質だと思いますが、今回、診

療科目を増やした理由はなぜでしょうか、お答えください。 

 この計画概要（案）が出されるまで、新しい病院は、脳、心臓、放射線が主体になると説明されていま

した。出てくる案は、その診療科に医師が重点配置され、他診療科は少なくなるものと考えていましたが、

それとは相反する計画でした。診療科目を増やし、総合的な病院をつくつた場合、診療科目が増えたこと

により、１診療科目当たりの医師は手薄になったままで、医師への勤務の負担は大きいままです。これは

並木局長が一番御理解されていると思うのですが、一つの診療科に医師が１人の場合と２人の場合と５人

の場合では勤務の負担が全く違うという点があります。１人なら休みさえもほとんどとれず、２人だとし

ても、待機を含めると、もし家に帰れたとしてもお酒すらおちおち飲めません。しかし、５人だと、休み

もしっかりとれ、学会にも参加できます。医師10人であっても、五つの診療科目に２人置くより、二つの

診療科目に５人置くほうがはるかに医師の負担が減るのは明らかです。 

 今回の計画では、医師の負担が多く見込まれ、労働基準法を守れない可能性がありますが、御見解をお

示しください。 

 また、厚生労働省は労働基準法の第36条、いわゆる三六協定の厳守を言っておりますが、本市の医師に

おいては三六協定の締結はされているのか、お答えください。 

 続いて、市内医療機関との連携についてお伺いします。 

 市内の公的３病院と診療科目が重複するのはどの診療科か、お聞かせください。 

 重複する診療科目は、医師が少人数の場合、多いほうに集めたほうが医師の負担も減り、結果的によい

医療ができる場合が多いと思われます。さらに、症例数も多くなることから、スキルアップを目指す医師

が来やすいという利点まであります。 

 また、市内の公的３病院や医師会と、新病院の病床数に関してのすり合わせが行われのか、意見交換が

行われたのか、お聞かせください。 

 再編・ネットワーク化協議会は非公開であったために、どのように病床数が考えられたのか、何もわか

りません。細かい病床数のすり合わせがあれば、疑問の声など上がらないはずです。お答えください。 

 本日の北海道新聞の朝刊に、済生会小樽病院の統合新築の概要が出されましたが、本市ではどの程度把

握されていたのでしょうか。発表では255床前後で、10年以内には375床にまで増床するという計画である

そうです。しかも、当初言われていた回復期だけではなく、急性期も担うということから、重複する診療

科目が出てくると思われます。今までで把握されていた内容をお答えください。 

 市内医療機関の事情に大きな変化が出てきました。当然ながら、再編・ネットワーク化協議会をされて

いるのであるのならば、この計画は織り込み済みであるというふうに考えております。 

 ここで、お伺いします。 

 今回の小樽市立病院の統合新築計画は、済生会小樽病院の統合新築により、新しく持つ診療科目や病床

数を把握された状態を勘案された上で出された計画なのでしょうか、お答えください。 

 今回、このように大量な質問を浴びせなければいけないのは、いきなり意図しない計画を上げられ、最

終的には基本設計の採決までを本定例会で求められるからです。 

 再編・ネットワーク化協議会について、私は、これまでの予算特別委員会などで再三にわたり公開を要

求してきましたが、結果的には非公開のまま進められ、今回、市側からの提案となりました。このような

密室での話合いが、他会派を含めた現在の疑問や不満を出していると思いますが、御見解をお示しくださ

い。 
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 本定例会前に小樽協会病院から周産期医療の支援要請が来ましたが、今回、予算計上された支援額はた

ったの770万円でした。明らかに、必要とされる額に対してけたが一つ違うと思われます。この金額の支

援ということは、周産期医療は撤退しろということなのか、御見解をお答えください。 

 後志管内の協会病院は、余市町の救急を含め、岩内町などでも不採算医療を抱えており、協会病院全体

が非常に苦しい状態で運営しております。３月の北海道新聞の記事では、小樽協会病院では6,000万円以

上もの収支が不足しているとされていました。6,000万円以上の不足に対して770万円の支援ということ

は、とりあえず赤字で経営しなさいということではないでしょうか。赤字が続けば撤退ということになり、

今回の予算計上額は撤退を勧告しているとしか思えません。御見解をお聞かせください。 

 また、今回の新市立病院の計画にこれだけ金額を費やし市民の税金で総合病院を建てるのですから、も

し小樽協会病院が周産期医療を撤退した場合は市立病院が引き受けるということなのか、お答えくださ

い。 

 また、夜間急病センターに関しては、金銭的にも人材的にも非常に苦しい運営であるのは周知のとおり

です。もし、ここが撤退した場合、市立病院が夜間救急の１次救急を行うことが可能なのでしょうか。市

立病院の医師は２次救急を請け負っており、１次救急をメーンに見るために赴任されているのではないと

思うのですが、御見解をお聞かせください。 

なぜ、民間病院で行っている医療の苦しいところにお金をかけずに、新市立病院にここまでお金を使う

のか、全く理解できません。 

 今後、新病院が完成するまでの間に一般会計から繰り出す金額はどの程度になるのか、お答えください。 

 また、新病院が完成した後の経営についても、毎年、一般会計からどの程度の繰入れを予定しているの

か、お答えください。 

 将来的なビジョンが全くないのでお伺いしておりますが、新病院建設後の一般会計からの繰入額は、病

院が運営される最大値が40年として、40年間の総額で幾らになるのか、病院単体での収支が均衡の場合、

赤字が１億円の場合、赤字が３億円の場合、赤字が５億円の場合に分けてお答えください。 

 また、一般会計からの繰入総額と建設費の起債償還分の合わせた金額を、これも40年間の総額で病院単

体での収支が均衡の場合、年間赤字額が１億円の場合、３億円の場合、５億円の場合に分けてお答えくだ

さい。 

 つまり、新しい市立病院が存在する間に総額でどのくらいの税金が投入されるのかという点がこの質問

の要点です。しかも、あらゆる事態を想定した場合分けで表記されなければ、どの程度の負担の可能性が

あるかも全くわかりません。そのような収支計画が出されなかったので、お答えください。 

 今回の計画概要（案）は医師招聘を前提とした建設であり、もし招聘できなかった場合のリスクは高す

ぎるのではないでしょうか。逆に、医師が減ってしまう可能性だってあるわけです。民間病院では、赤字

を出した時点で破綻して職がなくなってしまう人が出てしまうので、それは必死で事前調査をします。も

ちろん、それを担当するのは、医療従事者ではなく、事務方の人間です。世の中に絶対がない以上、常に

リスクマネジメントは必要ですが、この部分のリスクマネジメントをどう考えているのか、お答えくださ

い。 

 以前から、本会議や委員会で再三申し上げておりますが、お金を使うのは、病院といった箱物ではなく、

中見である医療従事者に使うべきであると思います。しかし、小樽市立病院には全くその姿勢が見えませ

ん。以前に予算特別委員会で指摘した年間3,000万円を超える電話交換手などの委託費用、清掃費用など

のむだは排除されず、それにかわって増額すべきとした医療従事者に対する研究・研修費用もほとんどか

わりばえしません。これからも医師の勤務負担増が見込まれる状態でこの病院に本当に医師が勤務したい
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と思うのか、極めて疑問に思えてなりません。 

 ここで、お伺いします。 

今日までに退職の意向を示した医師はいないか、お答えください。 

 本来、私は、病院の統合新築には賛成していましたが、それは、脳、心臓、放射線の専門診療に特化し

た200床程度、どんなに多くとも300床程度の病院と考えておりました。しかし、今回、それとは大幅にか

け離れた計画でした。非常にがっかりしたと言わざるを得ません。 

 今回、並木局長は、患者や医師の引きとめを優先に考えたために最大公約数的な病床数を選ばれたのだ

というふうに推測します。ある意味、現状の医療を守るのだという観点から外れておらず、同感する部分

もありますが、私たち政治家は、長期にわたって物事を見据えなければなりません。長い間にわたって市

内の医療と市の財政の両方を守らなければならないのです。 

 今回は、市立病院をとにかく建てるのが完全に前提となってしまい、市民の医療を守るイコール新市立

病院の建設が必要という感じを受けますが、では、逆に、同じ医療に対してお金をかけるなら、民間病院

に支援することで同様の医療が成り立つことは考えなかったのか、御見解をお聞かせください。 

              （発言する者あり） 

 病床数は建設とは別ですからね、賛成しないですよ、やり方ですから。 

 最後に、お伺いします。 

 市民の医療を守るために、公立と民間との医療機関の共存共栄が図られているとは到底思えません。市

内の公的病院や医師会などが、不採算医療を担い頑張っているところにはお金をかけず、新市立病院とい

う箱物にお金をかけ、本当に市民の命と健康のために必要としている部分にはお金をかけないという、こ

んなやり方は到底許されるべきではないと考えます。 

 今回の計画概要（案）は明らかに準備不足で、議論するにたえません。これを通すということは白紙委

任をするようなものです。 

 また、私は、ここまで３年間の議員生活で、全国の多くの公立病院の建替えや統合の計画を勉強してき

ました。ある意味、自分自身の政務調査費もほとんど病院にかかわる費用に費やし、さらに、多くの自腹

を切って調査に回っていたという、自身の市議会議員の存在そのものをかけています。今回の計画は、全

国の事例から比較しても、どう考えても失敗する計画です。 

 ここで、今回の計画の大幅見直しを求めますが、御見解をお聞かせください。 

 また、各会派の議員にも、この判断は半世紀にわたり小樽の未来を変えてしまうことになるというのを

強く訴えます。 

 以上、再質問を留保し、質問を終了します。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

              （山田勝麿市長登壇） 

○市長（山田勝麿） 成田祐樹議員の御質問にお答えいたしますが、市立病院問題で私が答弁した以外は、

病院局長からお答えいたします。 

 最初に、地元業者を優先する必要は何かという指摘でございますけれども、小樽市では、これまで、議

会を含めて、地元経済界から、公共工事についてはできる限り地元へ発注をしてほしいと、こういう強い

要請があります。地域経済の活性化の観点からも、地元企業の受注機会の確保、地元企業の育成を図る意

味から、公共工事に限らず、可能な限り地元優先での発注に努めてきたところでありまして、新病院の建
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設工事も地元業者への一定の配慮が必要と考えています。 

 そもそも新病院の建設は、市民の命と健康を守り地域医療を守るために行うことは当然でありまして、

地元業者への発注の問題と同列に議論されるべき問題ではありません。 

 次に、本市の人口予測ですけれども、本市では、独自に将来人口の推計は行っておりませんが、市区町

村別将来推計人口を公表している財団法人統計情報研究開発センターの推計によれば、小樽市の人口は、

10年後の2020年には11万1,695人、20年後の2030年には８万9,469人と推定をしています。 

 次に、市内の医療機関の病床数ですけれども、６月１日現在、市内には病院が18施設、有床診療所が23

施設ありまして、病床数は、一般病床のほか、療養病床、精神病床、結核病床、感染症病床を合計します

と、病院で3,282床、有床診療所で346床となり、合計で3,628床となって、平成20年の病床全体の稼働率

は75.8パーセントとなっています。 

 なお、病床稼働率は、その地域の人口以外に、病気の種類や治療経過などの複数の要因が影響し流動的

に変化するものでありますので、今後の推移についての予測は難しいものと考えています。 

 次に、人口減少と民間病院の経営の関係でありますけれども、病院を受診する患者数の今後の推移であ

りますが、本市の将来人口の推計から見ると総人口は減少していく傾向にありますが、有病率の高い65歳

以上の人口は現在とほぼ同様に推移していくものと見込まれます。このような状況では、新市立病院で計

画しています病床数が民間病院の経営に大きく影響を及ぼすことはないものと考えられます。 

 また、将来の小樽市の医療体制についても、市立病院の１病院完結型の医療ではなく、民間病院との連

携、役割がぜひとも必要であると考えています。 

 次に、済生会病院の統合新築についてでありますけれども、このたび、済生会小樽病院の基本構想が策

定されたことは承知しておりますが、それ以外の詳細については決定されていないというふうに聞いてお

ります。 

 次に、小樽協会病院の周産期医療支援事業費についてでありますが、北海道社会事業協会からの支援要

請もあった中で、本市が具体的な支援方法について病院側と協議を行ってきたものでありますが、また一

方で、定住自立圏を構成する５町村との協議を経て、小樽協会病院の周産期医療体制の維持・継続がぜひ

とも必要であるとの認識から、必要な財政支援を実施することになったものであります。 

 次に、民間病院の財政支援を行うことによって現在の医療体制が成り立つのかどうかというお話ですけ

れども、これは、市立病院がなくても民間病院へ財政支援すれば現在と同様の医療水準を維持できるので

はないかという趣旨と理解をして、その上でお答えしますが、まず、平成20年から21年にかけて開催され

ました再編・ネットワーク化協議会において、市立病院は、公的病院の役割分担などネットワーク化に向

けての方向性がまとめられてきたこと、さらには、これまで市立病院が果たしてきた役割と、現在、病院

が持つ機能を考えると、地域医療の充実のためには市立病院は存続していかなければならないものと考え

ています。 

 平成会は、病院を新築することに反対ということで理解しますが、現状の病院を見たときに、このまま

で放置することはできない、非常に老朽化し、病院の医療機能が維持できる状況ではないように見えます

ので、ぜひ一度現場を見ていただきたい、その上でお話をしていただきたいと。 

 それから、病院の今の計画は大幅に見直すことはありません。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 病院局長。 

○病院局長（並木昭義） 成田祐樹議員の御質問にお答えいたします。 

 最初に、新市立病院計画概要（案）はどこの公立病院を参考にして策定したのかとのお尋ねですが、新
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病院の基本構想は、市民や関係団体の代表による市立病院検討懇談会の提言を受け、整備方針を策定し、

専門の医業コンサルタントのノウハウを導入し、将来の新市立病院のあり方としてまとめたものでありま

す。その後、医療環境の変化に伴い、何度か見直しを行ってまいりましたが、今回、昨年９月にまとめら

れました再編・ネットワーク化協議会の最終報告で示されました統合新築後の新病院の方向性に沿って最

終的な検討を加え、今回、計画概要（案）としてまとめたものであります。 

 病院事業は、それぞれの地域の特性や医療環境がそれぞれ異なりますので、特定の公立病院を参考にし

ておりませんが、必要に応じ他の公立病院の情報収集も行ってきましたし、公立病院関係者や有識者の

方々の御意見もお聞きしながら検討したところであります。 

 次に、５月28日開催の市立病院調査特別委員会に提出した資料に掲げた道内市立病院の経営状況につい

てでありますが、まず、当該資料に掲げた病院は、最近10年間に建設し、また、現在建設中の病院であり

ますので、データとしましては比較的新しいものであると考えております。これら七つの病院の経営状況

につきましては、平成20年度の経常収支比率でお答えしますと、七つの病院のうち、新病院開院前の２病

院では100.9パーセントと98.6パーセントとなっております。新病院開院後の５病院では76パーセントか

ら95.4パーセントとなっておりますが、開院直後の期間は減価償却費が増加しますので、減価償却費を除

いた経常収支比率で見ますと89.3パーセントから107.7パーセントになっており、１病院だけが100パーセ

ントを超えております。 

 次に、公立病院改革ガイドラインが出た後の全国の公立病院の単価と比較すべきとのことであります

が、まず、今回の計画概要（案）で示した１平方メートル当たりの設定金額は、基本設計料を算定するた

めのものであり、国立病院機構が示した基本額をベースに建設地の条件を考慮して設定したものでありま

す。ガイドラインが出された平成19年12月以降の状況につきましては、地域的に同じ条件であります道内

市立病院の事例を中心に情報収集は行っておりますが、前段に申し上げましたとおり、今回示した設定額

は基本設計を始める前のものでありますので、現時点での比較は困難と考えております。 

 なお、道外の公立病院においても建設費の圧縮に向けさまざまな取組が行われていることは承知してお

りますが、地域的な条件に違いがあることや、異なる発注形態の採用を前提としていることなどから、現

時点での比較はできないものと考えております。 

 次に、積雪地における民間病院の建設単価についてでありますが、北海道など積雪地における民間病院

の建設単価につきましては、報道されている情報や聞き取り調査などで一定の把握はしております。また、

民間病院の建設単価との比較についてでありますが、民間病院の建設では多くの場合、大手の建設会社へ

の一括発注という形態を採用しており、また、契約書や工事仕様書などが明らかになっておりませんので、

今の段階で単純な比較はできないものと考えております。 

 次に、導入を予定している高額な医療機器についてでありますが、新病院は、がん診療、脳・神経疾患

診療、心・血管疾患診療の三つの柱を中心に担っていくことになりますので、これらの診療に必要な、例

えば、ＭＲＩやＣＴ、リニアックなどの導入を考えておりますが、両病院に現在設置されている機器の性

能や更新時期などを考慮し、移設するか新設するかなども含めまして、今後、専門のコンサルタントの意

見も踏まえながら検討してまいりたいと考えております。また、導入を予定している医療機器につきまし

ては、新病院の診療内容に応じて必要な機器を設置するものであり、現在の設置機器の範囲内と考えてお

りますので、周辺地域の病院で重複する医療機器の調査につきましては行っておりません。 

 なお、ＰＥＴ－ＣＴなど新たな高額医療機器の導入を検討する場合には、設置医療機関の調査などは必

要と考えております。 

 次に、計画において診療科目を増やした理由についてでありますが、新病院の診療科目は、計画概要（案）
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にも記載しておりますとおり、現在の診療機能の継続を基本とし、民間病院も含め、小樽市として不足し

ている分野については市立病院として確保していくことが必要と判断し、呼吸器内科などの診療科を置く

こととしたほかは、専門化が進む内科において必要となっている総合診療科や、また、予防医療の観点か

ら健康部門の充実を図るための健康管理科など、今後、病院運営をしていく上で必要な診療科目を設定し

ているもので、民間医療機関でできるものは民間でやっていただくという基本方針については変わりはあ

りません。 

 次に、診療科目を増やすことにより医師の負担が大きくなるとのお話ですが、新たな診療科目の設置は、

医師の確保を前提としており、現在いる医師の負担が増えることはありません。むしろ、新たな診療科の

医師が確保されれば、医師数が増え、当直体制など医師全体の負担は軽減されることも期待できると考え

ております。 

 次に、労働基準法第36条の規定に基づく時間外及び休日の労働に関する労働組合との協定、いわゆる三

六協定についてでありますが、昨年度、小樽病院職員の労働組合であります市立病院職員労働組合、医療

センター職員の労働組合であります第二病院医療評議会とそれぞれ当該協定を締結しております。 

 なお、医師については、労働組合に加入していないことから、当該協定の内容には含まれておりません。 

 次に、新病院で市内三つの公的病院と重複する診療科目についてでありますが、診療科の標榜の仕方は

病院によってそれぞれ異なっておりますが、新病院で予定しております診療科と公的病院等が現在標榜し

ている診療科目のうち循環器科は循環器内科などと置きかえて比較しますと、新病院の23診療科のうち15

診療科が重複することとなります。具体的には、内科、消化器内科、外科、整形外科及び麻酔科の五つの

診療科は３病院と、循環器内科と放射線科の２診療科が２病院と、呼吸器内科、神経内科、婦人科、泌尿

器科、耳鼻咽喉科、小児科、精神科及びリハビリテーション科の８診療科が一つの病院と重複することと

なっております。 

 次に、病床数に関しての公的病院や医師会との意見交換についてでありますが、この計画概要（案）の

新病院の規模・機能につきましては、再編・ネットワーク化協議会の最終報告にあります統合新築後の新

病院の方向性に沿って検討を加え、病床数につきましても最終報告でおおむね400床程度にダウンサイジ

ングを行うとされておりますので、その方向に沿って病院局内で各診療科の医師とも協議を重ね、素案を

策定し、企画政策会議において計画概要（案）として決定したものであります。その過程では、小樽市医

師会の役員会や再編・ネットワーク化協議会のメンバーでありました公的病院の院長の方々には素案を示

し、考え方についてお話ししており、近日中に医師会の理事会の皆さんとも、私と両病院長とでこの計画

概要（案）を説明する機会を設けることとしておりますので、御意見があれば伺ってまいりたいと考えて

おります。 

 次に、再編・ネットワーク化協議会の非公開についてでありますが、再編・ネットワーク化協議会の公

開につきましては、協議会の中で協議内容が各病院の経営内容などに及ぶこともあり、全面的な公開は適

当ではないが、協議概要については公表すべきとの意見で一致しましたので、その方針で協議を進めてき

たものであり、市のホームページでこれまでの協議の概要を公表してきたところであります。 

 次に、小樽協会病院が周産期医療から撤退した場合は市立病院が引き受けるということなのかという御

質問についてでありますが、再編・ネットワーク化協議会の最終報告にもありますとおり、周産期医療、

小児医療につきましては、小樽協会病院を中心に連携を図るとしておりますし、今回お示ししております

新市立病院計画概要（案）におきましても、小樽協会病院は地域周産期母子医療センターに認定されてい

ることから、役割分担を行い、市立病院では産科は行わないとし、小児科についても新生児を扱わないこ

ととしておりますので、周産期医療につきましては今後も小樽協会病院に中心的に担っていただき、必要
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な連携を行ってまいりたいと考えております。 

 次に、市立病院が夜間急病センターの役割を担うことができるのかということについてでありますが、

夜間急病センターにつきましては、市と医師会をはじめとした医療関係者との間で今後の体制などについ

て協議が進められると聞いておりますので、その中で具体的な方向性も示されるものと考えております。 

 なお、現状では、市立病院におきましては、２次医療にしっかり対応するため、夜間、休日に１次救急

から２次救急まで行うことは現時点では困難と考えております。 

 次に、市立病院が完成するまでの一般会計からの繰入額についてでありますが、現時点では、病院改革

プランに定めた繰入金と、今定例会に上程した４億円の追加繰入額などを含め、平成22年度から平成25年

度までの４年間の合計では63億円程度で、地方交付税措置額を除いた実負担額では29億円程度となると試

算しております。 

 なお、新市立病院の建設にかかわる起債の元利償還金についても、繰出基準に基づき必要な繰入れを行

うことになりますが、現時点での病院局の試算では、平成23年度から26年度まで２億円程度の繰入額と推

定しております。 

 次に、新病院完成後の経営にかかわる一般会計からの繰入金でありますが、病院局としては、基本的に

は総務省通知の繰出基準に基づいた繰入れを考えておりますが、具体的数値につきましては、本定例会中

に提出する財政計画の資料の中でお示ししたいと考えております。 

 次に、新病院建設後の一般会計からの繰入額は40年間の総額で幾らになるかということでありますが、

先ほど申し上げたとおり、本定例会中に一定程度の資料を示しますが、40年間という長期にわたっての試

算は行っておりません。 

 次に、医師を招聘できなかった場合のリスクマネジメントということでありますが、新病院の病床数に

ついては医師の招聘を前提としたものでありませんし、診療科目についても、現在の診療機能の継続を基

本としており、新設する診療科目は基本的に常勤専門医が安定的に充足された場合に標榜するという計画

ですので、そもそもリスクが高すぎるという認識は持っておりません。 

 しかし、医師の充足はぜひとも必要ですので、できるだけ早期にこの市立病院の将来的なビジョンを示

し、医師確保に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、医師が本当に勤務したいと思う病院なのか疑問とのことでありますが、これまで特に救急医療に

従事する医師に対しての処遇を厚くしたほか、病院の経営改善に向け両病院の各医師やスタッフとの面談

を重ね、率直な意見交換も行ってきております。この面談の中では、建設的な提案を受けることもあり、

その場合は、できる限り早急に実現する方向で必要な指示を行っていることから、医師も含めて経営改善

の意識が浸透してきていることを実感しているところであります。 

 私としましては、現状をこのように認識しているところでありますし、現在、経営への不満又は今後の

負担増を理由として退職の意向を示している医師はいないものと考えております。 

 最後に、公立と民間の共存共栄が図られているとは思えない、計画の大幅な見直しを求めるとのことで

ありますが、先ほども答弁しましたように、この計画概要（案）は、一昨年から足かけ２年にわたって医

師会や公的病院の院長と協議をしてまとめた再編・ネットワーク化協議会の最終報告書で示された新病院

の方向性に沿って、最終的に検討を加えて策定したものであります。また、市民の命や健康を守り持続的

に地域医療を守っていくためには、この計画に示した新病院の規模・機能は必要であると認識しておりま

して、計画を大幅に見直すことは考えておりません。 

 追加ですが、今回の新病院の計画概要（案）は済生会の計画を踏まえたものであるかというお尋ねであ

りますが、済生会の計画は、再編・ネットワーク化協議会では話がありませんので、今回も私は新聞で初
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めて知った状態であります。新聞報道を見る限り、連携することにより地域にとってもよい医療ができる

ものと考えております。 

              （「議長、６番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ６番、成田祐樹議員。 

○６番（成田祐樹議員） 再質問を何点かお伺いいたします。 

 最初に、市長は、先ほど、平成会は反対とおっしゃいましたが、私は一度も反対するという言葉を使っ

たことはありません。計画の議論不足と大幅な見直しの可能性ということを追及しただけで、反対という

言葉を使ったことはないので、ちょっと先走った答弁なので訂正していただきたいというふうに思いま

す。 

 先ほど御答弁をいただいて、ほとんどのことに対して、知らない、わからない、全然調査していないと

のことですが、今お伺いしたことは民間病院では普通に調査されている内容なのです。これだけ大きな事

業をやるために、きちんと準備をしているのが普通なのに、何で小樽市の市立病院はやらないのですか。

そもそも収支計画そのものも出ていない。150億円とかなんとかたくさんの税金を使うものに対して、収

支計画も見ないで賛成できるのかという話です。今回、本定例会中に出すとのことですが、その後、議決

するのは何日ですか。前日に出すのですか。議論をする日はあるのですか。こんないいかげんなことをさ

れているから、議論の余地がないというのはそういうところなのです。ただのだまし討ちですよ、これは。 

 あわせて、お伺いします。 

 経営の部分に関して、統合新築後の病棟数という部分が非常に経営の状態にかかわってくると思いま

す。特に、病棟数がどういう数になるのかによって看護師の数が決まるからです。７対１看護ができない

のであれば、非常に経営は苦しくなります。新しい病院が建った後に、７対１看護を行うための看護師は

充足しているのか、不足があるとすると何人の補充が必要なのか、まずはお答えください。 

 今回、再編・ネットワーク化協議会という部分でいろいろおっしゃっていましたが、今回の済生会病院

の統合新築に対して全然知らなかったというのは、ただ情報収集をしていなかっただけということではな

いですか。聞きに行きましたか。 

              （発言する者あり） 

 自分から情報収集をしないで、あっちが勝手に建ったなんて、そんなのは、おかしな話ではないですか。

一体、事務方は何をしていたのかという議論になりますよ。 

 次に、最終報告書は各病院に送付されたと言っていました。小樽市立病院改革プランの再編・ネットワ

ーク化に係る計画の部分で、31ページの最後に、こういった流動的な部分が大きいので、何かそういった

場合があったときには見直すという記述がされています。ですから、この再編・ネットワーク化協議会は

終わっていないですよね。終了した、もう完全に終えたことになっていますか。まだ今後見直すという形

で送られていると思うのですが、そこについてお伺いします。 

 そして、今回知らなかったと言うのなら、それは百歩譲っても、こういった計画が出てきているのです

から、この各病院に送付した最終報告に見直すと書かれているのですから、当然、議決前に再編・ネット

ワーク化協議会が行われるのかと思いますが、そういうことかどうなのか、お答えください。 

              （発言する者あり） 

 議論したかったら、議論を吹っかけてください。何もわからないのに横から口を出さないでくださいよ、

勉強もしてないのに。 

              （発言する者あり） 

 勉強していないもの、していないでしょう、だってわかるでしょう、自分で。 
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次に、４点目なのですけれども、再編・ネットワーク化協議会において、小樽病院を含めた公的病院同

士で外来や入院の人数を20年度まで公開されていたはずです、お互いの数が。なぜ21年度は行われなかっ

たのですか。済生会、協会病院、そして小樽病院、医療センター、外来、入院の数をわかっているから、

ある程度の病床利用率もわかりますが、何で21年度は行われなかったのですか。何でやめてしまったのか、

お答えください。 

 続いて、千葉議員への答弁で、先ほどできるだけコンパクトな病院にするというふうに答えておられま

したが、できるだけという言葉は、小樽市立病院内のみでのできるだけという意味なのか、市内の医療機

関の動態を含めて全体でのできるだけという意味なのか、お答えください。 

 さらに、先ほどの局長答弁の中で、民間でできることは民間でというお話がありました。民間でできる

ことは民間で、そして、できるだけコンパクトな、こういう発想が二つ重なれば、当然、市内の病院での

受入れがあるかということにつながるのではないですか。でなければ、この言葉は矛盾していますよ。民

間でできることは民間で、できるだけコンパクトを踏襲するのであれば、民間で空きベッドはあるのです

から、公的病院は。受入れ可能かどうか、そういう話は実際にされましたか。行動を起こされましたか。

それについてお伺いします。 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

○市長（山田勝麿） 先ほど、平成会は反対だというふうに言いましたけれども、お話を聞いているとそ

ういうふうに聞こえたものですから、そういうふうに言わせてもらいましたけれども、賛成であればぜひ

ひとつ協力してください。 

 それから、済生会との関係については副市長から答えます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 副市長。 

○副市長（山田 厚） 再編・ネットワーク化協議会については最初のはしりのときからずっとやってお

りまして、並木病院局長が昨年４月に来られて、最終取りまとめをやったという経緯は御承知のとおりだ

ろうと思います。 

 したがいまして、済生会の問題は後ほど述べますけれども、全体的に再編・ネットワーク化協議会その

ものの中でどういうスタンスでやってきたかということについては、市立病院調査特別委員会でも何回か

お話ししたような気がしますけれども、国が再編・ネットワーク化協議会を設置してやりなさいというこ

とは、基本的には、公立病院を、なるべく民間でやってもらえるものはやってほしいという軸があってそ

ういうものが提起されてきています。私は再編・ネットワーク化協議会の中で、再三再四、市立病院でや

っているもので皆さん方がやれるものについてはこの中でいろいろ議論をしてほしい、それから、いろい

ろな医師がいるわけで、言えない話もあるのでしょうから、それは後ほど個別にまた話合いをしましょう

という趣旨でずっと進めてきました。 

 しかしながら、１回目、２回目もそういう議論で終始をしまして、その後、小樽市の考え方を示してほ

しいということで、市立病院の将来の考え方のたたき台等を示しながら、それについていろいろ話合いを

し、最終的にはそれをベースにして、病院局長が来られた段階で、病床数を落とすですとかいろいろなこ

とをやって協議会のまとめをしたということです。 

 再編・ネットワーク化協議会をつくった趣旨は御存じのようですから、解散するということはいくらで

もできましたけれども、これから医療がいろいろ変化をするのであれば、せっかく皆さん集まったのだか
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ら、この場というのは、いろいろなことがあったらまた話合いをしましょうということで、協議会という

名前でそれが存続するかどうかということについては全然議論とはらち外で、基本的には協議会というの

は、最終報告を出した段階で終わりです。 

 今やろうとしているのは、私どもは協議会のメンバーに呼びかけて、救急体制として、将来の夜間急病

センターをどう持っていくかについては、２次救急がどういう扱いがあるのかということを一定程度市内

全体の中でフォローしないと、１次救急をやっても２次救急で受けないということになれば、今の夜間急

病センターというのは死んでしまうわけですから、そういう話合いをこれからやろうということで、先月

の末、医師会ともいろいろな話をして今この段取りをつけている最中です。そういう意味では、改めて再

編・ネットワーク化協議会を集めて、座長を決めてということではなくて、同じメンバーで地域の医療に

ついていろいろな話合いをしていこうではないかという趣旨で、今、引き続き、協議会のメンバーとはそ

ういう形で話合いをしていくという立場で協議をしていきたいというふうには思っていますので、その辺

で御理解をいただきたいと思います。 

 それから、済生会の問題は、公式な話は先回、１回ぐらいしましたけれども、実は、何年か前に、私も

同席しましたけれども、以前の院長が建替えをしたいということで適地をどこか世話してほしいという話

は来ました。けれども、適地の世話というのは、いろいろな意味では、私のところにゼネコンもいっぱい

来て、あそこがどうだ、ここがどうだというお話合いというのはいっぱい来ました。 

 しかしながら、具体的に済生会として基本的に病院の建替えをするには、当時の病院の経営状況ですと

か、済生会は、病院だけではなくて、西小樽病院を国立から引き受けて重度心身障害施設や塩谷ではまな

すという老人保健施設もやっているわけですから、そういったものを個別にずっと経営していくのか、集

団にしていくのか、いろいろな議論を内部でしていましたけれども、いわゆる本部とのいろいろなかかわ

りの中で、そういうものを前に一歩踏み出してやるという計画を立てるには極めて難しい環境にあったよ

うに聞いていました。 

 しかしながら、昨年の夏以降、いわゆる国が地域医療の関係で100億円のお金を用意するというあたり

から、そういうお金が回るのであれば自分たちも何とかやりたいということで、ある場所を特定して、計

画みたいなのはいろいろ、書き物としてお示しになった時期がありましたけれども、それ以降は具体的に

お聞きしておりません。 

 ただ、済生会内部のいろいろな御努力もあって、私が正式に聞いたのは12月末で、済生会の本部から一

定程度前向きに検討したらどうかということで、将来的には三つの施設を一体的にやったほうがいいので

はないかというベースで基本構想をつくったのだということで話をいただきました。 

 それで、１月下旬にそれが評議委員会というところでオーソライズをするので表に出ますから、あらか

じめ御了解くださいということで私のところに正式に来ましたので、市長にはそれを報告しました。市長

は、それは交渉の段階だから詳しいことを聞いてもいいよということで、具体的にはこれから済生会の進

める計画に当たって特別問題になるのは、私どもがお願いしている夜間急病センターですから、市として

は十分かかわっていきますからと、こういうお話合いをして現状にあると。 

 それからもう一つ、今朝の新聞は、唐突で私もびっくりしました。実は、先週の中ごろに済生会の幹部

の人と私は直接話をしました。そして、どこまで進んでいますかというお話をした段階では、基本計画を

これから策定するに当たって、理事会でプロジェクトチームをつくることは承認をされました、それ以外

はまだ進めていませんというお話を聞きましたので、私はその旨を市長に報告をしました。それがああい

う形でぽんと出ましたから、私としては、どういう話なのかということで、後ほどでも話合いに行こうと

は思っていますけれども、そういう意味では少なくとも私はずっと接触をしています。 
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              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 病院局長。 

○病院局長（並木昭義） 私は、ここ小樽市の病院事業管理者となりました一番の目的は、それぞれの病

院の赤字経営を改善するというよりも、やはり、小樽でいい医療をして、それが基で病院の経営が改善し

てくれるというのが私の目標でありまして、今回もそういうつもりですべて考えてやってきております。 

 コンパクトというのは、ただ小さいというだけの意味ではなくて、機能的というか、効率的という意味

もあるものですから、私が来たときには両病院を合わせて870床の許可病院床数を、いろいろ考えまして

も、やはり機能的ではなかったものですから、それをできるだけ機能的にしたほうがいい、コンパクトに

機能的にしたほうがいいという発想で445床まで持っていきました。それから、民間医療機関でできるの

は民間でと言うのは、それぞれ独立してやって、そして、お互いに連携をとりましょうという意味でござ

いまして、今現在、私どものところと一番紹介患者が多いのは小樽協会病院なのです。そこと連携をうま

くやっておりますし、それぞれやれるものはやって、そしてお互いに連携をとっていきましょうという意

味で私は言葉を使ったということでございます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 病院局経営管理部長。 

○経営管理部長（吉川勝久） 成田祐樹議員の再質問にお答えいたします。 

 まず、７対１看護の関係があったと思いますけれども、新病院の計画では10看護単位です。一般病棟と

しては７看護単位です。現在は８看護単位ですので、１病棟落ちる形になります。現在、７対１看護は維

持しておりますが、開院は５年先でございます。看護師は毎年やはり何人かずつ退職が出ますので、それ

を補充して頑張っていかなければなりませんけれども、そういった意味では、１病棟減るということの中

では何とか維持していきたいと思っております。 

 それから、公的病院のデータについて、平成20年度は出ていて21年度は出ていないということがありま

したけれども、20年度は最初の再編・ネットワーク化協議会を始めるに当たって、国民健康保険の患者動

態とか、そういういろいろな資料を皆さんにお見せしてスタートしました。その中で各公的病院からもデ

ータをいただいて出しております。それは、あくまでもその検討の資料のために出していただいたという

ことで、毎年度出していくということでは考えておりません。 

 それから、民間でできることの部分で、ちょっと補足になりますけれども、ほかのところの病床があい

ているのだから、そちらに入れればいいではないかというお話がありましたけれども、市立病院改革プラ

ンに係る再編・ネットワーク化について（中間報告）が出ており、ごらんになっていると思いますけれど

も、その中で、それぞれの公的病院の院長が集まってその考え方を文書にしております。規模（病床数）

としては、公的病院と市立病院で充足しているものの、いずれも必要な医師の確保に苦労しており、今後

の見通しもつけにくいのが実情である。したがって、それぞれの医師の負担も大きく、現状の体制でこれ

以上の患者を受け入れていく余地はない現状である。結局、病床があいていても、今の医師の体制の中で

は、例えば、ほかの病院から患者を移すと言われても受け入れる状況にないと。そういう中では連携に努

めて、医師の負担を減らして、市内の医師をこれ以上減らせないようにする対策が必要と。これが再編・

ネットワーク化協議会の各院長の意思ですので、病床があいているからそこを使えばいいという状況に、

今の小樽市はないというふうに考えております。 

              （「議長、６番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ６番、成田祐樹議員。 

○６番（成田祐樹議員） ２点ほど再々質問いたします。 
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 両方とも再編・ネットワーク化協議会なのですが、そもそも非公式なので、言っていることは正しいの

かどうか全くわからないのです。市内の医療関係者の方から聞いた話と、今答弁されたことが全然違うの

です。再編・ネットワーク化協議会は終わらない、まだ続くから、これで一度認めてほしいと、何かあっ

たらちゃんと応じると、改革プランの31ページ、その他のところに書いてありますよね。それを、もう終

わったというふうに、今、副市長は言い切りましたから。それが終わったかどうかということも、そうい

うようなやりとりをしたことも、これは非公開だからわからないのです。 

 まず、伺いたいのは、再編・ネットワーク化協議会の議事録を全部公開できますか。もう水かけ論にな

ってしまうので、どっちが正しいか、わからないのです。非公開だから、これ以上議論ができなくなって

しまい、話が続かないので、公開できるかどうか、まず１点、お伺いいたします。予算特別委員会までで

いいです。 

 次に、２点目なのですけれども、コンパクトで民間でできることは民間でというところで、受入れ可能

かというところを伺って、それも再編・ネットワーク化協議会でというふうに言っていましたけれども、

それも非公開だからわからないですよね。 

 市内のそれなりに中堅病院の二つにお伺いしまして、病院長にお話を伺ったら、要請があれば、一遍に

は無理だけれども、徐々に受け入れるのだったら可能だというふうに言っているのです。これでは、議論

が食い違いますが、正しいかどうか、確かめようがないのですよ、非公開だから。議事録を出していただ

けますか。そして、今回のこの発言に対してうそはないというふうにしっかり明言できるかどうか、そこ

をお答えください。 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 副市長。 

○副市長（山田 厚） 私の言った部分でお答えしますけれども、うそを言ったとかと言ったって、この

協議会の設置そのものが将来にずっと続くという前提でやっているわけではないわけでしょう。あくまで

も改革プランをつくるのに、財政計画を立て、そして、地域ネットワークというものを検討しなさいとい

うことで再編・ネットワーク化協議会という一つの仕組みをつくって協議をしてきて。 

              （発言する者あり） 

まず、やりました。そしてこういう方向でいくという冊子をつくって皆さんに報告すれば、一つは、協

議会の役目は終わりだということなのです。 

 ただ、その他にあえて書いたのは、こういうものが決まっても、いろいろな形で世の中が変わりますの

で、皆さん方と、そういったものについていろいろと御議論していこうと。だから、この中に救急の話も

書いていましたし、いろいろ入っています。だから、救急の部分でもいろいろと状況が変われば話合いを

しましょうというので、それは話合いをすると。こういうことで、再編・ネットワーク化協議会の皆さん

に声をかけて、皆さん、集まってくださいと。今度はだれが座長をやるのという話からで、名前は何とい

う名前にしたのか、メンバーは同じ方々ですけれども、再編・ネットワーク化協議会は一つの仕事を終え

ているわけだから、一度、成果品をおさめてしまえば、次のところで協議会がまた別な成果品を出してく

るというのはナンセンスな話なのです。今まで議論したメンバーと、これからいろいろな議論をする中で、

改めて別な人方を入れることもあるでしょうし、そういった意味でお答えしているということで、うそだ

とか言われても、そういう趣旨で整理をしたのだということで御理解いただければと思います。 

 あと、議事録を出せるか出せないかについては、部長からお答えします。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 
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○議長（見楚谷登志） 病院局経営管理部長。 

○経営管理部長（吉川勝久） 議事録の公開ということですけれども、答弁したとおり、参加された委員

の総意で今回はこういう形で公開はしないと。ただ、議論の概要はホームページに載せていきましょうと

いうことで、それぞれ委員の方に目を通していただいて、これで出しましょうということで出しておりま

すので、今回、それ以上の公開ということは考えてございません。 

○議長（見楚谷登志） 以上をもって、会派代表質問を終結し、本日はこれをもって散会いたします。 

散会 午後 ５時３０分 

 

 

 

 会議録署名議員 

 

 

    小樽市議会  議 長  見 楚 谷  登  志 

 

 

           議 員  鈴  木  喜  明 

 

 

           議 員  中  島  麗  子 
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開議 午後 １時００分 

○議長（見楚谷登志） これより、本日の会議を開きます。 

 本日の会議録署名議員に、斎藤博行議員、成田晃司議員を御指名いたします。 

 日程第１「議案第１号ないし第13号及び報告第１号」を一括議題といたします。 

 これより、一般質問を行います。 

 通告がありますので、順次、発言を許します。 

              （「議長、４番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ４番、吹田友三郎議員。 

              （４番 吹田友三郎議員登壇）（拍手） 

○４番（吹田友三郎議員） 一般質問をさせていただきます。 

 初めに、日本の人口構造の変化を考えますと、1945年、昭和20年に7,200万人の人口数から、戦後の平

和社会と経済活動の拡大等により人口数の増加が始まり、1967年、昭和42年に１億24万人と、初めて総人

口が１億人台へ進み、2004年、平成16年に１億2,779万人となり、戦後の人口統計上におきまして人口の

ピークとなりました。しかし、翌2005年、平成17年に１億2,777万人となり、日本は人口減少へとシフト

を変え、スタートしました。 

 今後の推計では、2046年、平成58年には9,938万人と１億人を下回り、2055年、平成67年には8,993万人

となり、65歳以上の人口を示す高齢化率では、私が社会人となりました、今から40年前の1970年では、高

齢者が800万人程度、およそ7.5パーセントであったものが、40年後の現在では、高齢者が2,900万人、率

にして23パーセントとなり、今後40年がたちますと、高齢者が3,700万人、率にして40パーセントに迫り

ます。数字上では、現役世代1.25人で高齢者１人を支えることとなりますことは現在の動きでは確定的な

数字となると考えております。現役世代５人で４人の高齢者の医療、年金、介護の負担をしながら、国民

全体の生活に必要な１次、２次、３次産業にかかわらなければならないこととなります。現在の年金制度

の骨格は、ＧＤＰの一定の成長力を維持し、出生数の確保も視野に入れたものであり、今後の予測では、

40年後の現役世代の人口は、現在の8,130万人程度から4,800万人となり、3,300万人の減少となる中、高

齢者は、現在2,930万人程度から40年後には3,730万人と800万人ほど増加することとなります。 

 これらの数字は多くの国民が共有していると思われますが、国の行う政策の中でこれらの対策を考えて

いるようにはとても思えません。ある専門家の見方では、日本のこの状況が進む場合は、現役世代の方々

がその負担に耐えられず、グローバル化の中であり、海外移住などが起こることも十分考えられると言っ

ており、このままでは戦後生まれの者たちが頂点となる人口構成の時点において社会全体が破綻すること

となります。 

 私は、返済不能のような国債の発行等により、公共事業と銘打った重要度があまりないと考えられる事

業を含め、多くの財源を消費していることは決して許されません。今、学業を修業し、社会に出てさまざ

まな職業を得て社会に貢献しようとする若者たちに、その機会すら与えられない戦後最悪の社会環境の脱

却に最大限の取組が必要であります。 

 現在の少子化の中では、就職先の確保による地域間の人口の争奪戦があると言われておりますが、乳幼

児の確保においても、地域間の格差により争奪戦が進んでくるものと考えております。これらの状況を踏

まえて、何点かの具体的な質問をさせていただきます。 

 初めに、児童福祉施設（保育所）にかかわり、地方分権改革会議は、第３次勧告（平成21年10月７日）

において、保育所の基準について、廃止または条例委任の動きから、平成21年12月15日の閣議決定による

地方分権改革推進計画に児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の制定主体を都道府県、指定都市等に
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委任し、国の法律から地方自治の条例にシフトすることとし、保育所の児童処遇の大切な給食についても、

外部搬入方式を地域を限定することなく全国においてなど、乳幼児を取り巻く環境の充実とは逆方向へ進

んでいることが危惧されます。また、少子化対策特別部会の議論を整理すると、少子化対策としてすべて

の子供の健やかな育ちを基本に置きつつ、保育、放課後児童クラブ、地域の子育て支援をはじめとするサ

ービスの基本的拡充、そして、持続可能な我が国の社会を構築するための未来への投資を社会全体で費用

を負担する仕組み、財源確保が必要であるとともに、ニーズに応じて質を確保されたサービスが増えてい

くような子育て支援のための包括的・一元的な制度づくりが必要と示されています。 

 現在進行形の「子ども・子育て新システムの基本的方向」の内容について、何点か問題点を申します。 

 まず、①利用者本位のサービスの包括的・一元的提供では、利用者は保護者と子供の両方であることを

前提に、特にみずから要望・意見等を述べることができない子供みずからが権利を有する主体であること

の認識の下、国は子供の育ちに対する理念を明確にした制度設計をする必要があります。 

 ②すべての子供に対して、質の高い幼児教育・保育を保障するためには、保育の質の確保・向上を担保

する仕組みが必要不可欠です。 

 ③子ども・子育て基金（仮称）の創設による負担金・補助金の包括的な交付だけでは現在の待機児童問

題は解消されません。新システムの具体化に向けては、国としてそれに基づく基盤整備と、供給に必要と

される財源の確保を図るべきです。 

 ④内閣府と経済産業省により、児童福祉施設の運営主体である社会福祉法人から株式会社、生活協同組

合、ＮＰＯ法人を含めた競争原理導入による効率性の追求を考えておりますが、利用者の信頼感を確保す

ることが難しいと考えられ、安心という支援の方向性が出ないものと考えられます。 

さまざまな問題を抱えております改革と思います。今後、システムを段階的に進めると考えられますが、

市長は、この問題について国にどのような要望をすることを考えておりますか、お伺いいたします。 

 次に、生活保護に関する問題であります。 

 市民の中には病気で収入の確保が難しくなったり、離婚等により母子世帯となって生活が立ち行かなく

なって公的な扶助を受ける方たちがおられます。自立に向けての生活基盤の確保は大変重要なものと考え

ており、支給に当たっては、真に必要とする方をサポートすることを担当である所管の皆様においてしっ

かりと行い、一般市民から疑義の指摘等を受けないようにすることも必要であります。 

 扶助費には、生活扶助費が年間で30億円程度かかっておりますが、それよりも多くの支出が医療扶助費

であり、年間40数億円の支出となっております。先般、ＮＨＫのニュース番組の特集で指摘されておりま

したが、保護受給者は医療機関での受診時に自己負担の必要がないことにより、悪意を持った医療機関が

必要以上の医療行為を行ったり、薬剤を含め、さまざまな不正請求が行われていることが指摘されており

ました。私も、過去に、再三にわたり、医療請求の正確性を確認することが必要と言ってまいりましたが、

このたびの全国放送による指摘は、指摘した一事象だけではないことが考えられ、報道したものと考えて

おります。 

 本市では、医療請求の概括的なチェックのみを少人数の医療専門職でない者に行わせていると考えてお

りますが、私は、レセプトの中身についても専門的なチェックをすることにより扶助費の削減を行うこと

が必要と考えます。このたびの指摘を踏まえ、市長は、この問題に取り組まれる考えはありますか、お伺

いします。 

 また、取り組むといたしましたら、どのような方法を取り入れますか、お伺いします。 

 また、監査委員は、適切な支出をしたかを監査する立場にあると思いますが、このような問題が提起さ

れておりますときはどのような対策をとるのでしょうか、お伺いいたします。 
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 地方自治法における監査委員の職務については規定がありますが、法律は、最低の職務を定めているこ

とが基本であり、特に、税金の不正な支出を見逃すことは絶対に避けなければならないものと考えており、

この点を踏まえ、どのように取り組まれるか、その内容をお伺いいたします。 

 次に、総務省は、地域ＩＣＴ利活用広域連携事業化について取組を始めております。ＩＣＴ（情報通信

技術）は、医師不足や少子高齢化への対応をはじめ、地域の安全・安心の確保、地域の公共サービスの維

持・向上を即効的に実現するものとして多大なメリットを有しているが、市町村ごとに個別導入するケー

スが散見されています。ＩＣＴの有するメリットは全国あまねく広域に及ぶものであり、関連システムの

開発、設計、サーバ等が一つに機能集約・統合により導入経費の削減が期待できる、また、限られたＩＣ

Ｔ人材の地域間での交流・補完、他地域のＩＣＴスキル・ノウハウの移転など有効な活用が期待できるも

のと考えております。 

 このような観点から、周産期医療の救急体制について、札幌市では、一昨年10月より、産婦人科救急医

療対策協議会の設置により、救急医療におけるテレホントリアージシステムの導入を始めました。トリア

ージは、災害医療等において大事故、大規模災害など多数の傷病者が発生した際においての順序を決める

ため、標準化が図られて分類されているトリアージは、最大効率を得るために、一般的に直接治療に関与

しない専任の医療従事者が行うこととされており、可能な限り、何回も繰り返し行うことが望ましいとさ

れております。札幌市では、このシステムを利用し、産婦人科救急電話相談の対応を行い、年間3,000件

ほどの利用があり、近隣市からの問い合わせもあるとのこと、本市からも２年間で約30件ほどあったよう

です。 

 私は、安心して子供を産み育てる最初のステップである周産期医療の充実、特に救急対応のテレホント

リアージシステムは大変有効なものと考えております。このシステムには、民間の活用も可能であるよう

で、また、緊急度の判断により、救急対応でなくてもよい患者は翌日に一般病院での受診が可能となり、

より緊急度の高い患者を優先対応することが可能となると考え、本市においても検討の価値があると思わ

れますが、市長の御見解をお伺いいたします。 

 次に、私は、過去に何度も市長にお尋ねしておりますが、地方議会のあり方についてであります。 

 今、名古屋市では、市長サイドと議会が議会改革で火花を散らしております。河村市長は、市民の目線

で議会を進めることとし、議員報酬年間1,600万円、政務調査費600万円、その他の諸経費がかかっている

ことを示し、議員報酬の半減、そして議員定数の削減等の議案を市長部局から提案し、進めるとして、現

在、議会側と論戦をしているようでございます。 

 北欧のスウェーデンでは、市町村議会議員は非常勤で本市と同じでありますが、議会に出席したときだ

け報酬を払うシステムをとっており、年間50万円程度の報酬をもらっているようです。また、スウェーデ

ンでは、国民の基本的な考えで、議員をする者は職業を持って社会とつながり、そして、国に税金を納め

ることで国を支え、議員活動をするものと理解されているとのこと、私も、市町村議会議員は無報酬で行

う方向に進めることが必要と考えております。 

 また、現在のように、多額の財源を必要とする議会運営をするのであれば、議員定数の削減、私は、24

名ないし21名程度とし、常任委員会を３委員会に統廃合して行うことが必要と考えます。与えられた条件

の中で、そのものをこなせる人材を市民が選ぶことが求められます。小樽の人口は、日本の総体的人口の

推移よりも速いスピードで減少し、高齢化が進むものと考えられますので、人間社会の根幹をなす地域社

会のその対策に限られた財源を投入し、措置することが問われているものと考えられており、市長は、今

後の本市の将来像を描くときに、この問題は避けて通れないものと思います。 

 このような条例案の提出が検討できるか、今後の展望を含め、お伺いいたします。 
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 再質問を留保し、質問を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

              （山田勝麿市長登壇） 

○市長（山田勝麿） 吹田議員の御質問にお答えいたします。 

 最初に、保育制度についてでありますが、国が検討する新たな次世代育成支援のためのシステムは、平

成25年度の施行を目指しておりまして、今後、制度の詳細について議論、検討がなされていくものと思い

ますが、社会全体で子育てを支えることにより、子供や保護者が安心して必要なサービスを利用でき、安

定した事業運営ができる仕組みづくりが必要であると考えております。 

 また、市町村が事務を進める上で、社会保障制度改革の全般に共通する幾つかの課題があると認識して

おり、一つ目は、市町村のシステム開発費及び人件費などを国で保障すること、二つ目は、新制度への移

行時には法令の公布や関係通達をできるだけ早期に行い、市町村のシステム開発に係る十分な準備期間を

設けること、三つ目として新制度発足後の事務費について、市町村の負担をなくすることであり、これら

の点につきましては、国に強く要望してまいりたいと考えております。 

 次に、生活保護の医療扶助におけるレセプトのチェックについてでありますけれども、まず、当市にお

いては、レセプトの内容の点検については、平成13年度より、専門の業者に全件委託をしており、嘱託員

による資格点検も含め、平成21年度で5,800万円ほどの効果を上げております。また、国においても、生

活保護の不正受給は大きな問題としており、医療扶助に対する緊急のサンプル調査を実施しているところ

であるため、その調査結果により何らかの対応がされるものと考えております。 

 いずれにいたしましても、レセプトの点検については、適正な医療扶助の実施のためには重要なことと

考えておりますので、引き続き、市の嘱託医や委託業者などと連携し、医療扶助の適正化に取り組んでま

いりたいと考えております。 

 次に、産婦人科救急におけるテレホントリアージについてでありますが、産科を取り巻く厳しい医療環

境の中、救急においては医療が適正に行われるために、事前の電話相談が有効な方法であるとされており

ます。市内にある産婦人科の医療機関では、従来より、通院中の患者からは夜間も電話での対応を受け付

けており、テレホントリアージは実施されてきているものと考えておりますので、当面、特別の体制につ

いては考えておりません。 

 最後に、議員の定数、報酬、議会の見直しについての御提言がありましたが、私は、このような問題に

つきましては、議会において十分議論されるべき問題であり、市長部局からの提案については考えており

ません。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 監査委員。 

○監査委員（前田清貴） 吹田議員の御質問にお答えします。 

 医療扶助に係る不正請求の問題について、監査委員としてどのように取り組んでいくのかということで

ありますが、このような報道がなされた場合であっても、特に、市長から監査の要請がある場合などを除

き、直ちに監査を実施しなければならないとは考えておりませんが、通常の定期監査の際には、そのよう

な社会情勢なども考慮し、書類審査にあわせて、レセプト点検がどのような方法で行われているかについ

て事情聴取などをしなければならないと考えております。 

 しかしながら、医療扶助費の支出についての監査を行うに当たりましては、レセプトの内容が適正なも

－86－



平成２２年第２回定例会 本会議録 

のかどうかを判断するための医療事務に関する専門的な知識が必要であることから、現状の監査体制では

限界があるものと考えております。 

              （「議長、４番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ４番、吹田友三郎議員。 

○４番（吹田友三郎議員） 質問につきましては、これから行われます予算特別委員会等でまた続いてや

りたいと思いますので、これで終わりたいと思います。 

○議長（見楚谷登志） 吹田議員の一般質問を終結いたします。 

 前田議員は、議席にお戻りください。 

 監査委員事務局長は退席していただいて結構です。 

（前田議員着席） 

              （監査委員事務局長 退席） 

○議長（見楚谷登志） それでは、一般質問を続行いたします。 

              （「議長、23番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 23番、横田久俊議員。 

              （２３番 横田久俊議員登壇）（拍手） 

○２３番（横田久俊議員） 一般質問を行います。 

 初めに、介護基盤の整備についてお尋ねをいたします。 

 いきなり私ごとで恐縮ですが、同居している私の母が、昨年、認知症と診断されました。最初は、自分

の部屋で大声でだれかと口げんかをしているような状態から始まりました。だれかが命令する声が聞こえ

る、あるいは、複数の人が会話をしていて、しばしば自分のうわさや悪口を言っているのが聞こえるとい

うものでした。幻聴という症状であります。そのうちに被害妄想等がひどくなりまして治療を続けており

ましたが、今度は、薬の副作用で筋肉が弛緩し、歩行も困難になってきました。今まで母は元気でしたの

で、介護という実感はあまり持っておりませんでしたが、突如、介護現場の真っただ中に身を置くことと

なってしまいました。 

 家での生活は難しくなってまいりましたので、医師にも勧められ、グループホーム探しが始まりました。

近隣の施設はあきがなく、市内数か所のホームを訪ねましたが、母の症状などを見ると、ホームから断ら

れる状況が続きました。ようやく見つけた施設に入居し、現在１年ほどたとうとしておりますが、症状は

小康状態を保つといいましょうか、あまり回復はしておりません。私や家族の名前もわからないようであ

ります。母に会いに行くと、他の入居者の皆さんとお会いしますが、多くの方々が母と同様の症状のよう

に見受けられます。施設の職員の献身的な勤務には頭が下がるところであります。 

 本市の認知症高齢者の数は3,738人、高齢者人口が４万1,164人でありますので、その9.1パーセント、

高齢者人口のおよそ１割が認知症であるという数字が出ております。一方、市内でこうした認知症高齢者

が入所できる施設とその定員は、特別養護老人ホームが５施設で431人、認知症対応型共同生活介護施設、

いわゆるグループホームが39事業所で734人、合わせますと1,165人と聞いております。認知症高齢者全体

のわずか31パーセント、３割の定員であります。全員が施設入所を希望していると仮定した場合には、

2,500人以上もの方が入所できないというのが現状であります。 

 こうした現状を踏まえまして、本市のグループホームについてお尋ねをいたします。 

 まだ記憶に新しい３月13日、札幌市のグループホームみらいとんでんで火災が発生し、入居者の男女７

人が死亡するという悲劇が起こりました。同施設は、民家改築型でスプリンクラーの設置もなく、夜勤者

１人しかスタッフがいなかったことが問題として取り上げられております。スタッフの増員は簡単にはい
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かないでしょうから、せめてスプリンクラーが設置されていれば、初期段階での消火が可能だったかもし

ません。 

 そこで、お伺いいたします。 

 設置義務のある275平方メートル以上の施設は、北海道等で対策が進んでいると聞きますが、問題はス

プリンクラー設置義務のない275平方メートル未満の施設対策です。市内には４施設あると伺っておりま

す。札幌市は、みらいとんでんの火災発生後、３日後に、厚生労働省に対して、この275平方メートル未

満の施設も補助対象とするよう要望書を出したと聞いております。これら補助対象外の４施設に対して本

市はどのように対処するのか、お聞かせください。 

 次に、夜勤者、宿直者と言いましょうか、これについてお伺いいたします。 

 介護保険法の基準では、１ユニット、これは９人になりますが、１ユニットに原則１人の夜勤者を置か

なければならない。ただし、２ユニットまでは１人でも可とされております。また、先般、岩見沢市のグ

ループホームで火災がありましたが、ここは夜勤者の配置が義務づけられていないショートステイを同じ

建物内で運用しています。１ユニット９人プラス８人のショートステイ者がおりまして、17人を１人の夜

勤者で対応していたそうであります。２ユニットの入居者を夜勤者１人で対応している実態は本市にどの

ぐらいあるのでしょうか。現状をお知らせください。 

 また、無届けのショートステイ、あるいは、高齢者向けに民間が運営するアパートや下宿などで、国や

自治体の許可や届出が必要のない賃貸住宅などの実態把握はできているのでしょうか、お伺いいたしま

す。 

 スプリンクラーや夜勤者の数も大事ですが、根本的な問題は、介護現場の環境整備であります。介護従

事者の勤務が過酷な割には、賃金や労働条件が整っていない、複数の夜勤者を雇いたくても、現在の介護

報酬の範囲内では極めて難しいという現場の声が聞こえてきます。こうした問題が解決されない限り、み

らいとんでんの悲劇は繰り返されることとなります。これらに対し、市長はどのように考えておられるの

か、お示しください。 

 次に、第４期小樽市介護保険事業計画に基づく地域密着型サービス拠点整備についてお尋ねをいたしま

す。 

 この４月に、北海道の介護基盤緊急整備等特別対策事業交付金、第１次が内示されました。これでは、

本市の認知症グループホームが、中部地区に２件、北西部地区に１件、東南部地区に１件の計４施設が整

備されることとなっております。さらに、平成23年度にも５施設の整備が予定されております。これは、

大変、利用者にとってはうれしいことですが、市の第４期介護保険事業計画では、22、23年度の計画は介

護療養病床の取扱いにより、廃止、縮小となる場合があると記されております。国の動向を含め、これに

ついて御説明をお願いいたします。 

 道内各地では、第５期介護保険事業計画を前倒ししてでも整備する自治体も多く見られます。その中で、

中止、縮小の可能性を表明するのは違和感を禁じ得ません。介護事業への参入を考慮している事業者も、

市の計画が不透明では、ハード面の投資や雇用、資金計画などちゅうちょする場面もあることと思います。

本計画に対する市長の思いについて、御見解をお聞かせください。 

 次に、教育問題についてお尋ねをいたします。 

 先月18日、民主党の小林千代美衆議院議員陣営が、北海道教職員組合（北教組）から違法献金を受けた

とされる事件で、政治資金規正法の企業・団体献金の禁止、違反の罪に問われた自治労北海道財政局長木

村美智留被告の初公判が札幌地裁で開かれました。木村被告は、起訴内容の1,600万円の受領を認めまし

た。 
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翌19日には、北教組委員長代理の長田秀樹被告と、団体としての北教組の初公判が札幌地裁で開かれ、

長田被告は、1,600万円を小林陣営に渡したことは間違いありませんと起訴事実を認めました。金を受け

たほうと出したほうのいずれもが罪を認めたわけであります。長田被告が逮捕された当初、北教組は、「法

に違反する事実は一切なく、逮捕は不当な組織弾圧と言わざるを得ない。組織一丸となって戦っていく」

と徹底抗戦の声明を出しました。しかし、初公判で一転して小林陣営への1,600万円の違法献金を認めた

ばかりか、声明は誤りだったと180度の転換を見せたのであります。 

 判決は、木村被告に対するものが本日、それから、長田被告に対するものが今月14日に予定されており

ます。小林衆議院議員は、「私は何も知らなかった。報告も受けていない。」とコメントしておりますが、

仮にこのコメントどおりだとすると、まさに北教組、自治労が候補者をも蚊帳の外に置いた労組丸抱えの

選挙を行っている事実を鮮明にしているのではないでしょうか。 

 もう一つの公選法違反事件につきましても、今月１日に、労働組合活動の中で裏金として蓄えられた資

金の力を利用して、選挙運動者への金銭供与約束を大規模に行ったなどの認定に誤りはないとして、控訴

が棄却され、懲役２年の一審判決が支持されました。こちらも労働組合の関与を明確に示したものであり

ます。今後の判決をしっかりと注視しなければなりません。 

 さて、北海道教育委員会は、こうした北教組の政治資金規正法違反事件を受けて、教職員の政治活動や

服務規律の実態について調査する旨を表明し、５月中旬までにその結果を報告するよう求めております。 

 そこで、お伺いいたしますが、小樽市における本調査の取組状況と教職員の対応についてお知らせくだ

さい。 

 次に、調査項目は多岐にわたっております。具体の項目については後の委員会等でお尋ねいたしますが、

一般質問のこの場では以下の項目についてお答え下さい。 

 まず、組合活動についてでありますが、勤務時間中に学校備品であるファクス、コピー機、電話、印刷

機、パソコン等々を組合活動のために使用したという事実はあったのか。また、勤務時間中に必要な手続

をとらずに校内外の職員団体主催の諸会議に出席した教職員はいたのか。 

 次は、政治活動について、教職員の政治的行為については法律等により制限されております。戸別訪問、

チラシ配り、電話かけ、カンパ活動などの行為を行った職員はいたのか。 

 次に、学校運営について、校務分掌の決定において、校長が職員団体の意見などを聞いて決定している

と回答した学校はあったのか。また、職員会議が、校長の補助機関としてではなく、意思決定機関と位置

づけた学校はあったのか。 

 教育課程について、教育課程の実施状況調査に関し、学習指導要領に基づかない指導があったと回答し

た学校はあったのか。卒業式、入学式での国旗掲揚・国歌斉唱については、別項目でお聞きします。 

 職員団体との関係について、校長着任時に、分会との交渉が行われ、職場のすべての教職員の意見を尊

重し、民主的な学校運営に努力するかなど、数項目の確認を求められた学校はあったのか。管理職選考に

かかわり、職員団体から関与を受けたと回答した学校はあったのか。 

 以上の項目について、道教委にどのように報告したのか、お答えを下さい。 

 次に、卒業式、入学式の状況についてお尋ねをいたします。 

 国会で、北教組教職員による政治活動の実態について質問がなされました。その際に明らかにされ、そ

の後、インターネットでも取り上げられましたので御存じの方も多いかと思いますが、北教組日高支部は、

「2009年度卒業式・2010年度入学式における『日の丸・君が代強制』に反対する当面のとりくみについて」

と題した12ページにわたる指令書を発出しました。 

 これには、校長への抵抗の方法、あるいは強制された場合の超過勤務拒否といった裏マニュアル的な事
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項が列挙されております。一例を挙げれば、日の丸についてはポール掲揚にとどめさせ、式場導入を阻止

する。式場導入が避けられない場合は、正面張りつけは阻止し、三脚で目立たないようにさせる。君が代

導入が避けられない場合は、メロディーのみとさせ、着席状態をつくる。式次第、学務報告に国歌斉唱を

入れさせない。また、対抗戦術としましては、本務以外の業務拒否、ただし、ＰＴＡに関することは、保

護者を敵に回さないように配慮するとなっております。それから、超勤の拒否、校長に対する抗議の意思

表明を朝の打ち合わせなどで一定期間抗議する。研究指定校の返上、研究指定の形骸化などであります。

数年前の資料ではありません。今年の卒業式、入学式への対応を指示しているのです。いまだにこうした

闘争が現に行われているのであります。他の支部のことと笑って済ませてしまうわけにはいきません。 

 そこで、お伺いいたします。 

 本市において、国旗については数年前から全校で掲揚されているとのことでありますが、今年の卒業式、

入学式においてその状況はいかがだったのでしょうか、お答え願います。式場内のどこに掲揚されたのか。

ステージ正面に張りつけした学校はあったのでしょうか。また、式場外の国旗掲揚塔への掲揚状況はいか

がだったのでしょうか。 

 式を、ステージを使用しないで、フロア対面方式で実施した学校は何校でしたか。 

 国歌斉唱の状況についてお尋ねをいたします。 

 こちらも、数年前から全校で実施されているようでありますが、今年についてはいかがだったでしょう

か。国歌斉唱時に起立しなかった教職員がいた学校名をお知らせください。その校数は昨年と比べて増え

たのでしょうか、減ったのでしょうか。私が見た小学校では、ほとんど全員の児童が大きな声で歌唱して

いましたが、児童の歌唱の状況はいかがでしたか。児童が着席してしまった学校はありましたか。 

 以上、卒業式、入学式別にお知らせください。 

 さきに例示した闘争マニュアルに以下の記述があります。 

 「日の丸は、今日においても、日本経済の海外進出の拡大、政治大国、軍事大国のシンボルとなってい

る」。民主党が政権をとった後もこういう認識なのであります。日本が、政治、経済、軍事大国で、その

シンボルが日の丸であるという主張ですが、果たしてこれにうなずく国民がどれほどいるか、自問するこ

とが北教組にとって大事なことなのではないでしょうか。 

 最後に、今回の北教組事件を受けて、教育公務員のあり方について、教育長の御見解をお聞かせくださ

い。また、服務規律が明らかに損ねられている実態が判明した場合、その対処方法と規律確保の方策につ

いてお答えを下さい。 

 再質問を留保して、質問を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

              （山田勝麿市長登壇） 

○市長（山田勝麿） 横田議員の御質問にお答えいたします。 

初めに、介護基盤整備について、何点か御質問がございました。 

まず、スプリンクラー設置補助の対象外となっている４施設への対処についてですけれども、本市にお

いても、認知症高齢者の方が入居するグループホームは、面積要件に関係なく、安全が確保されなければ

ならないと考え、札幌の火災の４日後の３月17日に、国への要望案件として北海道市長会へ提案したとこ

ろであります。 

なお、厚生労働省では、床面積275平方メートル未満という面積要件をなくし、補助対象とする方向で
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夏までに検討したいとしているため、その動向を注視しながら、当面、定期的な避難訓練の実施など必要

な指導等を行ってまいりたいと考えております。 

次に、夜勤の実態でありますけれども、市内では、２ユニットのグループホーム25か所中２か所が夜勤

者１名で対応しています。また、無届けのショートステイにつきましては、岩見沢市のグループホームの

ぼやの報道を受け、市内の居宅介護支援事業所及び地域包括支援センターに情報提供を依頼したところ、

該当するものはないという結果でありました。高齢者向け賃貸住宅は、国や自治体への届出義務がないこ

とから把握は困難でありますが、市の指定に係る介護保険施設に併設している高齢者向け住宅は市内に５

か所あり、介護保険の実地指導に関連して確認したところ、いずれも夜勤者は置いていないと聞いており

ます。 

また、昨年３月の群馬県の高齢者施設の火災を受け、厚生労働省が全国一斉に実施した知事への届出や

スプリンクラー設置義務のある有料老人ホームに該当するかどうかの調査では、対象となった市内の高齢

者向け住宅８か所については、いずれも有料老人ホームに該当する施設ではなかったと聞いております。 

次に、火災による悲劇を繰り返さないための方策でありますけれども、まず、火災を発生させないこと

が一番大事なことだと思っております。そのためには、各事業所における日ごろの心がけや注意喚起が不

可欠でありますし、また、火災のおそれの少ない安全な暖房設備の設置も肝要であろうと思います。また、

万が一、火災が発生した場合には、被害を最小限にとどめるため、スプリンクラーの設置が一番効果的だ

と思いますし、さらには、自動火災報知設備、火災通報装置などの消防用設備、避難口や防火扉設置など

の施設改修も必要であると思います。また、夜間における人員体制の強化や地域住民などとの避難協力体

制の整備も重要なことと考えております。これらのことが速やかに改善されていくことが悲劇を繰り返さ

ないために必要なことであろうと思っております。 

なお、これらに対する財源措置につきましては、本年４月23日に、北海道知事から厚生労働大臣あてに

緊急要望書が提出されておりますが、当市としましても、引き続き、全国市長会を通じ、速やかな改善策

の実現について要望してまいりたいと考えております。 

次に、第４期介護保険事業計画のうち、平成22、23年度の整備計画についてでありますが、同計画は、

前政権が進めていた介護療養病床の廃止を前提に計画を定め、同病床の受け入れ先等も勘案した上で、グ

ループホームをはじめとする地域密着型サービスの整備を進める計画でありました。 

しかしながら、昨年８月の政権交代により、介護療養病床の廃止を一時凍結し、同病床の実態調査を本

年５月に実施、夏ごろまでに最終判断を下す方針に変更されたところであります。現在、本市には、介護

療養病床が８施設、526床あり、全体の保険給付費の約20パーセントを占め、その動向により、保険料や

市の財政負担に与える影響が大きいことから、平成22、23年度の地域密着型サービスの整備につきまして

は、国の方針を待って判断することにしております。 

次に、第４期介護保険事業計画に対する見解でありますけれども、同計画の主な整備計画は、平成22年

度にグループホーム４か所、地域密着型特別養護老人ホーム１か所、平成23年度はそれぞれ５か所と１か

所の整備を予定しておりました。 

しかしながら、本市の高齢化率を考えると、地域密着型サービスの整備は必要との認識はしております

が、グループホームの整備率が道内10万都市の中で最も進んでいることもあり、ただいま申し上げたとお

り、保険給付費への影響を考慮せずに整備を進めることはできませんので、国の療養病床の方針が決まっ

てから判断することにしております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 教育長。 
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○教育長（菊 譲） 横田議員の御質問にお答えいたします。 

教職員の服務規律等の実態に関する調査についてでありますが、平成22年３月30日付けで、北海道教育

委員会から通知がありました。この調査の目的は、子供たちや現場の教職員、保護者や地域の方々の不安

や不信を取り除き、学校教育に対する道民の信頼を確保するため行うものであります。小樽市教育委員会

では、４月14日に、臨時の校長会議を開き、調査の趣旨などを説明し、５月６日に集約日として実施しま

した。この調査は、校長が教職員に対して聞き取りをするものと、市教委が校長に聞き取りをするものな

どがありますが、教職員に対して聞き取る調査の状況については、すべての教職員が校長の聞き取りには

応じましたが、個々の質問には回答しない教職員が半数以上おりました。 

次に、各調査項目の調査結果の公表についてでありますが、現在、道教委は、全道的な集計に時間がか

かっており、文部科学省への報告もされていないことから、市町村の公表については差し控えていただき

たいとの見解を示しておりますので、現状では具体的数字についてお答えできません。 

なお、市町村教育委員会段階での集計結果の公表については、道教委の対応を見ながら判断してまいり

たいと考えております。 

次に、平成21年度の卒業式と、22年度の入学式における国旗掲揚の状況と掲揚の場所についてでありま

すが、国旗については、卒業式、入学式いずれもすべての学校において掲揚されております。掲揚の場所

については、卒業式では、ステージ正面が１校、ステージの上が21校、フロアが19校となっており、25校

が掲揚塔に掲揚しております。入学式では、ステージ正面が１校、ステージの上が12校、フロアが28校と

なっており、掲揚塔には29校が掲揚しております。 

次に、フロア形式で式を実施している学校については、卒業式では21校、入学式は33校となっておりま

す。 

次に、国歌斉唱の実施状況と国歌斉唱時に起立しなかった教職員のいる学校についてでありますが、こ

のたびの卒業式、入学式における国歌斉唱については、いずれもすべての学校で斉唱されております。国

歌斉唱時に教職員の一部もしくは全員が起立しなかった学校は、卒業式においては塩谷小、祝津小、幸小、

長橋小、北手宮小、色内小、最上小、奥沢小、若竹小、朝里小、長橋中、向陽中、朝里中の13校、入学式

では塩谷小、祝津小、幸小、長橋小、北手宮小、最上小、奥沢小、若竹小、長橋中の９校であります。い

ずれも昨年度に比べて減少しております。 

次に、児童・生徒の歌唱の状況と着席した学校についてでありますが、卒業式、入学式のいずれも児童・

生徒が大きな声で歌っている学校もありますが、声が十分に出ていない学校も多く見受けられました。ま

た、国歌斉唱時に児童・生徒の着席が見られた学校は、卒業式で５校、入学式で６校となっております。 

国旗、国歌の取扱いは、学習指導要領に定められているものであり、今後、教育課程の適正な実施を図

る観点からも、年間を通じて指導の充実に努めてまいります。 

最後に、教育公務員のあり方についてでありますが、公務員は全体の奉仕者であって、その政治的中立

性を確保するとともに、行政の公正な運営の確保を図る必要があることは言うまでもありません。特に、

教育公務員については、教育の政治的中立性の原則に基づき、特定の政党の支持または反対のために政治

的活動をすることは禁止され、さらに、選挙運動等の政治的行為の制限等についても、公職選挙法及び教

育公務員特例法に特別な定めがあります。そのようなことから、服務監督権者としての市教委といたしま

しても、教職員一人一人が法令を遵守し、服務規律の確保が図られるよう指導してまいります。また、服

務が損なわれる事態があった場合には、道教委へ報告し、適切に対応しているところであります。 

服務規律の確保につきましては、これまでも校長会議や機会あるたびに周知するなどしながら取り組ん

でおりますが、今後もなお一層徹底してまいりたいと考えております。 
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              （「議長、23番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 23番、横田久俊議員。 

○２３番（横田久俊議員） グループホームの件は予算特別委員会等でまた改めてお聞きします。教職員

の服務規律等実態に関する調査については、簡単に言うと北海道教育委員会が、公表するなということな

のでしょうけれども、わからないわけでもないのですけれども、しかし、私は、ここで小樽市はこうだっ

たという状況を御答弁されても、道教委の結果の分析とか集約等にそんな大きな影響が出るとは思ってい

ませんし、出るとすれば、どういうふうに出るのかと、かえってそちらの方がわからなくなります。 

この調査は、御案内のように、民主党から出ている川端文部科学大臣が、今回の事件等々を受けまして、

政治的中立性は厳しく守らなければならないとおっしゃって道教委に実態調査を指示した、こういうこと

なのですね。私は、おそらく市民も、小樽で、本当に教育公務員が政治的中立性を侵すようなことがあっ

たのかどうか知りたい。ただ単純にそれだけなのです。具体の数字等々は今後聞くとしても、そういった

不適切なことが、あったのか、なかったのかだけでもお答えを願えればと思います。 

それから、道教委の対応を見ながらという御答弁ですけれども、逆に、もう少し、道教委に対して、こ

ういう質問通告があったのでぜひ小樽の部分は答えたいといった要望などもしていただきたいと思いま

す。道教委に公表すると言えば、多分、だめという話になるので、このような御答弁になったと思うので

すけれども、その辺も道教委にちょっと強くプッシュしていただければと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 教育長。 

○教育長（菊 譲） 横田議員の再質問にお答えします。 

調査の中での不適切な事実の有無についてですが、個々の質問項目につきましては、先ほど答弁申しま

したが、道教委は、目下作業中で文部科学省にも報告されていないということから、市町村の公表につき

ましては差し控えていただきたいとの見解を示しておりまして、現状ではお答えできないということでぜ

ひ御理解をお願いしたいと思います。 

もう一つ、道教委に対して市町村教育委員会の段階で早期公表を求めていくということについてであり

ますが、これも、先ほどの答弁の繰り返しとなりますけれども、市町村教育委員会段階での集計結果の公

表については、道教委の対応を見ながら判断してまいりたいと考えております。 

○議長（見楚谷登志） 横田議員の一般質問を終結し、この際、暫時休憩いたします。 

休憩 午後 １時５５分 

―――――――――――――― 

再開 午後 ２時１４分 

○議長（見楚谷登志） 休憩前に引き続き、会議を再開し、一般質問を続行いたします。 

              （「議長、22番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 22番、北野義紀議員。 

              （２２番 北野義紀議員登壇）（拍手） 

○２２番（北野義紀議員） 本年４月７日に発生した石山町25番の石垣崩落事故について伺います。 

事故発生以来、市の関係部局の方々が努力されてきたことに敬意を表します。また、市のこの間の努力

については、同じ石山町に住む者として経過を承知しています。 

これを前提に、５月９日の石山町会総会に先立つ石垣崩落に関する集会や被災者等の声を直接聞いたこ

とを踏まえて、次の点について伺います。 
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初めは、石垣崩落の原因は何かということについてです。 

崩落現場は、急傾斜地崩落危険区域です。マスコミの報道によりますと、市では、雪解け水などが原因

となった可能性があるとして調査しているとのことでした。質問の準備過程で、私は担当者に原因につい

て確認したところ、石垣の背後に長年にわたって浸透した水の影響により崩落したのではないかとのこと

で、断定的な言い方ではありませんでした。原因を正確に把握しなければ、石垣の修復についても適切な

対応にはなりません。原因について市長の見解をお聞かせください。 

次に、被災者、石山町会への対応について伺います。 

４月７日の事故当日の対応についてです。 

市内各町会へ配布している災害発生時のマニュアルは、平成18年度版を最後に更新していません。しか

も、小樽市の防災担当者の携帯電話３本のうち、１本は番号を変更していたにもかかわらず、各町会へは

そのことを連絡していませんでした。今後のことを考えても、このマニュアルの修正、更新は必要と考え

ますが、どういう準備をされているか伺います。 

次は、被災者の市営住宅への一時入居に関してです。 

市の担当者が避難先の石山会館で被災者の要望を聞き、４月８日から14日にかけて市営住宅へ入居させ

たのは適切でした。ところが、その際に、持ち家があるから２か月たったら退去してもらいますと受け取

られるような対応があったことはいただけません。その後、いろいろなやりとりがあって、最終的に、２

か月間経過しても問題が解決しなければ引き続き入居してよいと伝えられたのは５月になってからです。

被災された市民の心境を踏まえ、誤解を生まない対応が当然必要と考えますが、市長の見解をお聞かせく

ださい。 

次は、石垣修復に関してです。 

急傾斜地であっても、修復は個人の土地だから個人負担です、こう受け取られる発言で、事故で衝撃を

受けている被災者に対応した問題についてです。 

修復に当たっての見積もりは、事故現場に防空ごうによる空洞があればボーリング等で空洞の有無を調

査しなければ見積もりは出せないと言われているとき、また、仮に防空ごうによる空洞が存在しなくても、

修復に1,000万円前後、あるいはそれ以上の費用を要すると言われ、衝撃を受けている被災者の気持ちを

考えるとき、適切な対応であったのかどうか疑問です。説明を求めるものです。 

石垣崩落という予期せぬ災害に精神的にも打撃を受けている被災者に、理事者の言葉をかりれば、市の

意向を正しく伝えられないようなことになぜなったのか。初動の対応について経過を説明してください。 

これは、小樽市の防災対策の基本にかかわることなので、事実に即して今後の教訓にしなければなりま

せん。 

次に、石垣崩落の復旧対策についてです。 

４月７日の石垣崩落事故の１週間後にも被災地でマンホール沈下等の現象があり、消防本部もそれを確

認し、石垣崩落との因果関係は特定できないが、今後の変化、観察が必要とのことでした。その後、５月

に入ってから、８日と９日の２度にわたり、同じ箇所で石垣の部分的な崩落が続きました。この事実経過

に照らして、２次災害を防ぐためにも地すべり計測などの対策が必要と思われますが、このことを検討し

たのか、お聞かせください。 

土地所有者が石垣を復旧するにしても、石垣復旧の前提となる防空ごうによる空洞の有無について調査

をしなければなりませんので、小樽市として、去る６月１日に調査を行いました。どんな方法で調査をし

たのか、説明をしてください。 

次に、今後の対策について尋ねます。 
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今回の石山町の事故に関して、空洞調査をやりましたが、その結果、防空ごうによる空洞がなければ、

石垣崩落復旧工事は個人の土地だから個人負担で行いなさいと言うつもりでしょうか。このような場合、

本来であれば、多額の費用を要することですから、国をはじめ、道や市が対応すべき問題であると考えま

す。急傾斜地崩落危険区域を多く抱える小樽市にとって、安全なまちづくりの上からも新たに対応しなけ

ればならない課題と考えますが、市長の認識とその対策をお聞かせください。 

小樽市は、平成17年７月に、小樽市特殊地下ごう位置図を作成しています。 

初めに、この特殊地下ごう位置図を作成した経緯について説明してください。 

次に、この特殊地下ごう位置図には44か所掲載されていますが、太平洋戦争末期に主につくられた防空

ごうは市内で44か所にとどまるものではありません。事実、今回の石垣崩落地の付近にも防空ごうがあっ

たとの証言で市は空洞調査をやりましたが、この箇所も市が作成した地下ごう位置図には掲載されていま

せん。また、手宮では広く知られているように、旧石山中学校の裏手の山にも旧日本軍の高射砲陣地があ

り、付近には弾薬庫としての防空ごうがあったと伝えられていますが、これも、位置図にはありません。

しかも、この特殊地下ごう位置図44か所中27か所が入り口のみの閉鎖と記録されています。処理済みとな

ってはいるものの、中は空洞になっている可能性があり、市が掌握している地下ごうだけでも、将来、事

故を引き起こす可能性をはらんでいます。処理済みとしている特殊地下ごうの入り口閉鎖箇所の安全につ

いての市長の見解をお聞かせください。 

今回の石垣崩落事故にかんがみて、全市的に防空ごうを調査する必要があるのではないかという問題で

す。 

先ほど紹介した特殊地下ごう位置図では、入り口閉鎖やエアモルタル充てんなどで処理済みで、小樽市

には安全対策を講ずべき特殊地下ごうは存在しないと国に報告しています。しかし、多数の防空ごうが存

在していた小樽市にとって、これで終わりとなれば、その後、不幸にして防空ごうに起因する市民の命と

安全にかかわる事故が生じたら、国の特殊地下壕対策事業は、平成23年度までに採択されたものに限られ

ることから、その安全対策は市の単独事業となりかねません。特殊地下壕対策事業がこれで終わりとなら

ないように、国に事業の延長を求め、市民の協力をいただいて防空ごう調査を行い、安全対策が必要な箇

所が見つかれば国の事業に採択してもらい、安全なまちづくりを進めるべきではないでしょうか。 

戦後65年、戦争末期の防空ごうのことを知っている市民は少なくなっています。総連合町会等の協力も

いただきながら、まず、調査することが必要ではないでしょうか。その上で、安全対策が必要であれば、

特殊地下壕対策事業など国費を導入して行うべきではないでしょうか。市長の見解を求めるものです。 

ところが、４月13日に、市の幹部４名、消防本部の幹部２名が石山町会へ出向いた際に、全市的な防空

ごうの調査となると大きな事業となる、まず、今は崩落した箇所の対策を急ぐべきで、防空ごうがあった

のはここだけではないから、直ちに小樽じゅうの調査ということは難しいとの説明をしたようです。意味

はわかりますが、先ほども触れたように、市が把握している防空ごう跡でさえ、入り口のみ閉鎖という危

険な状態の箇所が27か所もあるのです。将来とも防空ごうの調査をやらないと受け取れる説明をそのまま

にしておくわけにはいきません。 

市長も、５月31日の町会長と市との定例連絡会議で、石垣崩落事故の被災者救援に奔走した石山町会長

を高く評価したように、石山町会の会長をはじめ、役員の方々は必死になって被災者を救援しました。多

くの町会の役員の方々は、今回の事故を契機に、石山町ばかりでなく、防空ごうが小樽じゅうにあったこ

とを踏まえ、市民の安全を考え、心を痛めています。この問題をはじめ、急傾斜地の多い小樽市の今後の

安心・安全なまちづくりについて、市長の見解を求めるものです。 

再質問を留保して、終わります。（拍手） 
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○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

              （山田勝麿市長登壇） 

○市長（山田勝麿） 北野議員の御質問にお答えいたします。 

石山町における石垣崩落事故について何点か御質問がありましたが、まず、このたびの石垣崩落事故に

よりまして被災された皆さんに心からお見舞いを申し上げたいと思います。 

市の迅速な対応に対して感謝しますというお手紙をいただきまして、恐縮しておりますけれども、何よ

り、今お話がありましたように、石山町会の会長をはじめ、地域の皆さんの御尽力に心からお礼を申し上

げたいと思います。市といたしましても、できることは全力で取り組んでまいりたいと考えておりますの

で、御理解をいただきたいと思います。 

初めに、石垣崩落の原因でありますけれども、一般的には、雨水や雪解け水が長年にわたり浸透し、そ

の水圧の増加により土圧が増大したこと、石垣を後から積み増ししたこと、石垣が急勾配であることなど、

さまざまな要因が考えられますが、今回の崩落については、今の段階では原因を特定することは難しいも

のと考えております。 

次に、被災者、関係町会への対応でありますが、まず、災害発生時の町内会館利用についてのマニュア

ルについてでありますが、これは、平成18年度に、地域住民の災害時における避難及び自主避難先として

町内会館を利用することに同意をいただいた町会に配布いたしました。今般、新たなマニュアルを作成い

たしましたので、御指摘の点について変更し、各町会に早急に配布したいと考えております。 

なお、今後につきましては、内容の変更があった場合は速やかに更新をしてまいりたいと思います。 

次に、市営住宅の一時使用でありますけれども、被災者の方々に対しましては、事故発生の翌日には、

面談や電話などで緊急避難先として市営住宅を使用できることを説明したところであります。その際に、

今後、緊急避難ではなく、正式に市営住宅に入居する場合も考えられたことから、持ち家がないなどの入

居資格要件についても説明したため、緊急避難であっても持ち家がある場合は退去しなければならないと

の誤解を与えたものと考えております。今後は、被災者の意向なども十分伺う中で、よりわかりやすい丁

寧な説明と対応をしてまいりたいと思います。 

次に、石垣の修復に関する被災者への対応でありますけれども、民有地にある石垣が崩落した場合、原

則として、その土地または石垣の所有者が費用を負担し、修復することが基本と考えております。特に、

初動段階で被災者の方から市の方で直してもらえないかと聞かれた場合には、この基本方針に沿って答え

ざるを得ないのではないかと思います。 

ただし、事故発生時などにあっては、事情を伺う場合や相談を受ける場合などについては、精神的に衝

撃を受けている被災者の方の心情などを十分踏まえて事務的にならないよう配慮するなど、さきに説明し

ました市営住宅の件と同様に、今後ともこの点については周知徹底してまいりたいと思います。 

次に、復旧対策でありますけれども、まず、地すべり計測などの対策でありますが、崩落当日には石垣

をブルーシートで覆い、２次災害の発生防止に努めるとともに、その後も、毎日、消防本部など関係部局

の職員が現地に赴き、状況の変化を確認しているところであります。この間、崩落箇所の状況に大きな変

化が見られなかったことから、新たな対策は必要がないと判断し、地すべり計測などの対策は行わなかっ

たものであります。 

次に、６月１日に行った調査でありますが、防空ごうに関して、付近住民から聞き取り調査をした結果
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を参考に、今回崩落した箇所の周辺において電磁波を利用した地中レーダー探査を実施したものでありま

す。このレーダー探査は、電磁波が電気的性質の異なる境界面で反射する性質を利用し、地中の埋設物や

空洞などの把握が可能な調査であります。 

今後の対策でありますけれども、まず、石垣の修復についての認識と対策でありますが、個人などの所

有する石垣については、原則としてその所有者が管理すべきものと認識しており、このことから、石垣の

安全対策についても所有者が行うべきものと考えております。市といたしましては、これまでも、道路パ

トロールの際や所有者及び隣接者からの相談に対し、現地の状況確認を行うなど対応しているところであ

ります。今後は、ホームページや町会等を通じて石垣の安全確保について注意喚起を促すとともに、引き

続き、所有者などからの相談に対応してまいりたいと考えております。 

次に、小樽市特殊地下ごう位置図を作成した経緯でありますが、まず、昭和48年度に全国で防空ごうの

実態調査が実施され、小樽市においても、当時、40か所の防空ごうを確認し、国に報告したものでありま

す。その後、新たに４か所の防空ごうが発見されたことから、平成17年度の実態調査の際に44か所として

報告し、位置図を作成したものであります。 

次に、処理済みとしている入り口閉鎖箇所の安全についてでありますが、防空ごうの規模や土かぶり、

上部の土地の利用状況、また、内部構造や土質などの条件を総合的に判断して対策工事を実施したもので

はないかと考えております。 

次に、防空ごうの調査でありますが、市内には、まだ把握していない防空ごうが存在する可能性は否定

できませんので、まず、総連合町会等の関係者の協力もいただきながら、具体的な情報の提供をいただく

形でできる限りの実態の把握をしてみたいと思います。また、その結果として、安全対策を必要とする防

空ごうが発見された際には、特殊地下壕対策事業の採択を受けて、国費により安全対策を実施したいと考

えております。 

なお、特殊地下壕対策事業につきましては、現状では平成23年度までに採択された事業に限られますこ

とから、制度の継続については要望してまいりたいと考えております。 

              （「議長、22番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 22番、北野義紀議員。 

○２２番（北野義紀議員） 再質問をいたします。 

初めは、現場の危険な状態の復旧をどうするかという問題です。 

空洞調査の結果は６月30日に判明するとのことですが、仮に防空ごうに起因する空洞があって、それが

崩落の原因になったということになれば、空洞の埋め戻しも含め、石垣の復旧は特殊地下壕対策事業で行

うことになると考えますが、こういう理解でよろしいか、見解をお聞かせください。 

次に、調査の結果、空洞が存在しないということになった場合、先ほど来、市長が説明しているように、

個人の所有だから個人で復旧工事をやってくださいとなるわけです。しかし、質問でも指摘しましたが、

復旧工事には少なくとも数百万円あるいは1,000万円を超える金額がかかると言われています。私は、町

会を通じて、被災者にそういう資力はないと聞いていますし、また、理事者の中にも、被災者と何回か接

した中で、被災者にそういう資力がないという認識を持っている方もいるわけですから、個人で復旧しな

さいと言った場合は、個人にその力がなかったら、今の崩れた状態を放置することになるわけです。現場

にブルーシートをかけて、反永久的にそのままにしておくのでしょうか。安全対策をどうするつもりなの

か、お聞かせください。 

私も、一般的には個人の財産を利するのに税金を投入するということは正しくないというふうに考えま

すが、今、市長が答弁された、私の指摘したこの項に関して法令の根拠を示していただきたい。 
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次に、これと関連するのですが、大規模災害の場合は、個人の所有地であっても公費で復旧工事が行わ

れているのは皆さん御承知のとおりです。しかし、今回の崩落事故は小規模であっても、被災者一人一人

に置きかえて考えれば、大規模災害で被災を受けた方と同じなのです。大規模災害なら公費で復旧、小規

模なら個人負担、これは矛盾すると私は考えます。ですから、先ほども指摘しましたように、こういう場

合であっても適用されるような新たな制度の確立を国に要望して、小樽の安全なまちづくりの条件を整え

る必要があると考えますが、市長の見解をお聞かせください。 

次に、原因についてです。 

今回崩落した石垣は、積み増しして傾斜が大変急ながけとしてつくられたという答弁がありました。こ

こに写真がありまして、市長もお持ちだと思うのですが、御近所の方の話を聞いたら、この石垣の真ん中、

下から４分の１くらいのところが、明らかに、古いときに積んだ石垣の上に新たに石垣を急斜面で組んで

いったということが推測されるわけです。この積み増ししたところが圧力になって、従来からあった下の

石垣も崩落しているというのがわかります。 

それで、崩落の原因については長年にわたって石垣の背後に水が入ったことを起因としていると小樽市

の幹部が語っていることが新聞で報道されていますから、私もそのように理解しているのです。 

しかし、私は、現場に何回も行って、小樽市の撮った写真も丁寧に見て考えました。崩壊した石垣は、

昭和50年代に構築されているのですが、石垣を組む場合は、昭和37年に施行された宅地造成等規制法に基

づいて許可を受けて、しかるべく石垣を構築しなければなりません。ところが、それから後に石垣を積み

増ししたところが無届けになっているのです。だから、現場へ行って市の幹部と会ったときも、あるいは、

現場を見た市の担当者も一致しているのは、宅地造成等規制法に基づく石垣ではないと言うわけです。 

ところで、なぜ、現場を見て、崩落した石垣が法に基づいて構築されたものでないと判断したのか、説

明をしてください。 

そういうことをわかっていながら、なぜ、マスコミに、無届けの石垣でこれが崩落の原因にもつながっ

ているのではないかと示唆する説明がなかったのか、私には疑問です。原因についてまず認識を一致させ

る必要がありますから、原因を特定できなくても、今の質問にはお答えしていただけると思うので、お願

いします。 

それから次ですが、小樽市内で、確認申請を出さないで無断で家を建てていたら、市は車で飛んでいっ

てそれを正すわけで、これは、しょっちゅう行っていることです。ところが、石垣を許可なく、しかも大

規模に積み上げているのに、なぜ発見できなかったのかということが問題なのです。市内は広いから、全

部が全部わかるわけではないということだけで済まされる問題ではないのです。 

小樽市内には急傾斜地に指定されているところがたくさんあります。急傾斜地の崩落による災害の防止

に関する法律は、昭和44年に施行されているのです。今回崩落したところの家が一番先に建てられたのは、

確認申請によると昭和51年６月です。だから、急傾斜地の法律ができて、もうこういうところは危ないで

すよというふうになっているときですから、当然、小樽市は、確認申請が出たら、宅地造成等規制法に該

当する石垣であるのかどうか、気配りする必要があると思うのです。今でも、確認申請が出て、がけの上、

石垣の上に建っている場合は、確認申請が適切であれば許可しているのです。建築指導課が、同じ建設部

の都市計画課に、石垣はちゃんと適法に施工されたかという照会をするだけで今後の事故を防ぐことがで

きるのです。確認申請の際の義務ではありませんけれども、そういう気配りをして市民の安全を守るとい

うことは、私は、やる気があればいくらでもできると思いますが、いかがでしょうか。 

それから、最後ですが、市長は、防空ごう調査を今後適切に行っていくということでしたから、ぜひ、

この点については、総連合町会等にも協力を呼びかけて、坂のまち小樽の安全なまちづくりを進めていた
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だきたいと思います。 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

○市長（山田勝麿） 私から答えたもの以外は担当のほうから答えさせますけれども、大規模災害のとき

は公費で復旧工事を行っているのではないかというお話がございました。これは、自然災害とかいろいろ

な原因がありますから、一概にここでどうこうとお話しできる状況ではありませんので、こういった問題

については少し調査をさせてください。 

それから、防空ごうの調査の関係につきましては、私も、かつて幼少のころに防空ごうに避難した経験

があって、富岡町にあったなと記憶しております。間口が二、三間ぐらいありましたか。奥行きの記憶は

あまりないのですけれども、大人が十分立って歩けるぐらいの大きさであったと思います。そういうとこ

ろに避難した経験があって、多分、石山町にもあったのだろうと思いますけれども、かなり年数がたって

いますから、過去のデータ等を見ながら調査をしてみたいと思います。 

まず、何よりも石垣の数が非常に多いので、先般の町会長との会議の中でもお話ししたのですけれども、

ぜひ、石垣をお持ちの方は、何かありましたら市役所のほうへすぐ相談してほしいと、お話はしましたの

で、遠慮なく連絡していただければ相談に応じてまいります。どういう対策をするかどうかは別にしまし

ても、まずはお知らせいただきたいというように思っております。 

私も、今日、現場を見せてもらいましたけれども、高さが非常に高くて、すごいがけです。積み増しし

た跡もよく見てきましたけれども、原因をどう特定できるのかちょっとわかりませんが、現在、調査が終

わりましたので、これから解析、分析を行って、その後、現在ある関係法令等も調べながら対応できるも

のは対応したいと思います。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 建設部長。 

○建設部長（竹田文隆） 北野議員の再質問にお答えいたします。 

まず、石垣の復旧に関してでございますけれども、防空ごうが発見された場合、どのような補助事業を

導入して石垣まで復旧できるのかという御質問でございましたけれども、補助事業名としては、国土交通

省の特殊地下壕対策事業ということでございます。これは、危険度の高い特殊地下ごうについて、その安

全性を確保するために埋め戻し等の事業を行うことに対しての国庫補助事業でございます。 

今、調査を行っておりますけれども、仮に防空ごう等が発見された場合については、先ほど市長からも

申し上げておりますけれども、この補助事業を導入して埋め戻しはできるということで考えてございま

す。 

ただし、この補助事業については、今申し上げたとおり、特殊地下ごうの埋め戻し等が対象でございま

して、石山町での石垣の崩壊、崩落の部分については、補助対象外となりますので、埋め戻しと石垣の復

旧とは別のものと考えていかなければならないと思っております。 

それから、防空ごうが発見された場合についてはまず埋め戻しをするということと、今後どうするかと

いう部分については、防空ごうがその石垣の崩落等にどのような影響を与えたのかということも十分に検

討しなければなりませんので、その結果によっては、いろいろな方策を考えていかなければならないだろ

うと思っております。 

もう一方、防空ごうがなかったという場合でございますけれども、原則的には、石垣の復旧工事につい

てはそれぞれの土地所有者、あるいはそれを管理している方の責任で行っていただくということで考えて
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ございます。 

ただし、今、議員からもお話がありましたように、復旧工事には多額の費用もかかるということで、我々

もそのあたりは非常に心配をしているところでございます。放置をされるようなことになると、安全確保

という面では非常に問題がありますので、どういう対策ができるかということは、石垣の所有者なり土地

の所有者、あるいは関係する方と十分にお話をさせていただきたいというふうに思っております。 

それから次に、現場に行った担当者が、積み増しした石垣を見て、すぐに宅地造成等規制法の届け出の

ないものだと判断できたのかということでございますけれども、宅造規制法の中では、切り土、盛り土そ

れぞれのり面が30度以上になるもの、それから、切り土については高さ２メートル以上、盛り土について

は高さ１メートル以上が届け出、許可の対象になるわけですけれども、それを調べた結果、届け出、許可

が出ていないということが発見できたわけで、そういった対応になったのだろうというふうに思っており

ます。 

それからもう一つ、建築確認の問題でございますけれども、建物を建てる際、宅地造成が必要な場合に

ついては、当然、確認申請の段階で、宅造規制法の許可が得られているのかについては、チェックをいた

します。そういった中では、建築指導課と宅造規制法を担当している都市計画課とは連携をとりながら対

処するということでございますけれども、一方、宅地造成が伴わないような既存宅地の場合は、そこに既

存の石垣があったとしても、それが許可されたものかどうかについては、確認申請の段階では問うことが

ないものですから、今回の場合については、ちょっとチェックができなかったというふうに思っておりま

す。 

今回の石山町の状況を考えれば、今後、既存宅地の石垣等について、建築確認の段階で我々としても十

分にチェックをすることがやはり必要だろうと思っておりますので、それがどのような体制でできるかと

いうことは、検討させていただこうと思っております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 財政部長。 

○財政部長（貞原正夫） 石垣の所有者が工事費の御負担をされるのが基本ではないかというところの法

令上の根拠という御質問ですけれども、地方自治法によりますと、例えば、第２条では、「普通地方公共

団体は、地域における事務及びその他の事務で法律又はこれに基づく政令により処理することとされるも

のを処理する。」ということですとか、あるいは、「地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、

住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない」との

表現になっております。 

今回のような場合は、個人の財産ということになりますので、一般的に公金を投入するということにな

りますと、補助金による助成というスタイルになろうかと思います。その場合、地方自治法の中では、「普

通地方公共団体は、その公益上必要がある場合においては、寄附又は補助をすることができる。」という

規定がございます。 

問題は、この公益上の判断につきまして、今回のように、まだ行政が公金を支出していない段階で、公

金を支出しないことがどうかという判断の実例というのは非常に少ないのですけれども、支出した後で、

それが適正なものであったかどうかという実例はかなりあるようでございます。その場合の公益性がある

かどうかという判断は、その事例ごとにされるものということにはなっておりますけれども、結局は、個

人の財産に帰する範囲のものであれば、なかなか公益性があるという判断は難しいのではないかと思いま

す。 

例えば、私どもも、私道整備のための助成金という制度を持っておりまして、公道に接する部分で、ほ
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かの方がいろいろと利用される、そういう場合の整備には公共性、公益性があるということで助成金を支

出することについても認められております。これは、私どもだけではありませんけれども、そういうとこ

ろで判断されるものではないかと思っております。 

今回の件は、答弁の中にもありましたように、土地あるいは石垣の所有者が特定されて、そのエリア内

の災害という状況でありますので、基本的には皆さんの御負担になるという答弁であったかと思っており

ます。 

              （「議長、22番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 22番、北野義紀議員。 

○２２番（北野義紀議員） 先ほど指摘するのを忘れまして、答弁漏れだと思うのですが、小樽市が国に

報告した特殊地下ごう44か所のうち、27か所は入り口閉鎖のみになっているということです。そういうこ

とは、結局、中が空洞になっている可能性があるのです。ですから、近い将来、そこの空洞が崩れて事故

になる危険性もあるから、その調査はどうするのかと聞いたのですが、私の聞き落としであれば失礼しま

すけれども、お答えください。 

それから次に、建設部長が答弁されましたが、地中レーダー探査で空洞の調査を行って、空洞があった

場合、埋め戻しについては補助事業の対象になるけれども、それを埋めた後、その上に石垣を復旧するの

は個人だと。後でちょっと修正をかけたような説明もありましたけれども、これは、事実経過に即して考

えればおかしいのではないでしょうか。空洞が原因でつぶれたら、やはり特殊地下ごうの工事全体を個人

の負担で行うということにはならないと思うので、この辺は正確にもう一度答弁をしてください。 

それから、石垣が、盛り土、切り土、その他の事例から、法に基づくものではないというふうに判断し

たと言うのですが、その中の一つに、いわゆる水抜きパイプの直径について理事者から指摘をされている

のです。だから、私が先ほど言ったように、既存の宅地でがけの上に家を建て替える場合、確認申請の適

否だけでなくて、それを支えている石垣の、例えば、水抜きパイプの直径を見れば、法に基づく石垣かど

うかということはすぐわかるわけです。手間暇かかる話でないから、確認申請のときに、そういう気配り

をしてもいいのではないでしょうか。職員を何人も増やしたり面倒くさい仕事をやるわけでなく、ちょっ

と都市計画課に尋ねればわかるわけです。それで、法に基づく石垣でないということになれば、危険です

から、その建て主にこういう現状ですよということを知らせるのは、市民を守ることになるのではないか

というふうに思うのです。 

こういうことを、昭和51年のときにちょっと気を使っていればわかったはずですから、37年に施行され

た法律に基づく石垣であれば、それに付属する水抜きパイプは今回のように直径が短いものではないはず

ですから、すぐわかると思うのです。そういうちょっとした気配りが安全を守る上で大きな役割を果たす

のだから、ここは明確な答弁をしていただきたい。 

それから次は、玉虫色の答弁なのですが、被災者がお金がなくて石垣の復旧をできないことになった場

合に、先ほどは、被災者、所有者とも十分打ち合わせをして検討していきたい、そういう趣旨の答弁でし

たけれども、これではイメージがわかないのです。石山町の崩落現場をどうするかということなのです。

ブルーシートをかけたままにしておくのか、連続してずっと石垣が長橋寄りにも続いているわけですか

ら。それから、昔、あそこは、市道浄応寺横通線まで土砂崩れがあったところです。それは、町会の人か

ら市も聞かされていると思うのです。ですから、放置しておけば２次災害というか、大きな災害につなが

る危険があるから、修復する資力がないという場合にどうするのかということを聞いているわけです。 

落ちた石垣を取り除けば、上からまた土砂がどっと落ちてくることになるし、ブルーシートをかけたけ

れども、今回、シートを破って２度目、３度目の石垣の崩落が起こっているわけですから、それで済まさ
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れる問題ではないわけです。ぜひ、安全対策はどうするのかということについてお答えください。 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

○市長（山田勝麿） 国に報告しました地下ごうの関係ですけれども、44か所の地下ごうの処理をどうし

たかというと、一つは入り口の閉鎖がありますけれども、そのほかに、エアモルタルやコンクリート、そ

れから、土砂を充満したとか、いろいろあるのです。これは、現場を見て、どういう処理をしたほうがい

いかということを判断して行ったと思うのですけれども、30年以上も前で、当時の状況を知る職員はいま

せんから、どこか１か所を調べてみるという方法はありますので、それは行ってみたいと思います。 

それから、石垣の復旧をどうするのだということですけれども、これは、先ほどから話がありますよう

に、個人の財産ですから、そこの部分をどう処理していくかということがあります。その後の対応につい

ては、今ここでどうします、こうしますということは言えませんので、将来的に、復旧してそこに住むの

かどうか、また住めるかどうかもありますし、いろいろな条件がありますから、所有者の方のお話をよく

聞きながら、個々に対応させてもらいます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 建設部長。 

○建設部長（竹田文隆） 防空ごうがあった場合の対応工事を個人にさせるのかというような御質問でご

ざいますが、今調査をやっております段階ですから、あるかないかということははっきりわからない状況

でございますけれども、仮に防空ごうがあった場合については、埋め戻し工事については国費導入で市が

行うということは先ほど申し上げたとおりでございます。私が申し上げたのは、仮にあったとして、今の

防空ごうと石垣の崩落との因果関係といったこともやはり十分に考えていかないと、その後の対応につい

ても方向性は分かれるのだろうと思っております。決して、市のほうは全く何もしませんということでは

なくて、防空ごうがあった場合については、それ相応のことを考えていかなければならないのだろうと思

っております。ただ、具体的に、今、します、しませんということについては言える段階にはないという

ことでございます。 

もう一つ、届け出をしていない石垣を、新たに家を建てる際に、確認申請の段階できちんとチェックが

できるように、昭和51年当時にそういったようなチェックをしていれば今回のような事態も防げたのでは

ないか、こういうような趣旨であろうかと思っております。 

51年当時に、どのような対応をしたかは、ちょっとはっきり確認はできませんけれども、先ほど申し上

げましたように、既存宅地についてはなかなか石垣等のチェックというところまではできていない状況で

ございます。今後としては、議員がおっしゃったように、建設部内部の話でございますので、十分にチェ

ックできるような体制をとっていこうと思っております。 

なにぶん、たくさんあるからできないという意味ではございませんけれども、許可申請でございますの

で、基本的には、事業を行われる方あるいは土地の所有者等々が届け出をしなければならないという制度

設計になっている部分であります。そういった中では、届け出がない場合については、普通の道路パトロ

ールであるとか、あるいは、近所の方の通報だとか、そういったことに頼らざるを得ない状況がございま

すので、今、議員からお話のありました確認申請段階でチェックをするというのは非常に大きな手段であ

ると思っておりますので、そのようなことがどうできるかについては検討してまいりたいと思っておりま

す。 

○議長（見楚谷登志） 北野議員の一般質問を終結いたします。 
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              （「議長、８番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ８番、中島麗子議員。 

              （８番 中島麗子議員登壇）（拍手） 

○８番（中島麗子議員） 一般質問をします。 

初めに、介護保険についてです。 

さきの横田議員の質問と重複する部分がございますが、通告どおりに質問させていただきます。 

３月13日、札幌市のグループホームでの火災を受けて、厚生労働省は、４月23日、全国のグループホー

ムの防火体制の調査結果を発表しています。報告によると、スプリンクラーの設置が義務づけられている

延べ床面積275平方メートル以上の施設のうち、設置済みが半数以下の約46パーセントでした。スプリン

クラー設置義務のない275平方メートル未満の施設では、設置済みが約13パーセントで、９割近くが未設

置でした。この調査では、小樽市内のグループホーム38施設中、スプリンクラーが設置されている施設は

13か所で、全体の３分の１、全国設置率より10パーセントほど低い状況でした。今年度16か所、残り５か

所は来年度中に設置する予定です。設置義務のない床面積275平方メートル未満の施設は４か所ですが、

そのうち３か所はスプリンクラー、自動火災報知設備、火災通報装置のすべてが未設置で、小規模施設の

防災態勢が極めて不十分です。 

施設は１ユニット９人で構成され、全道の65パーセントの施設が２ユニット18人入所ですが、１ユニッ

ト９人の施設も226か所、全体の約３割を占めています。夜勤はいずれの施設でも１ユニット１人体制が

９割以上ですが、法律的には２ユニットまでは１人夜勤が認められています。全道では、２ユニットの１

人夜勤体制が33か所、３ユニットで２人夜勤が３か所ありました。小樽市内でも、２ユニット１人夜勤体

制の施設が２か所ありました。法令違反ではありませんが、火災どころか、日常介護体制としても十分な

のか、心配されます。 

我が党市議団は、花岡ユリ子道議とともに、防火体制を含めた施設運営について、現場の意見を聞くた

めに、４月、５月に市内のグループホームを訪問し、13施設と対話しました。皆さんの意見では、火事だ

と言ってもわからないお年寄りなので、実際には火事になっても自力で逃げられない、火事を起こさない

ようにすることが一番ということでした。定員９人のある施設では、スプリンクラー、自動火災報知設備、

火災通報装置のすべてがなく、せめて火災通報装置だけでもつけたいけれども、40万円もかかる、連動し

て消防署に通報できる自動火災報知設備もつけると100万円にもなり、とても設置できないと訴えていま

した。夜勤体制については、認知症のお年寄り対応ですから、最低でも複数体制にして、２ユニットは３

人配置にしてほしいと強い希望が寄せられました。また、数件の施設の夜勤手当は１回2,000円で、介護

報酬を改善してほしいと要望がありました。そのほかにも、昨年４月に要介護認定制度が変わり、要介護

度が軽く判定されるようになって、施設入所を希望しても入れない人が出ている、要介護度が低くなれば

事業所収入も減少して施設運営も困難になる、入居者の家族や町会など地域住民を含めた運営推進協議会

を２か月に一度開催することになっているが、地域の参加がなかなか得られないなどの悩みが寄せられま

した。 

そこで、何点か質問します。 

消防本部は、今回の札幌のグループホームでの火災を受けて、市内グループホームの特別査察を実施し

ていますが、具体的な改善点と今後の日常的な防火対策についてお答えください。 

とりわけ、スプリンクラー、自動火災報知設備、火災通報装置のいずれも未設置の施設に対してどのよ

うな指導をして今後の対策を考えているのでしょうか。 

2006年１月に７人が死亡した長崎県大村市の火災を踏まえて、政府は、昨年から３年間でスプリンクラ
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ーなどの防災設備の設置を義務づけ、補助金を交付しています。2009年度、小樽市で設備設置を実施した

件数と補助金総額、この補助金内で火災通報装置なども設置できたのか、補助金内で対応できず、施設の

負担が発生したケースの有無についてもお答えください。 

今回の火災を契機として、市内すべての施設で早期の設置希望があったとしても補助金額の範囲で対象

が限られると聞きますが、速やかに防災整備ができるよう、また、施設規模に関係なくスプリンクラーを

補助金交付の対象にすべきです。夜勤体制についても、最低、複数体制に、２ユニットには３人配置の実

施が必要と考えますが、市長の見解をお聞きします。 

とりわけ、市内の定員９人の施設のうち、３か所では自動火災報知設備すらありません。国の対策が遅

れるようなら、せめて、市単独の支援策として自動火災報知設備を、できるなら火災通報装置もあわせて

設置できないでしょうか。お答えください。 

また、今回の訪問では、賃金が安く、職員の定着が困難だと多くの皆さんから意見がありました。介護

従事者の処遇改善の取組について、小樽市の現状を報告してください。 

各施設で具体的な改善がなされているのか、調査はされているのか、お聞きします。 

地域住民の参加が求められる運営推進会議に対しては市の援助が必要と考えますが、いかがでしょう

か。 

最後に、要介護認定の軽度化についてです。 

北海道社会保障推進協議会の調査で、昨年４月、改悪された要介護認定制度が世論の批判を受けて、政

府は同年10月に見直しを行いました。ところが、昨年10月以降も、前回より軽度に認定される人が前年の

２倍近くになることが明らかになりました。北海道社会保障推進協議会は、道内171自治体にアンケート

調査を実施して、124自治体から回答を得て集計しています。認定を更新した場合、前回より軽度に認定

される人の割合は、改悪前で11.1パーセントでした。昨年６月、改悪後に22.4パーセントに倍増、政府が

見直しをした後、19.6パーセントと、依然として従来の２倍近い人が軽度認定になっています。 

小樽市のそれぞれの要介護認定結果をお知らせください。 

要介護認定の軽度化は、国の負担を軽減するために、高齢者へのサービスを抑制するものです。我が党

は、介護サービスは一人一人のお年寄りに必要なサービスをケアマネジャーの判断で実施し、調査や審査

会、認定更新などの多大な時間と費用を要し、介護サービス抑制のかなめにされている要介護認定制度は

廃止すべきと考えております。 

最後に、この点について市長の見解をお聞きします。 

次に、学校給食での道内水産品の活用拡大について質問します。 

最近の新聞報道で、北海道の魚が道内外の小中学校の給食に使われ、新たな販路を広げ、子供たちにも

好評だと知りました。羽幌町の北るもい漁業協同組合天塩支所では、昨年、スナガレイ10トンの水揚げが

ありましたが、２トンの在庫を抱えていました。骨のある魚を丸ごと１匹食べさせたいと探していた東京

の中野区の小学校と話合いが始まり、魚のサンプルを送り、さらに、小学校の栄養士たちを天塩町に招待

して漁場見学を実施、検証を重ね、昨年９月に開始され、現在、北るもい漁協では、東京の小学校にスナ

ガレイ、チカ、ホッケ、サケなども提供しているそうです。北海道は、本年度から３年間、道内外の小中

学校の給食に道産魚を売り込み、北海道漁業協同組合連合会は４月から月別のしゅんの鮮魚をインターネ

ットで紹介し、販売し始めています。 

北海道教育委員会の平成19年度学校給食における地場産物の使用状況調査によりますと、地場産物使用

率は食全体で70.9パーセントで、主食用のパン、めん類が78.3パーセント、肉類が58.9パーセントに対し

て、魚介類は32.9パーセントと低迷でした。このときの調査の小樽市の結果についてお知らせください。 
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小樽市の給食メニューを夏冬で見ると、昨年７月は16回の給食で、主菜に魚を使用していたのはサンマ

のかば焼き１回だけでした。今年の３月は16回中、サバみそ煮、エビフライ、サンマおかか煮と３回あり

ましたが、週１回もメニューにのらず、少ないと感じました。 

学校給食にもっと北海道、小樽でとれた魚を利用できないか、このような問題意識で、今回、会派視察

で静岡県伊東市を訪問、調査してきました。 

伊東市では、平成20年７月から、市教育委員会の呼びかけで、地域のＪＡ、市漁協と各校の栄養士、市

産業課が集まって、地場食材の給食取り入れについて伊東市学校給食地場産品導入推進協議会を立ち上げ

ました。ここで話合いが始まり、生産者の顔が見える地物を使いたいという栄養士の意見で、漁協が持参

した各種の魚料理を試食し、魚メニューが拡大されたと言います。 

伊東市は、自校方式の給食体制ですが、給食のメニューに上がる地場の魚は、各校ごとに漁協に注文し

て切り身や３枚おろし、すり身の状態で納入されます。この事業を推進するために、伊東市は、市の漁業

協同組合魚市場内に学校給食加工場を21年１月に設置しています。施設規模は26平方メートル、整備費は

約200万円で、そのうち100万円は市の補助金です。職員は、ふるさと雇用再生特別基金事業を利用して１

人配置し、二、三人で市場に水揚げされた魚を直接運び入れ、切り身やすり身に加工しています。漁協と

しては、大漁時の大漁貧乏の対策になる、市内全校、近隣市町村の学校の給食メニューとなり、収支面で

も利益が見込める、職員配置は市場の閑散時に支援体制が組めると、教育委員会の申出にこたえたと言い

ます。教育委員会では、市の産業課が間に入って調整してくれたために、大変スムーズに実施できたと言

っていました。現在、推進協議会は８品目の魚メニューを発表し、普及活動していますが、その中には郷

土料理のちんちん揚げというすり身の揚げ物が復活し、地域で話題になっているそうです。 

食育基本法に基づく国の食育推進基本計画では、学校給食において都道府県単位の地場産物を使用する

割合の増加を掲げています。道教育委員会も、関係者による検討会議を設置し、消費拡大に向けた取組を

進めると言います。小樽市の学校給食の地場産品の利用実態について、また、とりわけ水産品についてど

のように認識しているのか、教育長にお聞きします。 

今後、地場産品の積極的な導入拡大に向けての計画についてお知らせください。 

また、現在２か所の共同調理場は、新築して平成24年度から供用開始ですが、水産品の利用拡大や施設

改善についての課題についてお聞かせください。 

小樽市漁協では、低価格の水産品やあまり利用されていないものを対象に製品化を検討するために、付

加価値向上施設をつくるそうです。学校給食との連携で伊東市のように地場水産品の活用を検討できない

でしょうか、お答えください。 

最後に、新幹線延伸後の並行在来線について質問します。 

政府、国土交通省は、整備新幹線の整備に関する基本方針を決定し、北海道新幹線新函館から札幌間な

ど未着工３区間に優先順位をつけた上で、建設の是非について本格的な検討を開始し、本年８月をめどに

決定する方針です。政府が決定した整備新幹線の整備に関する基本方針による着工に当たっての基本的な

条件は、安定的な財源の見通しや並行在来線経営分離についての沿線地方公共団体の同意など、前政権の

着工５条件を踏襲するもので、並行在来線のＪＲからの経営分離が前提条件になっています。既に、ＪＲ

北海道は、５月12日の定例記者会見で、北海道新幹線が札幌に延伸した場合、函館から新函館を含む小樽

－函館間の並行在来線の経営を分離する意向を表明しました。その翌日、函館市は新函館から函館間の経

営分離には沿線自治体として同意しないと態度を明らかにしています。 

５月29日、元余市町議会議長野呂栄氏を代表とするＪＲ函館本線の存続を求める住民の会が発足してい

ます。設立の呼びかけでは、ＪＲ函館本線は先人が築き上げてきたかけがえのない財産であり、通勤、通
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学、通院及び住民の買物など、地域住民が日常的に利用する必要不可欠な交通手段として地域社会を支え

てきたこと、分離された場合、最終的には長万部から小樽間の鉄道路線が廃止される可能性があり、住民

に重大な影響を与え、地域の疲弊につながると強く懸念しています。 

本市においても、経営分離の対象となる塩谷駅、蘭島駅を中心とした地域住民よりＪＲから分離しない

よう求める陳情が今定例会に提出されています。経営形態は変わっても、鉄路は残ると言いますが、既に

ＪＲから経営分離されることになった江差線は、新会社の運行でも年間３億円から４億円の赤字が予測さ

れ、解決の見通しが立っていません。全国の並行在来線でも、地元の県や沿線市町村などが第三セクター

をつくり鉄道運営を引き継いでいますが、赤字運営が相次いでいます。新幹線は長距離の利用には大変い

いのですが、停車駅も限られ、特急料金を含めた運賃が高く、日常的に利用できるものではありません。

在来線は長距離の運送と地域住民の足を兼ね備えており、在来線があってこそ、新幹線も生かされます。

小樽、後志にとっては、新幹線開通後も函館本線は必要不可欠であり、ＪＲと国が責任を持って運営すべ

きです。 

市長は、在来線の存続については必要と答弁していますが、全国的なＪＲからの経営分離後の第三セク

ターによる赤字運営についてはどのようにお考えでしょうか。 

新幹線着工の前提条件として、沿線自治体に在来線経営分離の了承を迫る二者択一の強制はやめるべき

です。我が党は、北海道の均衡ある発展のために、新幹線を補完する在来線の利便性を高め、函館本線の

増便、特急列車の復活を図るべきだと考えています。 

今後、函館本線の沿線自治体として、並行在来線のＪＲからの経営分離に同意が求められます。市長は

どのようにお答えになるのでしょうか、お答えください。 

再質問を留保して、質問を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

              （山田勝麿市長登壇） 

○市長（山田勝麿） 中島議員の御質問にお答えいたします。 

札幌でのグループホームの火災を受けまして、何点か御質問がございました。 

初めに、本年４月に実施しました市内グループホームの特別査察における改善点でありますが、消防本

部では３施設について改善の指摘をしております。その内訳としましては、１施設が防火管理者の未選任、

もう１施設は自衛消防訓練の未実施、さらに、もう１施設は防火管理者の未選任、消防計画の未作成及び

自衛消防訓練の未実施となっておりました。これら３施設へは直ちに改善指導を行い、その結果、５月７

日までにすべて改善済みであることを確認しております。 

また、今後の日常的な防火対策でありますが、定期的に実施する立入検査や年２回以上実施する自衛消

防訓練を通じて消防用設備や防火管理状況等を確認し、必要に応じて改善指導を行うとともに、グループ

ホームからの要請に応じ、運営推進会議等に出席し、防火管理面の助言を行ってまいりたいと考えており

ます。 

次に、スプリンクラー、自動火災報知設備及び火災通報装置のいずれも未設置の施設に対する指導であ

りますが、延べ面積275平方メートル以上の施設にスプリンクラーの設置が義務づけられており、現在未

設置の施設には、立入検査時に、経過措置満了日の平成24年３月末日を待つことなく早急に設置し、入居

者に対する防火安全性を高めるよう指導を行っております。また、延べ面積が275平方メートル未満のた

めスプリンクラーの設置が義務づけられていない施設や、面積にかかわりなく設置が義務づけられている
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自動火災報知設備及び火災通報装置が未設置の施設につきましては、厚生労働省では、スプリンクラーの

設置に関する面積要件をなくし、加えて、自動火災報知設備及び火災通報装置に対する補助を夏までに検

討したいとしておりまして、その動向を注視しながら、当面、避難訓練など必要な指導を行ってまいりた

いと考えております。 

次に、スプリンクラーなどの設置に係る補助金の交付でありますけれども、昨年度、10か所のグループ

ホームでスプリンクラーが設置され、補助金の総額は5,336万円であり、97パーセントが補助金で賄われ

ております。また、この10か所のうち１か所は、スプリンクラーと同時に火災通報装置を設置され、全額

補助金で賄われており、４か所については、工事費が１平方メートル当たり9,000円以内という補助金の

限度を超えたため、自己負担が発生しております。 

次に、スプリンクラーの補助金と夜勤体制でありますけれども、本年度のスプリンクラーの補助枠は、

既に申請された16か所分はすべて内示される見込みと聞いておりますし、また、例年８月ころには追加募

集がありますので、通知が来ましたら、残りの５か所に対し、お知らせする予定としております。 

また、スプリンクラー補助の面積要件撤廃に関しては、入居者の安全確保のため、どのグループホーム

にも設置されるべきと考えまして、３月17日に国への要望案件として北海道市長会へ提案したところであ

ります。 

夜勤の複数体制につきましては、非常時の対応や適切なケアの確保、職員の不安軽減などを図るため、

職員配置基準の見直しと介護報酬加算の取扱いの見直しが必要と考えており、これらの問題については、

４月23日に北海道知事から厚生労働大臣あてに緊急要望を提出しましたので、これらが早期に実現される

ことを期待しております。 

次に、防災設備の市単独の支援策でありますけれども、厚生労働省では275平方メートルという面積要

件をなくして、加えて、自動火災報知設備及び火災通報装置に対する補助を夏までに検討したいとしてお

りますので、早期に補助制度が整備されるよう願っております。 

次に、介護職員の処遇改善の取組ですけれども、国では、昨年４月の介護報酬の３パーセント引上げに

より賃金の改善を図っており、その効果については本市独自の調査は行っておりませんが、厚生労働省で

は、全国平均で月額8,930円の賃金改善の効果があったと公表しています。さらに、同年10月からは、介

護職員１人当たり月額１万5,000円の賃金改善が図られるよう処遇改善交付金制度が設けられておりま

す。この処遇改善交付金は、介護保険事業者が処遇改善計画を作成して北海道に申請することにより交付

金が交付される仕組みでありますが、本年３月末で申請済みの市内の事業者は全体の82パーセントであ

り、昨年10月時点の70パーセントと比較し、取組が進んでいる現状となっております。 

なお、各施設での具体的な改善状況については、本年７月に国が抽出調査を行い、検証することになっ

ておりますので、これを待ちたいと思います。 

次に、運営推進会議に対する援助ですけれども、今までは市内に３か所ある地域包括支援センターの職

員が運営推進会議に参加して支援を行ってまいりましたが、本年２月からは介護保険課職員も参加して地

域連携についてのアドバイスをしており、さらに、札幌市での火災を受け、４月からは消防本部職員も運

営推進会議に参加して防火管理面での助言を行っているところであります。また、グループホームに対す

る近隣住民の協力体制が推進されるよう、５月31日に開催されました町会長と市との定例連絡会議におき

まして、町会長より協力を要請したところであります。 

次に、要介護認定の改正に伴う認定結果でありますが、改正前の平成21年２月から３月までの更新申請

者のうち、前回の要介護度より軽くなった方は15.4パーセント、改正後の21年５月から９月までは26.9パ

ーセント、一部見直し後の21年11月から22年３月までは24.2パーセントになっております。 
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次に、要介護認定制度を廃止すべきとの御指摘でありますけれども、要介護認定は全国一律の基準に基

づき実施されておりますが、国は、昨年４月に、市町村の判定結果のばらつきを是正することを目的に改

正をしました。しかし、介護保険制度開始から10年がたっていることもあり、また、確かに認定調査や介

護認定審査会などに多くの費用や手間がかかっていることから、より簡便な方法に見直すことが必要なこ

とと考えております。このことは、５月31日に厚生労働省の諮問機関である社会保障審議会の介護部会で

も要介護認定の見直しを求める意見が相次いだと報道がなされていることから、今後、この部会で一定の

見直しがされるものと期待しております。 

次に、新幹線の問題ですけれども、新幹線延伸後の並行在来線の関係ですが、初めに、第三セクターに

おける赤字運営についての御質問でありますが、整備新幹線の先行県における第三セクターは、青森県の

青い森鉄道、岩手県のいわて銀河鉄道、長野県のしなの鉄道、熊本県、鹿児島県の肥薩おれんじ鉄道の４

社がありまして、いずれも累積赤字を抱えていると承知しております。 

国におきましては、昨年12月に、整備新幹線問題検討会議及び調整会議を設置し、整備に関する基本方

針などが決定され、今後、並行在来線の維持のあり方や地方負担の軽減について検討されることになって

おりますので、その動向を注視していくとともに、検討結果に期待しているところであります。 

次に、並行在来線に係る経営分離の同意ですけれども、現在、道内においては経営分離に同意しない方

針を表明した函館市の問題などが大きな課題となっておりますので、北海道に対し、調整を急いでいただ

くよう要請しております。今後とも、関連情報の収集を図りながら、北海道や沿線自治体の皆さんと連携

して慎重に判断しなければならないものと考えております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 教育長。 

○教育長（菊 譲） 中島議員の御質問にお答えいたします。 

初めに、北海道教育委員会が実施した平成19年度１年間の学校給食食材購入金額に占める地場産物の使

用割合についての調査でありますが、本市における地場産物の使用率は、食材全体で64.2パーセント、主

食用パン及びめん類が98.2パーセント、畜産物及び加工品が50パーセント、水産物及び加工品が15.9パー

セントとなっております。 

次に、地場産物の使用状況についてでありますが、食材全体の使用率は、全道の70.9パーセントに比べ

て本市は64.2パーセントと若干低くなっております。また、水産品の使用割合が低いことについてであり

ますが、学校給食の調理場において、直接、生魚を扱うことは衛生管理上難しく、これまで行っておりま

せん。水産品の使用に当たっては、衛生的な調理作業を確保するができる食材であることや、限られた時

間の中で大量調理に対応できる食材であることなどが条件となるため、水産物を使用する献立数が限ら

れ、水産品食材の使用割合が低くなっているものと認識しております。 

次に、学校給食への地場産品の今後の導入拡大についてでありますが、地場産品の使用は、食育や地域

の産業、特産品への理解を深めることにもなり、望ましいことと考えております。学校給食では、食材の

安全性はもとより、栄養価、規格、品質、価格、子供の嗜好、調理作業などさまざまな面を考慮すること

になりますが、今後もできる限り地場産品の使用に努めてまいります。 

次に、水産品の利用拡大に向けた施設の改善についてでありますが、現在の調理施設では製造業者が加

工した生魚を調理することも困難であるため、現状では冷凍加工食品を使用しております。現在計画して

いる新しい共同調理場においては、切り身などの半加工品が調理できる施設にしたいと考えて検討してお

ります。 

最後に、学校給食において、漁業協同組合などとの連携による地場水産品の活用についてでありますが、
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現在、小樽市漁業協同組合では、小樽産海産物をより付加価値を高めた製品として開発する事業を検討し

ていると聞いております。地場水産品の学校給食への活用は、地産地消の観点からも大切なことと考えて

おり、今後も、関係部局とも連携を図りながら水産関係者などと意見交換をしてまいりたいと考えており

ます。 

              （「議長、８番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ８番、中島麗子議員。 

○８番（中島麗子議員） 再質問を行います。 

最初に、介護保険の問題ですけれども、市内のグループホームの訪問を通じて小規模施設の矛盾という

ものを強く感じました。同じ認知症のお年寄りの介護をする施設なのに、275平方メートル未満の施設に

はスプリンクラーはつけなくてもいいという国の基準です。これは、もう補助金節約の政策でしかないと、

私は大変納得ができない思いでいます。今回、火災があったところも、これまで起きた幾つかの施設でも、

９人規模の小さなところが多人数の死者を出すということが繰り返されているのです。ここに来て初めて

全国的な話題になって、今、改善が求められるところまで来ましたけれども、当初から、小規模施設をこ

の補助金の対象外にするという政策自体に間違いがあったと私は思います。 

施設内に火事だということを知らせる自動火災報知設備と、消防署に直接連絡が行く火災通報装置を23

年度末までに整備するように義務づけられているのですが、これは補助金の対象になっていないのです。

スプリンクラーをつけて、ちょっとお金が余ればそれも含めて設置していいということになっているとい

うことは今答弁があったとおりなのですけれども、実際に火災通報装置をつけていない施設が今11か所あ

って、このうち７か所は今年度中に設置する予定ですが、どちらも設置していない施設が、結局、３か所

残るので非常に心配です。市長の御答弁では、８月をめどに厚生労働省が検討した答えが出るはずだと言

っていますから私も期待しております。しかし、もし今年度中に見通しが立たないときには、市独自の助

成というのが検討できないのか、このことを期待したいのです。 

札幌市議会の中でも、同じようにこのスプリンクラー整備の補助を求める質問が出たようですが、これ

に対して、札幌市は、国の動きによっては市が先行して整備することを検討するという答弁をしておりま

す。小樽市も、財政事情がありますので、スプリンクラーとまでは言いませんけれども、せめて、火災を

施設内に知らせる、消防署に連絡できる、そういう通報装置だけでも設置できないかということを、実際

に現場の皆さんもそれだけでも設置したいのだと言っていましたので、一部援助でもできないのか、ぜひ

検討していただきたいと思います。そういう点で、残る３施設の丸裸状態といいますか、消火器があるだ

けという態勢に対して何らかの対応が必要ではないかと思います。再度、お答えください。 

あと、介護従事者の処遇改善の点では、約80パーセントの事業者が申請しているということで、調査で

は8,000円ぐらいは上がったと言うのですけれども、現実に私たちが訪問しましたら、みんな、とても楽

になったという話は全然なくて、もう依然として大変だと言うのです。そういう意味では、これまでの政

策で改善されたということになるのかなという気がするものですから、今後、さらに国の政策として処遇

改善の対策というものが何か検討される予定があるのでしょうか。これについてもお聞きしたいと思いま

す。 

要介護認定の問題ですけれども、小樽市の報告では、昨年の２月、３月の時点で、前回の認定結果と比

べて要介護度が低くなった人が15.4パーセントだったところ、４月に認定改悪したときに約２倍の26.9パ

ーセントに上がって、さらに、見直したと言うにもかかわらず、21年11月から３月のときには24.2パーセ

ントですから、結局、以前の15.4パーセントに比べてみれば、改善になっていないという結果なのです。 

これは、北海道の自治体の調査だけなので、全国的な調査だったわけではありませんが、なぜこんな結
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果になったのかがよくわかりません。そういう点では、改めて全国的な調査を実施して、軽度化を訂正す

るための見直しを図るべきだと私は思いますし、ぜひ市長もその点について意見を上げてほしいと思いま

すが、この点ではいかがでしょうか。 

学校給食と水産品の地場産品の拡大の問題ですけれども、私は、海に囲まれて港を二つも持っている小

樽市内の子供たちの学校給食に、こんなに魚が出ていないということについて大変ショックでした。北海

道の平均値でも魚介類は32.9パーセントだったのですが、小樽市は半分の15.9パーセントです。そういう

点では、なぜ魚が出ていないのだろうかという思いがあるのですね。 

この水産品、加工品の地場産品の使用率の低さというのが、学校給食全体の地場産品の割合を下げてい

るというのが実態です。メニューとしてのってくるのも少なく、メニューにのった製品の地場産品の割合

そのものも少ない。二重の意味での問題があるのではないかと思うのです。小樽は、決して、北海道の平

均と比べて全部が悪いわけじゃないのです。食材全体の使用率は全道の70.9パーセントに対して64.2パー

セントですけれども、米は100パーセントで上回っていますし、主食類、それから農産物、これらは、全

部、全道平均よりも上回っているのです。だけど、水産品の使用率が低いために全体としては全道平均の

割合よりもぐんと下がっているのが実態なのです。どうしてもここを改善するのが課題ではないかと思う

のです。 

それで、改めてお聞きしますけれども、市の学校給食に占める水産品の原産地別割合、道内、道外、国

外の別に、今使っているものはどういうところから来ているものがどれぐらいあるのか、お示しください。 

私たちが視察してきた伊東市漁業協同組合の状況ですけれども、大きな魚市場の中の一部に小さなプレ

ハブ施設が設置されているのです。ささやかなものでした。その中ですり身をつくって、切り身を切って、

冷凍してパックしておくという本当に素朴なやり方なのですけれども、そういうやり方で伊東市の小学校

10校、中学校１校、全部に対して供給できるという状況にあるのです。ただ、伊東市は自校方式ですから、

学校ごとの注文で多くて350食、少ない学校で50食と大分違います。小樽市のようなセンター方式では、

新光では6,300食、オタモイで2,200食を調理していると聞いていますし、今度、新築する共同調理場では

9,000食を調理するのですから、さらに地場産品や魚の切り身なんかを用意するのが難しくなるのではな

いか、阻害することになるのではないか、そういう心配があるのですけれども、この点についてのお考え

もお聞きしたいと思います。 

新幹線の在来平行線の問題ですが、どうも、市長はどういうふうにお答えするつもりなのか答えの方向

が聞けなかったような気がいたします。財政的な問題については少し踏み込んだ話合いがされるという御

答弁でしたけれども、今まではとにかく新幹線誘致を最優先として、並行在来線のあり方、財政問題なん

かは全部先送りにしてきたのです。いよいよ自治体の具体的な意思表示が問われるところまで来ました。 

北後志５町村の町村会では、昨年の夏以降、ＪＲが経営維持する札幌都市圏に北後志地域も入れてほし

いと関係諸団体に要請しています。蘭島駅や塩谷駅も含めて経営分離することを小樽市長は認めるのかど

うか、大変注目されるところなのです。これから考えて報告するなどということは言わず、この定例会が

終わったらもう第３回定例会ではすべて終わった後の話なのです。議会の議決が必要なものではありませ

んが、市民の声を届けて議論する最後の場になるわけですから、市長の考えも率直に聞かせていただいて、

私たちは、この二者択一はやめて、並行在来線も新幹線も両方選べないのかということも含めて話を進め

られないのかと思っているのですが、市長の率直な御意見をお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 
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○市長（山田勝麿） 介護保険関係で私が答えたもの以外は部長から答えますけれども、火災通報装置が

未設置の３施設について、市単独で助成できないかという話ですけれども、札幌は札幌としまして、認知

症の入居者を預かっている管理者の責任もあると思いますから、そういった管理者側の考え方もよく聞い

て、その上で対応したいと思います。 

それから、並行在来線の関係ですけれども、今、函館市が反対していて、同意しないというふうに言っ

ています。同意しないとなれば認可になりませんから、これはもう見込みがないわけです。ですから、そ

の辺がどういうふうになるのか、函館の出方を見なければいけないのですけれども、先般、函館市長にお

会いしたときには、大変申しわけないと頭を下げていましたが、函館は函館で事情があるみたいです。今、

函館駅の駅舎を新しくして、駅前広場の整備を含めて約100億円かけたそうです。それは、新幹線延伸を

見据えてやったのですけれども、それを、並行在来線は通さないということになると、とてもじゃないけ

れども、同意できないというのが函館の意見ですから、函館がどういう対応をするのか、そういうものを

見た上で我々としては考えていきたいと思います。そういうことでございますので、ひとつ御理解いただ

きたいと思います。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 医療保険部長。 

○医療保険部長（志久 旭） 介護従事者の賃金でありますとか処遇改善が図られていないのではないか

ということでございますけれども、処遇改善交付金の申請率につきましては、小樽市が82パーセントで、

全道も全国も82パーセントということでございますので、全国並みに申請がなされているのだというふう

に思ってございます。 

それから、昨年、３パーセントの介護報酬が引上げされた分が介護従事者の賃金に反映されていないの

ではないかということで、これはまだ厳密な数字ではございませんけれども、毎年提出いただく現況報告

書の中で、資料が提出されている21施設では人件費の比較で対前年比6.8パーセントほど上がってござい

まして、これも、国の３パーセントの報酬改定分、それから、月額１万5,000円の処遇改善交付金と、両

方の影響率は、小樽市においてもほぼ同じような数字が出てきているのかなというふうに思っています。

そういう意味では、徐々には改善が図られているのではないかと思ってございます。 

それから、要介護認定の軽度化でございますけれども、平成21年４月の改善前の数字が北海道新聞に載

りました調査の結果よりも4.4ポイント多く始まっておりますけれども、改正後の21年５月から９月の数

字では26.9パーセントということで、２月から３月までの数字より11.5ポイント高くなっているのですけ

れども、全道の数字も11ポイント高くなっていますので、ほぼ同じくらいになっております。さらに、見

直し後の21年11月から22年３月までの数字が24.2パーセントということになっております。改正後の26.9

パーセントと比べて、マイナス2.7ポイントになっておりますけれども、新聞に載りました数字もマイナ

ス2.4ポイントということになっておりますので、改善の状況の動きについて、小樽市は全道の動きと変

わっていないのではないかというふうに思ってございます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 教育部長。 

○教育部長（大野博幸） 中島議員の再質問にお答えをいたします。 

まず最初に、学校給食での水産品の道内なり道外、国外別の原材料の産地の関係なのですけれども、簡

単に分けますと、先ほど議員の指摘にもありましたけれども、サバのみそ煮ですとか、単品のおかずとし

て水産品を使っているものがあります。それともう一つのグループとしては、シーフードシチューですと

か、エビシューマイですとか、具材として水産品が主な原料になっているものがあります。 
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前段で教育長からも答弁しましたが、小樽の場合、どうしても、施設の関係もありまして、水産加工品

については冷凍食品がメーンになってございます。単品のおかず、それから具材、合計しますと200回ほ

どの給食のうち58回ほど水産加工品を使っているのですけれども、道内、道外、国外の原産地の状況では、

道内が24パーセント、道外が24パーセント、国外が52パーセントと、国外が一番多い割合を占めています。

それは、先ほどちょっと申し上げましたけれども、シーフードカレーに入っているエビですとか、国外の

冷凍物が入ってきていることに起因しているのかなというふうに思っております。 

それから、今後、新しい給食センターの建設過程の中で、道産品、特に水産加工品については、冷凍食

品ではなくて、いわゆる半加工品的なもの、そういったものも利用できるような施設整備を考えていきた

いというふうには考えております。 

ただ、私は、さまざまな学校給食のお勧めメニューといったようなホームページを見るのですけれども、

やはり、100食、200食の段階では、それこそ魚を３枚におろしてすり身にする段階から行うところもある

のですが、小樽市としては基本的にセンター方式で考えておりますので、そうなりますと、調理するのは

9,000食、２台に分けても5,000食程度になりますから、どの段階から生魚を使うかといった部分の検討は

ありますが、いずれにしましても、道産品、あるいは市内の産物、生産品、そういったものの使用を拡大

できるような、施設整備も含めて今後検討していきたいというふうに思っております。 

              （「議長、８番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ８番、中島麗子議員。 

○８番（中島麗子議員） 医療保険部長の答弁ですけれども、数字は北海道社会保障推進協議会の調査と

小樽市も変わらないという状況を説明していただいたのですけれども、変わらないからいいということで

はなく、要介護認定が制度改正によって低く出る率が高くなっているということが問題だと私は思ってい

るわけで、そうなればサービスを受ける総量が減っていくわけですから、そのような要介護認定方法の変

更がどんどん続くようなことでは、住民サービスとして問題があるのではないかという意見でございま

す。そういう点で、全国的な調査も行って、要介護認定がどんどん軽度化するようなやり方は改めてほし

い、そういう趣旨で申し上げたということをお伝えしたいと思います。 

それから、市長は、函館のことはしきりにおっしゃるのですが、その答弁を聞いていると、函館が同意

しないことによって北海道新幹線の延伸が認められなくなることを大変心配されていて、その動向を注意

したいというふうに言っているように聞こえるのですが、そういうことになれば、山田市長の見解として

は、ＪＲからの函館本線、蘭島駅、塩谷駅も含めた経営分離については進める立場だというふうに判断し

てよろしいのでしょうか。私たちはそれでは困ると思って言っているのですが、ちょっと確認したいと思

います。 

魚給食の問題ですが、生魚が使えないということをしきりにおっしゃるのですけれども、私は、今回、

生魚を使えと言っているわけではなくて、後志の寿都町のメニューも見てみましたけれども、山のように

水産品が使われていて、よく見たら、やはり米飯給食が多いのです。主食との関係もあるのかなと思いま

して、小樽市の主食の導入の仕方の検討だとか、それから、栄養士ともお話ししましたけれども、病院給

食を扱っているときも、たった200枚の切り身を市内業者で調達することができなかったと言うのです。

市内に加工組合もあって水揚げする魚もある、しかし、それを市内で消費するシステムがまだまだ不十分

なのだなという実感をすごく持ったのです。 

学校給食や病院給食など、市内のさまざまな分野で小樽の魚を加工品として流通ルートに乗せていくと

いうことも一つの大きな課題だと思うのです。昨日は、観光の問題で、地場産品のシャコやニシンを利用

してすばらしいという話をしていましたけれども、ぜひ学校給食や市民の食材に地場産品が導入される形
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も検討すべきだと思います。北海道教育委員会は、平成25年度までに地場産品の使用率を給食全体の75パ

ーセントにする目標を立てて、それに向けて頑張ると言っているのです。小樽市は60パーセント台ですか

ら、ぜひ、水産品の使用拡大も含めて、目標達成のために頑張っていただきたいと思いますけれども、こ

の点についても再度お答えいただいて、終わりたいと思います。 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

○市長（山田勝麿） 要介護認定の話ですけれども、実は、月曜日から全国市長会を行っていまして、介

護保険の特別委員をやっているものですから、そういう話もよく聞いてこられるかなと思ったのですが、

残念ながら出席できませんので、状況をよく確認してまたお伝えいたします。 

それから、並行在来線についてですけれども、私が言っているのは、着工５条件ですから、私どもとし

ては並行在来線を残してほしいと思っていますけれども、５条件でＪＲと経営分離しなければ認可、着工

になりませんし、現実問題として経営分離するのは、ＪＲとしては経営をやってももうからないから分離

するということです。昨年９月、市職員が蘭島駅と塩谷駅に一日いて乗降客数を調べましたけれども、平

日でやっと100人程度、土・日だと100人いかないのです。それだとまず第三セクターであろうが、ＪＲで

あろうが、もうかりません。 

そういうことで非常に悩ましい問題ですけれども、我々としては今までずっと北海道新幹線の早期着工

というものを要望してきていますから、これは引き続きやりますけれども、当然、その裏では並行在来線

をどうするのだという話になりますから、その場合に、現状では函館市が同意しないと言っているわけで

すから、民主党政権でも、多分、認可しないのではないかと思いますが、もう少し状況を見ながら、沿線

の皆さんともよく協議して、小樽市独自でやるという話にもなりませんから、みんなで足並みをそろえて

やっていきたいと思います。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 教育部長。 

○教育部長（大野博幸） 中島議員の再々質問にお答えします。 

中島議員が御指摘のとおり、魚の使用率が少ない理由というのは、米飯給食の回数と関連があると思い

ます。私どもも、魚が単品で出される場合は、パンと組み合せますから、フライですとか、かば焼とかと

いう形では出しているのですけれども、米飯が多くなりますと、セットという部分があるものですから、

やはり焼き魚の回数がふえることになりますので、そこは大きく関係すると思います。米飯をふやすとい

うこともなかなかいろいろな課題があるのですけれども、昨年度から、保護者から要望の強かった、めん

類のときにはパンではなくておにぎりにしてほしいということについても、一歩ですけれども、試行を開

始しましたので、その辺の改善はしていきたいなというふうには考えております。 

○議長（見楚谷登志） 中島議員の一般質問を終結し、この際、暫時休憩いたします。 

休憩 午後 ４時０１分 

―――――――――――――― 

再開 午後 ４時２５分 

○議長（見楚谷登志） 休憩前に引き続き、会議を再開し、一般質問を続行いたします。 

              （「議長、10番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 10番、斉藤陽一良議員。 

              （１０番 斉藤陽一良議員登壇）（拍手） 
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○１０番（斉藤陽一良議員） 一般質問を行います。 

まず、児童館を含むコミュニティセンターの新設などの整備、充実の必要性と、応急的な対応の可能性

についてお伺いいたします。 

本市における児童館を含むコミュニティセンターの整備は、極めて立ち遅れた状況にあります。平成11

年に竣工したいなきたコミュニティセンターの整備以来、市財政の窮迫もあって、全く手がつけられてい

ないのが現状であります。東南部地区の地域住民からは、町会、自治会、子供会、長寿会など、地域コミ

ュニティ活動の拠点となる施設の不足とその必要性を訴え、早期建設を求める陳情も提出されており、ま

た、議会議論においても、次に建設をするとすれば東南部地区、場所としては国道５号沿いの朝里十字街

の市有地との考え方が示されております。前の総合計画である「市民と歩む21世紀プラン」には、その現

実性はともかく、中部地区などにおけるコミュニティセンターの整備が文言として明確にうたわれていた

わけですが、現行の第６次総合計画においては、基本計画のⅣ市政運営の「３つの基本姿勢」の中で、「１ 

参加・協働によるまちづくりの推進」の（２）として、地域コミュニティの強化を図るための活動や交流

の拠点となるコミュニティ施設の充実が挙げられているにすぎず、各地区における建設・整備の方向性が

明確ではありません。 

まず、第６次総合計画のもとでの児童館を含むコミュニティセンターの新設などの整備・充実施策の位

置づけと、特に東南部地区におけるその必要性の認識についてお示しください。 

次に、現在、もとより本来の姿ではないとしても、市財政もやっと改善の兆しを見せているわけでござ

いますが、市立病院の統合新築、学校耐震化、公営住宅の長寿命化、市民プールの建設など、大きな財政

的手当て、財源面での工夫を必要とする市政運営上の課題は山積しております。児童館を含むコミュニテ

ィセンターの整備については、その市民生活の質を高めるという今日の行政に期待されている役割から見

て、決して等閑に付することは許されない問題であります。今こそ、その財政的な見通しや事業手法など

について具体的な検討を行うべき時期に来ているのではないかと考えます。ＰＦＩなど、民間の知恵や力

も取り入れた事業手法なども含めた可能性についても御見解をお示しください。 

以上の点を考慮した上で、実現までのプロセス、おおよその年数など、お示しいただける限りで見通し

をお聞かせください。 

その際、東南部地区のコミュニティセンターと一体のものとして構想されていたこともある小樽市消防

署朝里出張所が、本年２月１日、同コミュニティセンターの建設場所として想定をされている土地の一部

に先行して竣工いたしました。これ自体は地域の悲願が実ったものであり、地域の安全・安心にとってま

ことに喜ばしい限りでありますが、１点、確認をしておきたい点は、将来的に同土地にコミュニティセン

ターを建設する場合に、土地利用の面から大きな制約を受けるようなことにはならないかということにつ

いて、現時点での御見解をお示しください。 

次に、東南部地区の児童館を含むコミュニティセンターの必要性、活動拠点の不足の深刻さ、その利用

度の高さや緊急性にかんがみ、地域内の民間既存施設の活用など、応急的な対応の可能性について伺いま

す。 

その必要性については、市も認識をされており、将来的には建設される希望は持てるにしても、実際に

竣工に至るまでには相当長期にわたることが予想をされる場合に、現実の地域活動は日々行われ、しかも、

活動の意欲も意識も高い住民が多く存在し、その活動の場の不足が深刻な問題となっていることに対応し

て、地域内で遊休化している民間の既存施設などについて、本格的なコミュニティセンター建設までの間、

その施設を市が借り受けて活用をするなどの方法でコミュニティセンターや児童館などの機能を応急的

に代替させる施設を設けることは考えられないのか。そのような活用の可能性を参加・協働のまちづくり
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という立場から積極的に検討をしていただきたいと思いますが、御所見をお示しください。 

次に、共同募金の着服問題についてお伺いをいたします。 

昨年発覚した北海道共同募金会小樽市支会の事務局主任を務めていた小樽市社会福祉協議会の元女性

職員が、2008年度分の寄附金と事務費400万円を着服した問題で、最近の新聞によりますと、2007年度以

前にも729万円を着服していたことが同支会の調べでわかったとの報道がありました。 

まず、この問題について、小樽市として把握している着服そのものの事実経過と被害金額及び動機、原

因、北海道共同募金会に対する弁済の有無と金額、さらに、関係機関の対応などについてできるだけ詳し

くお示しください。 

一般的に、社会福祉協議会は、民間団体ではあっても、社会福祉法に規定され、各行政区分単位に設立

されており、各地方自治体の行政と密接な関係にあるため、従来から、その性格については半官半民、公

私共同などと表現されてきました。 

そこで、具体的に、社会福祉法人小樽市社会福祉協議会と小樽市との間の交付金、補助金の額などの財

政面、出向などの形で派遣されている職員の人数や部署、職種など人事面、業務委託契約や指定管理者な

どの業務連携の面について、その関係の主なものをお示しください。 

一般論としては、小樽市社会福祉協議会の業務については、社会福祉法により、北海道社会福祉協議会

の指導・監督を受けることとされておりますが、行政との密接な関係から考えて、小樽市社会福祉協議会

の適正な運営と業務の遂行について、小樽市として、その財政面、人事面、業務面のすべてにわたって適

切な注意を払うことは市民に対する責務であると考えますが、この点に対する御見解を求めます。 

また、今回の問題について、市は、これまで、どのように対応し、市民に対してどのような説明をされ

てきたのか、お示しください。 

共同募金については、社会福祉協議会とは別法人である共同募金会が都道府県ごとに設けられており、

募金活動を行っておりますが、その事務局は社会福祉協議会の職員が兼務しており、小樽においても、北

海道共同募金会小樽市支会の事務局は、今回、不祥事を起こした小樽市社会福祉協議会の職員が長期にわ

たって担当していたとされております。市民の浄財である寄附金を着服することは、募金として寄せられ

た市民の善意を踏みにじるもので、許されざる行為であり、刑事告発を含めた個人に対する責任の追及は

もちろんでありますが、それを許してしまった原因を究明し、共同募金会、社会福祉協議会、ひいては小

樽市のそれぞれについてその責任の所在を明らかにし、再発防止のための対策をとることが求められてい

ます。 

まず、今回の問題に対する小樽市の責任について、どのように考えられているのか、お伺いいたします。 

次に、北海道共同募金会小樽市支会としては、再発防止に向けてどのような対策を講じ、業務の改善を

行ったのか、小樽市がかかわるべき改善点はないのかなどについてお示しください。 

そのほか、共同募金の事務局を兼務する社会福祉協議会では、各種の福祉貸付け、助成金の取扱い、介

護・福祉サービスの提供など、共同募金以外にも金銭にかかわる業務が多いことから、小樽市社会福祉協

議会としてすべての分野における業務の内部チェック体制の確立と会計監査の厳格化などが望まれます

が、さらに、小樽市としても、より積極的に具体的な改善策について社会福祉協議会との意見交換の場を

設けるなどのお考えはないのか、御見解をお示しください。 

最後に、放課後子ども教室の本市における実施の可能性についてお伺いいたします。 

去る４月、私ども公明党小樽市議会議員団は、会派として、佐賀県唐津市の放課後子ども教室推進事業

について行政視察をさせていただき、特に、全国の教室の中から、第１回放課後子ども教室推進表彰教室

に選ばれた鏡子ども教室の活動について、実際に指導に携わっておられるボランティアの方、コーディネ
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ーターとして活動を企画されたり、人材の発掘などに活躍されている方、さらに、それぞれの教室に場を

提供されている公民館の館長をされている元小学校長の方などから、直接、御苦労されている点や成功の

ポイントについて伺うことができました。 

唐津市では、各小学校区に公立公民館があり、そこを中心に28か所の放課後子ども教室を開催、平成21

年度の経費の決算見込額は1,721万7,000円、財源は国、県、市が３分の１ずつの負担で、延べ開催回数は

1,667回、参加した子供は３万34人、延べ実施日数は1,313日となっています。 

鏡子ども教室は、地域主導による実行委員会形式で実施されており、読み聞かせのお話し教室や佐賀大

学の教授が競技かるたを指導するかるた教室、謡や茶道などの伝統文化に触れるものなど、特色ある内容

が工夫されております。下地として、長年培われてきた公民館活動があり、地域の社会教育関係団体や地

域住民の方々が協力して、地域で子供を育てようという強い信念の下、そのネットワークの中から地域に

潜在的にある教育力として、いろいろな分野で講師や指導者として活動していただけるボランティアの方

を次々と発掘できているということが成功のポイントとなっていると感じました。 

本市では、現在、放課後子ども教室は実施されておりません。その理由として、従来の議論の中では、

240日という実施日数が確保できないこと、放課後児童クラブとの一体化が難しいこと、そして、コーデ

ィネーターや安全管理員、アドバイザーなどのボランティアの方の確保が現状でも厳しいことなどが挙げ

られています。まず考えなければならないことは、国が放課後子ども教室を打ち出すきっかけとなった子

供にかかわる重大事件の続発や、青少年の問題行動の深刻化、地域や家庭の教育力の低下などは、首都圏

や近畿圏の大都市部で顕著に見られる現象であって、本市のような地方都市においては、地域の教育力は

比較的健在であるから必ずしも国の施策に沿う必要はないという議論であります。このこと自体の正否の

判断はおくとして、この論法では、本市において実施できがたいとされているさきの三つの理由がたとえ

改善されたとしても、本市において放課後子ども教室を実施する理由はないことになってしまいます。 

もう一つの考え方は、本市においては、確かに地域の潜在的な教育力は大都市圏などに比べて健在であ

るにしても、その力を引き出して目に見える形にまとめ上げる仕組みとして、すなわち地域の人材を活用

し、地域での教育力をより高める方策として、できるならば放課後子ども教室のような取組を検討してい

くという方向であります。 

教育長は、いずれの方向を考えておられるのか、御所見を伺います。 

今回、唐津市の先進的な事例を学ばせていただき、国から当初示された240日実施というハードルはか

なり弾力的であり、放課後児童クラブとの一体化という点についても、ある程度の連携をとっていくこと

でクリアできる可能性もあることがわかりました。問題は、熱意を持って地域の子供たちを育てていこう

という人材をどのようにして発掘し、まとめ上げていくかであります。 

その点で、本市において平成16年から実施されている地域子ども教室は、当初、国の委託事業としてス

タートしたものの、現在は本市独自の取組として市内すべての学校で実施されており、事業名称はともか

く、内容的には、全国的に見てもいわゆる放課後子ども教室に匹敵するものであると考えます。したがっ

て、本市においては、現行の地域子ども教室にかかわる多くのボランティアの方々の人材の輪を少しでも

拡大、充実していくことにより、将来的にこれが放課後子ども教室に移行できることを目指すべきと考え

ますが、教育長の見解を求めます。 

以上、再質問を留保して、質問を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 
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              （山田勝麿市長登壇） 

○市長（山田勝麿） 斉藤陽一良議員の御質問にお答えいたします。 

初めに、コミュニティセンターの整備、充実に関しての御質問でございますが、まず、第６次総合計画

におけるコミュニティセンターの新設などの施策の位置づけについてでありますが、第６次総合計画で

は、市が置かれている現状の財政状況などを踏まえ、当面、財政再建を図ることが喫緊の課題であること

から、新規事業については選択と集中を基本に位置づけたものであります。このため、コミュニティセン

ターの新設や整備については具体的な方向を明記しておりませんが、人口減少や少子高齢化、核家族化な

ど社会状況が変化する中で、地域の活力を維持するためにコミュニティ活動を支援することは重要なこと

と考えております。 

特に、東南部地区におけるコミュニティセンターについては、かねてより地域の皆さんからの声や具体

的な要望も伺っており、市といたしましても、人口集積など地域の状況からも必要と考えており、既に建

設のための用地を確保しているものであります。 

次に、コミュニティセンター整備の具体的な検討でありますが、事業手法については、これまでに、民

間の資金やノウハウ等を活用するＰＦＩによる事業の検討や試算を行いましたが、民間の事業手法では事

業規模の点などから収益を確保するまでには至りませんでした。一方で、本年４月、小樽市は過疎法が適

用されることになり、いわゆる過疎債の充当が可能となったことなどから、財政負担としては有利な状況

も出てきておりますので、事業手法や財政的な見通しなどを含めたさまざまな検討が必要と考えておりま

す。 

次に、実現までのプロセスとそのおおよその年数ですけれども、プロセスとしましては、一般的には、

地域の皆さんとの懇談などにより、地域の意向を把握しながら、財政状況も踏まえ、事業手法について検

討した後、コミュニティセンターの規模や必要な機能、管理運営体制などについての検討が必要であると

考えております。また、実現までのおおよその年数ですが、現時点で明確に申し上げることはできません

が、今後、病院の統合新築や学校の再編に係る耐震化など財政的に大きな負担のある事業が控えておりま

すので、財政健全化計画の進捗状況などを考慮しながら建設時期について判断していきたいと考えており

ます。 

次に、消防署朝里出張所が建設されたことによる面積的な制約を受けないかとの御指摘ですが、出張所

の建設により残面積は約2,415平方メートルでありますが、この出張所は、将来のコミュニティセンター

の整備を前提に、施設の位置や配置、さらには車両の出入口等に配慮して建設しています。したがいまし

て、コミュニティセンターを整備する場合に土地の利用面から制約を受けることはないと考えており、面

積的にもいなきたコミュニティセンターと同規模のものを建設することは可能と考えております。 

次に、コミュニティセンターの建設まで民間の遊休施設の応急的な活用ができないかということであり

ますけれども、仮に民間の遊休施設であっても、多額の改修費をかけて応急的な活用をすることは現実的

には難しいものと考えております。 

次に、共同募金の着服問題についての御質問でありますが、北海道共同募金会は、社会福祉法第113条

の規定に基づく社会福祉法人であり、このたびの着服問題に対し、本市が直接関与する問題ではありませ

んが、本年６月１日付けで名称変更された当法人の内部組織であります小樽市共同募金委員会に確認した

ことについてお答えいたします。 

まず、経過でありますが、平成21年３月31日に着服が発覚し、金額は平成20年度分の寄附金と事務費を

合わせて約400万円であり、この金額については、本人も認め、返還されております。しかし、平成19年

度以前の会計でも不明な点があり、小樽市共同募金委員会の内部調査では、最終的に、被害額は平成11年
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度から20年度まで約1,129万円となったものであります。 

動機、原因ということでありますが、当委員会が本人から聞いたところでは、知人の借金を肩がわりし

たのが発端で、経済的に困窮したことが動機と思われますが、詳しい事実関係については今後の司直の調

査を待つことになろうと言っております。共同募金委員会としては、現在進められている当局の立件調査

を待って告訴することを決定しておりますが、北海道共同募金会への弁済についてはあくまでも本人に求

償することとしております。 

また、北海道共同募金会を中心に、監督官庁である北海道や北海道社会福祉協議会等にも、随時、必要

な報告をしていると聞いております。 

なお、当該職員につきましては、当協議会の就業規則により、平成21年４月29日付けで懲戒解雇されて

おります。 

次に、本市と社会福祉協議会との関係でありますが、まず、財政面と業務についてでありますが、社会

福祉協議会は、社会福祉法第109条に基づく法人格を有する民間組織でありますが、社会福祉活動への住

民参加を推進する公共性の高い事業が中心であり、運営費の多くを公的な資金で賄っております。本市の

平成22年度の状況として主なものは、事務局を運営するための職員11名の人件費の一部を交付金として約

3,380万円を支出しております。また、総合福祉センターの管理運営についても、指定管理者として委託

料4,740万円を支出し、介護保険事業としても、中部地域包括支援センターの運営事業を3,080万円で委託

しております。人事面でも、現在、福祉部から２名の事務職員を社会福祉協議会事務局長と事務局次長と

して派遣しており、事務局全体としては13名で運営しており、福祉資金の貸付け、福祉除雪、給食サービ

ス、ボランティア関係や民生委員協議会などの業務を行っており、地域福祉の増進に貢献しております。 

次に、社会福祉協議会の運営に対する市の監視と着服問題に対する市の対応でありますが、社会福祉協

議会は、財政面で市からの多くの資金を受け、多様な福祉サービスなどの業務を担っておりますので、当

然、市からの監視は厳しいものでなくてはならないものと考えております。現状では、派遣している職員

を中心に日常の業務進行を監督しているほか、書類による定例的な報告や個々の業務についても、市の担

当者との協議を重ねながら事業が進められています。 

また、共同募金会の着服問題に対する市の対応や市民への説明でありますが、これは、当事者団体が行

うべきものと考えておりますので、御指摘のあったことにつきましては当該団体にお伝えをいたします。 

次に、共同募金会の着服問題に対する本市の責任でありますが、この募金事業に、直接、市がかかわっ

ているわけではありませんが、市から小樽市社会福祉協議会に派遣している事務局長が共同募金委員会の

事務局長も兼務していることから、当該職員の管理監督責任はあるものと考え、市として、事務局長を平

成21年７月23日付けで懲戒処分をいたしました。 

次に、小樽市共同募金委員会の再発防止や業務改善についてでありますけれども、今回の着服について

は、長年にわたり、１人の担当者に通帳、印鑑の管理、経理、文書収受事務等を任せていたことが大きな

問題であり、事件発覚後、直ちに印鑑や通帳の管理、文書の収受事務等をそれぞれ別の職員に担当させ、

相互にチェックする態勢と市、さらに、出納責任者による領収書や、現金出納時には預金口座を、その都

度、検印をするほか、当委員会の会計監査についても年１回から年４回の実施に変更し、再発防止に万全

を期していると伺っております。 

なお、社会福祉法人の運営や指導・監督については北海道が所管していますが、社会福祉協議会は、地

域福祉の推進を図るため、地域福祉の担い手として、今後とも、市と連携し、各種事業を実施していくこ

とになりますので、その実施事業の内容や組織体制などについてより一層注意を払ってまいりたいと考え

ております。また、社会福祉協議会におきましては、介護保険事業や各種の福祉事業を実施しております
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が、ただいまお答えしましたとおり、共同募金着服の発覚後、事務局内部の牽制体制を整え、万全を期し

ているほか、法人内部の監査、北海道による監査も実施されておりますので、市といたしましては、現状

において具体的な改善策を意見交換する場を設ける考えはございません。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 教育長。 

○教育長（菊 譲） 斉藤陽一良議員の御質問にお答えいたします。 

放課後子ども教室の取組の方向性についてでありますが、小樽市におきましては、平成16年度から３年

間、国の委託事業として地域子ども教室推進事業を行い、事業の終わった19年度以降から、市独自の取組

として、毎週土曜日に、地域のボランティアの御協力をいただきながら、小学校で地域子ども教室を行っ

ております。現在、開設校では在籍児童の10パーセントほどが利用し、子供たちが安全で安心して過ごせ

る場としての役割を果たしており、ボランティアの確保などに課題はありますが、継続してこの事業に取

り組んでいく必要があるものと認識しております。 

次に、将来的に放課後子ども教室への移行を目指すべきとの御指摘でございますけれども、放課後子ど

も教室の開設には、運営委員会の設置、コーディネーター、安全管理委員、学習アドバイザーなど人材の

確保、また、一定の財政負担などの課題もありますが、開設日数については弾力的な取扱いも可能になっ

てきておりますことから、今後、放課後児童クラブとの関係も含めて検討してまいります。 

              （「議長、10番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 10番、斉藤陽一良議員。 

○１０番（斉藤陽一良議員） １点だけ再質問させていただきます。 

コミュニティセンター実現までの応急的な対応についてでございます。 

先ほどの答弁は、非常に簡単で一言で終わってしまったのですが、具体的な施設の名前は控えさせてい

ただきますけれども、現時点で、地域内でそういう遊休化した施設があるということですので、その施設

の所有者に対して、市が具体的に借り受けてそれをどうこうするという交渉までは難しいかもしれないの

ですが、地域の市民から活用についての要望が出ているというようなことを所有者にお伝えをしていただ

くと。そういった可能性についても、打診をするといいますか、問い合わせをするぐらいの対応は市とし

て可能ではないのかというふうに考えますけれども、その辺の地域の声や要望を伝えるということについ

てのお考えはいかがでしょうか。 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 総務部長。 

○総務部長（山﨑範夫） 再質問にお答えをいたします。 

民間の遊休施設の関係だと思います。具体的な例を含めて担当にお話があったようで、私も聞いており

ますけれども、新光・朝里地区で、そういった施設の分で先般あったお話は、相手方の事情を含めてなか

なか厳しいといいますか、相手方の建設条件なり、これからの使い道の中ではなかなか難しかったという

ふうに報告は受けています。 

現実の問題として、どんな施設があって、御利用の希望とどう合致していくものかというのはちょっと

難しい課題だと思うのですけれども、企画政策室で担当しておりますので、それぞれまたお話があれば伺

って、私どもとしてできる範囲のことは協力をしますけれども、現実の希望として、このコミュニティセ

ンターができるまでの代替施設ということになると、今すぐ私どもとしてできるとなると難しいのかとは

思います。ただ、それぞれの御希望を聞きながら、できる範囲ではさせていただこうというふうには思い
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ます。 

○議長（見楚谷登志） 斉藤陽一良議員の一般質問を終結いたします。 

              （「議長、16番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 16番、林下孤芳議員。 

              （１６番 林下孤芳議員登壇）（拍手） 

○１６番（林下孤芳議員） 一般質問の最後になりましたので、質問項目がダブっておりますけれども、

通告に従いまして質問させていただきます。 

北海道新幹線札幌延伸の課題について質問いたします。 

前原国土交通大臣は、昨年11月、新政権として整備新幹線問題の検討、調整を行うために、整備新幹線

問題検討会議及び調整会議を設置し、整備に関する基本方針や当面の整備方針が決定をされ、未着工区間

については本年の夏を目標に検討を進めると言われてまいりました。新幹線の全国整備計画は30年以上前

に策定され、基本スキームも当時決定されたものが大筋で踏襲されてまいりました。国をはじめとして、

地方自治体の負担割合、開業後の並行在来線の扱い、基本設計までがそのまま踏襲され、地方から見直し

の意見が出れば、財政負担が大幅に見直されることや着工順位を遅らせるなどの圧力によって政権主導で

建設が進められてきました。 

自由民主党政権下の新幹線による国土の均衡ある発展という理念は大変すばらしいものであり、国民の

支持と期待を受け、新幹線の延伸計画が進められてきました。しかし、このすばらしい整備計画が、いつ

の日か、政治的に利用され、政治の力関係によって進められることとなり、利用予測や費用対効果までが

恣意的に操作され、優先順位が決定されてきました。そのため、相当無理な計画と理由づけによって大き

な負担が押しつけられることとなり、関係自治体やＪＲからも批判の声が大きくなってきていると思われ

ます。 

そうした視点で考えますと、現在進められている鹿児島－八代間の部分開業と長崎ルートの着工、元総

理大臣の出身地である北陸新幹線の金沢－福井間の部分着工、高速増殖炉の運転に同意したのだから敦賀

着工は当然という主張は、まさに本末転倒と言わざるを得ません。国土の均衡ある発展や開業後の収支、

投資効果などを純粋に検討すれば、国家的財産である青函トンネル開通と同時に札幌延伸は実現すべきで

あったと思います。 

今、新政権の下で、新たな整備に関する基本方針や当面の整備方針が決定され、民間資金の活用などに

よる建設に向けた動きが加速されようとしているときに、ＪＲ北海道は、小樽－函館間の経営分離の方針

を５月12日に正式に表明いたしました。これは、従来のスキームに基づく既定方針と受け取れますが、函

館市の不同意決議や後志の関係する自治体の鉄道存続運動の高まりは、これまでの地域の特性や経過から

当然理解できるものであります。しかし、これまで整備新幹線の着工は、地元自治体の経営分離への同意

が条件とされてきただけに、札幌延伸の大きなハードルになる懸念が生じ、大変心配されるところであり

ます。 

私たちも、会派として、八代市のおれんじ鉄道で、新幹線の開業に伴う並行在来線の第三セクター移行

後の経営状態を調査してきました。小樽－函館間よりはるかに条件がよい地域でも大変厳しい経営を強い

られ、マスコミや地域住民から第三セクターに対する見通しの甘さを指摘されるなど、厳しい批判にさら

され、開業後10年も経過せずして第三セクターの存続そのものが危ぶまれております。そうした現場から、

小樽－函館間の鉄道存続は、ＪＲ北海道が経営主体にならない限りほとんど不可能であり、第三セクター

方式は沿線自治体の負担があまりにも大きく、実現は難しいものと思われます。 

しかし、貨物ルートの確保と危機管理を考えると、樽前山や有珠山は、過去の噴火によって長期間にわ
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たって鉄道輸送がストップし、高速道路もストップした経緯があります。小樽－函館間の鉄道存続の可能

性を求めるとすれば、国の責任においてこれらの検証がなされるべきだと思います。整備新幹線問題検討

会議や調整会議などで未着工区間の認可、着工について検討している中で市長が判断をされることは大変

難しい立場と思いますが、期成会の会長として並行在来線の存続問題についてどのようなお考えか、お聞

かせください。 

次に、新幹線新小樽駅の駅部見直しについてお伺いいたします。 

これまでのスキームでは、駅部見直しを求めた場合は、より多くの負担が求められたり工事着工の見送

りなど、いわば厳しい制裁が課せられ、これまではとても計画の見直しを言える状況ではなかったと理解

しております。国と地方で財源や権限に圧倒的な差がある30年も前に計画され、その後、平成12年に一定

の確認がなされたとはいえ、ルートや駅の位置づけがベストであるとする理由は全くありません。むしろ、

工事技術の進歩と技術革新、都市人口や環境の変化、将来の発展性を考慮し、地方にも負担が求められる

とすれば、見直しはむしろ当然であると思います。現在の新幹線新小樽駅の計画は、スペースが限られて

おり、将来の開発が極めて困難な地形であるなどの理由から見直しを求める声がこれまでもあり、新たな

国の方針が示された中では駅部の見直しも当然求めるべきと思いますが、市長の判断をお伺いしたいと思

います。 

また、新幹線新小樽駅の役割について、わざわざ各駅停車で新幹線に乗って東京に行く人はいないので

新小樽駅の必要性はないという批判や、投資がむだになるという疑問の声もありますが、飛行機とは違っ

て新幹線はすべて東京をターゲットとするものではなく、あらゆる目的地を自由に選択し、１本の列車で

利用することが可能な分、道内や本州各地との新たな観光ルートの開発や東北圏との交流は、これまでの

時間的な制約から解放され、今までほとんど交流ができなかった多くの地域との人の流れが拡大され、新

小樽駅の波及効果ははかり知れないものが出てくると思います。 

既に、新幹線の技術は時速350キロ運転の実用化が目前と言われております。飛行機と比べても時間的

に遜色がなくなり、アメリカをはじめ、世界各国が注目し、導入を検討しています。世界に日本の新幹線

システムを売り込む時代と情勢を考えれば、新幹線札幌延伸は、日本の屋台骨を形成し、世界にその力を

示す意味からも急ぐ必要があると思いますが、市長の決意をお示しください。 

次に、新市立病院の建設計画に向けた課題について質問をいたします。 

私は、この２年余り、医療センターの循環器内科に通院し、患者として利用する市民の立場で医療セン

ターの取組を見てまいりました。立地条件も、高齢者が通院するためには大変不便で、厳しい環境にあり、

建物の老朽化も深刻な状況にあると思います。たまに知人に会いますと、必ずと言っていいほど病院を早

く何とかしてほしいという話題になり、これが利用している方々の声だと思います。患者で常にフロアが

満員状態となっており、混雑しております。後志の各町村から受診される患者も常々見かけられます。業

務としては、医師や看護師のみならず、皆さんが多忙をきわめていますが、本当に明るく一生懸命働いて

いると感心いたしております。 

医療センターは若干の黒字経営と言われますが、皆さんがこれほど一生懸命働いているのに、なぜ市立

病院の収支が改善できないのか、大変不思議に思っております。この間、続いてきた医療費の削減政策に

よる新臨床研修制度や医師の削減政策によって、普通の企業努力では既に医療は収支がとれない時代にな

っているのかと心配いたしております。 

そうした現状を見ると、新市立病院の建設費を医師の働きによって返済できるような期待はできないと

判断されます。そのためには、可能な限り建設コストと運営コストを下げることが病院建設のポイントに

なるのではないでしょうか。このたび、新市立病院の基本計画に向けた補正予算が計上されたことを踏ま
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えまして、臨時会や市立病院調査特別委員会での議論も報道されております。 

そこで、基本的な考え方について質問をいたします。 

医療を取り巻く環境は依然として厳しい状況ですが、高齢化社会を迎え、医療の必要性はますます高ま

り、また、地域医療の重要性は住民生活を支える必要なインフラという認識は、市民合意を得たものと確

信されます。一方で、前政権が10年余りにわたって医療費削減の方策として推進してきた数々の施策によ

って、病院の経営は形態にかかわらず厳しくなり、そのため病院建設は冬の時代を迎えたと解説されてい

ます。最近の傾向として、新しく建設された病院は、医師に過重な労働を求めるなどの不安から、かつて

のように医師を集めることができなくなっているとも言われています。 

そうした厳しい環境の下で新市立病院の建設計画がスタートするわけですから、事業管理者や理事者、

議会も大きな責任を負うこととなります。市長は、臨時会で、豪華な病院を建てる気はないと答弁されて

おりますが、完成後の新市立病院の経営を考えると、あらゆる工事工程を厳選して建設費を極力低く抑え

る必要があることは当然と思います。 

いかなる根拠に基づくものかは不明ですが、既に民間病院に比べて建設費が高すぎる、診療科目を厳選

して病床数をさらに絞るべきだとの指摘があると新聞で報じられております。最近報道された公立病院の

建設後の厳しい病院経営を特集した番組で、病院建設に絡んで、議会が、50年に一度の大型公共事業であ

り、地元業者の参入を強く求め、結果的に建設費が30パーセントも割高になった例や、病院の委託業務を

地元業者に発注し、その後、経営分析の中で、通常の委託料の３倍もの契約となっていた例が報じられて

います。 

将来の負担を軽くし、また、新病院の安定した経営を支えるためには、少しでも建設費を抑える必要が

ある一方で、市が設置する病院として地元業者をどう考えるべきかという難しい問題があります。開院後

の清掃、給食などの委託業務費についても、金額のみを追求したため、利用者の苦情が多く、信頼を失っ

た例もありました。単純に価格のみを優先すれば、市長も、議会としても、相当な覚悟が必要であると考

えますし、そうでないとすれば、市民に対して、その検討経過について説明責任を果たす必要があるもの

と考えますが、この点について市長の見解をお伺いいたします。 

次に、グループホームの防火対策についてお伺いいたします。 

本年３月13日、札幌市北区の認知症グループホームで火災が発生し、入居者７名が死亡する痛ましい事

故が起きました。これまでも、この種の施設火災は多くの人命が失われるケースが多いことから、全国的

にも火災予防と対策が求められてきました。今回は、洗濯物を乾燥させるために石油ストーブの近くに干

したことが原因と推定されており、防火設備や避難誘導体制の不備が再び指摘されております。 

小樽市は、４月７日、市内の社会福祉施設60施設を消防本部と建設部、福祉部、医療保険部で立入調査

を実施したと報告をいただいておりますが、その結果、消防本部から指摘を受けた３施設と建設部から指

摘を受けた２施設には、どのような問題点を指摘し、どのような指導をされ、その後、改善がなされてい

るのか、お伺いをいたします。 

また、福祉部と医療保険部は指摘事項なしとされていますが、どのような項目を調査されたのでしょう

か、お答えください。 

私どもも、品川区や渋谷区の特別養護老人ホームや重度の障害者施設の視察をさせていただきました

が、相当設備が整った施設であっても、万が一、火災が発生した場合を想定すれば、施設の職員が全員出

勤している状態でも完全な避難誘導体制は難しいとの本音も聞かれました。避難訓練の様子を見ますと、

車いすでの避難はルートが限定されることや、マットレスごとの避難状況から、実際、現場での限界を感

じる思いでありました。 
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現行法では、夜間の勤務体制は入居者５名から９名につき１人以上の職員配置を義務づけているとされ

ていますが、調査によりますと、97パーセントの施設が１人で勤務し、２人勤務はわずか３パーセントし

かなかったとの報告があります。そうしたことから、社会福祉施設から絶対に火事を起こさせない体制を

整備することが一番実態に合った対策と思いますので、暖房設備や乾燥設備、炊事場など火気取扱場所に

対するより厳しい規制を設けるべきであると思いますが、消防本部はこのたびの検査などを踏まえてどの

ような法整備が必要と考えていますか、お答えください。 

また、道は、延べ床面積275平方メートル未満の施設に対するスプリンクラーや火災通報装置の整備に

対する助成措置、夜間の職員配置基準と介護報酬の見直しを厚生労働省に要望しております。小樽市とし

ての考え方をお示しください。 

小樽市として今すぐにでも取り組むべき課題としては、近隣住民などの協力組織をつくり、火災発生時

にはすぐに避難誘導に当たることができる体制づくりが必要だと思いますが、市長の考えをお伺いしま

す。 

以上、再質問を留保し、質問を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

              （山田勝麿市長登壇） 

○市長（山田勝麿） 林下議員の御質問にお答えいたします。 

北海道新幹線の札幌延伸の課題について、何点か御質問がございました。 

初めに、並行在来線の存続問題でありますが、私としては、鉄路につきましては、地域住民の足の確保、

自然災害発生時の代替路線として残していただきたいという思いはありますが、札幌延伸が現実のものと

なる段階では一定の判断をする時期が来るものと考えております。 

いずれにいたしましても、並行在来線の対応につきましては、認可・着工後、道南の木古内－五稜郭間

の場合と同様に、北海道が中心となり、沿線の自治体で構成する地域対策協議会が設立されると聞いてお

りますので、その中で地域住民の足の確保を第一に協議されるものと考えております。 

次に、新たな国の方針が示された中で、駅部の見直しについて求めるべきとの御質問でありますが、新

たに決定された整備新幹線の整備に関する基本方針においては、基本的な考え方として、安定的な財源見

通しの確保、収支採算性、投資効果など、従来と同様の基本的５条件を確認した上で着工することや、整

備新幹線の整備方式及び建設財源の分担などが示されているものであり、新幹線駅についての記載はされ

ておりませんので、新たに基本方針が示されたことにより駅部の見直しを求めるということにはならない

ものと考えております。 

なお、駅部の位置につきましては、全国新幹線鉄道整備法に基づく基本計画が決定されて以来、技術指

針や自然環境、市街地への影響などについて調査検討がなされ、さらに、平成12年には環境影響評価法に

基づく環境アセスメントなどの法的な手続を経て最終的に天神地区に決定され、昨年度も駅部調査が行わ

れていることなどから、駅位置の見直しを求めることは難しいのではないかと考えております。 

次に、新幹線札幌延伸への決意ということでありますけれども、北海道新幹線新青森－札幌間は、我が

国の高速交通体系の骨格を形成する上で極めて重要な国家プロジェクトであり、北海道がその個性を発揮

して活力あふれる地域社会を創設していくために欠かすことのできない社会資本であります。特に、東北

地方につきましては、北海道開拓の歴史からも極めて関係の深い地域であり、文化・生活面での共通性も

強いことから、札幌延伸により相互交流が促進され、大きな経済効果を生むものと期待されます。このよ
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うなことから、新幹線効果を最大限に発揮し、後志地域が発展していくためにも、札幌までの延伸は欠か

せないものと考えており、今後とも、北海道や他の期成会と連携しながら、後志管内の市町村が一丸とな

って、政府や関係機関に対して、新青森－新函館間の早期開業はもとより、新函館－札幌間の全線フル規

格での一日も早い認可・着工と早期完成について粘り強く要望してまいりたいと考えております。 

次に、新市立病院の建設費や開院後の委託業務費についてでありますけれども、将来の負担や持続可能

な病院経営を考えますと、特に新病院建設は大きな事業でありますので、より負担の少ない形で実施する

ことが重要な課題でありますし、開院後の清掃等の委託業務費につきましても同様と考えております。一

方では、議員が御指摘のとおり、地元経済への影響をどう考えるかという視点で地元発注などへの配慮も

必要と考えております。今後、基本設計を実施していく中で発注方法などの提案もなされてまいりますの

で、その提案内容などについて議会へも報告し、十分審議をいただいた上で判断をしてまいりたいと考え

ております。 

また、開院後の清掃等の委託業務費につきましては、現在も病院局で縮減に向けた取組を進めていると

聞いておりますので、その成果を踏まえながら、病院事業管理者の下、適切な対応がなさるものと考えて

おります。 

次に、市内の社会福祉施設についての御質問でありますけれども、初めに、本年４月に行った立入検査

の実施結果でありますが、消防本部指摘の３施設につきましては、１施設が防火管理者の未選任、もう１

施設は自衛消防訓練の未実施、さらにもう１施設は防火管理者の未選任、消防計画の未作成及び自衛消防

訓練の未実施について指摘し、直ちに改善指導を行った結果、５月７日までにすべて改善済みであること

を確認しております。 

また、建設部が指摘した２施設ですが、１施設は、当初の建築確認申請では使用しないとしていた部分

に入り口を設け、部屋として使用していたことから、増築の申請が必要であると指摘しました。その後、

事業者から原形に戻すとの申入れがあり、４月30日に当該部分が当初の申請どおりに戻っていることを確

認しました。もう１施設は、建築物や建築設備の状況に関する定期報告の未実施を指摘しましたが、その

後の調査の結果、当該施設は定期報告が必要となる面積要件に達していないことが判明したため、その旨

を事業者に通知いたしました。 

次に、福祉部と医療保険部の立入検査の調査項目ですが、福祉部は、道が認可権を有する老人や障害者

の福祉施設を担当しておりますが、立入検査に際しては地元の担当として消防本部と建設部の調査に同行

したものであり、指摘事項はありませんでした。医療保険部は、グループホームの指定権者として、人員

配置基準が守られているか、災害時の関係機関への通報体制が整備されているか、喫煙者がいる場合、火

気の取扱いは適切かについて調査を行い、いずれも指摘事項はありませんでした。 

次に、暖房設備や乾燥設備、炊事場等、火気取扱場所に対する規制でありますが、現在、設備の位置、

構造及び管理の基準について小樽市火災予防条例で定めております。また、定期的に行う立入検査時には、

本条例に基づき、使用状況を確認し、不適切な場合には必要な改善指導を行っております。したがいまし

て、現行の火災予防条例に必要事項が十分盛り込まれておりますことから、現在のところ、さらなる厳し

い規制を設けることは考えておりません。 

次に、防火対策に関する要望ですが、本市としては、高齢者の安全確保の観点から、すべてのグループ

ホームにスプリンクラーが設置されるよう、275平方メートル未満の施設に対する面積要件の撤廃と助成

措置について、火災発生４日後の３月17日に、取り急ぎ、国への要望案件として北海道市長会へ提案した

ところであります。また、北海道では、４月９日開催のグループホーム火災等に対応する全道関係機関・

団体連絡協議会において、北海道市長会から出されたスプリンクラーの要望のほか、夜間人員体制の強化
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と地域連携の支援を加え、４月23日に厚生労働省に緊急要望をいたしたものであります。 

市といたしましては、いずれも必要なことと考えておりますので、早急に実現するよう期待をいたして

おります。 

次に、地域住民の協力による避難誘導の体制づくりですが、介護保険の運営基準により、各グループホ

ームでは地域住民代表も参加する運営推進会議を設置することが義務づけられており、この会議の中で、

災害時における地域住民の組織づくりについて協議することになっております。本年３月に実施したグル

ープホームにおける防火安全対策に関する実地調査では、市内の38か所のうち、避難訓練への地域住民の

参加等について協議があったのは29か所ですが、実際に地域住民が参加して避難訓練を実施できたのは12

か所にとどまっているなど、災害発生時における地域住民による協力体制づくりについてはこれからの課

題と思っております。 

このため、介護保険課職員や消防職員が運営推進会議に加わり、地域連携のアドバイスや防火管理面で

の助言を行う取組を開始しており、さらに、５月31日開催された町会長と市との定例連絡会議において、

グループホームとの連携の協力を町会長に要請したところでありますが、今後とも地域住民の協力体制づ

くりが円滑に進むよう支援してまいりたいと考えております。 

              （「議長、16番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 16番、林下孤芳議員。 

○１６番（林下孤芳議員） ２点ほど再質問させていただきます。 

市長は、この間、大変一生懸命に新幹線の誘致活動に取り組んでこられたということで、私も本当に高

く評価しているのですけれども、今年の夏にかけて最大の山場を迎えると言われている新幹線問題で、そ

うした時期に小樽市は推進室をなくしてしまったということによって、関係者から、何か小樽市は誘致を

やめるのかというメッセージに受け取られないかと非常に心配をいたしております。 

そして、政府は、今、新たな方式として、民間資金を導入したＰＰＰ方式、ＰＦＩみたいなイメージだ

と思うのですけれども、そういったものを検討しておりまして、スキームも変更される可能性が少しはあ

るのではないか、こういうふうに考えられます。 

そこで、現状では、函館市や後志の関係自治体の同意が得られない限り、平成27年度以降の計画が完全

にストップするということが想定をされますので、何としてもこの事態を回避させるという意味で、申し

上げましたとおり、危機管理の立場から、小樽－函館間の鉄道存続をさせる方向で、市長が関係自治体の

取りまとめ役といいますか、そういったことを担ってもらえないか、期待を込めて再質問させていただき

ます。 

次に、新市立病院の関係なのですけれども、私がこれほど医療環境の厳しさというものを認識したのは、

議員になって間もなく、小樽市医師会の主催で上映された、アメリカの医療崩壊の現状を告発するドキュ

メント映画を見てからであります。その後、民主党の医療問題の勉強会などにも参加させていただきまし

て、これは今の政権の仕事であるかと思いますけれども、地域医療の一元化や、諸外国のように国が一元

管理する医療というのも考える時期ではないかという認識に立っての質問だということで理解をしてい

ただきたいのですが、新病院の経営に可能な限り負担をかけないという立場で、現在示されております１

平方メートル当たり33万円、これが入札効果によって少しは抑えることができるのか、あるいは、難しい

のか。私としては、その分、項目は違いますけれども、医療機器に回したほうが病院経営にはプラスにな

るのではないかと思いますので、見解をお願いしたいと思います。 

○議長（見楚谷登志） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 
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○議長（見楚谷登志） 市長。 

○市長（山田勝麿） 初めに、新幹線の関係ですが、推進室は存続しますので、場所が変わっただけで、

室長以下、職員はいます。 

それから、今、何といいましても財源問題が一番なのです。これは、前政権もそうですし、今の政権も

そうですけれども、財源をどう手当てするかというのが一番の課題です。財源問題がクリアできれば心配

ないわけですけれども、その部分が一番心配されているということですので、これからもその問題は尽き

ませんけれども、いずれにしましても、札幌延伸について管内の首長はみんな推進派ですから、ただ、並

行在来線をどうするのかというのは片方にありますけれども、推進という意味では皆さん基本的に一致し

ていますので、さらに連携を強めて進めていきたいと思います。 

ただ、函館市の場合は、函館と新函館の間、これは、やはり函館市の言い分もよくわかるのです。です

から、この部分は、今、道が中心になって調整に入ると言っていますので、道とＪＲと函館市と３者で協

議が進むと思いますので、何とかいい解決をされればというふうに思っています。 

それから、病院の経営の問題ですけれども、これは、何といってもつくればいいという話ではなくて、

つくった後の経営のことも十分考えながら進めていかなければならない問題ですから、この点につきまし

ては、病院局長とも十分相談しながら慎重に対応していきたいと思いますので、御理解いただきたいと思

います。 

○議長（見楚谷登志） 以上をもって、一般質問を終結いたします。 

お諮りいたします。 

ただいま上程中の案件のうち、議案第１号ないし第４号及び第８号につきましては、議長指名による９

名の委員をもって構成する予算特別委員会を設置し、これに付託の上、審査することにいたしたいと思い

ます。 

これに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、さように決しました。 

それでは、予算特別委員を御指名いたします。千葉美幸議員、成田祐樹議員、菊地葉子議員、斉藤陽一

良議員、山田雅敏議員、佐藤禎洋議員、山口保議員、古沢勝則議員、横田久俊議員。以上であります。 

なお、委員中、事故ある場合は、所属会派において補充することといたします。 

次に、議案第５号ないし第７号、第12号及び第13号は総務常任委員会に、議案第９号及び第11号並びに

報告第１号は厚生常任委員会に、議案第10号は建設常任委員会に、それぞれ付託いたします。 

日程第２「陳情」を議題といたします。 

今定例会に新たに提出されました陳情につきましては、別紙お手元に配布の議事事件一覧表のとおり、

それぞれ所管の常任委員会に付託いたします。 

日程第３「休会の決定」を議題といたします。 

お諮りいたします。 

委員会審査のため、明６月10日から６月20日まで11日間、休会いたしたいと思います。 

これに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、さように決しました。 

本日は、これをもって散会いたします。 

散会 午後 ５時３６分 
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開会 午後 １時００分 

○議長（見楚谷登志） これより、本日の会議を開きます。 

 本日の会議録署名議員に、菊地葉子議員、高橋克幸議員を御指名いたします。 

 日程第１「議会運営委員の辞任及び選任」を議題といたします。 

 本件につきましては、吹田友三郎議員から辞任いたしたい旨の申出があります。 

 お諮りいたします。 

 申出のとおり辞任を許可することに御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 次に、お諮りいたします。 

 ただいま辞任いたしました委員の後任につきましては、鈴木喜明議員を指名いたします。 

 これに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、ただいまの被指名人をもって選任することに決しました。 

 日程第２「学校適正配置等調査特別委員の辞任及び選任」を議題といたします。 

 本件につきましては、成田祐樹議員から辞任いたしたい旨の申出があります。 

 お諮りいたします。 

 申出のとおり辞任を許可することに御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 次に、お諮りいたします。 

 ただいま辞任いたしました委員の後任につきましては、吹田友三郎議員を指名いたします。 

 これに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、ただいまの被指名人をもって選任することに決しました。 

 日程第３「議案第１号ないし第13号及び報告第１号並びに陳情及び調査」を一括議題といたします。 

 これより、順次、委員長の報告を求めます。 

 まず、予算特別委員長の報告を求めます。 

              （「議長、21番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 21番、古沢勝則議員。 

              （２１番 古沢勝則議員登壇）（拍手） 

○２１番（古沢勝則議員） 予算特別委員会の報告をいたします。 

 当委員会における質疑・質問の概要は、次のとおりであります。 

 まず、議案第３号病院事業会計補正予算に計上されております病院統合新築工事基本設計に関連する質

疑といたしましては、新市立病院計画概要（案）については、事前に再編・ネットワーク化協議会のメン

バーであった公的病院の院長や医師会の役員に説明していると言うが、医療関係者の中にはまだ多くの意

見があると聞く。近日中に改めて医師会の考えを聞くとのことだが、その際、市としては、新病院につい

ての明確な方針を持った上で、率直な意見交換を行い、計画内容について十分詰めてほしいと思うがどう

か。 

 新市立病院の建設に係る起債の償還は30年間であるが、開院後の収支計算については10年間しか示され
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ていない。これは、診療報酬の改定など不確定要素が多く、責任を持った内容で算定できないためと言う

が、事業の是非は供用可能期間全体を見通した上で判断すべきものであり、内容を十分検証もせずに事業

を進めることは将来に禍根を残すことになるのではないか。 

 また、本市の人口は、今後10年以降、激減すると予測されており、将来はダウンサイジングも視野に入

れているとのことだが、こうした収支に直結する問題については、想定される条件ごとのシミュレーショ

ンを示すべきではないのか。 

このまま、新築さえすれば医師が確保できるという甘い見通しのもと、見切り発車で事業を推進しよう

とする市の姿勢は無責任のきわみではないのか。 

新市立病院の建設については、それぞれの立場からの多くの発言が報道されているが、市は、その都度、

振り回されることなく、しっかりとした考えを持ち対応してほしいと思うがどうか。 

 市立病院は赤字であることを前提に議論されることも多いが、20数年前に国鉄が分割民営化された際、

鉄道の収入だけでは職員の給与も払えなかったところから、経営改革に取り組み、現在の状況に至ってい

ることを例に見ても、「企業は人なり」と言われるとおり、人材育成は非常に重要である。健全な経営を

維持するためには、新病院が建設される今こそ、病院職員一人一人が経営に対し熱意を持って取り組む姿

勢が必要ではないのか。 

 国民健康保険のレセプトデータ分析によると、患者の市外流出数が平成15年度と19年度の比較では、入

院は1,328件、外来で１万3,215件も増加している。これは、市立病院の医師が欠けたことにより、市内で

診療できなくなったことが大きな原因で、流出を食いとめるためには、新病院に一定程度の診療科が必要

とのことである。しかし、市民からは計画概要（案）で示された388床、23診療科は過大であるという声

も多く耳にすることから、今後、理解を得るためにはどのように説明していく考えなのか。 

市民に求められる病院になるには、職員一人一人の意識を変えることが必要であり、徹底したコスト意

識とともに、よりよい医療を提供する姿勢が不可欠と思う。意識改革とよく言われるが、それをさらに進

め、今までにはない新たな発想を呼び起こす意識覚せいを目指す気持ちで取り組んでほしいと思うがどう

か。 

 計画概要（案）では、精神病床の数を現在の100床から80床へ減らすこととしているが、直近の病床利

用率は87.7パーセントにも上っており、また、市内の他の精神病院の病床利用率も８割を超える現状にあ

るという。病室は男女別に利用され、閉鎖病棟の病床数も含まれていることなどを勘案すると、既に、現

状でもほぼ満床の状態にあると思われ、今後、地域の病院との連携を図るとしても、他の疾患をあわせ持

つ精神科の患者の治療は市立病院でしかできないということを考えると、計画どおり進めることで病床が

不足することはないのか。 

 基本設計業務の契約の相手方については、築港地区での建設計画を中断した際に、途中解約した設計業

者と随意契約をする考えを示しているが、本来は、建設場所も規模も変わっているため、前回同様、公募

型プロポーザルにより決定すべきと思うがどうか。 

高度な技術力を理由としているが、開院時期先にありきで物事を進めているため、時間短縮を図るのが

本当の目的ではないのか。 

 また、建設工事の発注に当たっては、高上がりとなっても、地元業者が参加しやすい分離発注方式や、

建設費圧縮を図るため、大手業者への一括発注方式が考えられる。どちらも重要なことであり、市民の理

解の下、進めていくことが必要であるが、市はその兼ね合いについてどのように考えているのか。 

 今回の補正予算には、基本設計業務委託料として4,300万円が計上されているが、その算定に当たって

は、平成19年度に解約した前回の契約時において設計額に対する見積額の割合が約73パーセントであった
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ことから、今回積算した設計額にその契約決定率を乗じているとのことである。予算額をここまで落とし

て、随意契約が成立しなくなることはないのか。 

また、反面、このように余裕のない金額としたことで、契約の相手方は予算額に限りなく近い金額を見

積額として提示することになるのではないか。 

 基本設計業務を行う上で必要な仮の工事費は今回示されているが、築港地区での建設に比べると地盤が

軟弱であることや、日影規制により高さが制限されるため、今後の地質調査や測量調査の結果次第ではさ

らに工事費が増加することが懸念される。このことは、市民の関心も高いが、概算事業費についてはいつ

ごろ示せる見込みなのか。途中経過も含め、議会に対してはきめ細かな報告を望むがどうか。 

 今後、基本設計業務を受託する予定の業者は、数多くの病院設計を手がけ、多くのノウハウを有してい

ると思うが、一定程度の水準で成果品が完成した後、内容を変更することは難しいため、建設費圧縮の趣

旨を十分業者に伝えるとともに、発注者としても当初からコスト意識を持ち、業務に当たってほしいと思

うがどうか。 

 新市立病院建設工事の発注方式については、地元業者の受注機会を確保する観点から工事種別ごとの分

離発注方式を基本としているが、仮に市内業者を含む共同企業体がこの種の工事を受注したとしても、過

去の施工実績などから市内業者が代表者とはなり得ず、仕事はあっても出資比率が低く、結果的に大きな

利益は期待できないと思われる。他都市の建設事例では、大手業者への一括発注により建設費の縮減に取

り組んでいる例もあることから、本市においても同様の手法を取り入れ、浮いた建設費相当額を、例えば

新・市民プール建設など、市内業者でも施工が可能な政策的事業に振り向け、地元経済の活性化を図ると

いう新たな手法を検討してはどうか。 

 医学部の定員削減を起因とし、研修医制度の変更により表面化した医師不足、交付税の削減、診療報酬

のマイナス改定など、自治体病院を取り巻く経営環境は、国の一方的な施策の影響を受け、非常に厳しい

状況に置かれている。これらの要因が本市に与えた影響額は118億円にも上ると試算され、さらには、出

納整理期間を利用した年度間の貸付けという不適切な会計処理で赤字隠しを行っていたため、国の病院事

業健全化措置による特別交付税措置の対象にもならず、みずからの失策からも不良債務を拡大させてい

る。しかし、巨額の累積赤字の一番の原因は、当時、市が強引に進めていたマイカル誘致に多額の予算を

割くため、病院事業会計に必要な繰出しをやめ、貸付けに変えたことにあり、市民の命と健康を守る市立

病院よりも大企業、大型公共工事を優先する過去の誤った政策がもたらした結果であることは明らかでは

ないのか。 

 次に、その他の質疑・質問といたしましては、議案第８号市税条例の一部を改正する条例案について、

これは地方税法の一部改正に伴い、現在附則による経過措置で10パーセントに軽減されている上場株式等

に係る税率を、平成24年からの20パーセント本則化に合わせて100万円未満の上場株式等に係る配当所得

等の非課税措置を創設するものであるが、市民を株の投機に駆り立てようとする国の政策には問題がある

のではないか。 

少なくとも、同額の預貯金の利子についても非課税にするのであれば検討の余地もあるが、株式投資の

みが優遇され、不公平感が否めないこの改正内容は承服しがたいと思うがどうか。 

 第６次小樽市総合計画では、市政運営三つの基本姿勢として、地域コミュニティの強化を図るため、活

動や交流の拠点となるコミュニティ施設の充実に努めるとあるが、新設については位置づけられていな

い。市は、当面、代替的な役割を担っている町内会館の整備を進め、財政状況が好転した際に新設にも着

手したいとのことだが、朝里・新光地域では、文化芸術活動が活発に行われており、コミュニティセンタ

ーの建設を切望する声が多く寄せられている。同地域には、既に建設地として最適と考えられる市有地が
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確保されていることからも、早期に具体的な建設時期のめどを示してほしいと思うがどうか。 

 また、同地域の住民からは、建設が実現するまでの間、同地域にある民間の遊休施設をコミュニティセ

ンターとして活用したいとの要望があるが、市が住民と所有者との間に入り、調整に当たるという考えは

ないのか。 

 銭函の石狩湾新港地域で計画されている風力発電事業は、事業者が自主的に環境アセスメントとして騒

音や低周波音の調査等と地質調査を行っているとのことだが、建設予定地から１キロメートル強離れてい

る札幌市手稲区の住民からは健康被害に関する不安の声が上がっている。また、ボーリング調査の結果、

予想以上に地質が悪く、支持基盤となる岩盤が当初の見込みよりも深いことが判明したため、追加で調査

をするとも聞く。このような課題を抱えたままこの計画を進めていくことに問題はないのか。 

 学校や病院を含む市の部局で使用しているパソコンは1,600台以上に上り、その大半にワープロや表計

算機能を有するマイクロソフト社のOffice（オフィス）がインストールされている。そのライセンス費用

には１台当たり２万円以上を要しているとのことだが、山形県などでは、経費節減の観点からフリーソフ

トであるOpenOffice（オープンオフィス）を導入していると聞く。本市では、既存ファイルとの互換性や

セキュリティー上の問題があるため、現状で採用することは難しいと言うが、OpenOfficeのサポートを専

門に行う企業もあることから、今後、パソコンの更新時期に合わせ、前向きに導入を検討してほしいと思

うがどうか。 

 就寝中に火災に遭遇した場合、発見の遅れから死亡に至るケースが増加していることを受け、平成18年

の法改正により、住宅用火災警報器の設置が義務づけられている。既存住宅については、経過措置として

23年５月までを期限としているが、本市ではどの程度設置が進んでいるのか。 

本年度は、設置促進を重点施策に掲げ、町会における会合など、あらゆる場面を活用し、周知に努めて

いるとのことだが、高齢者の多い本市において、その必要性は高く、痛ましい事故を未然に防ぐためにも、

さらなる啓発に努めてほしいと思うがどうか。 

 今年度の全国学力・学習状況調査は、昨年度までの一斉調査から抽出制へと移行し、本市においては、

抽出対象以外の学校も希望利用校として全小中学校が参加したとのことである。調査結果の公表について

は、道教委の実施要領において、序列化や過度の競争につながらないようにすることなどを考慮し、市町

村教委と協議の上、別途定めることとしながらも、北海道は個別内容の開示は行わない方針を示している。

本市は、道に従い、例年どおりの集計結果を公表することとしているが、そもそも文部科学省の通知では、

希望利用による調査結果については学校の設置管理者である市教委において判断するとしていることか

ら、道の方針に縛られることなく、保護者への説明責任を果たし、今後の児童・生徒の学力向上につなげ

るためにも積極的な情報開示に努めてほしいと思うがどうか。 

 観光入込客数が落ち込み、小樽のブランド力が低下している今、他都市にない歴史的資源を活用したイ

ンパクトのある取組が必要である。総合博物館は、北海道鉄道発祥のあかしであるゼロマイル起点や重要

文化財である機関車庫三号などを有するとともに、じかに展示物に触れられることから多くの鉄道ファン

に注目されており、敷地内に列車の宿泊施設という、ほかではまねができないユニークな企画を実施する

ことにより、多くの人を呼び込むことができると思うが、検討したことはないのか。 

 夜間に施設内をだれもが自由に動けるようにすることは、利用者の安全面や展示物の保存上からも非常

に課題が多いため、市による運営は難しいとの姿勢だが、運営は、来年度の税制改正で大幅に寄附控除の

拡大が見込まれ、活動範囲が広がるＮＰＯが行うことも考えられる。まずは、市としてその場合の課題整

理を行ってほしいと思うがどうか。 

 九州での感染が社会問題になっている口蹄疫のウイルスは、衣服や車両に付着し拡散するとされ、人の
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移動も感染拡大の原因と言われており、市では、夏の観光シーズンを控え、北海道と連携して口蹄疫の侵

入防止に取り組むため、口蹄疫庁内連絡会議を立ち上げたと聞く。当面の対策として、フェリーの乗降口

に消毒マット等の設置や車両の消毒を行うと言うが、口蹄疫は感染力が強く、海外では発生から10年以上

感染が続いている国もあることから、非感染地域であっても中途半端な対応とせず、例えば市民に感染地

域への旅行の自粛を求めるなど、より実効性のある対策を検討してほしいと思うがどうか。 

 昨年発覚した小樽市社会福祉協議会の職員が共同募金を着服した事件については、10年間にわたり、総

額で1,129万円にも及ぶことが判明した。長期間、架空の領収書による空支出を見逃してきたことを例に

とってもチェック体制の甘さは到底納得できるものではないが、市としては管理監督する立場になく、市

民に対する説明責任は当事者団体にあると言う。社会福祉協議会には、市の職員を派遣しているとともに、

プロパー職員の人件費についても大半は市が交付金として支出しているほど密接な関係にあることから、

不祥事発生後の事務改善や体制強化に当たっては、市も本腰を入れて指導改善に取り組む姿勢が必要であ

ると思うがどうか。 

 地域密着型サービス拠点整備計画におけるグループホーム等の整備は、昨年８月の政権交代により、前

提条件となっていた介護療養病床の廃止が一時凍結されているため、本市では国の方針が示されるのを待

っているとのことだが、今年度に新設を予定している４件のグループホームの建設が遅れる懸念はないの

か。 

また、国の最終決定が遅い場合には、小樽市が国より先にこの取扱いを判断する必要もあるとのことだ

が、参入を検討している事業者の準備のためにも、市の見解を周知するとともに、国に対し、方針を早急

に示すように強く要望していくべきと思うがどうか。などであります。 

 付託案件の結果は、次のとおりであります。 

 まず、議案第１号、第３号及び第８号につきましては、採決の結果、賛成多数により、いずれも可決と

決定いたしました。 

 次に、その他の議案につきましては、いずれも可決と、全会一致により決定いたしました。 

 以上をもって、報告を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） これより、一括討論に入ります。 

              （「議長、22番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 22番、北野義紀議員。 

              （２２番 北野義紀議員登壇）（拍手） 

○２２番（北野義紀議員） 日本共産党を代表し、ただいまの委員長報告に反対、議案第１号、第３号及

び第８号は否決の討論を行います。 

 討論の初めに、現時点での新市立病院の建設にかかわる日本共産党の基本的立場を明らかにしておきま

す。 

 我が党は、新市立病院建設には賛成です。建設場所を現在地周辺と一貫して要求してきた唯一の党とし

て、新市立病院が市民の願いにこたえた病院として建設されることを心から願うものです。この立場から、

医師会をはじめ、市民の間にある市立病院問題での疑問を解明し、市民の理解をいただき、また、高額な

建設費削減を求めていくものであります。 

 まず、市立病院への一般会計からの正当な繰出しについて、市民の理解を得る問題です。自治体病院つ

ぶしでの医療費削減を意図する側からのマスコミを使った意図的報道と相まって、市民の間にある「赤字

を生み出す市立病院は不要ではないか」との疑問の解消です。 

そもそも、自治体病院とは何か。全国自治体病院協議会が、自治体病院のあり方については昭和44年に、
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また役割については平成12年に方向づけていますが、これが基本であると考えています。自治体病院は、

その責務として、地域によって当然その役割、規模は異なりますが、高度先進医療とともに結核、精神、

リハビリ、小児、周産期、救急、感染症等の不採算診療科目を担うことにあります。したがって、一般会

計から病院事業会計への繰出しは、単なる赤字の穴埋めではなく、地域医療を守る公的部分を担うためで

あることは明らかであります。この観点に立てば、一般会計からの繰入れは地域にとって欠かすことがで

きない不採算医療を担っているがための赤字を補てんし、地域医療を守る公的役割を持っていると考えな

ければなりません。だからこそ、政府も、交付税措置や病院事業経営健全化措置などで、自治体病院の赤

字を補てんする措置をとっているわけです。 

 ところが、これが国の医療費削減の中で、ひところに比べ大幅に削減され、医学部定員の削減で医師不

足を来たしていることと相まって、現在の自治体病院の経営危機の基本的要因がつくられています。予算

特別委員会で明らかとなりましたが、診療報酬のマイナス改定、地方交付税の削減、医師不足による医業

収益の減少などで、平成９年度ないし10年度以降をとってもその影響額の合計は118億円にも及び、市立

病院の経営を圧迫してきましたし、現在も同じであります。 

 しかし、国の責任だけでは片づけられない小樽市独自の病院に対する対応も指摘しなければなりませ

ん。 

 一つ目は、平成13年度末で、約44億円もの不良債務が生じた問題です。この解消が現在でも市立病院の

経営を圧迫しています。 

 なぜ、不良債務が生まれたのか。新谷市長の時代、平成５年度から11年度の７か年にわたって、それま

で続けていた病院事業会計への年間数億円の収支不足に対する繰出しをやめ、赤字を長期貸付金として扱

い、会計年度の出納整理期間を利用しての赤字転がし、赤字隠しを行ったため、赤字が一挙に膨らみ、返

済不能の不良債務に転化してしまいました。なぜ繰出しをやめたか。同じ時期、築港地区再開発事業で多

額の予算を必要としたため、病院事業を犠牲にしたとしか考えられません。 

 この点で、山田市長が就任して直ちに繰入れを再開したことは、自治体病院の責務に照らして賢明な対

応であったと我が党は評価するものです。 

 二つ目は、市立病院独自の経営努力の問題です。 

 多額の赤字が市立病院独自の経営努力の不足で生まれたのではないかということが、現在問われていま

す。病院独自の努力で赤字が圧縮され、一般会計からの繰出しが減少すれば、それを財源として、市民の

願う校舎の耐震化、道路の改修、行き届いた除排雪、地元企業の育成などに振り向ければ、小樽市がより

市民の願いにこたえる住みやすいまちとなることは明らかであります。自治体病院に対するバッシング

は、国の社会保障費削減に端を発した医療費削減で自治体病院の縮小、廃止、民間移譲を推し進める立場

からの世論操作が根底にあることは明らかです。 

 しかしながら、そこに安易に市立病院関係者や市の幹部が逃げ込んではなりません。現在の市立病院に

対するバッシングは、市立病院が本来やって当たり前の独自の努力不足にも向けられていることを謙虚に

受け止め、市立病院の経営改善に努力しなければならないことは自明の理であります。これは、地方公営

企業法第３条「地方公営企業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的である公共の福

祉を増進するように運営されなければならない」との定めにも合致するものであります。 

 議案第１号一般会計補正予算と議案第３号病院事業会計補正予算についてです。 

 一般会計から病院統合新築工事基本設計へ繰出金2,150万円を受け、病院事業会計では基本設計業務委

託料4,300万円が計上されています。新市立病院の建築工事費は、５月に配布された新市立病院計画概要

（案）や本定例会の予算特別委員会資料として配布された基本設計業務委託内容、新市立病院の基本設計
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委託料などで、本体工事費として96億300万円と明記されています。特に、予算特別委員会の資料は、基

本設計額算出根拠は工事費設定と密接不可分の関係であることを実証しています。また、工事単価を国立

病院機構の仕様に基づいて１平方メートル当たり30万円、敷地条件に伴う建設費の増加分として３万円を

追加し、33万円としています。 

 国立病院機構は、国立病院が独立行政法人に衣がえした機構です。国立病院機構の人事はどうなってい

るか。厚生労働省社会・援護局長が副理事長、理事はあおぞら銀行会長、厚生労働省近畿厚生局長、厚生

労働省医薬食品局総務課長、東日本旅客鉄道株式会社本社厚生部長です。自治体関係者は一人もおりませ

ん。ここで決められた単価が民間病院の実績の1.5倍です。なぜ民間より高いかの疑問には納得のいく説

明はありませんでした。 

 病院建築標準仕様等の策定に関する検討会の報告書、これは国立病院機構の報告書ですが、投資枠とし

て、病院新築の場合、民間医療機関における実績を勘案し、１床当たり1,500万円から2,000万円の範囲と

しています。小樽の新病院の規模388床で計算すれば58億2,000万円から77億6,000万円の範囲となります。

一方、契約の基本方針では１平方メートル当たり25万円から30万円、あるいはそれ以下をめどとして入札

の方式の選定や予定価格の算出を行うとしています。小樽の新病院の延べ床面積に換算すれば72億5,000

万円から87億円となります。この金額の差について、報告書自体も意識しており、最後に、結論として、

全体の投資枠は１床当たり投資枠をベースとして病床数を乗じた投資総額の上限として設定されるとし

ています。 

 ところが、本年５月に示された新市立病院計画概要（案）や予算特別委員会で示された資料でも国立病

院機構の仕様に基づくとしていながら、１平方メートル当たり25万円から30万円、あるいはそれ以下とし

ている中の最大値をとって、それに敷地条件を上乗せして、１平方メートル当たり33万円として本体工事

費を96億300万円としています。国立病院機構の仕様の新築ベースである１床当たり1,500万円から2,000

万円の範囲を上限とすることを無視して、意識的に単価を高く設定していることは許されません。 

病院建築標準仕様等の策定に関する検討会の報告書では、投資総額の上限の範囲以内で各部門の標準的

な面積仕様を策定するとし、かつ、その病院に固有の事情から必要とされる仕様については、投資総枠の

範囲以内で特別仕様のための投資枠を確保する必要があるとまで述べています。基本設計に関する単価

は、国立病院機構の仕様に基づくとしながら、都合のよいところをつまみ食いし、国立病院機構の仕様書

を事実上無視しているもので認められるものではありません。 

 しかも、５月28日放映のＮＨＫ教育テレビの中で紹介された十和田市の市立中央病院の経営危機の指摘

の中で、１平方メートル当たり国立病院機構仕様の30万円を27万円にしたにもかかわらず経営危機となっ

ていることが紹介されていました。皆さんもごらんになったことと思います。もちろん、病院の規模、内

容は同じではありませんが、同じ市立病院新築を進める小樽市にとって他山の石とする必要があるのでは

ないでしょうか。 

 議案第８号小樽市税条例の一部を改正する条例案についてです。 

 年間投資額100万円を上限とする株式投資家の配当及び譲渡所得の利益については非課税にするという

ものです。平成15年１月から開始された上場株式等の配当譲渡益に対する税率軽減が始まって７年になり

ます。この間、もしそれまでどおり税率20パーセントが維持されていたら、小樽市の市税収入は平成20年

度決算見込みでは１億4,000万円の増額となるとのことであります。累積赤字を抱えてきた小樽市にとっ

ては、貴重な財源となったはずであります。100万円までの少額投資家保護といいますか、郵便貯金や民

間銀行、金融機関の預金利息は税率20パーセントのままです。同様に100万円以下の庶民の預貯金利息も

非課税にするべきで、リスクの高い株投資への政策的誘導は認められません。 
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 たばこ税は大幅引上げになりますが、政府の税制改正大綱は、たばこ税について、国民の健康の観点か

ら消費を抑制するため、将来に向かって税率を引き上げていく必要があると明記しています。 

 我が党は、2003年、ＷＴＯ総会で加盟国全会一致でたばこ規制枠組条約を採択し、2004年、通常国会で

これを批准した経過を踏まえ、国民の健康の観点で、たばこ需要の減少や青少年の喫煙防止対策を図るた

めに、価格を引き上げる点については反対しないことを申し添え、討論といたします。（拍手） 

              （「議長、６番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ６番、成田祐樹議員。 

              （６番 成田祐樹議員登壇）（拍手） 

○６番（成田祐樹議員） ただいまの委員長報告に反対、議案第１号及び第３号に対する反対討論をいた

します。 

 今定例会の中で一番の議題となった新病院基本設計予算案に関して、賛同できない点が４点あります。 

 １点目に、新病院建設事業費の試算額が非常に大きく、民間病院に対して著しく高いコストが見込まれ

ているからです。 

 各会派の皆さんからも指摘があったように、できるだけむだ金を使わず、質の高いものを追求する姿勢

は当然の主張と思われます。高くなる理由に、寒冷地ということや土地の形状、診療科目による特別な施

工を理由にされておりますが、北海道内で最近竣工された札幌鉄道病院は312床で総事業費60億円で建設

され、オープンされたそうです。契約形態や手法にいろいろな違いがあっても、ここまで金額に開きがあ

るほど、本市の場合は特殊な事情にあるのでしょうか。極めて疑問です。 

 ２点目に、収支計画、起債償還計画が極めて根拠のないつくりであることです。 

 最も運営がよかった場合を載せているにすぎず、市民がどの程度リスクを負うことになるのか、具体的

な提示をしていません。普通であれば、ある程度幅を持った範囲を示し、一番よかった場合と一番悪かっ

た場合を見比べて慎重な議論をするのが極めて普通の考え方だと思われます。 

 しかし、その努力が全く見えず、将来の人口動態や患者動向の予測などを全くせずに、強引によかった

場合の計画のみを提示するのは、議会に対し、的確な判断をさせないためのやり方としか思えません。 

 ３点目に、医療機関との同意が得られないまま進められたということです。 

 副市長は、本会議の代表質問に対する答弁において、再編・ネットワーク化協議会では、医師会などの

賛成を得られたと断言をしておりましたが、結果的には、全く逆の意向を医師会側は示してきました。本

会議において、結果的に虚偽の報告を各議員にした副市長の責任は極めて重く、議会を軽視していること

を指摘せざるを得ません。 

 相次ぐ不祥事、隠ぺい体質を露呈している小樽市を本当に信用していいのか、各議員の皆さんには、も

う一度よく考えることをお勧めいたします。 

 ４点目に、行政主導で新市立病院計画概要（案）が進められており、それが極めて不合理を生み出して

いるということです。 

 再編・ネットワーク化協議会は非公開で行われたために、結局、市内医療機関との意見の相違が出てし

まいました。こうなることを予測し、私は再三にわたり再編・ネットワーク化協議会の公開を求めており

ましたが、それはかなわず、こういう結果となってしましました。 

 先日の市立病院調査特別委員会での並木局長の答弁の中にも、「こういうことになるのなら最初から公

開しておけばよかった」という発言がありました。並木局長は、途中から再編・ネットワーク化協議会の

座長を務めたので、その責を問うことはできません。当初から非公開を決めて主導した小樽市行政側にす

べての責任があると考えます。再編・ネットワーク化協議会での十分な話合いをせずに病床数を今定例会
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で決定してしまい、見直しもしないと市長が断言したことは、ある意味、だまし討ちと言えるやり方です。

この手法では、到底、容認できません。 

 最後になりますが、なぜ、この計画の見直しを強く主張するのか。 

 私は、新病院の量徳小学校における統合新築自体には賛成し続けています。要は、その細部に問題があ

るのです。もし、今回の計画概要（案）が国に認められず、起債できなかった場合、小樽市は一気に破綻

する可能性が高くなるのです。 

（発言する者あり） 

起債できなかった瞬間に医師の総引揚げが始まり、新たな補充はほぼ不可能、結果的に、多くの病院職

員は退職せざるを得ず、退職引当金を積んでいないので、その退職金の負担によって本市は間違いなく財

政破綻します。 

（発言する者あり） 

もし起債できたとしても、今回はどれだけの負担をするのか、リスクを何も提示されませんでした。経

営状態が悪くなった場合に、本市に大きな財政負担をかけるのは間違いありません。どちらに転んでも、

行く先はイバラの道です。だからこそ、一発で起債も認められ、長い間、持続可能である計画概要（案）

を求めるのは、市民を代表する議員として当然のことと思われます。 

 今回の計画は、議論不足、準備不足を露呈しており、もう一度、次の定例会までに綿密に計画された計

画概要（案）と基本設計予算案が出ることに各会派、各議員の賛同を得られること願い、反対討論といた

します。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 討論を終結し、これより順次、採決いたします。 

 まず、議案第１号及び第３号について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、議案第８号について、採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、ただいま決定いたしました以外の議案について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 次に、総務常任委員長の報告を求めます。 

              （「議長、25番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 25番、前田清貴議員。 

              （２５番 前田清貴議員登壇）（拍手） 

○２５番（前田清貴議員） 総務常任委員会の報告をいたします。 

 当委員会における質疑・質問の概要は、次のとおりであります。 

 陳情第1170号及び第1171号は、北海道新幹線の札幌延伸に伴い、ＪＲからの経営分離が取りざたされる
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小樽－函館間のＪＲ直営による経営存続と、塩谷、蘭島両駅の存続を求めるものである。国の整備新幹線

問題検討会議では、本年夏までに整備新幹線の認可・着工に向けた検討を進めるとしており、新規着工区

間が決定される見込みとのことであるが、北海道新幹線札幌延伸が具体化する中、広大な北海道において、

鉄路は住民の生活に直結した重要な交通網であり、並行在来線を経営分離してまで新幹線が必要なのかと

いう疑問の声が沿線住民から上がっている。北海道新幹線の建設については、札幌延伸という目的達成の

ため、着工ありきで、並行在来線を犠牲にして切り離すのではなく、住民の公共交通網である在来線をし

っかりと守っていくという立場を堅持した上で、必要であれば新幹線整備を進めるべきであり、これが、

在来線存続を求める住民の方々の切実な願いであると思うがどうか。 

 平成21年度一般会計の決算見込みでは、単年度収支で約５億300万円の黒字となったことで、累積赤字

額は約１億5,600万円で、財政健全化計画上の累積見込額より約４億9,200万円が改善され、収支計画を１

年前倒しして累積赤字解消、単年度黒字化できる見込みとなった。この要因は、職員給与、期末手当等の

独自削減を継続してきたことや、経費の削減など職員の努力によるものであり、財政健全化計画の目標が

達成できる見通しとなったのであれば、これまでの職員の取組を評価して、職員給与や期末手当の段階的

な復元を検討すべきと思うがどうか。 

 また、財政健全化計画は、累積赤字の解消を最大の課題としてこれまで取り組んできたが、現計画の最

終年度である24年度以降の健全化計画の取扱いについてはどのように考えているのか。 

 文部科学省は、大阪府の橋下知事から要請があった市町村に対する教員人事権の移譲について、都道府

県が市町村に権限を移譲するための特例条例を制定することで、現行法を改正することなく可能である旨

を回答したとのことである。これにより、市町村が独自に有能で実績のある人材の採用が可能となり、ひ

いては、地域における教育力の向上に結びつくことが期待できるといったメリットがあることから、学力

の底上げが課題となっている本市においてもこの制度の活用を前向きに検討してはどうか。 

 義務教育国庫負担制度は、憲法第26条の要請により、義務教育の根幹をなす教育の機会均等、全国的な

教育水準の確保及び教育の無償性を支えるため、国において財源を確保することを目的とするものであ

る。一方で、「教育は人なり」と言われるように、義務教育の成否は教職員の確保、適正配置、資質の向

上にかかっているのは言うまでもなく、その意味から、自治体の財政力に左右されずに安定的に教職員を

確保するための制度とする見方もできるが、市教委としてはどのように認識しているのか。 

 地方財政が非常に厳しさを増している中、教材費は昭和60年度に一般財源化され、その後も学習指導要

領の改訂のたびに削減され続けており、教育現場においては、給食費や修学旅行費、授業に使用するドリ

ルなどの教材費に係る保護者負担は増加する一方である。しかし、憲法では義務教育は無償とする旨を定

めていることからも、国の責任において早期に教育予算の拡充を図るよう要請すべきと思うがどうか。 

 新学習指導要領では、入学式や卒業式など、児童・生徒及び教職員が一堂に会して行う行事においては、

国旗を掲揚し、国歌を斉唱するよう指導することが示されている。本市の小中学校の卒業式、入学式では、

教育委員会の粘り強い指導のかいもあって、本年は、すべての小中学校で国旗が掲揚され、式次第に従い

国歌が斉唱されており、10年前の状況と比べ、隔世の感がある。しかし、国歌の斉唱の際に、一部もしく

は全部の教職員が起立しなかった学校が見られたようだが、教育委員会ではこれら学校に対してその後ど

のような措置をとったのか。社会通念に照らして国歌斉唱時の起立は当然のことであり、市教委は学習指

導要領を堅持し、児童・生徒に対して国旗及び国歌に関する適切な授業を行うよう教員を指導してほしい

と思うがどうか。 

 現在、小中学校学校規模・学校配置適正化基本計画に基づく地区別懇談会が行われており、今後、地区

ブロックごとに協議が調ったところから、順次、学校再編が本格化していくものと思う。これに伴い、廃
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止となる学校施設の跡利用について、市はこれまで公共用として利用、地域的な利用、売却、貸付けの順

に費用対効果を考慮して検討するとしているが、地域にとって学校はランドマークとも言える核的な施設

であり、廃校による地域コミュニティ活動の停滞などの影響が懸念されることから、それぞれの地域で学

校施設の跡利用について協議する際に、廃校後の地域の青写真もあわせて示していくことが必要と思うが

どうか。 

 第６次総合計画基本計画における学校教育の施策内容である豊かな心の育成の社会性や豊かな人間性

の育成は、情操教育のことであり、学校教育においては、芸術的道徳的な感情を醸成するために自己表現

の能力や創造性の育成などに努めるものと理解している。 

 具体的な取組としては、文学館・美術館の活用が考えられるが、現在、各小中学校ではどのように取り

組んでいるのか。 

 また、社会における秩序の大切さや必要性の理解を学び、規範意識を育成することも情操教育の一環で

あるが、教員が一方的に規範を教え込むのではなく、子供たちがみずからの問題をみずからの力で答えを

導き出すように誘導することで、仲間との連帯感や共通理解が深まり、お互いの規範意識が芽生えること

が期待できると思うが、こうした実践的な情操教育について、これまで市教委ではどのように取り組んで

いるのか。 

 国は、小学校の余裕教室を活用し、地域の多くの方々の協力を得て、子供たちとともに学習やスポーツ、

文化活動など、地域住民との交流を図る事業である放課後子ども教室を推進している。一方、本市では、

16年度から18年度まで国の委託事業として取り組んできた地域子ども教室を、19年度からは引き続き市独

自の事業として実施しているが、放課後子ども教室への移行については極めて消極的な姿勢であると言わ

ざるを得ない。いずれの事業も、地域のボランティアの協力により、子供たちの安心・安全な居場所を確

保し、地域との交流を促進することを目的としており、事業メニューもほぼ同じ内容であることから、放

課後子ども教室への移行は可能であると思うがどうか。 

 市は、今後、実施日数の考え方や地域のボランティアの確保などの諸課題を整理、検討すると言うが、

結論としては放課後子ども教室に移行すると理解してよいか。などであります。 

 なお、閉会中の５月24日に開催されました当委員会におきまして、厚生常任委員会からの連合審査会開

催の申入れを受け、同意する旨の議決をいたしました。 

 同日付けで申入れに対する同意回答をし、６月２日に厚生常任委員会・総務常任委員会連合審査会を開

催し、高額療養費の未請求に係る第１回定例会以降の経過について、業務事故再発防止マニュアル（案）

についてそれぞれ報告がなされ、質問が交わされております。 

 付託案件の結果は、次のとおりであります。 

 まず、議案第13号につきましては、採決の結果、賛成少数により否決と決定いたしました。 

 次に、陳情第３号、第４号、第186号、第262号ないし第356号、第358号ないし第370号、第373号ないし

第643号、第647号ないし第1002号、第1004号ないし第1084号、第1086号ないし第1108号、第1119号ないし

第1140号、第1146号ないし第1152号、第1156号ないし第1159号、第1170号及び第1171号につきましては、

採決の結果、賛成多数によりいずれも継続審査と決定いたしました。 

 次に、その他の各案件につきましては、議案はいずれも可決と、陳情は継続審査と、全会一致により決

定いたしました。 

 なお、当委員会におきましては、陳情第1170号について、今後の審議の参考に資するため、委員会の休

憩中に陳情者から趣旨の説明を受けたことを申し添えます。 

 以上をもって、報告を終わります。（拍手） 
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○議長（見楚谷登志） これより、一括討論に入ります。 

              （「議長、７番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ７番、菊地葉子議員。 

              （７番 菊地葉子議員登壇）（拍手） 

○７番（菊地葉子議員） 日本共産党を代表して、ただいまの委員長報告に反対、議案第13号小樽市非核

港湾条例案は可決を、新たに提出された陳情第1170号及び第1171号についてはいずれも採択を、継続審査

中の陳情は、第1161号を除き、いずれも採択を主張して討論を行います。 

 日本政府は、この半世紀、事前協議がないので日本の領海への核兵器の持込みはないと国民に説明し、

アメリカ艦船の民間港への寄港を容認してきました。実際には、日米間での事前協議は行われず、核兵器

の持込みがアメリカ政府の思いのままであったことが日米合意文書、討論記録の存在で再確認されまし

た。 

 しかし、政府は、討論記録の存在は認めながらも、核持込みが密約であることは認めず、その廃棄をア

メリカ政府に通告しようとはしていません。核密約の存在が明らかになった以降は、アメリカなど外国艦

船の民間港への入港要請に、1991年、時のブッシュ大統領が核軍縮、平常時の艦船上核兵器の撤去の発表

をしたことをもって、核兵器搭載の疑いがないとして入港を受入れの姿勢です。 

 アメリカのオバマ大統領が４月に発表した核体制の見直しでは、Ｆ16戦闘機及び引き続くＦ35戦闘機に

搭載するＢ61核弾頭は、非戦略核兵器搭載能力を維持することを明らかにしております。岡田外相が言う

ように、日本への核兵器の持込みは今後は心配ない、こういった保証はどこにもありません。政府には、

討論記録を核密約と認め、廃棄することをアメリカ政府に通告することを強く求めますが、同時に、小樽

港と市民の安全確保のためにも、小樽市として非核港湾条例を制定することを改めて訴えるものです。 

 ＪＲ直営による函館本線塩谷駅、蘭島駅存続方の陳情です。 

 政府、国土交通省は、整備新幹線の整備に関する基本方針を決定し、北海道新幹線、新函館－札幌間な

ど未着工区間の建設の是非について本格的な検討を開始し、本年８月をめどに未着工区間の建設の是非を

決める方針を打ち出しました。この基本方針によると、着工に当たっての基本的条件として、安定的な財

源の見通しや並行在来線、経営分離についての沿線地方公共団体の同意など、前政権の着工５条件を踏襲

するもので、並行在来線のＪＲからの経営分離が前提条件になっています。 

 既に、ＪＲ北海道は、函館－小樽間の経営分離の方針を明らかにしています。 

ＪＲ函館本線、函館－小樽間がＪＲ北海道から経営分離された場合、最終的には長万部－小樽間の鉄道路

線が廃止される可能性があり、地域住民の足が奪われるとともに、地域の疲弊につながることは必至です。

また、長万部－小樽間の鉄道路線が廃止となった場合には、北海道における物流の大動脈となる函館－札

幌間は、千歳線、室蘭本線が唯一の路線となってしまい、大規模な自然災害の発生等により長時間利用不

能となったときは、代替となる路線が存在せず、旅客や物流に大きな支障を来すおそれがあります。 

 道民、市民にとってＪＲ函館本線は先人が築き上げたかけがえのない財産であり、通勤、通学、通院、

住民の買物など、地域住民が日常的に利用する必要不可欠な交通手段として地域社会を支え続けてきたも

のであり、今後、ますますそうした公共交通手段として充実させることこそ求められています。新幹線着

工か、在来線の経営分離か、二者択一を迫られるべきではありません。函館本線のＪＲによる経営継続は、

北海道新幹線建設の是非についての意見の違いはあっても一致できる課題であります。 

 陳情者の願意は妥当、採択を主張します。 

 継続審査中の陳情について触れます。市営プールの早期建設を求める陳情です。 

 総務常任委員会では、プールの建設に関し、総合計画前期実施計画の最終年度には実施計画の達成を目
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指し、利用者へのアンケート実施、他都市の調査など、年次ごとの作業計画を確認しました。一日も早く

との市民要望は根強く、建設に向けたスケジュールの見通しも明らかですから、市民要望の実現に向け、

陳情を採択し、議会意思を示す時期です。 

 その他の陳情につきましては、これまでにも述べた意見のとおり、願意妥当、採択を主張し、各会派の

皆さんの賛同を訴え、討論とします。（拍手） 

              （「議長、17番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 17番、斎藤博行議員。 

              （１７番 斎藤博行議員登壇）（拍手） 

○１７番（斎藤博行議員） 民主党・市民連合を代表し、委員長報告に反対、議案第13号小樽市非核港湾

条例に賛成の立場で討論いたします。 

 ５月27日、民主党や社民党など与党国会議員182名が緊急声明を発表いたしました。普天間飛行場につ

いて、将来の国外、県外移設を実現する連立与党・政府の基本方針を策定することを求める意見書であり

ます。その内容は、５月23日、鳩山内閣総理大臣の沖縄訪問によって、５月末決着の日米両政府の合意内

容の概要が明らかとなりました。しかし、私たちは、昨年の総選挙で鳩山代表が国民の皆さんに約束した、

できれば国外、最低でも県外の移設案を、沖縄県民の皆様、国民全体の皆様と心を一つにして、政府はア

メリカ政府と交渉、協議すべきだと思います。 

 私たちの考えは、在沖縄アメリカ海兵隊について、2014年までにグアムに8,000人を移設するとするグ

アム協定を維持しつつ、残りの部隊については、例えば、テニアンに移設することです。この考えについ

ては、北マリアナ諸島連邦の知事や議会、テニアン側も望んでいます。これにより、辺野古周辺に新しい

基地を建設する必要もなくなると考えます。このことは、今後50年の新たな日米関係を構築することに必

ずつながると私たちは確信します。そのためにも、まず、連立与党・政府が上記の内容の基本方針を策定

することを強く求めるというものでありました。日本の安全保障についての議論を改めて深める必要があ

ることを示していると思います。 

 さて、私は、繰り返されるアメリカ艦船の小樽港入港は、日米新ガイドライン策定後のアメリカ艦船の

日本の民間港の利用拡大をねらったものであり、特に、小樽港はアメリカ海軍がその優先使用を要求して

いる日本海に面した港であることを指摘し、その危険性を訴えてきました。日米親善のための入港という

せりふは、さすがに最近は聞かなくなりました。しかし、乗組員の休憩とか補給がその目的であることは、

皆さん、御承知のとおりであります。一部に、小樽港がよい港だからという発言もあります。これは、聞

こえはいいのですが、日米安保の現実とは次元が大分違う話だと思います。日米関係全般、軍事同盟のあ

り方、在日米軍の抑止力、そして、基地提供の実態、思いやり予算、民間港の米軍使用等を考える時期だ

と改めて思います。 

 議案第13号小樽市非核港湾条例案は、小樽市議会として、地方自治の立場からこれらの問題に対する一

つの回答だろうと思います。米軍の小樽港の優先使用は認めない、小樽港の平和を守り、そして、民間港

の商業港としての発展を追求する、そういう立場に改めて立ち、この条例案への賛成を訴え、私の討論と

します。（拍手） 

              （「議長、４番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ４番、吹田友三郎議員。 

              （４番 吹田友三郎議員登壇）（拍手） 

○４番（吹田友三郎議員） 平成会を代表して、議案第13号小樽市非核港湾条例案につきまして、継続審

査を主張し、討論を行います。 
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 この案件につきましては、大変重要な問題であり、継続審査を主張いたしますので、議員各位の御賛同

をお願いいたします。 

 なお、継続審査が否決された場合、その後の採決に当たりましては、平成会は自席にて棄権の態度をと

ることを申し上げ、討論といたします。 

              （「議長、６番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ６番、成田祐樹議員。 

              （６番 成田祐樹議員登壇）（拍手） 

○６番（成田祐樹議員） 議案第13号に関して討論いたします。 

 議案第13号は、外交など国政に関する極めて重要な問題であり、さらなる議論を必要といたします。 

 よって、継続審査を主張します。 

 なお、継続審査が否決された場合には、自席にて棄権することを表明し、討論といたします。 

○議長（見楚谷登志） 討論を終結し、これより順次、採決いたします。 

 まず、議案第13号について採決いたします。 

 委員長報告は否決でありますが、継続審査と意見が分かれておりますので、まず、継続審査について採

決いたします。 

 継続審査とすることに賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立少数。 

 よって、継続審査は否決されました。 

 次に、委員長報告は否決でありますので、原案について採決いたします。 

 可決と決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立少数。 

 よって、否決されました。 

 次に、陳情第1004号について採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、陳情第1005号、第1170号及び第1171号について、一括採決いたします。 

 委員報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、陳情第３号、第４号、第186号、第262号ないし第356号、第358号ないし第370号、第373号ないし

第643号、第647号ないし第1002号、第1006号ないし第1084号、第1086号ないし第1108号、第1119号ないし

第1140号、第1146号ないし第1152号及び第1156号ないし第1159号について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立多数。 
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 よって、さように決しました。 

 次に、ただいま決定いたしました以外の各案件について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 次に、経済常任委員長の報告を求めます。 

              （「議長、５番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ５番、大橋一弘議員。 

              （５番 大橋一弘議員登壇）（拍手） 

○５番（大橋一弘議員） 経済常任委員会の報告をいたします。 

 当委員会における質疑・質問の概要は、次のとおりであります。 

 まず、陳情第1166号小樽市銭函３丁目駐車場の料金見直し方についてに関する質疑といたしましては、

この陳情は、おたるドリームビーチを訪れる海水浴客が減少し、海の家の経営が厳しいことから、利用客

を増やすため、市営駐車場料金を普通車800円から500円に減額することを求めるものであるが、実際にそ

のことをもって利用客の増加は期待できるのか。 

 また、陳情では、例年、シーズン前に行っていた整地作業をここ数年は全くしておらず、駐車場用地は

水はけが悪いため、いったん雨が降ると支障が出ることから、適切な整備を求める記述もあるが、市は現

状をどのように考えているのか。 

 おたるドリームビーチでは、過去に前浜復旧工事代金をめぐるトラブルなど種々の問題を抱えていた

が、平成８年度から公会計化しており、現在は適正に運営されていると考えてよいのか。 

 この海水浴場については、過去に種々の問題が明るみに出て、結果として、前浜復旧工事費用の１億

4,600万円を市から海水浴場対策委員会に貸し付け、市営銭函３丁目駐車場の収益を補助金として受けて

返済に充てることとし、当時、議会では海水浴場の適正な運営を求める附帯決議をした経過があるが、海

水浴場組合の現状はどうか。 

 近年、レジャーの多様化により、海水浴客が減少し、駐車場使用料収入が大きく落ち込んだため、いま

だ貸付金は5,500万円も残っており、この償還計画についてどう考えているのか。 

 同組合は、客を少しでも増やそうと市に駐車場の整備や料金の引下げを求めているが、市民の利用に支

障のない最低限の整備は必要としても、一方では償還が計画より遅れている状況があり、市は、組合に対

してこうした実態を正確に説明しているのか。 

 この駐車場では、管理経費の圧縮を図るため、平成18年を最後に整地していないとのことだが、多額の

経費をかけ大規模な整備をしなくても、グレーダーやローラーを用いた比較的軽易な方法で整地すること

はできないのか。 

 現在の料金は貸付金の償還計画を基に算出した金額設定とのことだが、陳情者が求めるように、料金を

引き下げることがある程度の利用者増に結びつくとも考えられるが、平日などの閑散期で売り上げが十分

に得られない分を、土・日やお盆などの混雑時の売り上げで全体を補うような構造になっているのであれ

ば、必ずしも増収につながらないのではないか。 

 次に、その他の質問としましては、中小企業倒産防止共済制度は、中小企業の連鎖倒産を防止するため、

取引先企業が倒産した場合に一定金額の融資を受けられるものであるが、現在、市内では二百数十社とご

く一部の事業者しか加入していないことから、市は、経済対策の一環として、新規加入を促すため、掛金

に対する助成制度を設けたが、制度について承知していない事業者団体もあり、十分な周知が図られてい
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ないのではないか。 

 市内の事業者は、従業員数十人未満の零細企業が約80パーセントを占めており、中には、経営が厳しく、

国の緊急保証制度で融資を受けたものの返済に窮しているとの声も聞こえるように、多くの零細企業は助

成を受けても掛金を払う余裕がないのが実態であり、こうした事業者への支援こそ必要と思うがどうか。 

 東アジア等・マーケット開拓事業では、本年１月、上海の商業施設で物産展を開催するまでに必要な通

関手続等の行程を商社機能を持つ地元企業が行い、一定の成果をおさめたと聞くが、現在の商業施設での

販売は今のところ極めて小規模であり、今後は採算ベースに乗るような需要が見込まれるルートを開拓し

ていく必要があると思うが、市としては、取扱い額がどの程度に達すれば成功したと判断する目標は設定

しているのか。 

 今年度は３年間の交付金事業の最終年度に当たるが、この後は事業者がやればよいといった姿勢ではな

く、小樽市には、今後も事業に参画している企業に対し、側面から支援を続けてもらいたいがどうか。 

 本市の観光入込客数は、平成11年度をピークに減少傾向にあり、21年度にはついに年間700万人を割り

込む結果となり、市としては、新たな観光メニューを提案することで潜在的な需要を掘り起こす必要があ

るが、例えば、オタモイ海岸から祝津に続く自然探勝路は、近年、年齢を問わず人気を博しているトレッ

キングのスポットとして積極的に発信することで、市外からの入り込みが期待できるだけではなく、市民

の健康増進にも寄与できると思うがどうか。 

 本年３月に新千歳空港国際線旅客ターミナルがオープンし、これまでは隣接する航空自衛隊千歳基地の

飛行空域の関係から制限されていた国際便発着枠が拡大され、現在就航中の中国便などの増便が可能とな

った。中国との直行便は、中国人観光客にとって２泊３日や３泊４日など、これまでよりも自由な旅行日

程を立てやすく、小樽が訪問地や宿泊先の一つとして選ばれる機会が増えることになると思うがどうか。 

 こうした観光振興上の効果が期待できることから、市は、関係機関と連携し、国に対してさらなる緩和

を求めるべきではないか。 

 ５月31日、市中心部で発生した観光馬車の暴走事故では、５人がけがをし、うち１人が頭蓋骨骨折の重

症を負ったが、この業者は賠償保険には加入していなかったと聞く。市内には、この馬車以外にも人力車

やベロタクシーで観光案内を行う事業者がおり、現状ではこれらの者に対する賠償保険の加入について法

令上の義務づけはないとのことであるが、例えば、神戸市のように、旅客軽車両運送事業者に関する事務

処理要領を定めることで、事業者に保険加入を促すことも一つの方法ではないのか。 

 観光都市小樽として利用者の安全・安心を図るため、保険加入を義務づける条例の制定について検討し

てはどうか。などであります。 

 付託案件の結果は、次のとおりであります。 

 陳情第1110号ないし第1114号につきましては、採決の結果、賛成多数によりいずれも継続審査と決定し

ました。 

 次に、陳情第1166号及び所管事項の調査は、いずれも継続審査と、全会一致により決定いたしました。 

 以上をもって、報告を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） これより、一括討論に入ります。 

              （「議長、20番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 20番、新谷とし議員。 

              （２０番 新谷とし議員登壇）（拍手） 

○２０番（新谷とし議員） 日本共産党を代表し、ただいまの委員長報告に反対、継続審査中の陳情第1110

号ないし第1114号、灯油価格引下げ等暮らしと営業を守るための措置方については、いずれも採択を求め
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る討論を行います。 

 現在、灯油、ガソリンなど石油製品は値上がりし続けています。小樽市生活環境部生活安全課の生活必

需品小売価格調査による灯油価格は、６月時点で１リットル当たり平均78.88円で、対前月比3.0パーセン

ト上昇、対前年比31.6パーセントもの上昇です。同様に、レギュラーガソリン小売価格は140.62円で、対

前月比0.5パーセント上昇、対前年比17.2パーセントの上昇です。 

 生活安全課調査の生活必需品、野菜は、天候の悪さの影響で、対前年比値上がりしている品目が多く、

輸入牛肉やマグロなど社会的影響を受けて値上がりしているなど、市民の暮らしも食堂、運送業などの営

業も苦しい状況です。小樽商工会議所が行っている平成21年度第３・四半期の小樽市経済動向調査結果で

も、全業種の概況で業況が「好転した」と回答した企業はわずか8.2パーセント、「悪化」と回答した企

業は39パーセントで、来期の見通しでも、「好転」は10.8パーセント、「変わらない」が53パーセント、

「悪化」は36.2パーセントで厳しい業況に変わりはありません。 

 国は、景気は回復傾向と言っていますが、緊急保証制度やエコカー減税などの経済対策が影響している

もので、これらも期限のあるものですから今後が大変心配ですし、大企業減税はするものの、日本の企業

の大方を占める中小零細企業対策が見えません。それどころか、菅首相は、参議院議員選挙後、自民党が

掲げる10パーセントを参考に消費税を増税することを表明しております。消費税増税は、またも国民生活

や中小零細企業に大きな負担をかぶせ、景気の悪化は避けられません。 

 小樽の事業所の61パーセントを占める零細企業の実態は大変厳しく、緊急保証制度を活用したはよい

が、仕事がなく、また借金が増えている、銀行は貸し渋りをするという話を聞いています。こういう状況

の中で、灯油やガソリン価格の上昇は、またまた市民や中小零細企業に打撃を与えるのは必至で、陳情の

願意は妥当です。営業と市民生活を守っていくために、他会派の皆さんもぜひ陳情を採択されるようお願

いし、討論を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 討論を終結し、これより順次、採決いたします。 

 まず、陳情第1110号ないし第1114号について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、陳情第1166号について採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、所管事項の調査について採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 この際、暫時休憩いたします。 

休憩 午後 ２時３８分 

―――――――――――――― 

再開 午後 ３時１０分 
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○議長（見楚谷登志） 休憩前に引き続き、会議を再開いたします。 

 次に厚生常任委員長の報告を求めます。 

              （「議長、22番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 22番、北野義紀議員。 

              （２２番 北野義紀議員登壇）（拍手） 

○２２番（北野義紀議員） 厚生常任委員会の報告をいたします。 

 当委員会における質疑・質問の概要は、次のとおりであります。 

 陳情第1165号について、公衆浴場を取り巻く経営環境は年々悪化しており、平成13年度に28か所あった

施設が、21年度には20か所にまで減少している。陳情にある長橋地区の公衆浴場は、一度廃業を決断した

ものの、地域利用者からの希望が多いことから、現在は社会的使命により営業しているが、市で行ってい

る施設整備費の補助等だけでは今後も継続していくことは困難であると聞く。１施設当たり20万円を支援

する北海道の制度は、財政力指数等の基準により小樽市は対象にならないとのことであるから、市独自で

同様の支援が実施できないものか検討してほしいと思うがどうか。 

 市内の公衆浴場の中で、今回提出された陳情と同様に、地域に１か所しかないため廃業すると市民生活

に重大な影響を及ぼすところはほかにもあるのか。 

まずは、経営状況や利用者のニーズなど実態調査を行うとのことであるが、今後の支援策を検討するた

めにも、結果がまとまり次第、議会に対して報告してほしいと思うがどうか。 

 保育所の在り方検討委員会の報告では、廃止の検討に当たっては、入所率が低いこと、施設が老朽化し

ていること、地域に他の保育所があることを考慮するとしている。しかし、市立保育所の規模・配置に関

する計画（案）において、平成26年度以降の廃止の方針が示された最上保育所については、近隣の日赤保

育所やゆりかご保育園の入所率が100パーセント以上と、廃止後の受入先になるとは到底考えられないこ

とから、待機児童の増加が懸念されているが、市はどのように考えているのか。 

 この計画（案）は、直近の入所児童の推移を勘案せず、少子化が進む前提でつくられたものであり、今

後、入所児童数に大きな変化が見られない場合は内容を見直す考えを持っているのか。 

 この計画（案）において、平成24年度末で廃止とされる長橋保育所の児童は、相愛保育所と龍徳オタモ

イ保育園で受入れが可能としているが、過去５年間の実際の入所児童数と定員を比較すると、既にオーバ

フローしている月がある。廃止に伴い新たな待機児童を出さないためには、年間の平均値だけでなく、最

大数を勘案して検討する必要があると思うがどうか。 

 また、将来の不確定要素が多くあるにもかかわらず、手宮保育所は５年後をめどに廃止または民間移譲

等の方向性を決定と記しているなど、踏み込んだ表現が多く使用されているが、５年以上も先の廃止計画

が明記されることで入所を控えるという風評被害も考えられることから、保護者への説明会に向けて表現

を検討するべきと思うがどうか。 

 急な発病等で保育園に預けられない子供を預かる会員制のこども緊急さぽねっとは、地域住民間の相互

援助活動として、国の委託を受けたＮＰＯ法人が本市でも事業展開している。援助を行う人は30時間の研

修が必須条件とされているが、病児・病後児保育事業では医療機関との連携を図るとされている中で、一

般の人が病児を預かることに問題はないのか。 

 子育て支援の形態はニーズに合わせて多様化していくと考えられることから、こうした新たな事業は市

としても注視し、必要性の判断をしてほしいと思うがどうか。 

 グループホームが地域との連携を図りサービスの向上等を目的として実施している運営推進会議は、活

動状況の報告に終始するなど形式的に進められることが多いが、密接な関係をつくるためにも、利用者や
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家族の生の声を聞く機会を設けるなど、会議を活性化させる方法を検討してほしいと思うがどうか。 

 また、災害が起きた場合の避難誘導については、町会が援護してくれるという安易な期待感を持ってい

るとも思われるが、施設の状況が事前にわかっていなければ対応もできないので、緊急時に介護が必要な

利用者を把握し、部屋の配置を報告するなど、会議を有効に活用してほしいと思うがどうか。 

 一部のマナー違反による犬のふんの不始末に対する苦情の声をよく耳にするが、市に通報があった場

合、どのように対応しているのか。 

 市は、条例により５万円の罰則規定を設けているものの、現行犯であることに加え、繰り返し行った場

合に適用になるため、実効性に乏しいとのことである。市民にとって不快であることはもちろんだが、運

河周辺で清掃ボランティアを行っている人からは、毎日多数のふんが放置されているとの話を聞くので、

観光都市小樽の美観を維持するためにも新たな対策を講じてほしいと思うがどうか。 

 新市立病院計画概要（案）の内容を医師会に対し正式に説明するため、市は懇談会を開催したとのこと

であるが、その中では、再編・ネットワーク化協議会の最終報告における新病院の認識に温度差があるの

で、十分な意思疎通を図るべく継続して協議していくことが確認されたという。市民の健康と安全を守る

には適正な医療環境を保つことが必要であるが、公と民間が共倒れしては意味がないため、今後の協議に

当たっては、生産調整カルテル的な発想で市内の総医療供給量を考えていく必要があると思うがどうか。 

 また、第６次総合計画では、平成30年度における市内病床数の成果指標として、人口10万人当たり1,270

床と、現状を維持するとなっているが、今後の人口減に伴う調整の役割は中立的な立場である保健所が担

ってほしいと思うがどうか。などであります。 

 なお、閉会中の５月24日に開催されました当委員会におきまして、総務常任委員会に連合審査会の開催

を申し入れる旨の議決をいたしました。 

同日付けで申入れに対する同意回答があったため、６月２日に厚生常任委員会・総務常任委員会連合審

査会を開催し、高額療養費の未請求に係る第１回定例会以降の経過について、業務事故再発防止マニュア

ル（案）について、それぞれ報告がなされ、質問が交わされております。 

 付託案件の結果は、次のとおりであります。 

 まず、陳情第247号、第258号、第1116号及び第1117号につきましては、継続審査と採択に意見が分かれ、

可否同数となったことから、小樽市議会委員会条例第15条第１項の規定により委員長が裁決し、いずれも

継続審査は否決されました。 

 続いて、棄権した会派を除き採決を行った結果、全会一致によりいずれも採択と決定いたしました。 

 次に、陳情第250号、第251号、第1003号、第1145号、第1164号及び第1165号につきましては、採決の結

果、賛成多数によりいずれも継続審査と決定いたしました。 

 次に、その他の各案件につきましては、議案はいずれも可決と、報告は承認と、陳情は採択と、所管事

項の調査は継続審査と、全会一致により決定いたしました。 

 なお、当委員会におきましては、陳情第1165号について、今後の審議の参考に資するため、委員会の休

憩中に陳情者から趣旨の説明を受けたことを申し添えます。 

 以上をもって、報告を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） これより、一括討論に入ります。 

              （「議長、８番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ８番、中島麗子議員。 

              （８番 中島麗子議員登壇）（拍手） 

○８番（中島麗子議員） 日本共産党を代表して、陳情第1165号、継続審査中の陳情第247号、第250号、
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第251号、第258号、第1003号、第1116号、第1117号、第1145号及び第1164号について、いずれも採択の討

論を行います。 

 今回、新たに提出された陳情第1165号は、長橋地区の普通公衆浴場に対して経営支援を求めるものです。 

 小樽市内の普通公衆浴場は、平成13年当時は28施設あったものが、平成21年度には20施設に減少してい

ます。長橋地区で最後に残った都湯は、本年３月、後継者がなく経営的に困難なため保健所に廃止届を出

しましたが、その後、住民から続けてほしいと要望があり、手伝ってくれる人の手だてもついて今年いっ

ぱいは続けてみようと廃止届を取り消したと聞いています。 

 今回は、小樽公衆浴場商業協同組合の代表理事みずから、署名436筆とともに、陳情趣旨説明を行い、

市としての経営支援を求めています。 

 小樽市では、現在、施設設備整備費や上下水道料金の軽減などの助成を実施していますが、道内では20

市ほどが、直接、維持運営費補助を行っています。帯広市では、廃業防止対策として、平均基準入浴客数

に満たない施設に対して年間90万円から22万5,000円の範囲で助成しており、21年度は５施設に290万円助

成しています。 

 総務省統計局の５年ごとに行っている住宅・土地統計調査においても、ふろ普及率は全国で98.5パーセ

ントと、ほとんどの家庭にふろがありますが、高齢化が進む中で自宅では入浴できないお年寄りも増えて

いるのではないでしょうか。全国的には、地域に銭湯がなくなった後、改めて銭湯の設置要望が出ている

ことも聞いております。保健所は、公衆衛生の立場から公衆浴場の必要性を認めているのですから、公衆

浴場への支援対策は検討すべきではないでしょうか。 

 願意は妥当、採択を求めます。 

 継続審査中の陳情については、これまでも討論してきましたが、いずれも願意は妥当、採択を主張しま

す。 

 陳情第1003号は、朝里・新光地域における多目的コミュニティセンターの設置を求めるものです。 

 今定例会で公明党の斉藤陽一良議員は、東南部地区に児童館を含むコミュニティセンターの整備を求め

て一般質問をしています。用地確保もされており、過疎対策事業債も利用可能と強く建設を求め、建設ま

での間は近隣にある空き施設を利用した応急的な対応も要望しておりましたから、当然、この陳情には賛

同いただけると考えておりました。ところが、今回も継続審査です。お聞きしたところ、限りなく丸に近

い三角ということで、理解ができません。 

 請願や陳情は、住民にとって、直接、意見を議会に届け、議会意思として行政に反映させることができ

るものです。また、地方議会としても、住民の直接の意見に基づいて活動を進めることができ、議会と住

民を結びつける重要な意義があります。議員が住民から寄せられた陳情趣旨と同様の発言をするなら、陳

情に賛同するのは当然です。そうでなければ、陳情者には極めてわかりにくいことになります。賛同でき

ない理由を明らかにして討論すべきではないでしょうか。公明党には討論を求めます。 

 本委員会では、市立保育所の規模・配置に関する計画（案）が提出され、最初の審議がされています。 

 現在、市内には市立保育所６か所、民間保育所14か所、合計20か所の認可保育所があります。入所定員

数は1,505人です。入所児童数は、平成16年に1,528人まで増加しましたが、その後減少し、平成22年は1,322

人で入所率88パーセントです。 

 これまで、市は、平成14年、赤岩保育所の増改築に伴い高島保育所を廃止し、平成20年に真栄保育所を

民間に移譲してきました。毎年４月１日時点でも待機児童が発生しており、今年は待機児童数10人中９人

がゼロ歳から２歳児でした。計画（案）では、来年度から低年齢児枠を12人拡大することになっており、

この点は評価しますが、全体の定数は80人の縮小で、新たな待機児童が発生しないのか心配です。 
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 地域子育て支援センターは、現在２か所あり、新たに銭函保育所に開設するとは言いますが、平成25年

に施設を改築した後ですから、４年後の予定です。計画としてはあまりにも先延ばしの感があります。計

画（案）では、長橋保育所を平成24年度末に廃止し、最上保育所を平成26年から28年度に廃止する予定で

す。また、手宮保育所は、廃止、民間移譲など、いずれにするかを５年後までに決めると言います。廃止

要件は、１、入所率が低い、２、施設の老朽化、３、近くに受皿になる保育所がある、の３点ですが、入

所率で見ると、本年４月１日時点で、公立保育所の平均入所率は71パーセントです。これ以下の施設は、

奥沢、長橋、手宮で、最上は平均以上です。施設の老朽化では、赤岩保育所が平成14年に建設された以外、

昭和40年代から50年代の建築で大差はありません。受皿となる保育所では、最上保育所の場合、日赤保育

所とゆりかご保育園になりますが、本年４月で、日赤保育所は入所率100パーセント、ゆりかご保育園は

120パーセントです。 

 委員会の審議では、地域で日赤保育所を希望しても定員枠が超えて入所できず、やむなく最上保育所に

入所したとの声があり、むしろ最上保育所が受皿になっている事実が明らかになりました。最上町には300

戸以上の公営住宅がありますが、この団地の子育て世代への影響は検討されていません。日赤保育所、ゆ

りかご保育園の子供の入所数の推移を見て廃止を決めると言いますが、このような不確定な条件で保育所

廃止の方針を決めるには無理があると思います。入所率が低いなら定員を調整し、老朽化施設は計画的に

建て替え、地域ごとに保育所が整備されてこそ子育て支援です。人口減、少子化傾向に乗じた財政的見地

からの公立保育所の削減は問題です。 

計画（案）の撤回を求めて討論とします。他会派の皆さんの賛同をお願いして、討論を終わります。（拍

手） 

○議長（見楚谷登志） 討論を終結し、これより順次、採決いたします。 

 まず、陳情第247号、第258号、第1116号及び第1117号について、一括採決いたします。 

 委員長報告はいずれも採択でありますが、継続審査と意見が分かれておりますので、継続審査について

採決いたします。 

 継続審査とすることに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立多数。 

 よって、継続審査と決しました。 

 次に、陳情第251号について採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、陳情第1145号について採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、陳情第250号、第1003号、第1164号及び第1165号について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 
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○議長（見楚谷登志） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、ただいま決定いたしました以外の各案件について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 次に、建設常任委員長の報告を求めます。 

              （「議長、９番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ９番、高橋克幸議員。 

              （９番 高橋克幸議員登壇）（拍手） 

○９番（高橋克幸議員） 建設常任委員会の報告をいたします。 

 当委員会における質疑・質問の概要は、次のとおりであります。 

 陳情第1167号は、市道桜９号線上部の幅員が狭隘になっている道路の舗装延長と側溝ふたの整備を求め

るものである。現地を視察した際、数台の車両が桜１号線から当該路線を経由して国道５号におりている

様子が見受けられた。臨時市道整備事業を行う上で、交通量など優先順位を決めるための基準はあると思

うが、この道路が、周辺住民のみならず、桜上部や望洋台方面からの近道として需要があるとするならば、

当該道路の整備の必要性については、交通量だけではなく、費用対効果も勘案して総合的な調査に基づき

判断してはどうか。 

 陳情第1169号は、小樽市における地籍調査の実施を求めるものであるが、国土調査法に基づく当該事業

に対し、道内35市の中で未着手なのは小樽市を含め５市のみとのことである。調査を行うことで土地１筆

ごとの面積や境界が確定することから、土地に関するトラブルの解決や土地売買取引の円滑化はもとよ

り、ＧＩＳを利用した水道局の上下水道施設管理システムの精度向上も期待される。当該事業費は、国と

道の負担や交付税措置により実質の負担が大幅に軽減されるものであり、この措置は前政権から存置して

いることから、今後、10年以上は継続して実施される可能性が大きいと考える。市は、調査の必要性は認

めながら費用や事業規模の面から慎重な姿勢を示しているが、他都市の取組状況を参考として、本市にお

いても事業の実施に向けた検討を進める必要があると思うがどうか。 

 一般国道５号忍路防災事業は、忍路－桃内間の安全で安心な通行の確保を目的とした国の事業であり、

小樽開発建設部と小樽市が開催した住民説明会で示された幾つかの新国道ルート案のうち、特に山側にト

ンネルを通す案が有力視されているという。しかし、現道路は、土砂崩落の危険にさらされているものの、

海岸線に面した眺めのよい景勝道路であり、本市の観光資源となり得ることから、このまま廃道にするの

ではなく、がけの傾斜を緩やかにするなど、工法を工夫し、道路を生かしながら安全性を確保することは

できないか。 

 国の事業のため、市が意見を述べる場面はないとのことだが、現在の路線を存続するための整備方法に

ついて、市としてどのように考えるのか。 

 国土交通省は、特殊地下壕対策事業として、第２次大戦中、旧日本軍や地方公共団体、町会が築造した

特殊地下ごうの埋め戻し事業に対し、補助することとしている。昭和48年から国の指示で行っている調査

では、市内の特殊地下ごうは44か所あり、対処済みと報告しているが、内部が一部崩壊しているにもかか

わらず、入り口のみをふさいでいる箇所などもあり、すべてが適切に処置されているとは言いがたい。 

また、調査には含まれていない地下ごうも市街地の各所に残されており、都市計画上も放置しておくわ

けにはいかない。国の補助は、平成23年度までに採択されたものが対象となっており、戦後65年が経過し、
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防空ごうのことを語れる市民も少なくなってきていることから、調査を急ぐ必要があるのではないか。 

今定例会において、市長から調査したい旨の答弁があったが、具体には、いつ、どのように調査を行う

つもりなのか。 

 公園・緑地の維持・管理は、町会や地域住民によって構成された公園愛護会などが担っているが、最近、

高齢化を理由に辞退を申し出る事例も出てきていることから、公園への植樹を要望している市民や、小中

学校で植栽活動を行うＰＴＡなど、ボランティアとの連携を強化させた維持・管理のあり方を研究しては

どうか。 

 また、既存公園の再整備に当たっては、公園施設の長寿命化計画を策定し、国土交通省の都市公園安全・

安心対策緊急総合支援事業を活用していきたいとのことだが、当該事業の支援対象に掲げられている防災

拠点としての公園整備も視野に検討をすることが重要と思うがどうか。 

 駅におり立って見る最初の光景はそのまちの顔であるが、本市には多くの観光客が訪れているにもかか

わらず、残念なことに、これまで小樽駅周辺の施設は、だれもが観光地にふさわしいと感じる小樽の玄関

口としての整備は遅々として進んでいない。第６次総合計画の前期実施計画では、平成22年度から駅前広

場と駅前パーキングの一体的な整備に向けた検討に着手することとなっているが、具体的にはどのような

事業を考えているのか。 

周辺市街地整備に当たっては、いつも同じ構成員だけで協議、検討を続けるのではなく、外部からまち

づくりの専門家を招聘し、先進事例を基にした勉強会を開催するなど研さんを重ね、もっと前向きに取り

組むべきと思うがどうか。などであります。 

 付託案件の結果は、次のとおりであります。 

 まず、陳情第１号、第246号、第644号、第1143号、第1154号及び第1167号につきましては、採決の結果、

賛成多数によりいずれも継続審査と決定いたしました。 

 次に、その他の各案件につきましては、議案は可決と、陳情は採択と、いずれも全会一致により決定い

たしました。 

 なお、当委員会におきましては、陳情第1169号について、今後の審議の参考に資するため、委員会の休

憩中に陳情者から趣旨の説明を受けたことを申し添えます。 

 以上をもって、報告を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） これより、一括討論に入ります。 

              （「議長、21番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 21番、古沢勝則議員。 

              （２１番 古沢勝則議員登壇）（拍手） 

○２１番（古沢勝則議員） 日本共産党を代表して、ただいまの委員長報告に反対、陳情第1167号並びに

継続審査中の陳情第１号、第246号、第644号、第1143号及び第1154号について、いずれも願意は妥当につ

き、採択を求めて討論いたします。 

 まず、陳情第1167号であります。 

 市道桜９号線舗装延長と側溝ふたの整備を求めるものであります。 

 付託を受けた委員会として現地調査を実施しました。付近住民の方々からも、直接、意見、要望を聞か

せていただきました。桜地域を承知の議員には説明の必要はありませんが、第１に、この市道桜９号線は、

市営桜Ａ住宅５棟約200戸弱にダイレクトに接続する道路であります。海側に下り勾配となっていますが、

その取りつけ部の幅員が狭いため、特に冬場の自動車接触事故が多発しているそうです。 

 第２に、この道路は付近住民のみではなく、桜台沿線あるいはその先の望洋台に居住する人たちからも
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国道５号に通じる近道として利用されていることから、近時の自動車交通量は相当数増えている状況にあ

ります。 

 第３に、この地域の幹線道路である桜１号線自体の勾配がきつく、ここから余裕を持って入れるような

道路改良がぜひとも必要であるとの願意がうかがい知れました。 

 継続審査案件については、これまで、その願意の妥当性について語り尽くしてきました。残念なことは、

我が議会は、いずれもそれを継続審査として棚上げであります。議会は動きません。ならば、行政も動く

ことはできないのか。 

 市民有権者の陳情権、請願権は、戦後、憲法で導入されたものです。地方自治の柱の一つであります。

市民の声を聞かない小樽市議会、仮にもそんな不名誉な議会として小樽の名を知らしめたくはありませ

ん。各位の見識に期待することは、今回もまた見果てぬ夢なのでしょうか。 

 以上であります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 討論を終結し、これより順次、採決いたします。 

 まず、陳情第１号、第246号、第644号、第1143号、第1154号及び第1167号について、一括採決いたしま

す。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、ただいま決定いたしました以外の各案件について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 次に、学校適正配置等調査特別委員長の報告を求めます。 

              （「議長、19番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 19番、佐々木勝利議員。 

              （１９番 佐々木勝利議員登壇）（拍手） 

○１９番（佐々木勝利議員） 学校適正配置等調査特別委員会の報告をいたします。 

 当委員会における質疑・質問の概要は、次のとおりであります。 

 南小樽地区Ａグループに属する若竹小学校については、新市立病院建設の関係から、当初から予定して

いる６月22日に先行して、６月１日にも懇談会が開催されたが、病院に関する質問に対しては、市教委側

が答えに窮する場面も見受けられたことから、次回の懇談会には病院関係者も出席すべきではないのか。 

 また、他の会場ではどのような意見が出ているかとの質問も出されており、他のブロックの協議内容に

も関心が高いため、市教委は、速やかにホームページを更新し、情報提供に努めてほしいと思うがどうか。 

 量徳小学校を含む南小樽地区ブロックの小学校Ａグループは、新市立病院建設の関係から、平成24年４

月の統合を目指し話合いを進めているが、ブロック内の諸課題を協議する学校統合協議会については地域

の理解を得た上で設置することとしている。しかし、その構成メンバーを決めるには時間を要することが

想定されるので、期限のある中、スピード感を持って進めるためには、事前に打診し、理解を得ておく必

要があると思うがどうか。 

 また、今後の協議を円滑に進めるためには、今回の再編プラン同様、市が具体案を示し、課題整理に当

たってほしいと思うがどうか。 
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 学校再編を進めていくに当たり、関係者の合意を得ることは重要であるが、意見や要望を聞いているば

かりでは計画が前に進むものではない。現在、量徳小学校を含む地区ブロックは、市立病院の関係から平

成24年３月の廃校に向け協議を進めているが、それ以外の地区は前期・後期、それぞれの範囲内で意見が

まとまったところから順次スケジュールを決めることとしている。しかし、そういった姿勢では結論がど

んどん先送りされることにつながるため、実際に統廃合する時期は別として、方向性の決定については、

例えば２年間という期限を定めて取り組んでいくべきではないのか。 

 量徳小学校の動向については、新市立病院の関係から他の地区に先行して協議が進んでおり、また、隣

接するブロックの再編にも影響があるため、保護者の関心も非常に高い。情報がひとり歩きすることで誤

解や混乱を招くこともあるため、市教委は保護者に最優先で正確な情報提供を行うよう努めてほしいと思

うがどうか。 

 学校適正配置を円滑に実施するためには、丁寧な説明もさることながら、保護者や児童・生徒の不安を

解消するとともに、要望に対し、きめ細かな対応をする姿勢が必要である。今後、具体的な再編協議を進

めるに当たっては、市が一方的に推し進めていると言われることのないよう、節目節目において関係者の

おおむねの合意が得られていると判断するに足る客観的な基準が必要と思うがどうか。 

 学校内におけるいじめや不登校、暴力などの問題行動は、学校の規模にかかわらず発生していると言う

が、平成20年度にこれらの問題が全く発生していない学校は市内に６校あり、そのうち５校がいわゆる小

規模校である。このことからも、小規模校の教育環境がすぐれている面があるのは明らかであり、無理や

り理屈をこじつけた望ましい学校規模に画一的に合わせようとする姿勢には問題があると思うがどうか。 

 保護者からは、少人数でも伸び伸びと教育を受けさせたいという声が依然として多いことから、基本計

画における学校規模の考え方を再検討すべきではないのか。 

 適正配置によって通学区域が広がり、スクールバスや路線バスを利用する児童・生徒の増加が見込まれ

るが、現行の基準では、小学校が２キロメートル以上、中学校が３キロメートル以上の場合にバス助成を

行い、その児童の数が50人以上いるときにスクールバスを配置しているとのことである。しかし、現在、

バス利用を行っているのは主要道路に面した学校とのことであり、今後の統廃合によってはバスによる接

続が困難な学校も想定されるため、基準を見直すことは考えていないのか。 

 また、本市は、地形的に起伏が激しく、道幅が狭い場所もあり、地図上での距離だけでは実態を判断で

きないことから、児童・生徒の自宅から学校までの通学経路などについてはあらかじめ調査をしておく必

要があるのではないか。 

 現在、すべての小中学校は、災害時における避難所としての機能を有しているが、統廃合を行った場合、

中心部においては徒歩圏内に学校が残るとしても、塩谷・長橋地区や銭函地区は通学区域が広範囲にわた

るため、学校と相当離れた地域が出ることも考えられる。市民の安全・安心を守るためにも、廃校を避難

所として跡利用することを並行して検討していく必要があると思うがどうか。などであります。 

 なお、閉会中の４月23日に開催されました当委員会におきまして、学校再編についての地区別懇談会に

ついて報告がなされ、質問が交わされております。 

 付託案件の結果は、次のとおりであります。 

 陳情第260号につきましては、採決の結果、賛成多数により継続審査と決定いたしました。 

 以上をもって、報告を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） これより、討論に入ります。 

              （「議長、７番」と呼ぶ者あり） 
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○議長（見楚谷登志） ７番、菊地葉子議員。 

              （７番 菊地葉子議員登壇）（拍手） 

○７番（菊地葉子議員） 日本共産党を代表して、ただいまの委員長報告に反対、豊倉小学校の存続を求

める陳情第260号は採択を主張して、討論を行います。 

 学校教育においては、どの子も、生きていく上で必要な学力を身につけると同時に、心身ともに伸びや

かに成長してほしい、この思いは、保護者とともに教育に携わる関係者すべての共通の思いです。 

 小樽市教育委員会は、小中学校学校規模・学校配置適正化基本計画に基づき地区別懇談会を開催中です

が、通学路の安全、子供の心のケア、グラウンドの広さ、特別支援学級のあり方に関する不安、こうした

ことへの配慮を求める声がどの会場でも出されています。いじめや不登校が大きな社会問題となり、さま

ざまに対応策はとられていますが、根絶にはほど遠い現実であることは本委員会での審議の中でも明らか

となりました。 

 小樽市における平成20年度のいじめ、不登校、問題行動の件数は、小学校で292件、中学校では142件と

報告されました。数字の上とはいえ、子供たちが、日々、心に不安や悩みを抱える実態を前にして、周囲

の協力、援助で乗り越え、成長してほしいと願わずにはいられません。 

 この中で、いじめも不登校も問題行動もないと報告された小学校５校のうち４校、中学校１校は、いず

れも小規模校です。地区別懇談会の中でも小規模校への転校により不登校を克服した生徒の話が紹介さ

れ、そうした学校が地域にあることが誇りなのだと語られていました。地域のきずなの中で特色ある学校

を育てることも幅広い教育活動であるはずです。どの子も学校教育の恩恵にあずかることができるきめ細

やかな教育環境の提供を陳情者は望んでいます。その願意は、今の社会でこそまさに妥当、採択を主張し

て、各会派の皆さんの賛同を訴え、討論といたします。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 討論を終結し、これより採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、市立病院調査特別委員長の報告を求めます。 

              （「議長、24番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 24番、成田晃司議員。 

              （２４番 成田晃司議員登壇）（拍手） 

○２４番（成田晃司議員） 市立病院調査特別委員会の報告をいたします。 

 当委員会における質疑・質問の概要は、次のとおりであります。 

 今月14日、市は、新市立病院計画概要（案）の内容を医師会に説明し、今後も意思疎通を図るため協議

を継続することで合意したと聞くが、本日、その医師会から新病院の規模・機能に関する提言書が提出さ

れている。市は、医師会内部の事情によるものと静観しているが、両者が今後話合いのテーブルに着くと

確認したわずか３日後に提言書が提出されるという行為は通常考えられず、これは、そもそも先日の話合

いが成立していなかったということではないのか。 

 提言書は、医師会の役員ですら知らないうちに提出されており、医師会としての総意を表しているとは

思われないが、今後の協議に当たっては、互いの主張が違うことはあるにしても、行き違いや誤解が生じ

ることのないよう、しっかりとしたルールを決めるべきと思うがどうか。 

 計画概要（案）の周知は、ホームページのほか、今後は広報おたるに掲載していくとのことであるが、
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市民の声を聞く機会については、平成13年の新築検討懇話会以降設けられていない。病院局長は、院内広

報誌の中で、地域医療は住民の意思・知恵・実行・責任によってつくられるものであるという認識が大切

だと述べており、市民の声を大切にしたいという考えを示しているが、今回の計画概要（案）については、

市民の代表である議会に提示したことをもって市民の意見を聞いているとの見解である。これは極めて短

絡的な考えであり、多くの声を把握する手段を検討すべきではないか。 

集約されたすべての意向を組み入れることは困難であると理解するが、それをやり遂げるぐらいの心構

えで進めてほしいと思うがどうか。 

 以前、市立小樽病院では、医師不足から糖尿病専門外来を休止した際、通院していた患者の多くは、今

後の治療に関し、大きな不安を抱えたと聞く。しかし、現在、治療を受けられず困っているとの声はない

ため、患者は他の医療機関へ通院先を移したと考えられるが、計画概要（案）では、再度、専門外来を設

けることとしているため、これまでの治療を担っていた医療機関では、新病院の開設を機に患者が市立病

院に戻ってしまうことを懸念している。こうしたことも医師会が計画概要（案）に反発している要因にな

っていると思うが、市は競合する診療科を設けることについてどのように考えているのか。 

 市民は、新市立病院の建設費用や診療科目だけに関心があるわけではなく、患者のニーズに応じたどの

ような医療サービスを提供してくれるのかということも重視している。こうしたことから、基本設計業務

に当たっては、今までに寄せられた苦情や要望を反映させるとともに、高齢化率の高さなど、小樽の地域

性を考慮して進めてほしいと思うがどうか。 

 随意契約の相手方として予定している設計業者は、多数の病院設計を手がけ、多くのノウハウがあると

のことだが、業者任せにすることなく、計画概要（案）の中で新市立病院の基本理念として掲げている「患

者さま中心」の病院を目指すということに信念を持って取り組むべきと思うがどうか。 

 自治体病院の建設費は、過大投資の傾向があるため、上限を決めなければ際限なく費用が膨らみ、開院

後の経営の重荷になることが懸念される。基本設計に当たっては、国立病院機構の仕様に基づく基本額に

敷地条件をプラスした33万円を１平方メートル当たりの単価として設定しているが、そもそも機構では単

価に積み増しをする前提はなく、総額に合わせて中身を調整する方針であることから、上限額を設定し、

それにおさまるように設計すべきと思うがどうか。 

 また、公立病院改革懇談会においては、議会で審議するに当たり、情報や判断材料の提供が不十分なた

めに建築費が高くなる傾向があるとの報告もあるので、適正な価格であるか否かの判断ができるよう十分

な情報提供をしていただきたいと思うがどうか。 

 新市立病院建設に要する起債額は、基本設計料と移転雑費を除き約146億円と試算されており、市民か

ら建設費が巨額になることに対する不安の声を耳にする。しかし、病院事業会計と一般会計を合わせた財

政規模と建設費の関係を家計における年収ベースに置きかえて説明することで解ける誤解もあると思う

ので、新病院建設への市民理解を深めるためにも説明方法を工夫すべきと思うがどうか。 

 オーダーリングシステム導入の効果としては、院内での情報の共有や事務の効率化を上げられるが、現

時点では物流管理システムが未整備のため、診療科ごとの収支を把握するには至っていないと聞く。経営

状況を詳細に分析できない状態では職員もどこに力を入れて取り組めばよいのかわからないと思うが、何

を根拠に改善に向けた指標を出しているのか。 

改革プランの達成に向け、収入の分析を医事の専門職員にさせており、一定程度の設備投資で高い点数

での診療報酬請求が可能になることや、医師のオーダーを分析することで、診療材料費など支出を削減す

る方法についても把握できると報告を受けているとのことだが、その分析結果については、専門的な内容

であっても一緒に勉強しながら今後の検討をしていきたいので、議会に対しても示してほしいと思うがど
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うか。 

 救急搬送の受入れは、両市立病院が25パーセント、三つの公的病院が26パーセントと、約半数を５か所

の病院で担っているという大変な状況にあり、この体制が今後も維持できるのか非常に危惧するところで

ある。第１次救急である夜間急病センターについては、公的病院の院長を交えて協議をすると聞くが、第

２次救急のあり方について検討する議論の場も設けるべきと思うがどうか。 

 また、各病院の院長や医師会とどのような議論がなされているのか、内容を明確にするためにも、議員

も含め傍聴できるようにするなど、意見交換の場をオープンにしてほしいと思うがどうか。などでありま

す。 

 なお、閉会中の５月28日に開催されました当委員会におきまして、学校再編プランと新病院建設につい

ての説明会について、新市立病院計画概要（案）について、小樽市立病院改革プランの進捗状況について

それぞれ報告がなされ、質問が交わされております。 

 付託案件の結果は、次のとおりであります。 

 まず、陳情第1155号につきましては、継続審査と採択に意見が分かれ、採決の結果、賛成少数により継

続審査は否決されました。 

 続いて、棄権した会派を除き、採決を行った結果、全会一致により採択と決定いたしました。 

 次に、その他の陳情は、いずれも継続審査と、全会一致により決定いたしました。 

 以上をもって、報告を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） これより、一括討論に入ります。 

              （「議長、１番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） １番、秋元智憲議員。 

              （１番 秋元智憲議員登壇）（拍手） 

○１番（秋元智憲議員） 公明党を代表し、委員長報告に賛成の討論を行います。 

陳情第1155号小樽市病院局・並木昭義局長「新病院の展望と建設についての見解」に沿った市立病院の

統合新築方については、採択を主張し、討論を行います。 

 第1155号は、新病院建設を早期に再開するために、並木局長の見解に沿った現在地及び周辺での市立病

院統合新築の推進を望むものであります。 

 昨年６月、並木局長が就任以来、札幌、後志管内はもとより、北海道大学、札幌医科大学などの医療関

係者との懇談で得られた意見、要望を勘案し、新市立病院建設地にあっては、量徳小学校と現在地敷地の

ほうが築港地区よりも望ましいという見解を市長に述べたことに端を発し、市長にあっては、この並木局

長の見解を受けて、新病院建設地は量徳小学校と現在地を合わせた敷地とする考えを示されました。 

 この建設地問題は、市立病院調査特別委員会が設置されて以来、11年間さまざまな議論がされてきてい

ますが、日々変化する市民を取り巻く環境と地域医療の役割や老朽化する市立病院の現状を考えると、早

期に建設を望むものであり、今定例会で基本設計委託料が提出され、我が党としても、早期建設を訴え、

賛成の態度をとりました。 

 さきに述べたように、建設地が示され、基本設計再開を考えますと、陳情第1155号については採択を主

張し、全議員の賛同をお願いし、討論を終わります。（拍手） 

              （「議長、８番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ８番、中島麗子議員。 

              （８番 中島麗子議員登壇）（拍手） 

○８番（中島麗子議員） 日本共産党を代表して、ただいまの委員長報告に反対し、継続審査中の陳情第
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1155号は、継続審査を主張して討論します。 

 同陳情は、新病院建設を早期に再開するために、現地及び周辺での新病院統合新築の推進を求めるもの

です。 

 陳情が提出された平成21年９月当時は、市長をはじめ、関係理事者は新病院建設地をめぐって量徳小学

校関係者や地元町会との話合いを行っていました。関係者との話合いの最中に陳情を採択し、議会意思を

決定することは、関係者に議会の結論を押しつけることになり、住民感情を損ね、市民合意にとっての障

害にもなりかねないと、我が党は、議会として性急に結論を出さず、関係者との話合いを優先、尊重する

ことが現在地周辺での建設のために必要と、陳情は継続審査にすることを主張しました。 

 本年１月25日、山田市長から、市議会議長をはじめ、各会派代表者に、量徳小学校敷地と現小樽病院敷

地を合わせた土地が新病院の適地と判断し、建設地を変更すると表明があり、建設地は陳情にあるとおり

現在地に変更になりました。 

 しかし、現在、教育委員会による学校規模・学校配置適正化計画の地区別懇談会が行われており、また、

量徳小学校ＰＴＡとの話合いも継続中です。同ＰＴＡから了解の返事をいただいておりません。市民合意

をどこで判断するのか問われることになりますが、我が党としては、今後の教育委員会とＰＴＡの話合い

の中で方向が示されることを期待し、経過を見たいと考えます。 

 なお、継続審査が否決されたときは、自席にて棄権の態度をとります。 

 各会派の皆さんの賛同を呼びかけ、討論とします。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 討論を終結し、これより順次、採決いたします。 

 まず、陳情第1155号について採決いたします。 

 委員長報告は採択でありますが、継続審査と意見が分かれておりますので、まず、継続審査について採

決いたします。 

 継続審査とすることに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立少数。 

 よって、継続審査は否決されました。 

 次に、ただいま継続審査が否決されました陳情第1155号について採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（見楚谷登志） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、ただいま決定いたしました以外の陳情について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 日程第４「議案第14号」を議題とし、市長から提案理由の説明を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 市長。 

              （山田勝麿市長登壇）（拍手） 

○市長（山田勝麿） ただいま追加上程されました議案について、提案理由を説明申し上げます。 

 議案第14号職員懲戒審査委員会委員の任命につきましては、坂田榮子氏、菊池洋一氏、成田晃司氏、山

－159－



平成２２年第２回定例会 本会議録 

﨑範夫氏、磯谷揚一氏の任期が、平成22年８月31日をもって満了となりますので、引き続き、坂田榮子氏、

菊池洋一氏、成田晃司氏を、新たに貞原正夫氏、竹田文隆氏を任命するものであります。 

 なにとぞ原案どおり御同意賜りますよう、お願い申し上げます。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） これより、採決いたします。 

 同意することに御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 日程第５「後志教育研修センター組合議会議員の選挙」を行います。 

 この件は、後志教育研修センター組合議会議員の任期が来る６月30日をもって満了となることに伴い、

議会において選挙するものであります。 

 議場の閉鎖を命じます。 

              （議場閉鎖） 

○議長（見楚谷登志） ただいまの出席議員は28名であります。 

 投票用紙を配布いたさせます。 

              （投票用紙配布） 

○議長（見楚谷登志） 投票用紙の配布漏れはございませんか。 

              （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 配布漏れなしと認めます。 

 投票箱を改めさせます。 

              （投票箱点検） 

○議長（見楚谷登志） 異状なしと認めます。 

 念のため申し上げます。この投票は、単記無記名であります。 

 投票用紙に被選挙人の氏名を記載の上、職員の点呼に応じ、順次、投票願います。 

 点呼を命じます。 

○事務局次長（佐藤正樹） １番秋元智憲議員、２番千葉美幸議員、３番鈴木喜明議員、４番吹田友三郎

議員、５番大橋一弘議員、６番成田祐樹議員、７番菊地葉子議員、８番中島麗子議員、９番高橋克幸議員、

10番斉藤陽一良議員、11番佐野治男議員、12番山田雅敏議員、13番佐藤禎洋議員、14番濱本進議員、15番

井川浩子議員、16番林下孤芳議員、17番斎藤博行議員、18番山口保議員、19番佐々木勝利議員、20番新谷

とし議員、21番古沢勝則議員、22番北野義紀議員、23番横田久俊議員、24番成田晃司議員、25番前田清貴

議員、26番大竹秀文議員、27番見楚谷登志議員、28番久末恵子議員。 

○議長（見楚谷登志） 投票漏れはありませんか。 

              （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 投票漏れなしと認めます。 

 投票を終了いたします。 

 ただいまから開票を行います。 

 立会人に、千葉美幸議員、鈴木喜明議員を御指名いたします。両議員の立ち会いを願います。 

              （開票） 

○議長（見楚谷登志） 選挙の結果を報告いたします。 

 投票総数28票 

 そのうち、有効投票       23票 
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      無効投票       ５票 

 有効投票中 

 見楚谷登志議員         23票 

 以上のとおりであります。 

 この選挙の法定得票数は６票であります。 

 よって、私、見楚谷登志が、後志教育研修センター組合議会議員に当選をさせていただきました。 

 議場の閉鎖を解きます。 

              （議場開鎖） 

○議長（見楚谷登志） この際、小樽市議会会議規則第28条第２項の規定による告知をいたします。 

 日程第６「意見書案第１号ないし第13号」を一括議題といたします。 

 意見書案第２号ないし第13号につきましては、提案理由の説明を省略し、意見書案第１号について、提

出者から提案理由の説明を求めます。 

              （「議長、21番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 21番、古沢勝則議員。 

              （２１番 古沢勝則議員登壇）（拍手） 

○２１番（古沢勝則議員） 提出者を代表して、普天間基地の無条件撤去と道内への訓練移転を認めない

ことを要望する意見書案第１号について、その提案趣旨を説明します。 

 先日の社会時評という新聞紙上欄で作家の髙村薫さんは、昨今の政治について、次のように述べており

ました。国民のだれもが不安視していたとおり、米軍普天間基地の県外移設はついに果たされず、結局、

自民党政権時代に日米間で合意されていた辺野古崎沖に舞い戻ってくることになった。国民の目にはどの

ように映ったか。新しい政権下で初めて日米同盟のあるべき未来像の議論が始まると期待したのもむなし

く、政権にはそれだけの意思も覚悟もなかったということである。そして、この国の政治へのさらなる失

望と沖縄県民の犠牲と絶望だけが残された。 

 髙村さんのこの社会時評はさらに続くのですが、一部割愛して、特に、鳩山政権の投げ出しで菅新政権

が誕生した、これで一気に党が生まれ変わると考えているのなら、それこそ状況認識ができていないとい

うほかはない、このように警鐘を発しておられました。 

 さて、意見書案の本文はもとより、要望項目についても御参照ください。 

 第１に、普天間基地の無条件撤去であります。第２は、沖縄の負担軽減を名目にしつつ、道内の矢臼別

演習場や千歳基地への米軍の訓練拡大は認められない、この２点であります。 

 ところが、菅首相は、就任後、イの一番に、オバマ米大統領との電話会談で、前政権との日米合意はし

っかりと取り組んでいくと決意表明をされたようであります。要するに、国外、最低でも県外というのは

鳩山さんの発言であって公約ではないと、これを改めて否定し、ほごにしてしまいました。こんな政府方

針が沖縄県民の合意を得られるでしょうか。 

 ４月25日、９万人に上る沖縄県民大会には県知事と県内41市町村長のすべてが参加し、正確に言います

と一部代理がいますので、41市町村長及び代理が参加し、普天間基地の撤去、閉鎖、県内移設反対という

沖縄県民の総意は揺るがぬものになりました。沖縄での世論調査では、辺野古移設に反対が84パーセント、

普天間基地については無条件撤去が38パーセントでトップになり、これに国外移設を合わせると断トツの

74パーセントに上っています。沖縄のこの怒りは一過性のものか。凄惨な地上戦を経験し、占領下で民有

地を無法に強奪され、戦後65年にわたる基地の重圧、繰り返されてきた痛ましい事故や事件など、忍耐の

限界を超えている歴史があります。県内移設の方針は、こうした県民の総意に背くものであります。県民
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の合意が得られることは絶対にありません。 

 この問題の解決の道は、日米合意を白紙撤回すること、それは移設条件なしの撤去、つまり、無条件撤

去を求めてアメリカ側と本腰を入れて交渉を始めることしかありません。そのことを、日本政府、関係機

関に強く強く求めるものであります。私の提案趣旨説明は、これ以下でもこれ以上でもありません。 

 各位の賛同を呼びかけて、説明を終わります。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） これより、一括討論に入ります。 

              （「議長、７番」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） ７番、菊地葉子議員。 

              （７番 菊地葉子議員登壇）（拍手） 

○７番（菊地葉子議員） 日本共産党を代表して、意見書案第１号普天間基地の無条件撤去と道内への訓

練移転を認めないことを要望する意見書案の賛成討論を行います。 

 今日、私たちは屈辱の日を迎えた。市民、県民の意思を無視し、民主主義を否定する蛮行、私たちの怒

りは頂点、爆発の状況に達している。日米両政府が米軍普天間飛行場の移設先を沖縄県名護市のキャンプ

辺野古崎地域及び隣接水域とする共同声明を発表した５月28日、名護市役所で開かれた緊急市民集会で稲

嶺進市長は声をふるわせました。この１週間後、みずからの公約や民意よりも日米同盟を優先させた鳩山

政権は、歴史的な政権交代からわずか８か月で辞職に追い込まれました。 

 普天間基地の閉鎖・撤去を求め、辺野古をはじめ、基地の県内移設反対の沖縄県民の意思は明確です。

辺野古への基地建設は、13年間、市民と県民の戦いで阻止され、１月の名護市長選挙では陸にも海にもつ

くらせない立場の稲嶺市長が当選、２月24日には県議会が普天間基地閉鎖・撤去を求め、県内移設反対の

決議を全会一致で可決、４月25日には９万人以上の県民と全41自治体首長が参加し、この声を上げたこと

は皆さん御存じのとおりです。日米同盟発表後の県民世論調査でも、辺野古移設反対は84パーセント、無

条件撤去を求める声は38パーセント、国外移設が36.4パーセントと多数です。 

 沖縄県婦人連合会会長のお話を紹介します。 

 県内にお願いしたいという首相の言葉を聞いて、涙がこぼれました。県内移設は認められない、これが

県民の総意です。戦後65年、１冊の本ができるぐらい、米軍の暴行事件や事故があります。本当に平和な

島を子供たちに残してあげたい。また、運動場での授業は頭上をヘリコプターが飛びます。外に出ても空

を覆うほどの米軍機の影におびえ、フェンスの向こうでは銃を構えた米兵を目の当たりにする日々、これ

が子供を育てる環境でしょうか。 

 普天間第２小学校教諭の話です。 

 国内のいずこに基地を移転しても、作戦を分散しても、このような苦しみや国民との矛盾は広がるばか

りです。日米合意で８月までに決めることになっている基地の配置や工夫について沖縄の合意を求めなけ

ればならないものではないと言い、県民の頭越しに日米合意を結んだ上、県民の合意もなしに新基地建設

に向かおうとしている菅政権のやり方に、仲井眞弘多沖縄県知事は、ブルドーザーと銃剣でやるつもりか

と厳しく批判しています。普天間基地の無条件撤去以外にこの問題での解決はあり得ません。 

 意見書案第１号に各会派の皆さんの賛同を訴えると同時に、反対の意思を示す場合は反対討論をしてい

ただくよう促し、討論といたします。（拍手） 

○議長（見楚谷登志） 討論を終結し、これより順次、採決いたします。 

 まず、意見書案第１号について採決いたします。 

 可決とすることに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 
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○議長（見楚谷登志） 起立少数。 

 よって、否決されました。 

 次に、ただいま決定いたしました以外の意見書案について、一括採決いたします。 

 いずれも可決とすることに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（見楚谷登志） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 以上をもって、本定例会に付託されました案件は、すべて議了いたしました。 

 第２回定例会は、これをもって閉会いたします。 

閉会 午後 ４時４３分 
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○諸般の報告（招集日印刷配布分） 

（１）木野下智哉、前田清貴両監査委員から、平成２２年４月分の各会計例月出納検査について報告があった。 

 

（２）平成２２年第１回定例会で採択された陳情の処理経過及び結果について、次のとおり報告があった。 

 

陳情第１１６０号「細菌性髄膜炎ワクチンへの公費助成方について」の第１回定例会で採択された以降の

取組について報告します。 

公費負担や助成は、単に経済的援助ということだけでなく公的に位置付けるという意味を有しています。

予防接種は医療行為のひとつである以上副反応の発生の可能性を有しております。これに対する補償制度は

定期接種とは異なり、任意接種の場合は一般の医薬品における補償制度しか適用になりません。したがって、

本市においては、ヒブワクチンなどの任意接種の予防接種のいくつかについては、市長会等を通じて国に対

し、予防接種法上の定期接種として位置付けるよう求めているところであります。 

また、本年、国の審議会がヒブワクチンなどについて、定期接種化に向けての検討をするよう国に提言し

たことから、今後、定期接種に値するワクチンかどうかについて議論されるものと考えられます。 

採択後、改めて他都市での取組について調査したところ、平成２１年度においては、全国で２２市区での

助成が行われており、平成２２年度は新たに助成を予定している自治体は６８市区に拡大するとの情報を得

ました。 

北海道では、平成２２年度に札幌市が生後２か月から４歳までの乳幼児を対象に最高４回までの接種につ

いて１回当たり３，５００円を助成することを決定しました。 

このほか、道内では旭川市で平成２２年４月１日以降生まれの乳幼児を、釧路市、苫小牧市においても助

成を行うとの情報を得ております。 

また、後志管内においては、平成２２年度泊村、神恵内村が４回分の接種費用全額を、寿都町においても

助成を決定したと聞いております。 

本市といたしましては、今後とも国の動向を注視していくと同時に他市町村での公費負担の方法について

情報を入手して参りたいと考えております。 

なお、陳情者に対しての連絡は行っておりません。 

以  上 



第２回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

議決年月日 議決結果平成22年６月21日 否 決

　菅新政権は、沖縄普天間基地の移設先について鳩山前政権時の「名護市・辺野古周辺」

とする「日米合意」に沿って米政府と交渉することを明言し、改めて沖縄県民の意志を踏

みにじる姿勢を明らかにしました。

　政府が変わっても、米国自身が「世界一危険」と認めている普天間基地の危険性が薄ま

るわけではなく、沖縄県民の「負担軽減」を口実とした在沖縄米軍の分散移転先として、

根室管内の自衛隊矢臼別演習場に、海兵隊のヘリコプター部隊と地上部隊を移転させ、両

部隊一体の大規模な訓練を行う構想も検討されていると報道されています。自衛隊矢臼別

演習場では、1997年から地上部隊による実弾訓練が行われていますが、沖縄と同質・同等

という約束はほごにされ、むしろ拡大されています。今年の訓練でも夜間訓練、白りん弾

の使用も確認され、野火も既に７回発生し、地域住民の不安の増大に、現地の一部首長も

「これ以上の受入れはできない」旨を表明しています。

　よって、普天間基地移設問題に関し、以下の諸点について要望します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　米国に対し、普天間基地の無条件撤去を求めること。

２　自衛隊矢臼別演習場や千歳基地など道内への訓練移転はしないこと。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成22年６月21日

平 成 ２ ２ 年

小 樽 市 議 会
意見書案第１号

普天間基地の無条件撤去と道内への訓練移転を認めないことを要望する意見書（案）

斎　藤　博　行

古  沢  勝  則

北  野  義  紀



第２回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

同

議決年月日 議決結果 全 会 一 致

平 成 ２ ２ 年

小 樽 市 議 会

濱　本　　  進

意見書案第２号

石炭じん肺患者とトンネルじん肺患者の救済制度創設等を求める要望意見書（案）

千　葉　美　幸

吹　田　友三郎

中　島　麗　子

平成22年６月21日

平成22年６月21日 可 決

斎　藤　博　行

　じん肺は､我が国最古にして今なお最大の職業病です。じん肺法が制定された1960(昭和

35)年から50年が経過した現在もなお、毎年新たに800名前後の「元」労働者が療養に専念

しなければならない最重症のじん肺に認定されています。

　かつて多くの炭鉱があった北海道においては､今なお毎年100名前後の「じん肺要療養患

者」が発生しています。現在、札幌地方裁判所で「新・北海道じん肺第３陣訴訟」が係争

中であり､その患者数は375名に及んでいます。国は、裁判手続の中で「消滅時効」を主張

してきましたが、3月26日の判決ではこの国の主張を退け､国は控訴を断念しました。これ

により、提訴した原告については基本的に和解による解決が図られることになります。

　じん肺を根絶すること､被害者に適正な賠償を行うことは国と加害企業の義務です｡そし

て､もはや被害者に過大な負担を負わせる裁判手続による救済ではなく､炭鉱やトンネル工

事でじん肺にり患したすべての被害者を等しく救済する制度を創設すべきです｡また､今後

も施工されるトンネル建設工事におけるじん肺被害を防止するために､一元的な就労管理、

健康管理を行うことも必要です。

　よって、国において次の制度を創設するよう求めるものです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　炭鉱においてじん肺にり患した患者を等しく救済する国の制度を創設すること。

２　国は2007年6月に調印した「トンネルじん肺防止対策に関する合意書」に基づき、トン

　ネルじん肺根絶のための対策を速やかに実行すること。

３　トンネル建設工事におけるじん肺被害を防止するとともに、じん肺にり患した患者へ

　の補償を行う基金制度を創設すること。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会



第２回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

同

議決年月日 議決結果 全 会 一 致平成22年６月21日 可 決

成  田  晃  司

　我が国では毎年、1,000人以上の５歳未満児が細菌性髄膜炎にかかっています。その原因
の６割がインフルエンザ菌b型(ヒブ)によるものであり､２割が肺炎球菌によるものです。
　細菌性髄膜炎の初期症状は発熱・おう吐・頭痛などですが､小児科医でも一般的な風邪と
見分けにくく、早期診断は困難であり､非常に予後の悪い疾患です。迅速な治療が施されて
も､ヒブの場合で３～５パーセント､肺炎球菌の場合では10～15パーセントの患児が死亡し､
生存した場合でも10～20パーセントの患児の脳と神経に重大な損傷が生じ､水頭症､難聴､脳
性まひ､精神遅滞等の後遺症を引き起こしています。
　細菌性髄膜炎はワクチン接種で予防することが可能です｡ＷＨＯは1998年にヒブワクチン
の無料接種化を勧告し､現在133か国で定期予防接種が行われており､その結果､発症率は100
分の１にまで激減しています｡我が国は2008年12月にようやく任意接種が始まりましたが､
４回のワクチン接種費用は約３万円以上に上るなど、長引く不況の中､若い世代の保護者に
とっては負担が重く､接種の大きな障壁となっています。
　また、子宮頸がんは年間で約15,000人が発症し､3,500人が死亡しています。しかし､他の
がんと違い､その原因がヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）の感染であることが解明され、
予防が可能な病気であり､若年層へのワクチン接種が有効とされています。我が国は2009年
12月よりワクチンの任意接種が可能となりましたが､これも３回のワクチン接種費用は約５
万円と多額を要します。
　現在､一部の市町村では独自でワクチン接種費用の助成を行っていますが、道民がいつで
も安心してワクチンが受けられるよう、下記の事項を強く要望します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　細菌性髄膜炎を予防接種法の定期接種対象の一類疾病として国が承認するまでの間、
　ヒブワクチン及び７価肺炎球菌結合型ワクチンの接種費用を北海道が補助すること。
２　子宮頸がんを予防接種法の定期接種対象の一類疾病として国が承認するまでの間、２
　価ＨＰＶ様粒子ワクチンの接種費用を北海道が補助すること。
３　細菌性髄膜炎及び子宮頸がんを予防接種法の定期接種対象の一類疾病と位置づけるよ
　う国に要望すること。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成22年６月21日

平 成 ２ ２ 年

小 樽 市 議 会

北  野  義  紀

意見書案第３号

ワクチン接種に関する意見書（案）

千　葉　美　幸

吹　田　友三郎

斎　藤　博　行



第２回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

同

議決年月日 議決結果 全 会 一 致

平 成 ２ ２ 年

小 樽 市 議 会

山　田　雅　敏

意見書案第４号

「慰安婦」問題について政府の誠実な対応を求める意見書（案）

吹　田　友三郎

菊　地　葉　子

斉  藤  陽一良

平成22年６月21日

平成22年６月21日 可 決

佐々木　勝　利

　かつての戦争において、日本が近隣諸国の人々に多大な被害を与えてから、既に65年が

たとうとしていますが、いまだに人々の戦争被害の傷はいやされていません。日本軍「慰

安婦」問題は、その象徴的なものです。

　2007(平成19)年７月にはアメリカ下院議会が「日本軍が女性を強制的に性奴隷にした」

ことを公式に認め、謝罪するよう日本政府に求める決議を採択しました。そして、アメリ

カの議会決議に続いて、オランダ、カナダ、ＥＵ、フィリピン、韓国、台湾などでも同種

の決議が採択され、国連などの国際的な人権擁護機関からも早期解決を求める勧告が出さ

れています。

　しかし日本政府は、これらの決議採択を受けても公式な謝罪をしていません。これは、

1993（平成５）年の河野洋平内閣官房長官の談話と矛盾する態度です。

　日本政府が「慰安婦」の被害にあった女性たちに対して、いまだに公式の謝罪や補償も

せず、真相究明をしていないばかりか、教科書からもその記述を消し去ろうとしているこ

とに対して、世界各国で批判の声が高まっています。

　よって、国会及び政府においては、河野談話に基づき、「慰安婦」問題の真相究明を行

い、被害者の尊厳回復に努め、下記の事項のとおり誠実に対応し、早期に解決するよう強

く要望します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　1993（平成５）年の河野洋平内閣官房長官談話を弱めるような発言に対して政府は公

　的に反論し、河野談話をより具体的に発展・実現するような政策をとること。

２　中学・高校の歴史教科書に日本軍が行った慰安婦制度を載せ、次世代に歴史の事実を

　正しく伝え、人権・平和の大切さを教えること。

３　「戦時性的強制被害者問題の解決の促進に関する法律案」を審議し、早期にこの法律

　を成立させ、公的責任を認め、調査・審査機関を作り、未公開資料を公開し、謝罪する

　とともに、過去の経過を踏まえた上で賠償責任を果たすこと。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会



第２回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

議決年月日 議決結果 全 会 一 致

平 成 ２ ２ 年

小 樽 市 議 会

横  田  久  俊

意見書案第５号

国会法｢改正｣に関する意見書（案）

吹　田　友三郎

菊　地　葉　子

斉  藤  陽一良

平成22年６月21日

平成22年６月21日 可 決

　｢国会改革｣の第一弾として、通常国会に官僚の答弁禁止などの国会法｢改正｣案が提出さ

れました。その焦点は、内閣の憲法解釈などを担当してきた内閣法制局長官の答弁禁止で

す。

　国会法は国会運営のルールを定めたもので、時間が掛かっても、国会を構成するすべて

の会派で協議し、合意を得ることを基本とすべきものです。国会は「国権の最高機関」と

して行政に対して監督の権限を持ちます。大臣や政務官だけでなく、必要とあれば官僚に

対しても出席を求め、答弁させるのは当然です。官僚の答弁を一律に禁止するなどという

ことは、国会の機能を妨げるものです。

　しかも、人事院総裁や公正取引委員会委員長と共に｢政府特別補佐人｣として答弁してき

た、内閣法制局長官だけを「特別補佐人」から外し、答弁を禁止するなどということは異

常です。内閣法制局は、内閣の憲法解釈を担当し、自衛隊合憲などの解釈改憲を進める一

方、海外での武力行使、他国との武力行使など、あからさまな憲法違反については認めて

きませんでした。1991年の｢湾岸戦争｣では、｢国連協力｣を口実に自衛隊を派遣しようとし

たことに対し、内閣法制局は派兵に道を開く解釈の変更は認められないと反対し、実現し

ませんでした。内閣法制局長官の答弁禁止は、政治家の判断だけで歯止めなく憲法解釈が

拡大される危険があり、重大です。

　よって、政府と国会は、今回の国会法｢改正｣に関して、以下の点を踏まえるよう強く要

望します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　国会法｢改正｣は、国会を構成するすべての会派の合意を基本とすること。

２　国権の最高機関である国会の行政に対する監督権限と機能を弱体化する官僚の一律答

　弁禁止や、事実上の内閣法制局長官の答弁禁止は行わないこと。

３　政治家の判断だけで歯止めなく憲法解釈の拡大を招く国会法｢改正｣は行わないこと。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会



第２回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

同

議決年月日 議決結果 全 会 一 致平成22年６月21日 可 決

成  田  晃  司

　介護保険制度が発足して10年を迎えました。「介護の社会化」をうたって発足した制度

ですが、介護疲れによる無理心中など痛ましい事件が後を絶ちません。

　介護保険料・利用料の重い負担、介護サービスの不足など、もろもろの問題が浮き彫り

になっています。今こそ制度の検証・見直しを行うことが重要です。

　特別養護老人ホーム待機者は42万人を超えているのに、国は予算を削り、低い整備目標

を自治体に押し付け、施設建設を抑制しています。

　去る３月の札幌市の認知症グループホームの火災・死亡事故は、防火設備の立ち遅れ、

「一人夜勤を放置してきた貧困な職員配置基準」に原因があります。

　安心して住み続けられる介護サービス体制を確立するため、介護保険制度の見直しを強

く求めるものです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　安心して利用できる介護制度を実現するため、国庫負担を大幅に増やすこと。

２　待機者が急増している実態を踏まえ､特別養護老人ホーム・グループホーム等の新設を

　積極的に進めること。

３　利用料の軽減策を拡充すること。

４　275平方メートル未満の施設も含め、すべてのグループホームにスプリンクラーの設置

　を義務化するとともに、交付金等による国の支援を拡充すること。

５　「処遇改善交付金」等によっても、なお低い賃金の抜本的改善策をとること。

６　小規模グループホームにおける人員配置基準を拡充するとともに､利用者負担増及び保

　険料の引上げにつながらない形での介護報酬の引上げを図ること。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成22年６月21日

平 成 ２ ２ 年

小 樽 市 議 会

斎　藤　博　行

意見書案第６号

介護保険制度の見直しに関する意見書（案）

千　葉　美　幸

吹　田　友三郎

中　島　麗　子



第２回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

議決年月日 議決結果 全 会 一 致

平成22年６月21日

平成22年６月21日 可 決

　慢性的に血糖値が高い状態が続くと糖尿病を発症することは知られていますが、すい臓の機能失
調等による血糖値の調節異常によって発症する「機能性低血糖症」は、医師ですらまだ認知度が低
い病です。
　機能性低血糖症は、糖の過剰摂取や過激な食事制限、過食といった食生活の乱れやストレスなど
が原因となって、血糖値が急激に低下したり、低い状態にとどまってしまう疾患で、現代の食生活
も誘因の一つと指摘されており、近年、研究が進むとともに、患者の数も増えています。
　機能性低血糖症は、脳への血糖補給不足に加え、アドレナリンなどの内分泌系異常や自律神経に
も影響し、慢性疲労やうつ状態、集中力不足、情緒不安定、記憶障害など、身体面、精神面ともに
実に様々な症状が引き起こされることが分かってきています。症状から精神疾患や神経疾患などと
誤った診断をされるケースも少なくありません。また妊産婦の「低血糖症」は「新生児低血糖症」
の要因となり、脳障害を引き起こすことが知られており、発達障がい（自閉症スペクトラム）の危
険因子の一つであると指摘されています。
　この「機能性低血糖症」の診断には、糖尿病診断に用いられている常用負荷試験及び耐糖能精密
検査が有効とされていますが、保険適用で行われる一般的な２時間検査では、上昇するはずの血糖
値が上昇せず、変化のない平たんな曲線を描く「無反応性低血糖症」や、４時間経過後に血糖値が
急落する「反応性低血糖症」などを診断することが難しいのです。精度を高めて５時間かけて検査
を行うことが必要で、さらにすい臓の機能障害の程度を診るためにはインスリン値を調べることも
重要なポイントです。ところが、５時間の耐糖能精密検査は保険適用されておらず、高額な自己負
担が必要なほか、実施する医療機関も少ないのが問題です。
　機能性低血糖症と正しく診断されたことで、機能性低血糖症のための治療により症状が改善、社
会復帰する事例は数多くあります。
　そこで、「機能性低血糖症」に関する調査研究、病名の認知及び意識啓発、検査態勢の拡充等が
図られるよう、以下の取組を国に要望します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　「機能性低血糖症」について国として調査研究を進めること。
２　「機能性低血糖症」診断のための５時間の耐糖能精密検査を、保険適用の対象とすること。
３　新生児の「機能性低血糖症」による障害発生を予防するため、周産期医療において妊産婦の生
　活習慣の改善を図るとともに、早期発見と治療の態勢づくりを推進すること。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平 成 ２ ２ 年

小 樽 市 議 会

北  野  義  紀

意見書案第７号

機能性低血糖症に係る国の取組を求める意見書（案）

千　葉　美　幸

吹　田　友三郎

濱　本　　  進



第２回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

議決年月日 議決結果 全 会 一 致平成22年６月21日 可 決

　平成21年度大学等卒業予定者の就職内定率は、今年２月１日時点で80パーセントとなり､

前年同期比6.3パーセント減で過去最低となりました。社会人として第一歩を踏み出す時に

職業に就けないということは、日本の将来を担うべき若者の人生にとって厳しい問題であ

り、経済・社会の活力低下という点から見ても大変憂慮すべき事態です。

　こうした中で、大企業を中心にした「新卒優先採用」の雇用慣行が卒業後の就職活動を

困難にするため、就職活動に有利な「新卒」の立場を続けるためにあえて留年する「希望

留年者」を生み出しています。今春、就職未定の新卒者は大学・高校卒などで約20万人と

も推計されていますが､この推計には希望留年者は含まれていないため､「未就職新卒者」

は実質的に20万人以上に上るとみられます。

　また、景気低迷が続く中で大企業の採用が落ち込んでいるにもかかわらず、学生は大企

業志向が高く、一方で、中小企業は採用意欲が高いにもかかわらず人材が不足している、

といった雇用のミスマッチ（不適合）解消も喫緊の課題といえます。

　若者の厳しい雇用情勢に対応するため、速やかに国を挙げて雇用確保のための成長戦略

を始め、経済政策、雇用支援策など全面的に手を打つべきです。特に、未就職新卒者の支

援策を早急に実施するよう、政府に対して以下の項目を強く要請します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　大企業を中心とした「新卒優先採用」という雇用慣行や就職活動の早期化を見直し､企

　業、大学の間で新しいルールを策定するための立法及び行政的支援を行うこと。

２　大企業志向を強める学生と人材不足の中小企業を結び付けるための情報提供を行う｢政

　府版中小企業就活応援ナビ｣を創設するなど、雇用のミスマッチを解消すること。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成22年６月21日

平 成 ２ ２ 年

小 樽 市 議 会

新  谷  と  し

意見書案第８号

未就職新卒者の支援策実施を求める意見書（案）

秋　元  智　憲

鈴　木  喜　明

大　橋　一　弘



第２回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

議決年月日 議決結果 全 会 一 致平成22年６月21日 可 決

　平成20年９月に「障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書等の普及の促進等に
関する法律」、いわゆる教科書バリアフリー法が施行されました。
　この教科書バリアフリー法の施行を機に、平成21年９月より、(財)日本障害者リハビリ
テーション協会（リハ協）がボランティア団体の協力を得て、通常の教科書と同様のテキ
ストと画像を使用し､デジタル化対応することで､テキスト文字に音声をシンクロ(同期)さ
せて読むことを可能にした「マルチメディアデイジー版教科書」（デイジー教科書）の提
供を始めました。また文部科学省において、平成21年度より、デイジー教科書などの発達
障がい等の障害特性に応じた教材の在り方や、それらを活用した効果的な指導方法等につ
いて、実証的な調査研究が実施されております。
　現在、デイジー教科書は、上記のとおり文部科学省の調査研究事業の対象となっており
ますが､その調査研究段階であるにもかかわらず、平成21年12月現在で約300人の児童生徒
に活用され、保護者などから学習理解が向上したとの効果が表明されるなど、デイジー教
科書の普及推進への期待が大変に高まっております。
　しかし、デイジー教科書は教科書無償給与の対象となっていないことに加えて、その製
作は、多大な時間と費用を要するにもかかわらず、ボランティア団体頼みであるため、必
要とする児童生徒の希望に十分にこたえられない状況にあり、実際にリハ協が平成21年度
にデジタル化対応したデイジー教科書は、小中学生用教科書全体の約４分の１にとどまっ
ております。
　このような現状を踏まえると、まず教科用特定図書等の普及促進のための予算の更なる
拡充が求められるところですが､平成21年度の同予算が1.72億円に対し､平成22年度は1.56
億円と縮減されており､これらの普及促進への取組は不十分であると言わざるを得ません。
　また、文部科学省の通達により、デイジー教科書の提供先が児童生徒本人のみに限定さ
れているため、担当教員らが入手して活用方法などを研究することが困難であると言われ
ており、学校現場でのデイジー教科書の普及が遅れている要因の一つともなっています。
　よって､政府及び文部科学省におかれては､必要とする児童生徒、担当教員等にデイジー
教科書を安定して配布・提供できるように、その普及促進のための体制の整備及び必要な
予算措置を講じることを要望します。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成22年６月21日

平 成 ２ ２ 年

小 樽 市 議 会

久  末　恵  子

意見書案第９号

マルチメディアデイジー版教科書の普及促進を求める意見書（案）

大　橋　一　弘

菊　地　葉　子

斉  藤  陽一良



第２回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

同

議決年月日 議決結果 全 会 一 致平成22年６月21日 可 決

前　田　清　貴

　世界同時不況に端を発した経済状況は深刻の度を増しており、地域の雇用確保、社会保

障の充実など、地域のセーフティネットとしての地方自治体が果たす役割はますます重要

となっています。

　特に、地域経済と雇用対策の活性化が求められる中で、介護・福祉施策の充実、農林水

産業の振興、クリーンエネルギーの開発など、雇用確保と結び付けたこれらの政策分野の

充実・強化が求められています｡2010年度予算において地方交付税が前年度比1.1兆円増加

されたことは、三位一体改革で深刻な影響を受けた地方財政に対し、新政権が地方交付税

の充実という地方の要望にこたえたものとして評価できるものであり、来年度予算におい

ても本年度の予算規模を地方財政計画・地方交付税措置に継続的に取り入れるなどの大胆

な予算措置が必要です。

　このため、2011年度の地方財政予算全体の安定確保に向けて、政府に次のとおり対策を

求めます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　医療、福祉分野の人材確保を始めとするセーフティネット対策の充実、農林水産業の

　再興、環境対策など､今後増大する財政需要を的確に取り入れ､2011年度地方財政計画･

　地方交付税総額の規模を拡大すること。

２　地方財源の充実・強化を図るため、国・地方の税収配分５対５を実現する税源移譲と

　格差是正のための地方交付税確保､地方消費税の充実､国の直轄事業負担金の見直しなど､

　抜本的な対策を進めること。

３　2010年度予算において創設された「地域活性化・雇用等臨時特例費」などに相当する

　額を恒久的に地方財政計画・地方交付税措置に取り入れ、自治体が安心して雇用対策に

　取り組めるような環境整備を行うこと。

４　景気対策を通じて拡大する公共事業に対して、地方負担を増加させることのないよう

　十分な財政措置を講じること。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成22年６月21日

平 成 ２ ２ 年

小 樽 市 議 会

佐々木　勝　利

意見書案第１０号

地方財政の充実・強化を求める意見書（案）

大　橋　一　弘

菊　地　葉　子

斉  藤  陽一良



第２回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

同

議決年月日 議決結果 全 会 一 致平成22年６月21日 可 決

大　竹　秀　文

　非正規労働者の増大とそれに伴う低賃金層の増加に対して､賃金の最低限を保障するセー

フティネットを強化する最低賃金制度の役割は、ますます大きくなってきています。

　地域別最低賃金は､2007年度に「成長力底上げ戦略推進円卓会議」での合意を踏まえ､14

円の引上げが行われ、更に2008年度に16円、2009年度は10円と、３年間で40円の引上げに

つながりました。

　北海道では、昨年度11円の引上げとなり、678円となっています。

　しかし、法定労働時間満度に働いても､北海道の場合は月額11万8,000円弱､年額でも141

万円程度にしかならず､連合調査による「最低限の生活を保障水準(リビング・ウェイジ)」

として示された「時間給870円、月額14万4,000円」とはほど遠いものとなっています。

　また、生活保護額とのかい離はいまだ36円となっており、地域最低賃金の大幅な引上げ

により、生活保護水準とのかい離を速やかに解消することが喫緊の課題です。

　特に北海道のような非正社員比率が４割と高く、低賃金・最賃に張り付く賃金体系が多

い地域においては、地域経済の維持と所得税収の確保、社会保障制度の維持・充実に向け

て、納税を果たせる賃金の確保と、全体の底上げは重要な課題です。

　よって、今年度の地域最低賃金の改定に当たっても、中小企業等の生産性向上などを考

慮しつつ、経済的に自立可能な水準への改定を強く求めます。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成22年６月21日

平 成 ２ ２ 年

小 樽 市 議 会

新  谷  と  し

意見書案第１１号

北海道地域最低賃金の大幅な改善を求める意見書 （案）

秋　元  智　憲

大　橋　一　弘

林　下　孤　芳



第２回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

同

議決年月日 議決結果 全 会 一 致平成22年６月21日 可 決

横  田  久  俊

　義務教育費国庫負担制度は、標準的な教職員数の確保について国の責任を果たすもので

あり､へき地校などが多い北海道においては､教育の機会均等を保障する重要なものとなっ

ています。政府は「地域主権戦略大綱」を制定するとしていますが、その議論の中で国庫

補助負担金の一括交付金化が議論され、教育にあっては、義務教育費国庫負担金が対象と

なっています。義務教育費国庫負担制度は、地域主権を脅かすものではなく、むしろ地域

主権を保障する制度といえ、義務教育には必要不可欠なものであることから、この制度の

堅持と｢三位一体改革｣で削減された負担率を２分の１へ復元するなどの拡充が必要です。

　また、「総人件費改革」における教職員定数削減は、学校現場における多忙化を助長さ

せ、超勤実態が常態化することにより、教職員の健康被害が深刻なものとなっています。

学校現場においては、教職員数の拡充は喫緊の課題となっており、文部科学省も子供たち

に行き届いた教育を保障するため、少人数学級や教職員定数改善の実現に向けて、教育関

係団体からのヒアリングや広く国民からの意見募集を行いながらその検討を進めています｡

北海道においては、小規模校も多いことからその点で定数改善も必要です。

　今年度政府予算においては「高校授業料無償化」「子ども手当」が計上されましたが、

教育現場においては、給食費、修学旅行費、テストやドリルなどの教材費などの保護者負

担が存在しています。地方交付税措置されている教材費や図書費についても都道府県や市

町村においても、その措置について格差が出ており、住む地域に関係なく子供たちの教育

を保障するためには、教育予算の拡充が必要です。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　義務教育費国庫負担制度の堅持と負担率を２分の１に復元すること。

２　30人以下学級と教職員定数の改善を早期に実行すること。また、学校教育法第37条第

　３項を削除し、行き届いた教職員配置を実現すること。

３　給食費、修学旅行費、教材費など保護者負担の解消､就学保障の充実や学校施設整備､

　図書費など国の責任において教育予算の十分な確保、拡充を行うこと。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成22年６月21日

平 成 ２ ２ 年

小 樽 市 議 会

古  沢  勝  則

意見書案第１２号

義務教育費国庫負担制度の堅持等を求める意見書（案）

大　橋　一　弘

斉  藤  陽一良

佐々木　勝　利



第２回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

同

議決年月日 議決結果 全 会 一 致平成22年６月21日 可 決

前　田　清　貴

　近年、森林に対する国民の期待は、地球温暖化の防止、国土の保全や水源のかん養はも
とより、生物多様性の保全への貢献など多様化するとともに、低炭素社会づくりを進める
ため、木質エネルギー利用を含め、木材利用の拡大に対する期待も増大しています。
  しかしながら､国内の林業は路網整備や森林施業の集約化の遅れなどから生産性が低く､
材価も低迷する中、森林所有者の施業放棄が懸念されるなど、我が国の林業・木材産業は
危機的な状況に陥っており、加えて森林・林業の担い手である山村は崩壊の危機に立って
います。
  こうした厳しい状況を踏まえ、昨年公表された「森林・林業再生プラン」に基づき、国
民の期待にこたえていくため、今後、森林整備を着実に推進するとともに、森林の有する
多面的機能の持続的発揮を図りながら森林資源を適切に活用し、森林・林業・木材産業の
活性化による山村の再生を図るため、以下の項目を実現するよう要望します。

                                  　　記

１　地球温暖化防止・森林吸収源対策を推進するための安定的な財源措置の確保及び森林
　所有者の植林意欲を高めるための負担軽減措置等による森林経営対策を推進すること。
２　水源のかん養など森林の有する公益的機能の重要性を踏まえ、森林の取扱いに関する
　所有者の責務を明確化するとともに、大面積皆伐の抑制や伐採後に確実に植林する仕組
　みを構築すること。
３　公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律の制定を踏まえ、低炭素社会の
　実現に着目した公共建築物や住宅建設等における木材利用の促進及び木質バイオマス利
　用など国産材の利用を拡大すること。
４　持続可能な森林・林業の確立に向けて、森林計画の作成や施業の集約化を担う人材及
　び現場事業の担い手などの育成確保を図るとともに、森林整備に要する経費の定額助成
　を実施すること。
５　国民共有の財産である国有林については、公益的機能の一層の維持増進を図るととも
　に、森林・林業政策の推進に貢献するため、国による一体的な管理運営体制を確立する
　こと。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成22年６月21日

平 成 ２ ２ 年

小 樽 市 議 会

新  谷  と  し

意見書案第１３号

森林・林業政策の早急かつ確実な推進に関する意見書（案）

大　橋　一　弘

高  橋  克  幸

山　口　　  保



付    託
年 月 日

付 託
委員会

議    決
年 月 日

議決
結果

議    決
年 月 日

議決
結果

1 平成22年度小樽市一般会計補正予算 H22.6.3 市長 H22.6.9 予 算 H22.6.14 可決 H22.6.21 可決

2
平成22年度小樽市住宅事業特別会計
補正予算

H22.6.3 市長 H22.6.9 予 算 H22.6.14 可決 H22.6.21 可決

3
平成22年度小樽市病院事業会計補正
予算

H22.6.3 市長 H22.6.9 予 算 H22.6.14 可決 H22.6.21 可決

4
平成22年度小樽市下水道事業会計補
正予算

H22.6.3 市長 H22.6.9 予 算 H22.6.14 可決 H22.6.21 可決

5
小樽市職員団体のための職員の行為
の制限の特例に関する条例の一部を
改正する条例案

H22.6.3 市長 H22.6.9 総 務 H22.6.15 可決 H22.6.21 可決

6
小樽市職員の育児休業等に関する条
例の一部を改正する条例案

H22.6.3 市長 H22.6.9 総 務 H22.6.15 可決 H22.6.21 可決

7
小樽市職員給与条例の一部を改正す
る条例案

H22.6.3 市長 H22.6.9 総 務 H22.6.15 可決 H22.6.21 可決

8
小樽市税条例の一部を改正する条例
案

H22.6.3 市長 H22.6.9 予 算 H22.6.14 可決 H22.6.21 可決

9 小樽市環境基本条例案 H22.6.3 市長 H22.6.9 厚 生 H22.6.15 可決 H22.6.21 可決

10
小樽市営住宅条例の一部を改正する
条例案

H22.6.3 市長 H22.6.9 建 設 H22.6.15 可決 H22.6.21 可決

11
市立小樽病院高等看護学院の授業料
等に関する条例の一部を改正する条
例案

H22.6.3 市長 H22.6.9 厚 生 H22.6.15 可決 H22.6.21 可決

12
北海道市町村備荒資金組合規約の変
更について

H22.6.3 市長 H22.6.9 総 務 H22.6.15 可決 H22.6.21 可決

13 小樽市非核港湾条例案 H22.6.3 議員 H22.6.9 総 務 H22.6.15 否決 H22.6.21 否決

14
小樽市職員懲戒審査委員会委員の任
命について

H22.6.21 市長 ― ― ― ― H22.6.21 同意

報告1
専決処分報告（小樽市国民健康保険
条例の一部を改正する条例）

H22.6.3 市長 H22.6.9 厚 生 H22.6.15 承認 H22.6.21 承認

意見書案
第１号

普天間基地の無条件撤去と道内への
訓練移転を認めないことを要望する
意見書（案）

H22.6.21 議員 ― ― ― ― H22.6.21 否決

意見書案
第２号

石炭じん肺患者とトンネルじん肺患
者の救済制度創設等を求める要望意
見書（案）

H22.6.21 議員 ― ― ― ― H22.6.21 可決

意見書案
第３号 ワクチン接種に関する意見書（案） H22.6.21 議員 ― ― ― ― H22.6.21 可決

意見書案
第４号

「慰安婦」問題について政府の誠実
な対応を求める意見書（案）

H22.6.21 議員 ― ― ― ― H22.6.21 可決

意見書案
第５号 国会法｢改正｣に関する意見書（案） H22.6.21 議員 ― ― ― ― H22.6.21 可決

意見書案
第６号

介護保険制度の見直しに関する意見
書（案）

H22.6.21 議員 ― ― ― ― H22.6.21 可決

意見書案
第７号

機能性低血糖症に係る国の取組を求
める意見書（案）

H22.6.21 議員 ― ― ― ― H22.6.21 可決

意見書案
第８号

未就職新卒者の支援策実施を求める
意見書（案）

H22.6.21 議員 ― ― ― ― H22.6.21 可決

意見書案
第９号

マルチメディアデイジー版教科書の
普及促進を求める意見書（案）

H22.6.21 議員 ― ― ― ― H22.6.21 可決

意見書案
第１０号

地方財政の充実・強化を求める意見
書（案）

H22.6.21 議員 ― ― ― ― H22.6.21 可決

意見書案
第１１号

北海道地域最低賃金の大幅な改善を
求める意見書 （案）

H22.6.21 議員 ― ― ― ― H22.6.21 可決

意見書案
第１２号

義務教育費国庫負担制度の堅持等を
求める意見書（案）

H22.6.21 議員 ― ― ― ― H22.6.21 可決

意見書案
第１３号

森林・林業政策の早急かつ確実な推
進に関する意見書（案）

H22.6.21 議員 ― ― ― ― H22.6.21 可決

議会運営委員の辞任及び選任 H22.6.21
議長
発議

― ― ― ― H22.6.21 許可及
び選任

学校適正配置等調査特別委員の辞任
及び選任

H22.6.21
議長
発議

― ― ― ― H22.6.21 許可及
び選任

後志教育研修センター組合議会議員
の選挙

― ― ― ― ― ― H22.6.21 当選

経済の活性化について（経済常任委
員会所管事項）

― ― ― 経 済 H22.6.15
継続
審査

H22.6.21
継続
審査

市民福祉に関する調査について（厚
生常任委員会所管事項）

― ― ― 厚 生 H22.6.15
継続
審査

H22.6.21
継続
審査

その他会議に
付した事件

議案
番号

件　　　　　名
提    出
年 月 日

本 会 議

平成 22年小樽市議会第2回定例会議決結果表
     ○会 期  平成２２年６月３日～平成２２年６月２１日（19日間）

委 員 会
提出
者



陳情議決結果表 
総務常任委員会

  ○陳 情

議    決
年 月 日

結 果
議    決
年 月 日

結 果

3
新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H19.6.22 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

4
新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H19.6.22 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

186
新「小樽市室内水泳プール」早期建設方
について

H19.6.25 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

262
～
356

新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H20.2.29 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

358
～
370

新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H20.2.29 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

373
～
643

新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H20.2.29 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

647
～
1002

新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H20.3.4 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1004
小樽市において泊原発３号機でのプル
サーマル計画の説明会の開催要請方につ
いて

H20.6.13 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1005
米艦の入港に当たり、港湾管理者の権限
を尊重し、市民不安の解消を図る意見書
提出方について

H20.6.16 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1006
～
1084

新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H20.6.17 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1086
～
1108

新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H20.9.17 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1119
～
1140

新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H20.12.9 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1146
所得税法第５６条の廃止を求める意見書
提出方について

H21.3.3 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1147
～
1149

新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H21.3.9 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1150
～
1152

新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H21.6.4 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1156
～
1159

新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H21.9.24 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1161
稲穂小学校内への放課後児童クラブ開設
方について

H21.11.27 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1170
ＪＲ直営による函館本線・塩谷駅の存続
方について

H22.6.8 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1171
ＪＲ直営による函館本線・蘭島駅の存続
方について

H22.6.8 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

本 会 議

番号 件 名
提 出
年 月 日

委 員 会



経済常任委員会

  ○陳 情

議    決
年 月 日

結 果
議    決
年 月 日

結 果

1110
～
1112

灯油価格引下げ等暮らしと営業を守るた
めの措置方について

H20.9.17 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1113
灯油価格引下げ等暮らしと営業を守るた
めの措置方について

H20.9.17 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1114
灯油価格引下げ等暮らしと営業を守るた
めの措置方について

H20.9.17 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1166
小樽市銭函３丁目駐車場の料金見直し方
について

H22.5.28 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

厚生常任委員会

  ○陳 情

議    決
年 月 日

結 果
議    決
年 月 日

結 果

247
障害者自立支援法の施行に伴う施策の実
施方等について

H19.9.3 H22.6.15 採 択 H22.6.21 継続審査

250
佐賀県で100パーセント成功している
「パーキング・パーミット」制度の小樽
市での早急な実施方について

H19.9.5 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

251
難病と重度の障害者の地域生活支援事業
改善方について

H19.9.6 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

258
生活保護基準の引下げ反対要請方につい
て

H19.12.11 H22.6.15 採 択 H22.6.21 継続審査

1003
朝里・新光地域における多目的コミュニ
ティセンター設置方について

H20.4.23 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1116
「市民生活援助」の福祉灯油制度の拡充
方等について

H20.9.17 H22.6.15 採 択 H22.6.21 継続審査

1117 福祉灯油制度の拡充方等について H20.9.17 H22.6.15 採 択 H22.6.21 継続審査

1145 小樽市女性国内研修の継続方について H21.3.3 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1164
透析・長期慢性疾患患者への新型インフ
ルエンザ予防接種の市独自の助成方につ
いて

H21.12.8 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1165
長橋地区の公衆浴場（普通浴場）の経営
支援方について

H22.4.6 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1168
小樽市桜１丁目２４番１号地先交差点へ
の信号機設置等要請方について

H22.6.3 H22.6.15 採 択 H22.6.21 採 択

番号 件 名
提 出
年 月 日

委 員 会 本 会 議

本 会 議

番号 件 名
提 出
年 月 日

委 員 会



建設常任委員会

  ○陳 情

議    決
年 月 日

結 果
議    決
年 月 日

結 果

1
市道潮栄線の一部ロードヒーティング敷
設方について

H19.6.14 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

246
市道桜１８号線の道路敷地を最大限活用
した幅員整備方について

H19.8.16 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

644
市道銭函石山線及び市道銭函神社線の坂
道の手すり設置方について

H20.3.3 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1143
雇用促進住宅銭函宿舎の公的住宅として
の存続方について

H20.12.9 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1154
朝里川温泉１丁目３０６番地の市道文治
沢線のロードヒーティング早期敷設方に
ついて

H21.6.15 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1167
市道桜９号線舗装延長及び側溝蓋整備方
について

H22.5.31 H22.6.15 継続審査 H22.6.21 継続審査

1169
小樽市における地籍調査の実施方につい
て

H22.6.8 H22.6.15 採 択 H22.6.21 採 択

学校適正配置等調査特別委員会

  ○陳 情

議    決
年 月 日

結 果
議    決
年 月 日

結 果

260 小樽市立豊倉小学校の存続方について H20.2.26 H22.6.16 継続審査 H22.6.21 継続審査

市立病院調査特別委員会

  ○陳 情

議    決
年 月 日

結 果
議    決
年 月 日

結 果

5～
185

築港地区での新小樽病院建設の是非を問
う市民アンケート等の実施方について

H19.6.22 H22.6.17 継続審査 H22.6.21 継続審査

187
～
219

築港地区での新小樽病院建設の是非を問
う市民アンケート等の実施方について

H19.6.29 H22.6.17 継続審査 H22.6.21 継続審査

220
～
243

築港地区での新小樽病院建設の是非を問
う市民アンケート等の実施方について

H19.7.2 H22.6.17 継続審査 H22.6.21 継続審査

248
、
249

築港地区での新小樽病院建設の是非を問
う市民アンケート等の実施方について

H19.9.4 H22.6.17 継続審査 H22.6.21 継続審査

254
新市立病院の「築港建設の是非」を問う
市民アンケート等の実施方について

H19.9.13 H22.6.17 継続審査 H22.6.21 継続審査

1155
小樽市病院局・並木昭義局長｢新病院の
展望と建設についての見解｣に沿った市
立病院の統合新築方について

H21.9.24 H22.6.17 採 択 H22.6.21 採 択

番号 件 名
提 出
年 月 日

委 員 会 本 会 議

本 会 議

番号 件 名
提 出
年 月 日

委 員 会 本 会 議

番号 件 名
提 出
年 月 日

委 員 会
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